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特 集 Ⅰ

日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その１）

特 集 に よ せ て

金 子 隆 一

本特集は，2010（平成22）年に実施された最新の第14回調査をはじめとするこれまでの

出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）の結果をもとに，わが国の結婚と出生

の実態，意識に関する分析研究をまとめたものある．本調査の実施・分析チームのメンバー

による研究論文を複数の号に分けて掲載する．

出生動向基本調査は，戦前の1940（昭和15）年に夫婦を対象として初めて実施され，戦

後は1952（昭和27）年に第2回調査を行って以降，ほぼ5年ごとに実施されてきた（第9

回調査（1987年）までは名称を「出産力調査」としていた）．第1回，3～5回調査は地

域や属性階層を計画的に抽出して行う典型調査であったが，第2回調査および第6回以降

の調査は，層化無作為抽出によって全国を代表する標本調査として実施されている．また，

晩婚化・未婚化による出生率の低下が明瞭になり始めた時期の第8回調査（1982年）から

は，結婚変化の背景を明らかにするために，夫婦調査に加えて独身者調査を実施するよう

になった．これにより日本人の結婚過程について，夫婦の実績と独身者の意識の両面から

アプローチすることができるようになった．なお，第13回調査は本来の時期を2年前倒し

して2005年に実施され，以降はこれを起点とした5年周期，すなわち国勢調査と同じ年に

実施されるようになった．これにより基礎データ照合による検証が容易となるほか，両調

査のデータを用いて実施される将来人口推計に対して，最新の情報を提供することができ

るようになった．

以上のとおり直近の第14回調査は第1回調査から70年を隔てており，少子化と呼ばれる

出生率低下が始まった時期の第7回調査（1977年）から数えても30年以上，8回の調査を

数える．これらの間にわが国は人口転換を完結し，さらに結婚や家族という人口再生産の

基盤に大きな変容を経験した．2度のベビーブームと人口置換水準下で長引く出生率の低

迷は，日本の人口構造に大きな変動をもたらし，人類未曾有の高齢化社会へと日本を導い

ている．出生動向基本調査はこのような歴史的変革期を記録した貴重な遺産となりつつあ

るように思う．

この調査の特色をもう一つ挙げるとすると，それは結婚・出生の定量的なモニタリング

を目的としている点であろう．わが国の結婚や出生の人口学的な動態は厚生労働省が所管

する「人口動態統計」によって毎年全数が把握されている．しかしその変動要因や背景を
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知るためには，各個人・家族の置かれた状況や，結婚・出生に対する意識ならびに細かな

行動の実態などが把握されなくてはならない．わが国では1970（昭和45）年の国勢調査で，

結婚期間，出生児数が最後に調査されて以降，国レベルの結婚過程や夫婦出生力を全数把

握する統計はなく，全国を代表するものは全国標本を用いる出生動向基本調査があるのみ

である．したがって本調査には結婚と出生に関わる国民のライフコースを定量的に把握・

記録して行く役割が課せられており，基本指標の時系列などについては全数調査に比肩し

うる精度が求められる．このため調査の代表性や正確性の維持に最大限の努力が払われて

きた．財政事情も含め調査を取り巻く環境は厳しさを増しているが，一方で国民のライフ

コース変動の指標となり，また日本社会の将来像すら左右する結婚・出生という現象につ

いては国民的関心が高まっており，むしろモニタリングの体制を強化して行くことが必要

ではないかと思われる．

折しも前回の第13回調査（2005年）が実施された直後から，わが国の出生率は少子化が

始まって以来の回復基調を見せている．合計特殊出生率は2005年史上最低値1.26から，

2010年1.39を経て，現在1.4前後の水準が続いている．しかし，この回復が何を意味して

いるのかは必ずしも明瞭ではない．欧米では近年多くの国々で出生率が回復基調にあるが，

これらは概ね（女性の）出生年齢上昇の緩み，ないし終焉が原因とされる．わが国でも同

様の機構が働いている可能性があるが，欧米とはかなり異なる変化パターンも認められる．

実は第14回調査は新たにこの期間の状況を捉えており，その詳細な分析によってこの特異

な出生動向の背景が明らかにされることが期待されている．それは今後の少子化の動向を

占う上で重要なだけでなく，結婚・出生変化の仕組みそのものに迫るものになるのではな

いかと期待される．

本特集では，こうした直近の結婚・出生動向分析に加えて，夫婦出生力の長期的推移や

地域差の分析，近年揺り戻しが見られて注目される女性の結婚・家族に関する意識の分析，

独身者の結婚に対する態度変容に関する分析，さらには新たな試みとして国民生活基礎調

査とのデータマッチングによる妻の健康と出生の関係の分析など，いずれも創意に満ちた

論文の掲載が予定されている．なかには先端的な統計手法を用いた分析もあり，方法論的

な面でも関心が持たれるところである．大いに期待されたい．

言うまでもなくこうした研究成果は，調査実施に関わった国・自治体等の担当者，調査

員の真摯な努力と，調査対象となった人々の誠意ある協力が無ければ得られなかったもの

である．また，70年に及ぶ調査の継続と現在までの発展を支えたこれまでのすべての調査

メンバーの努力も忘れることはできない．今回の分析に携わった第14回調査メンバーは，

託された期待を少しでも国民福祉に資する知識の発見に結びつける責務を感じるとともに，

この貴重な調査の枠組み，データそして理念を今後へと受け継いで行きたいと考えている．
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日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その１）

1990年代以降の結婚・家族・ジェンダーに

関する女性の意識の変遷

―何が変わって何が変わらないのか―

釜 野 さおり

Ⅰ.はじめに

近年，ジェンダーや結婚・家族に関する意識が保守化していることがしばしば指摘され

ている．内閣府による調査において1970年代から減少し続けてきた「男は仕事，妻は家庭」

への賛成割合が2012年では増加し，賛成の割合（51.6％）が反対の割合（45.1％）を上回っ

たことがメディアでも大きく取り上げられたところである（たとえば朝日新聞2013年1月

10日）．このデータを年代別にみると，若年層については2000年代からすでに保守化がみ

られる．全体では年齢が若い方が性別役割分業の肯定割合が低いが，2004年と2009年調査

では30代女性において，2007年調査では20代女性において，4，50代に比べた肯定割合が

高くなっている（佐々木 2012）．類似する調査や有識者によっても，2000年以降の意識の

保守化が指摘されている（たとえば山田 2009）．国立社会保障・人口問題研究所が実施し

ている出生動向基本調査の集計においても，未婚の男性，既婚，未婚の女性ではともに，

2000年代に入ると一部の項目で従来的な男女や家族のあり方を支持する考えへの逆戻り傾

向がみられる（釜野 2012a;2012b）．本稿では，第10回（1992年）から第14回（2010年）

の出生動向基本調査のデータを用いて，結婚・家族・ジェンダーに関わる女性の意識につ

いて，その規定要因と変化の傾向を分析する．

新社会学辞典によると，社会意識は，「ある社会集団の成員に共有されている意識（心

性）」と定義され，「階級，階層，民族，世代，職業，その他の社会集団が，それぞれの存

在諸条件に規定されつつ形成し，それぞれの存在諸条件を維持し，あるいは変革するよう

な力として作用するものとしての，精神的（主観的）な諸過程，諸形象」である（見田

1993:592）と説明される．つまり「社会集団や社会的カテゴリーに繋ぎとめられた一定

の共有された意識」（p.2）と理解され，こうした意識は，社会における様々な条件によっ

て規定されると同時に，社会的な諸条件としての過程と構造を作り上げるものである（渡

辺 2005）．

意識は，行動を規制する「～しなければならない」「～してはいけない」で表される規

範意識（手段を制御する）と，望ましいものは何かを判断する価値意識（目的を制御する）
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に分けることができる（山田 2012；渡辺 2005）．こうした意識という「微細な過程を追

うことでみえてくる，政治的なあるいは権力的な過程と構造がある」（p.1）可能性も指摘

されている（渡辺 2005）．人々の意識と行動との関係は単純ではなく，意識から行動を，

また行動から意識を直に予測できるものではないが，意識は個人・集団にとっての実質的

な行動の選択肢を狭めたり広めたりする形で複雑に行動に作用する．意識と個人・集団が

実際におかれた状況，あるいは，意識と個人・集団がとる行動との間に起こりうる乖離は，

人々の生活の質にも関わる．自らの行動や状況と意識が一致していないために起きる違和

感（認知的不協和）をなくすために，可能であれば行動や状況を変える，あるいは意識そ

のものを変えることもしばしばあるが，必ずしもそれができず，不一致の状態が続くと，

精神的な不安定や負担感につながる場合もある．したがって，結婚・家族・ジェンダーに

関わる意識を分析することは，社会における家族や結婚，そしてジェンダーシステムのあ

り方とそれを生きる人々の生を総合的に理解する上で重要である．

山田（2012）は，再帰性が高い社会では，規範の多様化（多様な行動パターンが提示さ

れる状態，望ましいと意識されるものや選び取る行動が個人によって異なる状態），自己

実現意識の高まりとそれによる満足感の追求（提示された多様な行動パターンから自らが

選んだ規範に適合する行動を実現することが，「自己実現」と意識され，それによって満

足を得る），および多様化による自己実現機会の減少（規範が多様なので異なる規範を持

つ人同士が相互行為を行う機会が増え，各人にとっては逆に自己実現が難しくなる）を，

規範に関して起こりうること，として挙げている．共同で決定する場面の多い家族におい

ては，再帰性の増大（個人化の進展）が実際の生活に影響する面が特に大きいという．現

代の日本社会が再帰性の高い社会であるとすると，本稿のテーマである結婚・家族・ジェ

ンダーの意識にも，こうした現象が当てはまると考えられる．

本題に入るまえに，ここで検討する1990年代前後における結婚・家族およびジェンダー

を取り巻く日本社会の状況を概観する．既知のとおり，1970年代半ば以降の出生率の低下，

結婚年齢の上昇，未婚率の増加，離婚率の上昇，単身世帯の増加，有配偶女性を含む女性

の就業率の増加，さらに1990年後半になると男性の雇用の不安定化など，日本の社会は多

方面において変化してきた．これらに伴い，1960年代から80年代までは「標準的」とされ

ていた「夫はフルタイムで働き，妻は専業主婦，子どもは2人」という形は，実態として

「標準」ではなくなりつつある．一方で，配偶者控除や配偶者特別控除制度，たとえ妻が

フルタイムで就労していても妻がほとんどの家事や育児を担っている実態（西岡 2011），

家族の事情に合わせた働き方をするのは，主に女性であるという現状など，「標準家族」

を前提とした制度や実態も共存している．

政策やメディアにおいては，1980年代から1990年代には，男女平等や男女の同質性に目

を向ける視点がみられた．男女雇用機会均等法の制定（1985年,1999年改正），女性差別

撤廃条約の批准（1985年），育児介護休業法の制定（1995年），法制審議会民法部会の選択

的夫婦別姓を含む民法改正要綱案の答申（1996年），そして男女共同参画基本法（1999年
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採択）などによって，女性と男性が社会や家庭の中で対等な役割があることを支持する法

案・政策が打ち出され，小・中等教育においても，1980年代前半の男女混合名簿，1990年

代前半には文部省公認の性教育や中高での家庭科男女共修制度の導入，1995年の国立婦人

教育会館からの『女性学教育／学習ハンドブック－ジェンダーフリーな社会をめざして』

の出版などもなされた．

ところが，こうした動きの最中に，男女共同参画や性教育，フェミニズムに対する批判，

ジェンダーやジェンダーフリーという言葉の排除，男女の違いの強調などの「バックラッ

シュ」の動きも出てくる．1990年代半ばには男女平等やフェミニズムを批判する書籍や，

夫婦別姓や性教育批判の雑誌記事が増え，2000年代になると，バックラッシュは自治体や

国レベルにも広がり，男女平等や性教育を性犯罪・家庭破壊につなげる考えの主張や，男

女の違いを強調する風潮が高まっていく．福岡市の「男女共同参画は性犯罪助長」という

ポスターの制作（2003年），大阪府，滋賀県，千葉県，静岡県等における男女共同参画条

例制定に対するバッシング，政治家による女性を子産みの道具に例えた発言（2007年），

ドメスティック・バイオレンスに関する講演会に対する抗議（長岡市 2008年），ジェンダー

関連書籍の撤去（松山市 2008年）など，例を挙げればきりがない．また，内閣府におい

ても2006年に「ジェンダー・フリーの使用は不適切」との見解を表明する（日本女性学会

ジェンダー研究会 2006）．

少子化，晩婚化・非婚化に関しても，1989年の1.57ショック以降「少子化対策」がさま

ざま変遷をたどりながら，重要な政策課題として捉えられるようになるが，これらの現象

は，従来は当然視されていた結婚や出産を，女性が主体的に選べるようになった結果であ

るという視点（目黒，西岡 2004）から語られることは少なくなり，「結婚したいのにでき

ない」「子どもがほしいのに持てない」問題に集約されていく．

バックラッシュに対する抵抗もなされたが，1990年代後半以降の主流社会における教育，

メディア，政策などの領域では，性別二元論や固定的な家族・結婚観が肯定される風潮が

あるといえる．本稿で分析する1990年代以降のジェンダーおよび結婚・家族に関する意識

は，こうしたイデオロギー的コンテクストの中で捉えることができる．

Ⅱ．先行研究

まず，アメリカの社会学・関連分野におけるジェンダーのイデオロギーに関する研究の

レビューによると，扱われてきた研究テーマには，稼ぎ役（女性・男性が稼ぎ手となるこ

となど），ジェンダーによる領域の分離，女性が就業することと家族関係の質（家族や子

どもへの影響など），女性の妻・母役割に対する嗜好（主婦業から充足感を得られる，女

性は外で働かない方が幸せなど），家の管理（家事分担など），男性の特権の許容度などが

含まれるという．ジェンダー意識の変容に関する研究では，ジェンダー平等を支持する若

いコーホートが，保守的な考えを持つ古いコーホートを置き換えることによる変化は確認

されているが，その背景要因は必ずしも明らかになっていない（DavisandGreenstein
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2009）と述べられている．

個人のジェンダー意識の形成については，利益をベースにしたものと接触をベースにし

たものが作用する（BolzendahlandMyers2004）と説明される．前者は各人が自己に有

利な考え方を取り入れるという見方で，個人の社会的立ち位置や社会格差にも影響される．

ジェンダー平等によって得るものがあれば（またはそう考えていれば），それを支持する

考え方をするようになる．後者は，社会化，教育，個人的経験を通じて，ジェンダー平等

の理念に合致する考え方や状況に触れる事で意識が発達していくという見方である．親の

考え方や宗教の影響，就学や就業，結婚，親になることが意識の変化をもたらす要因とし

て挙げられている．

社会全体の意識の変容の説明には，コーホート交代説（cohort-replacementtheory），

社会構造説（socialstructuraltheory），イデオロギー習得説（ideologicallearning）が

挙げられている（BrooksandBolzendahl2004）．コーホート交代説は，意識の変化は古

い出生コーホートが若い出生コーホートに入れ替わることによって起きるという．各コー

ホートには特有の幼少時の経験など，集団としての特徴があるために意識が異なることや，

物事への考え方は幼少時に形成されて生涯変わらないことを前提としている．社会構造説

では，ジェンダーに関する意識は社会における個人の位置，特に経済的属性や家族関係に

関わる属性（婚姻や子どもの有無など）で異なるため，その人口構成が変わることで，社

会全体の意識も変わるというものである．労働力率の変化，離婚率やひとり親世帯の増加，

出生率の変化などが変数として考慮される．イデオロギー習得説は，ある領域における既

存の考え方に沿うような考えを個人が取り入れるという見方で，たとえば権利意識という

視点が普及すると，人々は，女性の権利についても受け入れるようになるという．

実証研究で家族やジェンダー意識の変化に注目したものでは，世界価値観調査を用いた

DoriusandAlwin（2010）が，ジェンダー意識の尺度を用いてそのスコアの変化を要因

分解し，39カ国中12カ国で近年の調査でジェンダー平等の支持が減少したことと，新しい

コーホートの方が古いコーホートよりも平等志向が高いことによって，全体の平等志向が

高まっていることを示した．コーホート交代による影響は39カ国中37カ国でみられ，変化

全体を占める割合は2％から59％である．日本についての結果では，1994－1998年調査と

2005－2008年調査の間で平等志向割合の上昇がみられ，コーホート交代による変化が占め

る割合は38％であった．

アメリカにおけるジェンダー意識について，GeneralSocialSurvey（GSS，総合的社

会調査）の1985年から1998年のデータに基づいて同様の分析をした Brooksand

Bolzendahl（2004）は，ジェンダー役割に関する意識を広くカバーする8項目からなる

尺度を用いて，就業形態，婚姻地位，権利意識を統制した上で要因分解を行った．その結

果，この期間の変化の半分以上がコーホート交代によるもので，2時点の社会構造的な変

化（婚姻地位，就業形態の変化など）が寄与するのは1割未満であること，コーホート交

代の34％と時代効果（調査年）の45％が権利意識によって説明されることを示した．

BrooksandBolzendahl（2004） と類似の指標を用いた Cotter,Hermsenand
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Vanneman（2011）は，教育，信仰，婚姻地位，子どもの有無・数，世帯収入，職業的

地位を考慮した要因分解を行い，ジェンダー平等の志向は1974年から1994年にかけて高まっ

た後，1994年から2000年にかけて低まり，2000年以降には微増していること，コーホート

交代によって1994年までの変化は説明できるが，その後の傾向は説明できないことを示し

た．90年代半ばから見られる意識の変化を80年代のバックラッシュの影響と考えるには無

理があるため，フェミニズム的な平等志向と，伝統的な母親役割意識が混在する文化的枠

組みが出現したとの説明を提案している．

同じくGeneralSocialSurveyを用いて，Lee,Tufi�andAlwin（2008）は，ジェンダー

役割に関する意識を項目別に要因分解を行った．教育の効果を統制した女性の家庭におけ

るケア役割意識の分解では，上記2つの研究と同様に1974年から1998年の変化はコーホー

ト交代による部分が大きい（個人変化の約2倍）が，期間を区切ってみると，1974年～

1983年および1985年～1993年では個人変化の方が大きく，1994年から1998年の変化では，

個人変化とコーホート交代の方向が逆になっていた．1990年代半ば以降，平等志向が進ま

ないのは，コーホート交代の効果は引き続き平等志向の支持に向かっているが，個人変化

は，平等を支持しない方向に向かっているためで，後者は1980年代におけるフェミニズム

に対するバックラッシュの影響ではないかと解釈している．

次に，日本におけるジェンダーや家族に関する意識の社会経済的属性による比較や規定

要因の研究をみると，年齢（生年，世代）や学歴，就業，妻の家計参入度などが検討され

ている．

性別役割分業意識の規定要因を分析する初期の研究として，SSM調査を用いた吉川

（1998）は，「男性は外で働き，女性は家庭を守るべきである」や男女の育て方，専業主婦

に対する意識などの6項目について，妻と夫双方の学歴，職業威信に加え，妻の年齢，世

帯収入，妻の家計への参入度，権威主義態度を検討し，20～69歳の女性の「夫は外，妻は

家庭」などの性別役割分業意識については，年齢，夫妻の学歴，妻の家計参入度，権威主

義態度の効果が有意であることを示した．

母親の就労が子どもに与える影響に関する意識を分析した松田（2005）は，2001年の

JGSSデータの重回帰分析を行い，夫が60歳未満の有配偶女性では，よくない影響を与え

る，という規範は古い世代により内面化されていることと，無職よりも常勤・パートタイ

ム就業の妻の方が，規範意識が弱いことを示した．学歴，幼少時の母親の就労，夫の職業

的地位は有意な効果を示さなかった．

小山（2008）は福岡市と徳島市で実施した調査の30～49歳の女性のデータに基づき，本

稿でも検討する項目に類似した「夫は外で働き妻は家庭を守る方がよい」や「母親は仕事

を持たずに育児に専念した方がよい」を含む4項目からなる尺度を用いて，年齢が若い，

就業年数が長い，学歴が高い，従業上の地位が上（常時被雇用者以上），夫がホワイトカ

ラー，妻の家計参入度が高いことに加え，非親族のサポートがあると，性別役割意識から

の解放度が高まるという，ネットワークの効果も示した．

森（2009）は「男は仕事，女は家庭」に対する高校生の意識を2001年と2007年で比較し，
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否定回答が5ポイント減少し，肯定回答が3ポイント，どちらともいえないが2ポイント

増加したことを示した．この結果を，2000年代になって新しい保守意識が生まれ，「公」

に対し「私」を重視する価値観を前提としながら，伝統重視志向を持ち合わせていると解

釈している．保守回帰の現象が性別役割分業意識と密接に関係している可能性は否定でき

ないこと，また若者に反ジェンダーフリー的な意識が広がり，伝統的分業へのバックラッ

シュが生じていると指摘し，日本賛美で示される伝統志向や反国際化志向（ナショナリズ

ム）が，性別役割分業意識の大きな規定要因となっていることを分析で示した．

国際比較調査では，竹ノ下・西村（2005）が韓国と日本の社会意識に関する世論調査の

データを用いて，「男は外で働き女性は家庭を守るべき」，「子どもが小さいうちは，母親

は育児に専念すべき」などの意識と社会経済的地位との関係を分析した．女性（20～82歳）

の重回帰分析に基づき，両国とも年齢と就業形態が有意であり，無職に比べると，フルタ

イムとパートタイムで就労している女性は役割意識が有意に低く，教育年数，夫の職業的

地位，就業形態をコントロールした後の妻の家計参入度は有意でないとの結果を示した．

安蔵（2008）はJGSS（日本版総合的社会調査）の2000～2003年調査と東京都品川区の

区民調査のデータを統合し，20～49歳の男女について複数の項目からなる性別役割分業観

と結婚観を分析した．有業の未婚女性は伝統的価値観を支持しないこと，30代後半までは

年齢とともに非伝統的な結婚観を強めること，既婚女性は有業では非伝統的価値観をもつ

が，無業ではもたないこと，既婚女性は未婚女性ほど，結婚に関する伝統的価値観をもた

ないことが示された．

本稿で用いる出生動向基本調査の結果と比較している例として，早瀬（2005）が挙げら

れる．「人口・家族・世代世論調査」のデータに基づき，ジェンダーや家族に関する意識

項目を年代（20，30，40代），学歴，配偶関係（有配偶，未婚，離別，死別），出身地（市

街地，農山村・漁村），居住地（8ブロック，関東は東京と東京以外），就業状態（正規，

パート，自営・家族従業，専業主婦，学生）別に集計し，第12回出生動向基本調査と同様

または類似している項目については結果を比較検討した．

家族や結婚，ジェンダー意識が，経年的にどのように変化しているのかを分析した研究

では，尾嶋（1998）がSSM調査の1985年と1995年を比較し，女性のジェンダー意識は大

きく変化したが，女性が高学歴化したことでは説明できないため，この変化はコーホート

効果によるものであると結論づけている．2000年以降の性別役割分業意識については，佐々

木（2012）がJGSSの2000年～2010年のデータで「夫は外，妻は家庭」，「夫に充分な収

入がある場合には，妻は仕事をもたない方がよい」，「妻にとっては，自分の仕事を持つよ

りも，夫の仕事の手助けをする方が大切である」の3項目の平均値を被説明変数として階

層的APC分析を用いて，調査年が近年であるほど柔軟な性別役割分業意識をもつが，直

近の調査での変化は小さく，1930年前後生まれが最も固定的な意識を，1945年から1960年

生まれまでは最も柔軟な意識を，そのあとの世代の1970年生まれ以降の女性は固定的な考

えをもつことを示した．また，女性は，父親に大学在籍経験があり，幼少期に母親が正規

雇用，本人の学歴が高い，現在の世帯収入が高い，本人が正規雇用であると，柔軟な考え
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をもつことを示した．婚姻の有無，子どもの有無，都市規模，15歳時の父親の就労，母の

学歴は有意な効果を示さなかった．

Lee,Tufi�andAlwin（2010）は，InternationalSocialSurveyProgrammeの1994

年と2002年のデータを使い，日本のジェンダー意識の変容の要因分解を行った．女性の分

析では，「母親が仕事を持つと家庭生活に支障がでる」についての意識の変化のほとんど

が個人変化によることを示した．教育を統制しても結果は変わらないが，就業形態を統制

すると個人変化の寄与度がさらに大きくなった．「男性の仕事は稼ぐこと，女性の仕事は

家事と家族の世話である」については，2002年でこの考えを支持する割合に減少がみられ，

その変化にはコーホート交代と個人変化が同程度に寄与していた．

以上，アメリカと日本における結婚・家族・ジェンダーに関する意識の研究をいくつか

取り上げた．まとめると，規定要因として検討されてきたものは，ほぼすべての分析に含

まれている年齢や学歴に加え，現在の状況・経験に関わる配偶関係（安蔵 2008,早瀬

2005），就労形態（早瀬 2005,小山 2008,松田 2005,竹ノ下，西村 2005,安蔵 2008），

就業年数（小山 2008），妻の家計参入度（吉川 1998,小山 2008,竹ノ下，西村 2005），

夫の職業地位（松田 2005,小山 2008,竹ノ下，西村 2005），生育環境としての幼少時の

母親の就労状況（松田 2005），社会文化的な環境である出身地（市街地，農山村・漁村）

や居住地（早瀬 2005）などがあり，どの要因が有意な効果を示すかは，用いるデータや

分析対象とする項目によって異なる．親族・非親族ネットワークとの関係（小山 2008）

や伝統志向（日本賛美）や反国際化志向（森 2009）も関連要因として考慮されてきた．

意識の変容については，アメリカの研究では全般に1990年代まではリベラル化が，1990

年代半ば以降はリベラル化の足踏みや逆転が観察された．尺度を用いた Cotter,

HermsenandVanneman（2011）は，1974年から1998年の変化はコーホート交代によっ

て大半の変化が説明できるとしているが，項目別に分析した Lee,Tufi�andAlwin

（2008）の期間を区切った分析では，1993年までは個人変化の方が有意との結果を示した．

ただし1994年以降の変化については，どちらの研究でも説明が困難として捉えられている．

日本に関しては，1990年代までを扱う研究では（尾嶋 1998），若い人ほど柔軟な意識を示

すが，2000年代になると若年層において保守的な意識が観察されている（佐々木 2012）．

しかし，経年的な変化に関してはそれを追う事のできるデータが不足していることもあり

（佐々木 2012），十分に検討されているとはいえない．

本稿ではこれらの先行研究も踏まえつつ，1992年から2010年の18年間における結婚，家

族，ジェンダーに関する意識を分析する．先述のとおり，この時代は，結婚や出産の行動

パターンや家族の実態が大きく変化しつつ，従来の「標準家族」を基準とした制度や実態

も存在し，ジェンダー平等を促す動きと並行してバックラッシュ的な風潮の流れが起きる

など，矛盾に満ちているといえる．こうした背景を念頭におき，調査回ごとの意識の変化，

出生コーホートによる違い，社会経済的属性による違い，意識の規定要因を検討すること

に加え，意識の変化に注目し，それがコーホート交代によって起きたのか，それとも時代

的な流れによって起きたのか，また意識の内容によってその起き方がどのように違うのか
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を分析する．ここで扱う社会経済的属性は先行研究でも検討されてきたものであり，学歴

は教育を受ける経験と啓蒙を受けることの影響，就労形態，パートナー関係や離婚経験，

子どもの有無は生活経験の影響，居住地域と人口集中地区か否かは，居住環境における社

会文化的な影響を捉えているとみなす．出生動向基本調査では，性別役割分業，生き方に

ついて（独身でいることの是非），男女カップルおよび結婚のあるべき姿（婚前の性関係

の是非，同棲の是非，離婚の是非），母親の役割・三歳児神話（幼い子どもを持つ母親は

（子どものために）家にいるべきか否か），自己実現・自己尊重と家族生活・家族の世話と

のバランス（家族の犠牲になること，自分の目標を持つこと）など，幅広い内容がカバー

されているため，結婚，家族，ジェンダーに関する意識を多角的にみることができる．

Ⅲ.分析手法

1． データと変数

国立社会保障・人口問題研究所がほぼ5年おきに実施している，出生動向基本調査の第

10回（1992年）から第14回（2010年）の妻（夫婦調査）および独身女性（独身者調査）の

データを統合したものを用いる．独身か否か，初婚か再婚か，未婚か結婚経験があるか，

恋人がいるか否かに関わらず，調査に回答したすべての女性を分析に含める．

結婚・家族・ジェンダーに関する意識は，第10回調査から継続してたずねている9つの

項目によって捉える．質問文および本稿の図表等での略記のしかたは，表1に示す．導入

文は調査回ごとに異なるが，たとえば第14回調査では，「結婚，男女関係，家庭，子ども

を持つことについてはいろいろな考え方がありますが，下に例として①～⑪のような考え

方を示しました．それぞれについてあなたご自身はどのようにお考えでしょうか」とたず

ね，各意見に対し，「まったく賛成」，「どちらかといえば賛成」，「どちらかといえば反対」，

「まったく反対」の4つの選択肢から選ぶ形式になっている．大半の項目では質問文が従
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表１ 結婚・家族・ジェンダーに関する意識を捉える質問項目

質問文
従来的な考え
を示す回答*

図表･本文中における略記

少なくとも子どもが小さいうちは，母親は仕事を持たず家にいるのが
望ましい

賛成 母親は家に（を肯定）

結婚したら，子どもは持つべきだ 賛成 子どもは持つべき（を肯定）

男女が一緒に暮らすなら結婚すべきである 賛成 同棲（を否定）

いったん結婚したら，性格の不一致くらいで別れるべきではない 賛成 離婚（を否定）

生涯を独身で過ごすというのは，望ましい生き方ではない 賛成 独身（を否定）

結婚したら，家族のためには自分の個性や生き方を半分犠牲にするの
は当然だ

賛成 自己犠牲（を肯定）

結婚後は，夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ 賛成 分業（を肯定）

結婚前の男女でも愛情があるなら性交渉をもってかまわない 反対 婚前交渉（を否定）

結婚しても，人生には結婚相手や家族とは別の自分だけの目標を持つ
べきである

反対 目標を持つべき（を否定）

*「まったく賛成（反対）」と「どちらかといえば賛成（反対）」の合計
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表２ 社会経済的属性変数の調査年別構成割合

変数 カテゴリー 1992 1997 2002 2005 2010 合計 ｎ

出生コーホート 1942-49年 25.3 9.9 7.7 4881

1950-54年 17.4 17.0 7.9 8.9 5641

1955-59年 15.1 14.2 15.8 13.8 11.8 7481

1960-64年 14.5 15.4 15.6 17.2 15.5 15.6 9882

1965-69年 14.3 14.7 17.1 17.7 18.3 16.3 10368

1970-74年 13.4 16.3 18.1 18.4 20.5 17.2 10936

1975-79年 12.4 14.4 14.4 16.2 11.1 7054

1980-84年 11.1 12.4 12.4 6.9 4361

1985-92年 6.0 17.2 4.6 2893

年齢階級 18-19歳 6.3 4.9 4.9 5.0 4.3 5.1 3249

20-24歳 14.7 15.9 13.2 12.5 12.0 13.7 8711

25-29歳 14.2 15.5 16.7 13.9 12.1 14.5 9196

30-34歳 14.6 15.0 17.7 18.2 15.8 16.2 10259

35-39歳 15.8 14.4 16.4 17.8 20.4 16.9 10753

40-44歳 19.8 15.6 15.3 17.0 18.3 17.3 10980

45-49歳 14.6 18.6 15.8 15.6 17.0 16.3 10349

最終学歴 中学校 11.9 7.1 5.4 4.0 4.2 6.7 4184

高校 50.6 46.2 43.4 39.4 37.3 43.6 27306

専修学校（高卒後）［専修学校と略記］ 9.2 10.9 13.4 12.8 15.2 12.2 7648

短大･高専 17.9 22.0 22.3 24.2 21.9 21.5 13438

大学以上 10.5 13.8 15.5 19.6 21.5 16.0 10003

就労形態 正規職員 39.3 32.3 29.0 27.5 28.4 31.6 19377

パート（アルバイト，派遣，契約社員含む） 16.3 22.9 27.6 31.4 33.0 25.8 15830

自営 7.1 10.2 7.8 6.7 4.9 7.4 4513

無職 31.6 28.6 29.8 27.0 27.1 28.9 17726

学生 5.8 6.1 5.7 7.4 6.5 6.2 3824

パートナー関係 既婚（結婚している） 68.3 64.2 62.7 61.3 60.3 63.5 39818

同棲（独身で，同棲中） 0.5 0.7 0.8 0.9 0.8 0.7 457

婚約（独身で，婚約中） 1.0 1.1 1.1 1.3 0.9 1.1 673

恋人あり（独身で，恋人として交際し
ている異性がいる） 8.8 10.0 10.6 10.3 10.1 9.9 6199

恋人なし（独身で，上記以外） 21.4 24.0 24.7 26.3 28.0 24.8 15518

離婚経験 なし 95.6 94.5 93.3 92.9 91.8 93.7 59495

あり 4.4 5.5 6.7 7.1 8.2 6.3 4002

子ども数 0人 36.6 41.5 42.5 42.7 43.6 41.2 25303

1人 12.8 12.6 14.3 15.3 16.4 14.2 8731

2人 34.1 31.0 28.7 28.9 28.7 30.4 18686

3人 14.3 13.0 12.6 11.5 9.8 12.3 7561

4人以上 2.3 2.0 1.9 1.6 1.5 1.9 1148

居住地域 北海道 3.8 4.3 3.9 4.1 3.7 4.0 2512

東北 6.8 5.5 7.6 8.3 8.1 7.3 4604

関東 31.0 32.1 31.4 30.9 32.8 31.7 20109

中部 21.4 22.7 19.6 19.3 19.8 20.6 13078

近畿 15.1 13.9 16.8 15.6 15.6 15.4 9757

中国･四国 9.3 11.5 9.6 8.5 8.5 9.5 6030

九州･沖縄 12.6 10.0 11.1 13.4 11.5 11.7 7407

人口集中地区 人口集中地区 34.8 32.0 35.0 37.2 34.1 34.6 21955

非人口集中地区 65.2 68.0 65.0 62.8 65.9 65.4 41542

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ｎ 14374 12604 12513 11077 12929 63497

注）最終学歴，就労形態，パートナー関係，子ども数の%は，不詳を除いて算出．



来的（conventional）な考えを述べているため，これらに対する回答は従来的な考えの度

合いを測定しているとみなす．「まったく賛成」と「どちらかといえば賛成」の回答を併

せたものを「従来的な考え」，「まったく賛成」と「どちらかといえば賛成」の回答をリベ

ラルな意識を示していると解釈する．ただし「目標を持つべき」と「婚前交渉」の2項目

については質問文が従来的ではない考えを述べているので，反対回答を従来的または保守

的な意識，賛成回答をリベラルな意識を示すと捉える．各項目における従来的な考え・リ

ベラルな考えの支持割合は，質問に回答しなかった人（3～7％）を除いて算出する．

社会経済的属性変数として検討するのは，出生コーホート（出生年，あるいは1942～

1949年，1950～54年，中略，1980～84年，1985～1992年の9カテゴリーを使用），調査時

の年齢（18～19歳，20～24歳の順にまとめた5年階級を使用），最終学歴，就労形態，パー

トナー関係，離婚経験の有無，子どもの有無（人数），居住地域，人口集中地区か否かを

検討する．各変数の説明と調査年別の単純集計は表2のとおりである．

2. 分析手法

� 調査年別，コーホート別，および社会経済的属性別による集計

まず全項目について，1）調査年別と，2）出生コーホート別（5年刻み）に，従来的考

えの支持割合の集計結果を示す．参考までに「まったく賛成（反対）」の回答割合も示す．

次に，3）で調査年とコーホート別の集計を行い，調査年別にコーホートによる違いをプ

ロットした図と，コーホート別に調査年による変化をプロットした図を検討する．4）で

は，年齢とコーホートによる集計を行い，年齢階級別にコーホートによる違いをプロット

した図，コーホート別に年齢階級による違いをプロットした図を示す．次いで，5）で年

齢階級，学歴，就労形態，パートナー関係，離婚経験の有無，子どもの数，居住地域，人

口集中地区か否かの別に，各項目の従来的考えの支持割合の集計結果を示す．

� ロジスティック回帰分析による規定要因の分析

上記でみた出生コーホート，調査年，社会経済的属性のそれぞれの意識項目に対する効

果を調べるためにロジスティック回帰分析を行う．調査年は各調査年をダミー変数として

扱い，1992年をレファレンスとする．出生コーホートは5年刻み（一番上と下は例外）に

カテゴライズしたものをダミー変数とし，最も頻度の高い1970～74年生まれをレファレン

スとする．パートナー関係では，数の少ない婚約中と同棲中の女性を，独身で恋人のいる

女性に含める．子どもについては，子どもの有無を用いる．年齢は分析に含めない（詳し

くは下記（3）を参照）．

� ロジスティック回帰要因分解（logisticregressiondecompositionmethods）によ

る分析

最後に，従来的な考えの支持割合の変化を，個人変化とコーホート交代によるものとに

分解する．この手法は線形重回帰分析に基づく線形要因分解法（lineardecomposition
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methods）（Firebaugh1997）と同様であるが，対象とする変数が二値変数（0,1）の場

合にロジスティック回帰分析を用いて要因分解するものである（Lee,Tufi�andAlwin

2008）．

時間によって変化する現象（この場合は結婚，家族，ジェンダーに関わる意識）におい

ては，年齢効果（ageeffects）（年齢に伴う身体的変化，社会経験の蓄積，役割や地位の

変化によって，意識に変化が現れるとの見方），時代効果（periodeffects）（社会的，文

化的，物理的な環境の変動による，ある時点特有の変化で，その時代を生きるすべての人々

の意識に同様の変化が現れるとの見方），コーホート効果（cohorteffects）（同じ年に生

まれたことで，人生の初期段階の特殊な要因を共有し，それによって特有の意識をもつよ

うになるとの見方）の3つが作用している．これらの3効果を同時に分析することができ

れば理想的であるが，「年齢＋出生年＝調査年」であるため，いわゆる識別問題が生じ，

単純にこれらを分解することは不可能である．年齢効果，時代効果，コーホート効果を検

討するAPC分析では，これらを識別するために，なんらかの仮定を設定した上で行って

いる（MasonandFienberg1985）．ロジスティック回帰要因分解法も例外ではなく，

「年齢の効果はゼロである」と仮定して，コーホートと時代についてのみを分析するもの

である．

結婚，家族やジェンダーに関する意識は，教育によって啓蒙を受ける，就学・就業する，

パートナーを持つ，子どもを持つといった人生経験を経ることで影響を受けると考えられ

るが，これらを差し引いた「加齢」そのものによって大きく変化するとは考えにくいため，

年齢をモデルに含めないことは妥当である．線形要因分解法やロジスティック回帰要因分

解法は通常の回帰分析に基づいているため，わかりやすく，時代とコーホートのみでなく，

社会経済的属性変数など他の予測変数に関しても同時に分解できる利点があり，他の手法

と比べても良好な推定結果をもたらすとされている（Lee,Tufi�andAlwin2010）．政

治意識やジェンダー意識等の分析にも広く用いられる手法である（たとえば Brooks

2000,太郎丸,永瀬 2012）．

ロジスティック回帰要因分解のモデル式は，以下のように表される．

ln（π/1－π）＝a＋b1*SY＋b2*BY

πは，従来的な考えを支持する確率，1－πはそれを支持しない確率，b1とb2はロジット

係数，SYは調査年，BYは出生年（コーホート）である．この式における傾きであるb1

とb2と，調査年と平均出生年の差を用いて，個人変化とコーホート交代による変化を，以

下のとおりに計算する．

個人変化：IC＝b1*（SYtf－SYt0）

コーホート交代：CR＝b2*（BYtf－BYt0）
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SYft－SYt0は時間0と時間fの間の経過時間（たとえば1992年から2010年の変化につい

ての分析であれば，SYftは2010年，SYt0は1992年，SYft－SYt0は2010－1992＝18となる），

BYtfは時間fにおける平均出生年，BYt0は時間0における平均出生年である（Lee,Tufi�

andAlwin2008）．

この分析により，調査時点間で観察された割合の変化を，コーホート交代による変化

（cohortreplacement）と個人変化（Intra-cohortchange，時代効果）とに分解し，それ

らの相対的な大きさを調べることができる．前者は，ある考え方を共有する，上のコーホー

トが，別の考え方を共有する下のコーホートに入れ替わることによって起きる変化，後者

は同じ年に生まれた集団の意識が，さまざまな要因によって時間の経過に伴って変化した

ものである．

上で示したモデル式では，出生コーホートと従来的考えの支持割合との間には線形関係

があると仮定するのが適切であるため，規定要因の全体像を捉えるために行う（2）のロジ

スティック回帰分析とは異なり，カテゴライズした出生コーホートをダミー変数として用

いるのではなく，各出生年の数値をそのまま用いる．調査年についても同様に従来的考え

の支持割合との関係は線形であることを前提とし，調査年の値を投入する．ただし（2）の

ロジスティック回帰分析の結果に基づき，1992年から2010年までの変化の方向が同じ場合

は1992年から2010年の全データを用いて2時点間の変化を分析するが，増減の方向が途中

で変わった場合は，分岐点となる調査年で区切り，その前後の期間それぞれについて要因

分解を行う．

まず，モデル1として調査年と出生年のみを考慮した要因分解（個人変化とコーホート

交代）を行い，モデル2として，最終学歴，就労形態，パートナー関係，離婚経験，子ど

もの数，居住地域，人口集中地区か否かの社会経済的属性を含めた要因分解を行う（この

手法を用いた例として，Lee,Tufi�andAlwin2010,BrooksandManza1997を参照）．

Ⅳ．分析結果

� 調査年別，出生コーホート別，社会経済的属性別にみた従来的な考えの支持割合

1）調査年別の集計結果

各項目における従来的な考えの支持割合を調査年別に集計した結果（図1a）をみると，

1992年から1997年では，全項目において従来的な考えの支持割合が減少している．しかし

その後の傾向は項目によって異なる．相対的に従来的考えの支持割合が高い3項目をみる

と，「母親は家に」と「子どもは持つべき」の肯定割合は継続して減少し，1992年では8

～9割台であったものが2010年には7割台に減少した．「同棲」を否定する割合は，2005

年から微増している．

従来的な考えの支持割合が5～6割である項目をみると，「離婚」を否定する割合では

2002年から，「独身」を否定する割合では2005年から，増加の傾向がみられる．従来的考

えの支持割合が3～4割台である「自己犠牲」の肯定は2002年から，「分業」の肯定は
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図1a 調査年別，各項目における従来的な
考えの支持割合

図1b 調査年別，各項目における従来的な考えの
支持割合［まったく賛成（反対）回答］

図1c 出生コーホート別，各項目における
従来的な考えの支持割合

図1d 出生コーホート別，各項目における従来的
な考えの支持割合［まったく賛成（反対）回答］

図1e 年齢階級別，各項目における従来的
な考えの支持割合

図1f 年齢階級別，各項目における従来的な考え
の支持割合［まったく賛成（反対）回答］



2005年から，その割合が増加している．従来的な考えの支持割合が1，2割（1992年の婚

前交渉の否定割合は3割台）の「婚前交渉」と，「目標を持つべき」は2010年まで継続し

て低下している．ただし，後者の変化は，2005年から2010年にかけてほぼゼロである．

「まったく賛成（反対）」のみの回答を示した図1bからは，「子どもは持つべき」，「同棲」，

「離婚」では，図1aで示した従来的考えの支持割合の変化よりも大きいことがみてとれ

る．つまり極端な考えの支持が大きく変化した，といえる．2002年以降はどの項目におい

ても「まったく賛成（反対）」の支持割合は3割未満である．「まったく賛成（反対）」の

回答で増加に転じた項目はほとんどない．

2）出生コーホート別の集計結果

出生コーホート別に従来的な考えの支持割合をみると（図1c），全般的には，後のコー

ホートになるほど従来的な考えを示す割合が低下するが，その傾向が反転するものもある．

「離婚」では70～74年生まれ以降で，「母親は家に」と「子どもは持つべき」では80～84年

生まれで，「同棲」では85～92年生まれで，従来的な考えの支持割合が増加に転じる．「分

業」では，60年代前半生まれまでは減少，60年代後半から70年代前半では増加，70年代後

半以降でまた減少している．「独身」と「自己犠牲」ではコーホート間の違いが相対的に

小さい．「婚前交渉」と「目標を持つべき」では，ほぼ一貫して若いコーホートで従来的

な考えの支持割合が低くなるが，前者では42～49年生まれから60～64年生まれまでの変化

が顕著である．

3）調査年別・コーホート別の集計結果

上でみた出生コーホートと調査年との関連について，コーホート（横軸）による違いを

調査年別にプロットした図（図2a）と，調査年による違い（横軸）をコーホート別にプ

ロットした図（図2b）を描くと，図2aでは，ほとんどの項目でコーホートを分けずに

調査年による変化をみた場合（図1b）と同様のパターンがみられる．ただし1992年調査

ではコーホートによる動きが後の調査年とは違う項目が多い．図2bでも，傾向は図1a

と同様に，従来的な考えの支持割合の減少傾向が増加に転じる「反転」が2002年または

2005年でみられるが，コーホートによって反転の時点が異なる項目もある．

「母親は家に」では，1992年調査では65～69年生まれで，2002年以後の調査では70年代

後半以降生まれで，若い世代ほど保守的な考えの支持割合が高くなる．コーホート間の違

いは1992年で5％台と小さい．経年的な減少傾向はすべてのコーホートでみられる．「子

どもは持つべき」の支持割合は，1992年調査ではコーホート間の差が小さいが1997年以降

では1割前後まで広がる．全体では一貫して従来的な考えの支持割合が減少しているが，

50年代生まれでは2002年で，80年生まれ以降では2010年で反転する．コーホートによる差

は後の調査の方で広がる傾向がある．

「同棲」については，若いコーホートほどリベラルな考えを持つ傾向が2002年まではみ

られるが，2005年以降では，85～92年生まれで反転が生じる．全体では2005年に反転した

が，50年代生まれは2002年で反転を示す．「同棲」に対する考えは，コーホート間の違い

が他の項目に比べて大きいのも特徴で，たとえば1997年調査では70年代後半と50年前半生
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図2a従来的な考えの支持割合：調査年別
にみた，コーホートによる違い

図2b従来的な考えの支持割合：コーホー
ト別にみた，調査年による変化



まれコーホートの差が25％以上ある．ただし2010年ではコーホートによる違いが10ポイン

ト程度まで狭まる．「離婚」については，全体の傾向と同様，60～64年生まれまでは後の

コーホートの方がリベラルな意識を示し，60年代後半または70年代前半生まれからは若い

コーホートの方が従来的な考えを示すが，40年代と50年代前半生まれと，80年代以降生ま

れの支持割合はどちらも6～7割である．コーホートによる差が全般に大きく，最低でも

一割近くの幅があるが，2010年では80年代生まれ以外のコーホート間の違いがほとんどな
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い．

「独身」についての考えは，どの調査年においてもコーホート間の差が非常に小さい．

70年代後半生まれでは1997年で，それ以外のコーホートでは2002年で，それまでのリベラ

ル化に反転がみられる．「自己犠牲」に対する考え方ではコーホート間の違いは小さいが，

70年代生まれ以降では，若いコーホートの方が古いコーホートよりも従来的な考えを支持

する傾向がみられる．ただし，80年代生まれ以降では再度の反転がみられ，支持割合が低

くなっている．「分業」に対する意識は，コーホートによる変化が著しい．60年代前半生

まれまではコーホートが若いほど低く，60年代後半と70年代前半では逆にコーホートが若

い方が高く，さらに70年代後半以降の世代では若い方が低い．1992年では，60年代後半と

70年代前半生まれと，1940年代生まれの支持割合がほぼ同じになっている．コーホート間

の差は1992年調査で大きく，調査年が後の方では狭まる．

「婚前交渉」に対する意識は，これらの項目の中で最も経年的な変化が大きい．例外は

あるが，若いコーホートほど支持割合が低く，40年代生まれでは5～6割台であるが，60

年代前半生まれでは1割台である．ただし，1992年では60～69年生まれが，その後の調査

では70年代後半から80年代以降生まれで，従来的な考えの支持割合が高まっている．1992

年調査では40年代と50年代前半生まれで特に支持割合が高いために全体でみるとコーホー

ト間の差が大きいが，60年以降生まれでは，コーホート間の差はそれほど大きくない．

「目標を持つべき」については，調査年やコーホートで分けずにみた場合とほぼ同じ傾向

になっている．

「母親は家に」と「婚前交渉」は全コーホートで継続的に従来的な考えの支持割合が減

少し，「子どもは持つべき」は全体では継続的に減少するが，いくつかのコーホートで

2002年以降に反転がみられる．反転は，「離婚」と「自己犠牲」で2002年に，「同棲」（一

部2002年），「独身」（一部2002年），「分業」では2005年に，「目標を持つべき」で2010年に

現れている．コーホート間の違いが比較的小さいのは「独身」，「分業」，「目標を持つべき」，

逆に大きいのは「同棲」「離婚」「婚前交渉」である．

4）年齢別，年齢別・コーホート別の集計結果

年齢による違いは図1eに示すとおりである．「同棲」に対して従来的な考えを示す割

合は，年齢が上であるほど高い．また「母親は家に」，「子どもは持つべき」，「離婚」，「婚

前交渉」では，10代から30代前半までは年齢が上の方が保守的な意識を持つ割合が若干低

く，30代後半以降は逆に年齢が上の方が保守的な意識を持つ割合が高い．「婚前交渉」に

ついては，2，30代では従来的な考えの支持割合が1割台であるが，40代後半では4割と，

差が大きい．「独身」，「自己犠牲」，「分業」，「目標を持つべき」では，年齢による違いが

小さい．

年齢とコーホートの関係をみると（図3a，図3b），ほとんどの項目で，コーホート別

にみると年齢による違いがあり，年齢別にみるとコーホートの動きに違いがあることがみ

てとれる．しかし，「婚前交渉」や「目標を持つべき」ではほとんどのコーホートで年齢

による違いが比較的小さい．「同棲」でも，70年代生まれまでは年齢による違いがあまり

―19―



―20―

図3a従来的な考えの支持割合：年齢階級
別にみた，コーホートによる違い

図3b従来的な考えの支持割合：コーホー
ト別にみた，年齢階級による違い



ないといえる．「独身」や「子どもは持つべき」ではコーホートによって従来的な考えの

割合が最も低い年齢が明らかに異なっている．

いくつかの項目では，若いコーホートで若年齢の方が保守的な意識を示している．「母

親は家に」に対する意識では，70年代前半と80年代前半生まれが10代から20代前半だった

時の支持割合は9割を超え，その親世代である40年代生まれの支持割合と同レベルである．

「子どもは持つべき」でも70～74年生まれが10代，65～69年生まれが20代前半だった時の
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支持割合は9割弱である．離婚に関しては85～92年生まれが10代から20代前半の時の支持

割合は，40年代生まれの支持割合と同レベルで高い．「分業」においては，最も若いコー

ホートではないが，60年代後半と70年代前半生まれが10代から20代前半の時の支持割合が

極端に高く，5割を超えている．「自己犠牲」でも1980年代生まれ以降で高割合を示すが，

他の項目とは異なり，このコーホートの年齢が高まるとさらに割合が高くなる傾向を示し

ている．

5）社会経済的属性別の集計結果

次に年齢以外の社会経済的属性によって，従来的な考えの支持割合を集計した結果をみ

ていく（図4）．まず，学歴別にみると，どの項目でも学歴の高い方が従来的な考えの支

持割合が低い傾向がある．「目標を持つべき」と「自己犠牲」以外では，専修学校卒より

も短大・高専卒の人の方が保守的である．「独身」については，学歴による差がほとんど

ない．就労形態別では，自営の人がやや保守的で，学生はリベラルである．「母親は家に」

と「分業」に関しては，無職の人の方が，従来的な意見の支持割合が高い．

パートナー関係によって比較すると，同棲中の人は「同棲」について他のパートナー関

係に比べ，保守的な考えの支持割合が低い．「婚前交渉」についても，同棲中および恋人

のいる女性で，従来的な考えの支持割合が低い．「母親は家に」，「子どもは持つべき」，

「離婚」，「分業」に関しては，婚約中の女性の方が，既婚の女性よりもやや保守的である．

ただし，同棲中と婚約中の人は，サンプル数が小さいので結果については注意が必要であ

る．全般に居住地域による違いは大きくないが，東北と九州・沖縄で従来的な考えの支持

割合が高めである．人口集中地区と非人口集中地区による違いもわずかである．

� 各項目のロジスティック回帰分析による規定要因の検討

図4では，従来的な考え方を支持する女性の割合が，社会経済的属性によって大なり小

なり異なっていることを示した．そこで次にコーホートと調査年に加え，社会経済的属性

変数を投入したロジスティック回帰分析を行い，他の要因を統制した上で各属性の効果を

みていく．結果は表3に示す通りである．正の有意な係数は従来的な考えを促進し，負の

有意な係数はリベラルな考えを促進することを意味する．

項目として特徴があるのは「独身」で，調査年とコーホートを統制すると，既婚よりも

独身の女性の方が，また，子どものいない女性よりもいる女性の方が保守的で，離婚経験

のある女性の方がリベラルであること以外には，有意な効果がほとんどない．

その他の項目の結果を規定要因ごとにみていくと，最終学歴については，全般には高卒

に比べると大卒や短大・高専卒の方がリベラルな考えを，中学卒の方が保守的な考えを支

持する傾向がある．細かくみていくと，大卒であることが従来的な考えの割合を下げる効

果を示すのは「母親は家に」，「子どもは持つべき」，「同棲」，「離婚」，「自己犠牲」，「分業」，

「目標を持つべき」である．高卒を基準として短大・高専卒の方が従来的な考えの割合を

下げる効果を示すのは，「母親は家に」，「自己犠牲」，「分業」，「目標を持つべき」である．

「婚前交渉」に関しては，大卒および短大・高専卒であることが従来的な考えの割合を高
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図４ 社会経済的属性別にみた，従来的な考えの支持割合



めている．「同棲」についても，中学卒であると従来的な考えの割合を低め，大卒や短大

卒であると，従来的な考えの割合を高める効果がある．

就労形態の係数をみると，常勤雇用の女性に比べ，パートタイム勤務であることが従来

的な考えの割合を高める効果を示す（つまり保守的な考えを促す）のは，「母親は家に」，

「分業」，「目標を持つべき」の3項目で，すべて女性の仕事や生き甲斐に直接関わる項目

である．無職であることが従来的な考えを高める効果を示すのは「母親は家に」，「分業」，

「目標を持つべき」に加え，「自己犠牲」と「婚前交渉」である．「子どもは持つべき」に

おいては，パートタイム勤務であること，自営であること，無職であることが，従来的な

考えの割合を低める効果を示す．パートタイム勤務であることが従来的考えの割合を低め

るのは「同棲」と「離婚」である．

次にパートナー関係をみると，結婚している女性を基準とすると，独身で恋人のいるこ

とは，「同棲」と「婚前交渉」においては従来的な考えの割合を低めるが，「母親は家に」，

「子どもは持つべき」，「離婚」，「独身」，「自己犠牲」，「分業」では従来的な考えの割合を

高めている．独身で恋人のいないことは，「離婚」についてのリベラルな考えを促すが，

「母親は家に」，「子どもは持つべき」，「分業」，「婚前交渉」については，従来的な考えを

促す傾向がある．「婚前交渉」については，独身で恋人がいる場合と，恋人がいない場合

で異なる効果がみられ，恋人がいることは従来的な考え，いないことは保守的な考えを促

す効果を示す．

離婚経験があることは「目標を持つべき」以外の項目すべてで，従来的な考えの割合を

低める効果を示す．子どものいることは，ほとんどの項目で従来的な考えを促す効果があ

るが，「母親は家に」では，従来的な考えの割合を低める効果を示す．人口集中地区か否

かでみると，人口集中地区に居住することはリベラルな意識を促すが，「独身」，「自己犠

牲」，「分業」では統計的に有意な効果がみられない．居住地域によってみると，関東の女

性に比べ，九州，中部・四国に居住することは，保守的な意識を促す傾向がある．北海道

に居住することは「子どもは持つべき」と「同棲」において，従来的な考えの割合を低め

ている．

� ロジスティック回帰要因分解の結果

最後に，再び「変化」に関する分析に焦点を戻し，（1）でみた経年的な変化を，ロジス

ティック回帰要因分解によって，コーホート交代と個人変化に分解した結果をみていく．

（2）の各項目のロジスティック回帰分析において，他の変数を統制した上で1992年との差

を示す各調査年のダミー変数の係数から各項目の「反転」の時点を判断し，反転がある項

目においてはその前後を分けて分析を行った．具体的には，1997年から2010年で各調査年

の係数が減少し続ける（つまり調査年を経るごとに1992年との差が増加する）「母親は家

に」と「子どもは持つべき」では18年間の変化を分析する．「同棲」「離婚」「自己犠牲」

「婚前交渉」では1997年で，「独身」と「分業」では2002年で，「目標を持つべき」では2005

年で区切って分析する（調査年ダミー変数の係数は，表3を参照）．両モデルによる要因
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分解の結果は表4のとおりである１）．

1）モデル1

従来的な考えの支持割合の変化を，コーホート交代と個人変化に分解したモデル1をみ

ると，個人変化が8割以上を占めているのは，「母親は家に」，「子どもは持つべき」（1992

～2010年），「離婚」（1992～1997年），「独身」（1992～2002年，2002～2010年），「自己犠牲」

（1992～1997年，1997～2010年），「目標を持つべき」（1992～2005年）である．逆にコーホー

ト交代による変化が大きいのは「婚前交渉」で，1992～1997年では5割，1997～2010年で

はほぼ100％である．「離婚」の1997～2010年の変化でもコーホート交代が6割を占めてい

る．「婚前交渉」に否定的な意識の大幅な減少と，1997～2010年の「離婚」を否定する割

合の微増は，各コーホートの女性の意識が年月を経て変わった部分もあるが，世代が入れ

替わったことによる部分が相対的に大きい，ということができる．

「同棲」の1992～1997年の変化における個人変化とコーホート交代，は約3対2，1997

～2010年ではコーホート交代による変化は負（リベラル化），個人変化による変化は正

（保守化）で相殺されている．「分業」に関しては，1992～2002年でも2002～2010年でも，

コーホート交代と個人変化が異なる方向を指している．従来的な考えの支持割合が減少し

た1992～2002年ではコーホート交代の効果は正で，個人変化は負，従来的な考えを支持す

る割合が微増（観測値の差は4％）した2002～2010年では個人変化が正，コーホート交代

の方は負である（統計的に有意でない）．符号は異なるが，どちらのモデルでも変化量は

圧倒的に個人変化の方が大きい．また支持割合が減少した場合も増加した場合も，世代の

入れ替わりではなく，個人の意識が変わったことが大きく寄与しているといえる．

2）モデル2

モデル1は，モデル2で検討する各種の社会経済的属性の変化に寄与する意識の変化も

含めたまま，それらには注目せずに，コーホート交代と個人変化に分解したもの，と捉え

ることができる．モデル2の方は，これらの社会経済的属性による変化をモデル上で統制

した上で，コーホート交代と個人変化に分解したものである．モデル2においては，参考

までに，個人変化とコーホート交代の相対的な割合を算出した（表4，モデル2［個人変

化の割合］の欄を参照）．モデル間の違いも踏まえながら，結果をみると，まず「母親は

家に」では，モデル1ではみられなかったコーホート交代の効果が3割程度みられ，コー

ホート交代も個人変化も支持割合の減少と同じ，負の方向を示している．「子どもは持つ

べき」の個人変化は両モデルとも負でリベラル化を示すが，コーホート交代による変化は，

統制前は負，統制後は正である．社会経済的属性の構成の変化に寄与する変化を取り除く

と，若い世代で意識が保守化している可能性を示している．「同棲」の1992～1997年の変

化では，どちらのモデルでもコーホート交代と個人変化の割合が1対2程度で，符号もす

べて負で変化の方向と一致している．一方，「同棲」の1997年以降については，両者の変
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1）分析期間で観察された支持割合の変化が極端に小さい（1％未満）「目標を持つべき」の2005～2010年と

「同棲」の1997～2010年の変化についても，参考までに結果を示す．



化が互いを打ち消し合っている．コーホート交代による変化は負で，若い世代がリベラル

な考えをもつようになっているが，個人変化の方は正，つまり時代的な変化は保守化に向

かっているため，全体でみると1997年までにみられたリベラル化に歯止めがかかった形に

なっている．

「離婚」に関しては，モデル1では，コーホート交代と個人変化による変化は1対9で

両者とも負で有意である．モデル2で社会経済的属性を統制した後は，コーホート交代に

よる変化が若干小さくなり，個人変化のみが有意で，この5年間の変化は個人変化による

ものとみなすことができる．「離婚」に対する意識の1997年以降の変化（保守化）は，ど

ちらのモデルでも両変化とも正で有意であり，コーホート交代が6，個人変化が4を占め

る．離婚を否定する考えは若い世代で増えており（若者の保守化），時代的にもその流れ

にあるといえる．

「独身」を否定する意識の1992～2002年の変化（リベラル化）では，どちらのモデルで

も個人変化がほぼすべてを占めている．2002年～2010年の保守化においては個人変化9に

対しコーホート交代による変化は1で，どちらも正である．「自己犠牲」の1992年～1997

年の従来的考えの減少においては，統制後は個人変化のみが有意である．1997～2010年の

保守化に関しては両モデルでどちらの変化も正で有意だが，統制後はコーホート交代が占

める部分が1に対し，個人変化が占める部分は2である．「婚前交渉」を否定する意識の

1992年～1997年の変化では，モデル1ではコーホート交代による変化が半分程度，統制し

た後では6割を占めている．1992年～2002年にかけての「分業」の支持割合の減少につい

ては，モデル1ではコーホート交代による変化は正，個人変化は全体の保守化と同じく，

負で統計的に有意である．統制後のモデル2では，9割以上が個人変化による変化で，全

体の変化と同じくコーホート交代による変化も負の方向を示している．2002年～2010年の

変化については，どちらのモデルでも個人変化のみが正で有意である．

「婚前交渉」の1992年～1997年の否定意見の減少では，両モデルともコーホート交代も

個人変化も負で有意である．1997年～2010年では，モデル1ではコーホート交代のみが負

で有意だが，モデル2では，コーホート交代は負，個人変化は正で有意である．若いコー

ホートの意識がリベラル化しているが，時代の変化は保守化の傾向があることを意味する．

「目標を持つべき」の1992年～2005年の変化は，モデル1ではコーホート交代による変化

も個人変化も負であるが，モデル2では負の個人変化のみが有意である．

社会経済的属性の変化量に関しては，全般に，それぞれが占める部分は小さく，ここで

観察された，従来的な考えの支持割合の変化は，これらの社会経済的属性の変化では捉え

られない個人変化と，項目によってはコーホート交代によって，もたらされたといえる．

個々の割合には触れないが，たとえば1997年から2010年では「離婚」に関しての従来的な

考えの支持割合（離婚を否定する割合）が増加したが，この間に従来的な考えを支持しな

い傾向のある離婚経験のある人が増えたことは（5％の増加，付表4の平均値の差を参照），

その支持割合の増加とは逆の方向に作用したとみることができる．仮に離婚経験をした人

の割合がこの期間に増えていなければ，従来的な考えの支持割合はさらに高くなっていた
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表
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を
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る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

モ
デ
ル
1

コ
ー
ホ
ー
ト
交
代

-0
.0
10

0.
89
-0
.1
90
**
*

19
.8
5
-0
.2
27
**
*

37
.3
9
-0
.2
08
**
*
-1
60
.4
0
-0
.0
57
**
*

10
.6
8
0.
13
4
**
*

59
.1
6
-0
.0
11

2.
31

0.
03
5
**
*

12
.0
3

個
人
変
化

-1
.1
10
**
*

99
.1
1
-0
.7
68
**
*

80
.1
5
-0
.3
80
**
*

62
.6
1
0.
33
7
**
*
26
0.
40
-0
.4
75
**
*

89
.3
2
0.
09
2
**
*

40
.8
4
-0
.4
62
**
*

97
.6
9
0.
25
8
**
*

87
.9
7

変
化
量
合
計
（
lo
g
it
)
-1
.1
20

-0
.9
58

-0
.6
07

0.
13
0

o
ff
se
tｂ
-0
.5
32

0.
22
6

-0
.4
73

0.
29
3

モ
デ
ル
2

コ
ー
ホ
ー
ト
交
代

-0
.3
18
**
*

27
.7
0
0.
08
4
**

-8
.5
3
-0
.1
90
**
*

31
.3
8
-0
.1
76
**
*
-1
58
.2
6
-0
.0
20

3.
67

0.
17
7
**
*

75
.1
8
-0
.0
10

2.
21

0.
03
3
**

11
.4
8

個
人
変
化

-0
.8
10
**
*

70
.6
3
-0
.9
36
**
*

95
.6
0
-0
.3
95
**
*

65
.1
2
0.
34
8
**
*
31
3.
30
-0
.4
80
**
*

89
.1
1
0.
14
3
**
*

60
.8
9
-0
.4
60
**
*
10
1.
81

0.
26
4
**
*

90
.7
4

［
個
人
変
化
の
割
合
ａ
］

71
.8
3

o
ff
se
t

67
.4
8

o
ff
se
t

96
.0
5

44
.7
5

97
.8
7

88
.7
7

社
会
経
済
的
要
因
に
よ
る
変
化

中
学
卒

-0
.0
03

0.
23
-0
.0
11
**

1.
12

0.
00
1

-0
.1
3
0.
00
3
*

2.
28
-0
.0
13
**
*

2.
34
-0
.0
04
**
*

-1
.8
9
0.
00
3

-0
.7
1
0.
00
0

0.
00

専
修
学
校
卒

-0
.0
16
**
*

1.
41
-0
.0
11
**
*

1.
08
-0
.0
05
**
*

0.
74
-0
.0
06
**
*

-5
.2
9
-0
.0
04
**
*

0.
77
-0
.0
04
**
*

-1
.8
6
-0
.0
02

0.
53
-0
.0
01
**

-0
.3
2

短
大
・
高
専

-0
.0
06
**
*

0.
52
-0
.0
02

0.
18

0.
00
4

-0
.6
3
-0
.0
01
**
*

-1
.2
3
-0
.0
06
**
*

1.
03

0.
00
0

0.
08
-0
.0
01

0.
20
-0
.0
01
*

-0
.2
2

大
学

-0
.0
75
**
*

6.
52
-0
.0
46
**
*

4.
69
-0
.0
09
**
*

1.
51
-0
.0
05

-4
.3
4
-0
.0
13
**
*

2.
41
-0
.0
18
**
*

-7
.8
7
0.
00
0

-0
.0
1
-0
.0
01

-0
.2
7

独
身
・
恋
人
あ
り

0.
01
2
**
*

-1
.0
9
0.
00
8
**
*

-0
.7
8
0.
00
0

0.
03

0.
00
0

-0
.1
0
0.
00
2
**
*

-0
.3
2
0.
00
1
**
*

0.
52
-0
.0
01
**
*

0.
16

0.
00
0
**
*

-0
.1
1

独
身
・
恋
人
な
し

0.
04
1
**
*

-3
.5
6
0.
01
5
**
*

-1
.4
8
0.
00
0

0.
03

0.
00
0

0.
12

0.
00
0

0.
04
-0
.0
01

-0
.6
1
0.
00
0
**

0.
09

0.
01
0
**
*

3.
52

離
婚
経
験
あ
り

-0
.0
13
**
*

1.
14
-0
.0
06
**

0.
59

0.
01
2
**
*

-2
.0
4
-0
.0
38
**
*
-3
4.
31

0.
01
5
**
*

-2
.8
1
-0
.0
48
**
*
-2
0.
28
-0
.0
01

0.
31
-0
.0
07
**

-2
.3
2

子
ど
も
あ
り

0.
01
1
**
*

-0
.9
4
-0
.0
52
**
*

5.
28
-0
.0
10
**
*

1.
59
-0
.0
05
**
*

-4
.6
0
-0
.0
10
**
*

1.
79
-0
.0
05
**
*

-2
.0
2
0.
00
2
**
*

-0
.5
2
-0
.0
04
**
*

-1
.3
3

パ
ー
ト
タ
イ
ム

0.
09
2
**
*

-7
.9
9
-0
.0
39
**
*

3.
98
-0
.0
06

0.
92
-0
.0
10
**
*

-8
.9
8
-0
.0
05

0.
90
-0
.0
06
*

-2
.7
6
0.
01
8

-4
.0
6
-0
.0
02

-0
.7
9

自
営

-0
.0
09
**
*

0.
78

0.
00
3
**

-0
.3
5
-0
.0
05
*

0.
89

0.
00
3

2.
42

0.
00
0

0.
05
-0
.0
02

-0
.9
7
0.
00
0

0.
03
-0
.0
02

-0
.8
5

無
職

-0
.0
54
**
*

4.
75

0.
01
3
**
*

-1
.3
7
0.
00
1

-0
.2
5
0.
00
0

0.
43

0.
00
0

0.
06

0.
00
0

0.
12

0.
00
0

-0
.0
1
0.
00
1

0.
34

学
生

0.
00
3
**
*

-0
.3
0
0.
00
0

0.
00

0.
00
0

-0
.0
6
0.
00
0

0.
02

0.
00
1
**
*

-0
.2
5
0.
00
0
**
*

-0
.0
1
0.
00
0

0.
01

0.
00
0

-0
.0
2

人
口
集
中
地
区

0.
00
0
**
*

-0
.0
3
0.
00
0
**
*

-0
.0
4
-0
.0
02
**
*

0.
39

0.
00
2
**
*

2.
05
-0
.0
02
**
*

0.
41

0.
00
3
**
*

1.
36

0.
00
1

-0
.1
8
0.
00
0

-0
.1
5

北
海
道

0.
00
0
*

-0
.0
3
0.
00
0
*

-0
.0
4
0.
00
0

-0
.0
1
0.
00
0
**

0.
41

0.
00
0

0.
00

0.
00
0

0.
00

0.
00
0

-0
.0
2
0.
00
0
*

-0
.0
1

東
北

-0
.0
01

0.
12

0.
00
3
**
*

-0
.3
1
0.
00
0

-0
.0
2
0.
00
0

0.
24
-0
.0
01
*

0.
28

0.
00
1

0.
57

0.
00
0

0.
08

0.
00
0

0.
01

中
部

-0
.0
01
*

0.
12
-0
.0
01
**

0.
15

0.
00
1
**

-0
.2
3
-0
.0
03
*

-2
.4
3
0.
00
2
**
*

-0
.3
5
-0
.0
03
**
*

-1
.2
5
-0
.0
01

0.
15

0.
00
0

0.
02

近
畿

0.
00
0

-0
.0
1
0.
00
0

-0
.0
2
-0
.0
02
**

0.
33

0.
00
1
*

1.
13
-0
.0
01

0.
10

0.
00
0

0.
15

0.
00
0

-0
.0
5
0.
00
0

0.
06

中
国
・
四
国

0.
00
0

0.
03
-0
.0
01
*

0.
06

0.
00
3
*

-0
.4
5
-0
.0
04
**
*

-3
.4
1
0.
00
3
**

-0
.5
1
-0
.0
01

-0
.6
0
0.
00
0

-0
.0
1
0.
00
1

0.
29

九
州

0.
00
0

-0
.0
1
-0
.0
02
**
*

0.
18
-0
.0
05
**
*

0.
87

0.
00
1

0.
57
-0
.0
07
**
*

1.
29

0.
00
3
**
*

1.
24

0.
00
0

0.
00

0.
00
0

-0
.0
9

変
化
量
合
計
（
lo
g
it
)
-1
.1
47

-0
.9
79

-0
.6
07

0.
11
1

-0
.5
39

0.
23
5

-0
.4
52

0.
29
1

［
参
考
］観
測
さ
れ
た
従
来

的
考
え
の
支
持
割
合
の
差
Ｃ
-0
.1
56
9

-0
.1
64
7

-0
.1
01
5

-0
.0
08
9

-0
.1
28
6

0.
05
5

-0
.1
13
6

0.
07
8

有
意
確
率
は
，
**
*:
p
<
0.
00
1,
**
:
p
<
0.
01
,
*:
p
<
0
.0
5.

ａ
：
コ
ー
ホ
ー
ト
交
代
と
個
人
変
化
の
合
計
に
占
め
る
，
個
人
変
化
の
割
合
．

ｂ
：
コ
ー
ホ
ー
ト
交
代
と
個
人
変
化
の
符
号
が
逆
で
あ
る
こ
と
を
示
す
（
相
殺
）．
符
号
が
異
な
る
た
め
，
割
合
の
算
出
は
省
略
す
る
（
D
o
ri
u
s
a
n
d
A
lw
in
2
01
0を
参
照
）．

ｃ
：
各
項
目
の
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
分
析
（
要
因
分
解
）
で
用
い
た
全
変
数
で
不
詳
の
な
い
ケ
ー
ス
に
基
づ
く
た
め
，
付
表
1で
示
し
た
割
合
か
ら
求
め
た
値
と
は
異
な
る
．
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表
４
各
項
目
に
お
け
る
，
従
来
的
な
考
え
の
支
持
割
合
の
変
化
に
対
す
る
，
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
要
因
分
解
の
結
果
（
続
き
）

自
己
犠
牲
を
肯
定

(1
99
2-
19
97
)

自
己
犠
牲
を
肯
定

(1
99
7-
20
10
)

分
業
を
肯
定

(1
99
2-
20
02
)

分
業
を
肯
定

(2
00
2-
20
10
)

婚
前
交
渉
を
否
定

(1
99
2-
19
97
)

婚
前
交
渉
を
否
定

(1
99
7-
20
10
)

目
標
を
持
つ
べ
き
，を
否
定

(1
99
2-
20
05
)

目
標
を
持
つ
べ
き
，を
否
定

(2
00
5-
20
10
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

変
化
量

（
lo
g
it
）

変
化
に
占

め
る
割
合

(%
)

モ
デ
ル
1

コ
ー
ホ
ー
ト
交
代

-0
.0
55
**
*

12
.6
7
0.
04
6
**
*

9.
30

0.
04
2
*

-6
.1
1
-0
.0
11

-5
.5
6
-0
.4
13
**
*

53
.1
5
-0
.6
74
**
*

97
.9
8
-0
.1
57
**
*

21
.2
0
-0
.0
03

-7
.0
6

個
人
変
化

-0
.3
77
**
*

87
.3
3
0.
44
7
**
*

90
.7
0
-0
.7
24
**
*
10
6.
11

0.
20
1
**
*
10
5.
56
-0
.3
64
**
*

46
.8
5
-0
.0
14

2.
02
-0
.5
85
**
*

78
.8
0
0.
04
4

10
7.
06

変
化
量
合
計
（
lo
g
it
)
-0
.4
32

0.
49
3

-0
.6
82

o
ff
se
t
0.
19
1

o
ff
se
t
-0
.7
77

-0
.6
87

-0
.7
42

0.
04
1

o
ff
se
t

モ
デ
ル
2

コ
ー
ホ
ー
ト
交
代

0.
00
5

-1
.1
3
0.
17
6
**
*

35
.3
5
-0
.0
40
*

5.
65
-0
.0
20

-1
0.
18
-0
.4
90
**
*

61
.3
9
-0
.8
50
**
*
12
2.
04

0.
00
8

-1
.1
0
0.
03
5
**

85
.2
4

個
人
変
化

-0
.3
95
**
*

90
.7
4
0.
36
4
**
*

72
.9
3
-0
.6
40
**
*

90
.3
7
0.
25
6
**
*
13
0.
06
-0
.3
05
**
*

38
.1
9
0.
18
1
**
*
-2
5.
96
-0
.6
36
**
*

83
.1
9
0.
02
2

52
.8
2

［
個
人
変
化
の
割
合
ａ
］

o
ff
se
t

67
.3
5

94
.1
2

o
ff
se
t

38
.3
5

o
ff
se
t

o
ff
se
t

38
.2
6

社
会
経
済
的
要
因
に
よ
る
変
化

中
学
卒

-0
.0
11
**
*

2.
49
-0
.0
03
**

-0
.5
1
-0
.0
11
**
*

1.
55

0.
00
0
**
*

0.
00
-0
.0
07
**

0.
89
-0
.0
04
**
*

0.
62
-0
.0
28
**
*

3.
61

0.
00
0
**

0.
00

専
修
学
校
卒

-0
.0
03
**
*

0.
79
-0
.0
04
**

-0
.8
7
-0
.0
15
**
*

2.
08
-0
.0
02
**
*

-1
.1
8
-0
.0
04
**
*

0.
48
-0
.0
07
**
*

1.
02
-0
.0
09
**
*

1.
14
-0
.0
03
**

-8
.2
5

短
大
・
高
専

-0
.0
10
**
*

2.
31

0.
00
0

0.
06
-0
.0
06
**
*

0.
79

0.
00
0

0.
15

0.
00
1

-0
.1
2
0.
00
0

0.
04
-0
.0
25
**
*

3.
32

0.
00
6
**
*

15
.6
4

大
学

-0
.0
13
**
*

3.
04
-0
.0
13
**
*

-2
.6
4
-0
.0
32
**
*

4.
48
-0
.0
25
**
*
-1
2.
71

0.
00
1

-0
.0
7
0.
00
4

-0
.6
2
-0
.0
74
**
*

9.
70
-0
.0
11
**
*
-2
6.
38

独
身
・
恋
人
あ
り

0.
00
2
**
*

-0
.4
6
0.
00
1
**
*

0.
18

0.
01
4
**
*

-1
.9
5
0.
00
0
**
*

-0
.2
1
-0
.0
01
*

0.
18
-0
.0
02
**
*

0.
34
-0
.0
02

0.
25
-0
.0
01

-1
.6
9

独
身
・
恋
人
な
し

0.
00
1

-0
.1
2
0.
00
0

-0
.0
1
-0
.0
01
**
*

0.
14

0.
03
3
**
*

16
.7
9
0.
00
4
**
*

-0
.4
8
0.
04
1
**
*

-5
.8
3
-0
.0
01

0.
18

0.
00
1

3.
47

離
婚
経
験
あ
り

0.
00
5
**
*

-1
.2
3
-0
.0
08
**

-1
.6
7
0.
00
1

-0
.0
9
-0
.0
07
**

-3
.6
8
0.
01
5
**
*

-1
.8
3
-0
.0
47
**
*

6.
73

0.
00
0

0.
03

0.
00
1

1.
41

子
ど
も
あ
り

-0
.0
11
**
*

2.
62
-0
.0
05
**
*

-1
.0
1
-0
.0
02

0.
25

0.
00
0

-0
.1
0
-0
.0
08
**
*

1.
02
-0
.0
02

0.
23
-0
.0
04

0.
56

0.
00
0
*

0.
71

パ
ー
ト
タ
イ
ム

0.
00
0

-0
.0
3
0.
00
3

0.
57

0.
02
7
**
*

-3
.8
5
0.
02
0
**
*

10
.4
1
-0
.0
04

0.
46

0.
00
2

-0
.3
0
0.
00
7

-0
.9
8
0.
00
3
**

8.
33

自
営

0.
00
4
*

-0
.9
0
-0
.0
08
**
*

-1
.5
0
0.
00
4
**
*

-0
.5
7
-0
.0
16
**
*

-8
.0
8
0.
00
0

0.
06
-0
.0
08
**

1.
18
-0
.0
01
**
*

0.
10
-0
.0
05
**
*
-1
2.
96

無
職

-0
.0
05
**
*

1.
25
-0
.0
04
**
*

-0
.8
7
-0
.0
08
**
*

1.
19
-0
.0
43
**
*
-2
1.
74
-0
.0
01

0.
11
-0
.0
05
**
*

0.
79
-0
.0
05
**

0.
63

0.
00
0
**
*

-0
.2
5

学
生

0.
00
0

0.
06

0.
00
0
**
*

0.
00

0.
00
0
*

0.
02

0.
00
0

-0
.2
3
0.
00
5
**
*
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．



といえる．

以上，ロジスティック回帰要因分解によって，結婚・家族・ジェンダーに関する意識の

変化の背景を探った．社会経済的属性を統制した上で分解した結果によると，コーホート

交代による変化の方が個人変化よりも大きいのは，「婚前交渉」（1992～1997年）で，前者

が6割を超えている．「離婚」の1997年以降の変化では，コーホート交代と個人変化の寄

与が半々である．「母親は家に」では，個人変化とコーホート交代による変化が7対3程

度，同棲（1992～1997年）と「自己犠牲」（1997～2010年）では3対2程度である．その

他については，変化のほとんどが，個人変化によるもの，つまり，同じ年に生まれた女性

が年月を経て行く中で，考え方を変えた結果（時代効果）であり，世代による意識の違い

による部分は極めて小さいことが示された．

個人変化とコーホート交代による変化が互いを打ち消し合っているものもみられた．全

体をみるとリベラル化しており，コーホート交代による変化もそれと同じ方向に向いてい

るが，個人変化は逆に保守化の方向を示しているのは，1997年以降の「婚前交渉」に対す

る意識の変化である．新しい世代はリベラルな意識（婚前交渉を認める）をもつようになっ

ているが，時代の流れは保守化の方向にあることで全体のリベラル化が弱まっていると解

釈できる（c.f.Lee,Tufi�andAlwin2008）．その逆のケースもあり，「子どもは持つべ

き」では，個人変化ではリベラル化がみられるが，コーホート交代による変化は保守化に

向いているため（若い世代の方が「子どもは持つべき」と考える傾向が強い），全体のリ

ベラル化が抑制されている．

V.考察とまとめ

まず，要因分解の結果から，1990年代以降の結婚，家族，ジェンダー意識の変化の多く

が「個人変化」によってもたらされていることがわかった．コーホート交代によって起き

ている変化もある程度は確認できたが，個人変化が占める部分が4割を下回るものはなかっ

た．つまり，世代で意識が大きく違うことによって全体の意識の傾向が変わった，という

よりは，時代の風潮や，結婚やジェンダー関係の実態，社会経済的状況により，世代に関

わらず，人々の考え方が変わったことが意識の変化に大きく作用しているといえる．また．

「婚前交渉」，「子どもは持つべき」，「同棲」の意識については，コーホート交代による変

化と，個人変化がもたらす変化の方向が異なることで互いに打ち消し合い，全体の変化が

抑制されている可能性が示唆された．

ここで分析した項目は，「結婚，家族，ジェンダーに関する意識」と大きく括ることが

できるが，1990年代にみられたリベラル化が継続しているものもあれば，それが反転する

ものもあり，反転するものについては，その時点が項目によっても，また同じ項目でもコー

ホートによって異なることが観察された．変化の要因分解の結果も，項目によってさまざ

まであった．このように，変化するものとしないものが共存していることも，変化をもた

らしているものが異なることも，広い意味で「意識の多様化」の現象とみることができよ
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う．

意識の規定要因の分析からは，多くの項目で，独身で恋人がいること，子どもがいるこ

と，無職であることは従来的な考えを促進し，逆に大卒であること，離婚経験があること，

人口集中地区に居住していることは，従来的な考えを抑制することがわかった．例外もあ

り，「母親は家に」に対する意識は，子どもがいるとリベラルに，パートタイム就労であ

ると保守的になる傾向がみられた．「子どもは持つべき」という考えに関しては，無職の

女性の方が，リベラルな意識をもっていた．「同棲」に対する意識では，中学卒であるこ

と，独身であることが，リベラルな考えを促進し，「婚前交渉」に対する意識では大学卒

であると保守的に，恋人がいるとリベラルになることがわかった．

これらの規定要因に関する結果を先行研究と照らし合わせると，いくつかの例外はある

が概ね整合している．「夫は仕事，妻は家庭」（「分業」）」では大学卒の女性の方がリベラ

ルであるとの結果は，小山（2008）の学歴が高い方が解放的であるとの結果と一致してい

るが，この意識に対して教育年数の効果がみられなかった竹ノ下と西村（2005）の結果と

は異なっている．フルタイム就労であると，無職やパートタイム就労よりも従来的な考え

の支持割合が低まるとの結果は，性別役割分業意識は，フルタイム就労の方が無職より

（竹ノ下,西村 2005），また妻の家計参入度が高い方が，弱い（吉川 1998,小山 2008）

との結果と合致している．

フルタイム就労の女性よりも，無職の女性の方が全般に保守的であるとの結果は，安蔵

（2008）の，既婚女性では有業の方が非伝統的価値観をもつ，との結果や，佐々木（2012）

高学歴と正規雇用が柔軟な考えにつながるとの結果とも一致している．独身であることが

「独身でいるのは望ましくない」との意見の支持を高める，つまり保守的な意識を高める

との結果も，安蔵の「既婚女性は，未婚女性ほどの伝統的結婚観をもたない」との結果に

合致している．「母親は家に」を肯定する割合はフルタイム就労の女性の方が小さいとの

結果は，「母親の就労は悪影響を与える」との考えが，無職やパートタイム就労等と比べ

てフルタイム就労で弱いとの結果（松田 2005）と整合する．しかし，松田（2005）によ

る，学歴の効果はないとの結果は，ここでの分析でみられた学歴の高い方が「母親は家に」

を肯定する傾向があるとの結果とは異なる．

変化のパターンについては，先行研究でもみられたアメリカの1990年代や日本の2000年

代における保守化の傾向が本データにおいても，2000年代に入ってからの保守的考えの支

持割合の増加の形でみられた．例外として一貫してリベラルな方向に向かっているのは，

「母親は家にいるべき」と「子どもは持つべき」に対する意識である．子どもを持つ母親

の就業率が高くなっていることや，経済的な理由から，もともとは望んでいなかった女性

も就労する必要が生じるという実情に関わっている可能性がある．「婚前交渉」について

も，それを受け入れるリベラルな考えがほぼ一貫して増えてきたが，異性との性経験の若

年化や婚前妊娠の増加という実態を反映していると考えられる．

要因分解を行った先行研究をみると，Lee,Tufi�andAlwin（2010）による，母親の

就業の悪影響についての意識の変化は個人変化によるとの結果も，社会経済的属性を統制
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した分析で得た「母親は家に」の変化の7割が個人変化によるとの結果と一致している．

同研究が示した「男性は稼ぐこと，女性は家事・家族の世話が仕事」という意識の変化に

は，コーホート交代と個人変化が同程度寄与しているとの結果（Lee,Tufi�andAlwin

2010）は，本稿における「夫は外，妻は家庭」の要因分解による個人変化の方が大きいと

の結果と異なっている．ただしどちらの項目についても，対象とする年齢や年次が異なる

ため，単純に比較することはできない．

Ⅵ.今後の研究課題

最後に，今後の課題として重要と思われるものをいくつか挙げる．第一に，男性の意識

に関しても，ここで行ったものと同様の分析をすることが必要である．今回は，パートナー

関係による違いをみるために，独身者のみを調査している男性を除外し，女性の回答を分

析したが，独身のみであっても，男女の比較を行うことも有用である．第二に，結婚・家

族・ジェンダー意識を総合的に捉えた分析を行う必要がある．本稿では項目間のパターン

の違いを浮き彫りにするため，9項目をそれぞれ分析したが，たとえば尺度を用いた分析

により，全体像を捉えることが可能である（安蔵 2008）２）．第三に，要因分解の結果から

1990年代からの意識の変化は，個人変化，つまり時代の変化に寄与する部分が大きいこと

がわかったが，時代の「何」によって変化がもたらされているのかを追究していくことも

必要である．たとえば離婚件数・離婚率，未婚者数・率など，人口学的な指標や，国内総

生産，労働力率，失業率などの経済指標をはじめとし，女性の就業率，男女の賃金差，ジェ

ンダー・バッシングの新聞記事の数，少子化・晩婚化を取り上げた新聞記事の数など，時

代の背景となる変数を理論的に探索し，妥当性を検討した上で，マクロレベルの変数とし

てマルチレベル分析を試みることで，「時代」を紐解くきっかけになると思われる．本稿

では背景として述べるに留まったバックラッシュの作用についてもある程度検証できる可

能性もあろう．

第四に，回答者にとっての質問項目の意味やそれらの捉え方を聞き取り調査等で理解す

ることも必要である．ここで注目した「変化」にも関連するが，1992年から2010年までの

18年間，同じ質問を用いているが，時代や世代とともに質問の捉え方が異なってきている

可能性も否定できない．たとえば結婚に伴う「自己犠牲」であれば，上の世代の女性にとっ

ては，自己のニーズを顧みず，夫，夫の家，子どもにつくす，ということをイメージする

かもしれないが，若い世代は，独身の時と異なり，他者と生活することで生じる調整を想

定して回答するかもしれない．質問の解釈にまで踏み込むことは量的調査の目的ではない

が，こうした情報を収集し，検討することで，分析結果のより現実的な解釈にもつながる

と思われる．

―32―

2）「分業」「独身」「同棲」「自己犠牲」「子どもは持つべき」「離婚」の6項目を尺度として扱い（因子負荷量0.6

以上，クロンバックα＝0.7），選択肢にそれぞれ1～4ポイントを与えて平均値をみると，1992年では2.19，

1997年では 2.45， 2002年では2.49，2005年では2.45，2010年では 2.43で，2002年をピークに反転している．



最後に，ここでは年齢効果は一定であるとの仮定をおくことやロジスティック回帰要因

分解法の適用を妥当と判断したが，実際に他のAPC分析の手法を用いた分析を行い，各

手法の有用性や問題点を検討していくことも必要である．その一つの試みとして，「分業」

「独身」「同棲」「自己犠牲」「子どもは持つべき」「離婚」の6項目の平均値による尺度

（クロンバックα＝0.7）を被説明変数とし，固定効果に年齢（平均年齢からの差）とその

二乗を，ランダム効果に時代（調査年）と世代（出生年）を投入し，YangandLand

（2006）が開発した階層的APCモデルを推定したところ，年齢およびその二乗は統計的

に有意な効果を示したが，時代と世代のランダム効果の分散は，統計的に有意ではなかっ

た．このモデルは出生動向基本調査のように反復横断調査において，同じ調査年，同じ出

生年に属する個人は特有の誤差項を共有している可能性を考慮することで，年齢の影響を

考慮した上で，時代効果と世代効果の分散を推定するという手法（宍戸・佐々木 2011）

である．年齢効果は推定された係数を，時代と世代の効果については分散をみるため，3

つを並列して検討することが妥当なのかどうかを含め，他の手法とともに，さらに検討し

ていきたいと考える．

本稿でみてきた，結婚，家族，ジェンダーに関する意識は，社会のバロメーターである

と同時に，社会のあり方を形成している・形成していくものである．家族やジェンダーの

あり方に直接作用する政治的なアクションのみでなく，様々な政策の根底となっている社

会の雰囲気等にも関わるものである．今後の動向をモニターするためにも，これらのデー

タを継続的に収集し，多角的に分析を続けていくことが不可欠である．
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付表１ 調査年別，出生コーホート別，社会経済的属性別にみた，従来的な考えの支持割合（図1,図4に用いた数値）

[まったく賛成（反対）・どちらかといえば賛成（反対）] [まったく賛成(反対）のみ]

母親は
家にを
肯定

子ども
は持つ
べきを
肯定

同棲を
否定

離婚を
否定

独身を
否定

自己犠
牲を肯
定

分業を
肯定

婚前交
渉を否
定

目標を
持つべ
きを否
定

母親は
家にを
肯定

子ども
は持つ
べきを
肯定

同棲を
否定

離婚を
否定

独身を
否定

自己犠
牲を肯
定

分業を
肯定

婚前交
渉を否
定

目標を
持つべ
きを否
定

調査年
1992年 .900 .895 .829 .645 .623 .458 .444 .376 .229 .497 .488 .390 .219 .216 .067 .097 .125 .042
1997年 / .789 .722 .509 .526 .353 .337 .227 .171 / .305 .240 .144 .135 .048 .055 .057 .025
2002年 .798 .757 .687 .523 .511 .394 .298 .164 .148 .292 .256 .191 .142 .120 .060 .045 .039 .020
2005年 .783 .754 .704 .546 .574 .426 .313 .154 .121 .270 .225 .205 .149 .147 .063 .041 .036 .014
2010年 .744 .729 .714 .572 .588 .473 .334 .132 .126 .226 .197 .188 .140 .139 .068 .039 .027 .012

出生年
1942-49年 .927 .901 .900 .695 .611 .476 .440 .617 .264 .548 .498 .536 .263 .268 .080 .100 .223 .056
1950-54年 .886 .848 .840 .592 .583 .427 .365 .425 .220 .468 .398 .382 .186 .178 .058 .071 .114 .039
1955-59年 .844 .834 .793 .549 .560 .398 .330 .275 .172 .358 .342 .280 .148 .140 .051 .050 .065 .027
1960-64年 .800 .789 .740 .510 .553 .400 .330 .175 .146 .295 .271 .207 .120 .123 .051 .046 .037 .018
1965-69年 .797 .778 .714 .511 .558 .396 .361 .143 .146 .303 .278 .192 .127 .127 .053 .050 .033 .018
1970-74年 .782 .761 .688 .537 .554 .430 .370 .135 .149 .294 .262 .189 .142 .135 .059 .064 .035 .016
1975-79年 .754 .727 .648 .560 .550 .427 .318 .101 .140 .249 .237 .192 .161 .146 .071 .048 .027 .017
1980-84年 .788 .735 .640 .619 .583 .459 .304 .119 .128 .298 .264 .199 .209 .177 .087 .047 .036 .018
1985-92年 .803 .747 .694 .690 .605 .456 .306 .144 .117 .301 .247 .195 .235 .195 .081 .045 .041 .016

年齢階級
18-19歳 .857 .781 .671 .639 .561 .379 .330 .196 .152 .338 .347 .268 .185 .163 .077 .064 .063 .019
20-24歳 .844 .793 .665 .615 .582 .422 .371 .142 .147 .383 .339 .211 .205 .185 .071 .073 .041 .022
25-29歳 .799 .776 .689 .564 .560 .425 .354 .119 .156 .318 .295 .213 .165 .147 .067 .054 .033 .021
30-34歳 .770 .753 .707 .511 .556 .424 .342 .129 .150 .279 .254 .196 .132 .123 .067 .050 .033 .020
35-39歳 .787 .775 .734 .519 .564 .431 .334 .189 .158 .291 .261 .216 .121 .129 .054 .043 .047 .020
40-44歳 .819 .805 .786 .551 .571 .417 .340 .310 .175 .337 .306 .287 .146 .148 .054 .054 .083 .028
45-49歳 .839 .835 .833 .601 .569 .427 .367 .401 .188 .360 .354 .369 .186 .187 .059 .065 .115 .031

最終学歴
中学校 .869 .848 .758 .629 .574 .489 .447 .354 .278 .473 .437 .363 .249 .215 .108 .122 .119 .058
高校 .842 .815 .750 .576 .570 .437 .377 .232 .188 .367 .335 .266 .174 .159 .065 .065 .065 .028
専修学校 .786 .765 .689 .545 .550 .413 .313 .158 .147 .283 .273 .199 .149 .139 .060 .045 .041 .017
短大･高専 .816 .792 .757 .558 .572 .412 .357 .200 .135 .313 .282 .237 .140 .145 .052 .048 .049 .017
大学以上 .714 .707 .690 .514 .557 .375 .253 .184 .088 .224 .205 .201 .124 .133 .045 .029 .045 .009

就労形態
正規職員 .756 .802 .729 .557 .572 .397 .292 .199 .151 .300 .328 .250 .163 .162 .055 .051 .053 .021
パート .805 .774 .729 .543 .560 .415 .308 .207 .161 .309 .286 .244 .146 .145 .058 .044 .058 .022
派遣 .797 .815 .764 .569 .574 .431 .358 .283 .195 .238 .204 .170 .137 .145 .047 .026 .023 .034
自営 .873 .788 .756 .569 .565 .461 .457 .230 .174 .330 .351 .302 .177 .170 .067 .061 .078 .025
無職 .814 .749 .651 .598 .560 .357 .265 .180 .114 .382 .281 .250 .156 .141 .070 .075 .065 .014

パートナー関係
既婚 .804 .805 .773 .573 .566 .437 .342 .248 .172 .319 .303 .265 .159 .148 .063 .050 .065 .025
同棲中 .819 .742 .540 .557 .563 .439 .370 .068 .156 .394 .304 .123 .198 .182 .089 .084 .011 .027
婚約中 .852 .839 .753 .656 .594 .436 .446 .118 .179 .387 .407 .292 .247 .198 .080 .073 .033 .026
恋人あり .839 .791 .651 .577 .597 .415 .363 .066 .130 .375 .340 .188 .188 .190 .061 .066 .012 .012
なし .815 .742 .672 .521 .551 .382 .357 .205 .144 .330 .274 .225 .147 .147 .054 .069 .065 .022

離婚経験
なし .812 .790 .742 .574 .567 .423 .348 .222 .161 .334 .330 .302 .253 .165 .154 .061 .056 .023
あり .788 .777 .629 .380 .557 .400 .362 .153 .174 .279 .325 .302 .180 .098 .144 .066 .068 .027

子ども数
0人 .815 .733 .675 .548 .555 .389 .346 .157 .139 .334 .271 .216 .162 .153 .055 .062 .046 .018
1人 .765 .778 .712 .534 .558 .440 .345 .175 .156 .279 .261 .211 .142 .127 .071 .049 .042 .021
2人 .817 .834 .794 .577 .574 .443 .347 .270 .176 .330 .322 .278 .160 .155 .062 .052 .071 .026
3人 .833 .862 .822 .621 .594 .456 .359 .321 .199 .363 .380 .319 .176 .174 .066 .055 .085 .033
4人以上 .851 .879 .824 .655 .592 .495 .396 .371 .216 .393 .439 .367 .229 .231 .090 .072 .133 .044

居住地域
北海道 .802 .755 .699 .538 .552 .418 .362 .201 .164 .328 .290 .200 .191 .175 .050 .050 .049 .023
東北 .793 .821 .737 .581 .576 .419 .347 .221 .159 .341 .279 .219 .169 .137 .056 .066 .055 .022
関東 .806 .766 .718 .539 .564 .416 .355 .203 .139 .322 .351 .260 .182 .169 .069 .061 .056 .018
中部 .820 .801 .746 .580 .573 .415 .342 .218 .163 .327 .273 .232 .147 .150 .059 .057 .056 .024
近畿 .815 .783 .738 .554 .564 .411 .354 .222 .169 .334 .313 .256 .165 .158 .057 .050 .058 .024
中国･四国 .813 .808 .762 .566 .562 .428 .323 .247 .182 .325 .285 .245 .155 .150 .058 .060 .062 .025
九州・沖縄 .814 .816 .747 .600 .567 .465 .359 .230 .200 .321 .321 .270 .162 .143 .065 .052 .071 .035

人口集中地区
非人口集中地区 .819 .820 .760 .599 .573 .424 .338 .242 .178 .325 .343 .276 .180 .163 .064 .055 .068 .028
人口集中地区 .806 .773 .722 .543 .563 .421 .355 .204 .153 .332 .280 .234 .151 .148 .060 .058 .055 .021

合計 .811 .789 .735 .562 .566 .422 .349 .217 .162 .330 .300 .250 .160 .150 .060 .060 .060 .024
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付表２ 調査年別，出生コーホート別にみた，従来的な考えの支持割合（図2に用いた数値）

出生コーホート

調査年 1942-49年 1950-54年 1955-59年 1960-64年 1965-69年 1970-74年 1975-79年 1980-84年 1985-92年 合計

母
親
は
家
に
を
肯
定

1992年 .927 .898 .869 .868 .910 .914 .900

1997年 / / / / / / / /

2002年 .856 .829 .790 .764 .759 .810 .825 .798

2005年 .825 .778 .765 .756 .765 .811 .830 .783

2010年 .757 .753 .726 .698 .737 .795 .744

合計 .927 .886 .844 .800 .797 .782 .754 .788 .803 .811子
ど
も
は
持
つ
べ
き
を
肯
定

1992年 .917 .881 .890 .863 .907 .900 .895

1997年 .854 .817 .801 .773 .757 .775 .765 .789

2002年 .831 .803 .762 .736 .717 .749 .741 .757

2005年 .828 .770 .749 .725 .737 .743 .720 .754

2010年 .768 .742 .713 .674 .722 .755 .729

合計 .901 .848 .834 .789 .778 .761 .727 .735 .747 .789

同
棲
を
否
定

1992年 .916 .873 .823 .752 .772 .757 .829

1997年 .856 .811 .760 .715 .682 .653 .596 .722

2002年 .816 .782 .707 .666 .653 .626 .603 .687

2005年 .802 .752 .708 .678 .683 .618 .659 .704

2010年 .772 .737 .702 .680 .689 .705 .714

合計 .900 .840 .793 .740 .714 .688 .648 .640 .694 .735

離
婚
を
否
定

1992年 .731 .648 .599 .572 .623 .638 .645

1997年 .587 .534 .483 .465 .466 .513 .548 .509

2002年 .573 .538 .469 .457 .509 .568 .613 .523

2005年 .566 .493 .476 .508 .588 .623 .703 .546

2010年 .546 .525 .531 .540 .621 .687 .572

合計 .695 .592 .549 .510 .511 .537 .560 .619 .690 .562

独
身
を
否
定

1992年 .628 .651 .629 .603 .623 .590 .623

1997年 .558 .530 .525 .519 .521 .526 .508 .526

2002年 .518 .498 .491 .489 .500 .546 .562 .511

2005年 .582 .574 .565 .562 .571 .600 .572 .574

2010年 .575 .588 .590 .568 .587 .615 .588

合計 .611 .583 .560 .553 .558 .554 .550 .583 .605 .566

自
己
犠
牲
を
肯
定

1992年 .519 .478 .452 .429 .412 .401 .458

1997年 .347 .384 .347 .334 .334 .376 .342 .353

2002年 .389 .387 .383 .384 .415 .415 .377 .394

2005年 .394 .412 .409 .457 .443 .465 .364 .426

2010年 .439 .431 .485 .488 .522 .483 .473

合計 .476 .427 .398 .400 .396 .430 .427 .459 .456 .422

分
業
を
肯
定

1992年 .456 .406 .386 .403 .495 .528 .444

1997年 .395 .340 .316 .326 .350 .336 .316 .337

2002年 .317 .276 .282 .303 .311 .322 .275 .298

2005年 .334 .296 .309 .351 .322 .290 .240 .313

2010年 .335 .345 .346 .312 .340 .325 .334

合計 .440 .365 .330 .330 .361 .370 .318 .304 .306 .349

婚
前
交
渉
を
否
定

1992年 .651 .468 .287 .178 .194 .255 .376

1997年 .515 .399 .246 .136 .119 .120 .134 .227

2002年 .367 .280 .174 .111 .097 .093 .129 .164

2005年 .288 .200 .129 .107 .089 .130 .156 .154

2010年 .188 .157 .114 .090 .103 .140 .132

合計 .617 .425 .275 .175 .143 .135 .101 .119 .144 .217

目
標
を
持
つ
べ
き
を
否
定

1992年 .284 .251 .212 .188 .204 .191 .229

1997年 .202 .206 .170 .151 .149 .161 .162 .171

2002年 .170 .154 .154 .137 .149 .140 .139 .148

2005年 .137 .115 .116 .125 .129 .113 .104 .121

2010年 .115 .125 .130 .130 .131 .121 .126

合計 .264 .220 .172 .146 .146 .149 .140 .128 .117 .162
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付表３ 年齢階級別，出生コーホート別にみた，従来的な考えの支持割合（図3に用いた数値）

出生コーホート

年齢階級 1942-49年 1950-54年 1955-59年 1960-64年 1965-69年 1970-74年 1975-79年 1980-84年 1985-92年 合計

母
親
は
家
に
を
肯
定

18-19歳 .933 .835 .808 .857
20-24歳 .927 .897 .820 .813 .805 .844
25-29歳 .867 .890 .771 .783 .745 .735 .799
30-34歳 .875 .869 .767 .749 .698 .697 .770
35-39歳 .895 .863 .792 .763 .735 .703 .787
40-44歳 .920 .900 .822 .781 .755 .675 .819
45-49歳 .932 .856 .829 .759 .750 .839
合計 .927 .886 .844 .800 .797 .782 .754 .788 .803 .811

子
ど
も
は
持
つ
べ
き
を
肯
定

18-19歳 .895 .755 .751 .719 .781
20-24歳 .914 .833 .758 .734 .770 .793
25-29歳 .882 .829 .742 .747 .733 .686 .776
30-34歳 .893 .814 .737 .724 .675 .694 .753
35-39歳 .879 .848 .761 .748 .717 .663 .775
40-44歳 .906 .850 .805 .763 .746 .706 .805
45-49歳 .898 .828 .816 .772 .730 .835
合計 .901 .848 .834 .789 .778 .761 .727 .735 .747 .789

同
棲
を
否
定

18-19歳 .764 .591 .580 .689 .671
20-24歳 .748 .693 .602 .620 .699 .665
25-29歳 .743 .740 .641 .668 .684 .681 .689
30-34歳 .819 .743 .671 .682 .685 .667 .707
35-39歳 .859 .788 .705 .696 .704 .634 .734
40-44歳 .893 .841 .768 .735 .735 .689 .786
45-49歳 .904 .827 .804 .772 .737 .833
合計 .900 .840 .793 .740 .714 .688 .648 .640 .694 .735

離
婚
を
否
定

18-19歳 .649 .544 .620 .694 .639
20-24歳 .633 .577 .574 .618 .693 .615
25-29歳 .588 .546 .510 .571 .628 .624 .564
30-34歳 .591 .512 .447 .504 .541 .545 .511
35-39歳 .628 .544 .471 .472 .533 .532 .519
40-44歳 .701 .599 .508 .476 .527 .470 .551
45-49歳 .692 .562 .565 .547 .497 .601
合計 .695 .592 .549 .510 .511 .537 .560 .619 .690 .562

独
身
を
否
定

18-19歳 .578 .529 .530 .580 .561
20-24歳 .606 .569 .524 .597 .624 .582
25-29歳 .600 .575 .510 .556 .587 .573 .560
30-34歳 .638 .572 .511 .535 .568 .568 .556
35-39歳 .635 .577 .502 .540 .590 .591 .564
40-44歳 .618 .604 .509 .541 .586 .574 .571
45-49歳 .607 .526 .550 .572 .546 .569
合計 .611 .583 .560 .553 .558 .554 .550 .583 .605 .566

自
己
犠
牲
を
肯
定

18-19歳 .415 .337 .349 .388 .379
20-24歳 .424 .380 .385 .439 .491 .422
25-29歳 .436 .372 .383 .429 .520 .602 .425
30-34歳 .459 .377 .354 .447 .482 .514 .424
35-39歳 .494 .398 .375 .402 .494 .500 .431
40-44歳 .487 .423 .369 .391 .433 .426 .417
45-49歳 .470 .393 .394 .435 .387 .427
合計 .476 .427 .398 .400 .396 .430 .427 .459 .456 .422

分
業
を
肯
定

18-19歳 .537 .276 .242 .241 .330
20-24歳 .523 .424 .327 .295 .344 .371
25-29歳 .421 .399 .322 .326 .337 .378 .354
30-34歳 .392 .358 .335 .335 .316 .324 .342
35-39歳 .398 .350 .311 .301 .346 .286 .334
40-44歳 .419 .372 .293 .285 .347 .376 .340
45-49歳 .450 .338 .313 .330 .330 .367
合計 .440 .365 .330 .330 .361 .370 .318 .304 .306 .349

婚
前
交
渉
を
否
定

18-19歳 .282 .167 .139 .173 .196
20-24歳 .200 .172 .101 .126 .129 .142
25-29歳 .172 .149 .109 .091 .101 .092 .119
30-34歳 .237 .154 .116 .103 .092 .145 .129
35-39歳 .419 .280 .156 .124 .114 .084 .189
40-44歳 .602 .450 .263 .197 .150 .118 .310
45-49歳 .624 .399 .299 .188 .230 .401
合計 .617 .425 .275 .175 .143 .135 .101 .119 .144 .217

目
標
を
持
つ
べ
き
を
否
定

18-19歳 .212 .154 .125 .117 .152
20-24歳 .194 .162 .150 .128 .117 .147
25-29歳 .198 .176 .162 .134 .125 .136 .156
30-34歳 .211 .163 .144 .132 .133 .167 .150
35-39歳 .242 .193 .156 .125 .130 .127 .158
40-44歳 .270 .228 .161 .126 .126 .118 .175
45-49歳 .261 .199 .145 .117 .127 .188
合計 .264 .220 .172 .146 .146 .149 .140 .128 .117 .162
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子
ど
も
の
有
無

-.
17
6

.0
41

-.
06
2

.8
42

.0
34

-.
06
1

.2
46

.0
57

-.
03
9

.2
25

.0
40

-.
01
6

.2
41

.0
48

-.
04
0

.2
31

.0
34

-.
02

1
.1
73

.0
40

-.
04

4
.2
48

.0
37

-.
01

6

パ
ー
ト
タ
イ
ム

.5
50

.0
33

.1
67

-.
23
3

.0
30

.1
67

-.
09
0

.0
50

.0
63

-.
09
2

.0
34

.0
61

-.
07
9

.0
41

.0
62

-.
06
2

.0
27

.1
04

-.
02

1
.0
33

.1
06

-.
03

8
.0
31

.0
61

自
営

.4
05

.0
53

-.
02
2

-.
15
6

.0
48

-.
02
2

-.
17
2

.0
68

.0
32

-.
02
5

.0
57

-.
02
9

-.
01
0

.0
55

.0
30

.0
44

.0
42

-.
05

2
-.
00

9
.0
45

.0
07

.0
87

.0
52

-.
02

8

無
職

1.
14
9

.0
37

-.
04
7

-.
27
6

.0
31

-.
04
9

-.
05
7

.0
48

-.
02
6

-.
02
6

.0
37

-.
03
9

.0
13

.0
39

-.
02
6

-.
01
3

.0
29

-.
02

1
-.
03

0
.0
31

-.
00

7
-.
02

5
.0
33

-.
04

0

学
生

.5
29

.0
58

.0
07

-.
00
1

.0
48

.0
07

.0
58

.0
67

.0
06

.1
62

.0
56

.0
05

.2
10

.0
63

.0
06

.2
28

.0
47

.0
00

-.
04

8
.0
52

.0
01

-.
01

2
.0
54

.0
05

人
口
集
中
地
区

-.
12
9

.0
28

-.
00
2

-.
17
6

.0
24

-.
00
3

-.
14
7

.0
37

.0
16

-.
11
6

.0
28

.0
16

-.
13
6

.0
30

.0
16

-.
18
0

.0
22

-.
01

8
-.
03

1
.0
24

-.
01

7
-.
02

9
.0
25

.0
15

北
海
道

-.
14
0

.0
67

-.
00
3

-.
12
9

.0
55

-.
00
3

.0
61

.0
86

.0
01

-.
21
9

.0
65

.0
00

.0
14

.0
72

.0
00

-.
00
3

.0
53

-.
00

3
-.
04

1
.0
60

-.
00

2
-.
13

0
.0
62

.0
00

東
北

-.
09
0

.0
50

.0
16

.1
91

.0
46

.0
16

-.
00
9

.0
71

-.
01
1

.0
44

.0
51

.0
06

.1
44

.0
60

-.
01
0

.0
52

.0
41

.0
26

.0
29

.0
48

.0
09

.0
05

.0
46

.0
07

中
部

.0
76

.0
37

-.
01
8

.0
82

.0
31

-.
01
8

.1
17

.0
45

.0
12

.0
79

.0
36

.0
05

.1
64

.0
38

.0
12

.0
99

.0
28

-.
03

0
.0
15

.0
31

-.
02

4
.0
10

.0
33

.0
06

近
畿

.0
19

.0
38

.0
04

.0
58

.0
32

.0
04

.1
59

.0
50

-.
01
3

.0
60

.0
38

-.
01
4

.0
42

.0
42

-.
01
3

.0
22

.0
30

.0
16

.0
15

.0
34

.0
16

-.
01

4
.0
35

-.
01

3

中
国
・
四
国

.0
51

.0
48

-.
00
7

.0
92

.0
40

-.
00
7

.1
29

.0
59

.0
21

.1
45

.0
49

-.
01
0

.1
27

.0
49

.0
22

.0
50

.0
37

-.
02

8
.0
00

.0
40

.0
03

-.
08

1
.0
44

-.
01

0

九
州

-.
01
9

.0
43

-.
00
9

.1
93

.0
38

-.
00
9

.2
13

.0
58

-.
02
5

.0
29

.0
43

.0
06

.2
73

.0
48

-.
02
5

.1
85

.0
35

.0
16

.0
37

.0
39

-.
01

4
-.
05

6
.0
40

.0
05

定
数

12
8.
71
8

4.
08
1

95
.9
01

3.
48
5

23
4.
88
6

13
.0
37

-3
3.
37
4

7.
49
6

19
9.
66
6

10
.8
57

-5
1.
34
7

4.
17
1

93
.4
60

5.
44

2
0.
00

0
-7
7.
54

3
6.
84

8

-2
対
数
尤
度

41
11
0.
61
1

55
16
8.
59
7

24
13
4.
66
0

50
90
9.
79
0

31
59
0.
31
9

58
39
1.
37
5

46
87

4.
77

7
43

47
2.
95

5

C
o
x
-S
n
el
l
R

2
乗

0.
06
03

0.
04
26

0.
05
23

0.
02
55

0.
03
68

0.
01
98

0.
01

06
0.
00

80

N
g
el
k
er
k
e
R

2
乗

0.
09
69

0.
06
61

0.
08
02

0.
03
63

0.
04
95

0.
02
65

0.
01

42
0.
01

07

n
45
10
1

55
76
4

24
70
5

43
14
5

23
91
8

42
93
6

34
40

8
31

85
2

ａ
：
各
係
数
の
有
意
確
率
に
つ
い
て
は
，
表
4を
参
照
．

ｂ
：
分
析
期
間
に
お
け
る
，
観
測
さ
れ
た
平
均
値
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
変
数
の
場
合
は
割
合
）
の
差
．
同
期
間
で
あ
っ
て
も
平
均
値
・
割
合
が
項
目
に
よ
っ
て
若
干
異
な
る
の
は
，
各
項
目
に
不
詳
の
な
い
ケ
ー
ス
を
用
い
た
た
め
で
あ
る
．
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付
表
４
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
要
因
分
解
に
用
い
た
，
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
係
数
，
標
準
誤
差
，
お
よ
び
分
析
期
間
の
各
変
数
の
平
均
値
・
割
合（
観
測
値
）の
差（
続
き
）

自
己
犠
牲
を
肯
定

(1
99
2-
19
97
)

自
己
犠
牲
を
肯
定

(1
99
7-
20
10
)

分
業
を
肯
定

(1
99
2-
20
02
)

分
業
を
肯
定

(2
00
2-
20
10
)

婚
前
交
渉
を
否
定

(1
99
2-
19
97
)

婚
前
交
渉
を
否
定

(1
99
7-
20
10
)

目
標
を
持
つ
べ
き
，を
否
定

(1
99
2-
20
05
)

目
標
を
持
つ
べ
き
，を
否
定

(2
00
5-
20
10
)

B
ａ

S
.E
.
平
均
値

の
差
ｂ

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

モ
デ
ル
1

出
生
年

-0
.0
11
1
0.
00
14
3

4.
93

0.
00
4

0.
00
1

11
.8

0.
00
4

0.
00
1

10
.0
0

-0
.0
02

0.
00
1

6.
68

-0
.0
84

0.
00
2

4.
94

-0
.0
57

0.
00
2

11
.7
3

-0
.0
12

0.
00

1
12

.6
2

-0
.0
01

0.
00

2
4.
04

調
査
年

-0
.0
75
5

0.
00
55

5.
00

0.
03
4

0.
00
2

13
.0

-0
.0
72

0.
00
3

10
.0
0

0.
02
5

0.
00
4

8.
00

-0
.0
73

0.
00
6

5.
00

-0
.0
01

0.
00
3

13
.0
0

-0
.0
45

0.
00

3
13

.0
0

0.
00

9
0.
00

9
5.
00

定
数

17
1.
87
1

10
.6
26

-7
6.
90
1

4.
09
4

13
5.
71
1

5.
54
7

-4
8.
10
6

7.
16
5

30
8.
33
9

12
.3
40

11
3.
42
9

5.
52
2

11
2.
77

0
5.
14

0
-1
8.
26

8
16

.8
94

-2
対
数
尤
度

32
12
5.
99
6

58
02
7.
24
3

44
70
7.
80
3

39
69
4.
50
0

26
24
3.
37
2

36
96
4.
32
9

39
56

3.
38

8
15

87
2.
21

2

C
o
x
-S
n
el
l
R

2
乗

0.
01
34

0.
00
83

0.
01
79

0.
00
14

0.
12
36

0.
04
15

0.
01

30
0.
00

00

N
g
el
k
er
k
e
R

2
乗

0.
01
81

0.
01
12

0.
02
45

0.
00
20

0.
17
48

0.
06
98

0.
02

18
0.
00

01

n
24
00
7

43
12
9

34
62
4

32
04
5

23
95
4

42
98
5

44
28

4
21

42
4

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

B
S
.E
.
平
均
値

の
差

モ
デ
ル
2

出
生
年

.0
01

.0
02

4.
93

.0
15

.0
02

11
.7
6

-.
00
4

.0
02

10
.0
0

-.
00
3

.0
02

6.
68

-.
09
9

.0
02

4.
94

-.
07
2

.0
02

11
.7
3

.0
01

.0
02

12
.6
2

.0
09

.0
03

4.
04

調
査
年

-.
07
9

.0
06

5.
00

.0
28

.0
02

13
.0
0

-.
06
4

.0
03

10
.0
0

.0
32

.0
04

8.
00

-.
06
1

.0
07

5.
00

.0
14

.0
03

13
.0
0

-.
04

9
.0
03

13
.0
0

.0
04

.0
09

5.
00

中
学
卒

.2
17

.0
49

-.
05
0

.1
28

.0
49

-.
02
0

.1
57

.0
45

-.
07
0

.2
14

.0
62

.0
00

.1
43

.0
53

-.
05
0

.2
15

.0
61

-.
02

0
.3
94

.0
46

-.
07

0
.2
60

.0
99

.0
00

専
修
学
校
卒

-.
17
2

.0
47

.0
20

-.
08
7

.0
32

.0
50

-.
29
4

.0
40

.0
50

-.
23
2

.0
39

.0
10

-.
19
2

.0
57

.0
20

-.
17
8

.0
46

.0
40

-.
21

9
.0
44

.0
40

-.
17

0
.0
65

.0
20

短
大
・
高
専

-.
20
1

.0
36

.0
50

-.
03
2

.0
26

-.
01
0

-.
11
2

.0
30

.0
50

-.
02
9

.0
32

-.
01
0

.0
18

.0
42

.0
50

.0
29

.0
35

-.
01

0
-.
36

2
.0
35

.0
70

-.
21

5
.0
55

-.
03

0

大
学

-.
44
1

.0
46

.0
30

-.
16
5

.0
30

.0
80

-.
63
5

.0
40

.0
50

-.
41
7

.0
38

.0
60

.0
17

.0
52

.0
30

.0
54

.0
41

.0
80

-.
82

4
.0
49

.0
90

-.
54

3
.0
67

.0
20

独
身
･恋
人
あ
り

.2
38

.0
63

.0
08

.1
52

.0
43

.0
06

.9
39

.0
55

.0
15

.5
86

.0
53

-.
00
1

-.
18
6

.0
87

.0
08

-.
40
4

.0
78

.0
06

-.
07

5
.0
61

.0
25

.0
62

.0
89

-.
01

1

独
身
･恋
人
な
し

.0
79

.0
56

.0
07

-.
00
1

.0
38

.0
58

.7
86

.0
49

-.
00
1

.5
00

.0
46

.0
66

.7
46

.0
67

.0
05

.7
03

.0
54

.0
58

-.
02

9
.0
53

.0
48

.0
94

.0
74

.0
15

離
婚
経
験
の
有
無

-.
26
7

.0
77

-.
02
0

-.
13
9

.0
47

.0
60

-.
06
2

.0
68

-.
01
0

-.
14
5

.0
55

.0
50

-.
72
9

.0
88

-.
02
0

-.
78
1

.0
75

.0
60

-.
00

9
.0
66

.0
30

.0
58

.0
82

.0
10

子
ど
も
の
有
無

.2
80

.0
49

-.
04
1

.2
48

.0
34

-.
02
0

.0
39

.0
43

-.
04
5

.0
13

.0
41

-.
01
6

.2
07

.0
58

-.
03
9

.0
81

.0
49

-.
02

0
.0
69

.0
46

-.
06

2
.1
32

.0
67

.0
02

パ
ー
ト
タ
イ
ム

.0
02

.0
41

.0
62

.0
27

.0
28

.1
05

.2
59

.0
36

.1
05

.3
32

.0
35

.0
62

-.
05
9

.0
47

.0
62

.0
20

.0
38

.1
05

.0
50

.0
38

.1
48

.1
81

.0
58

.0
19

自
営

.1
31

.0
54

.0
30

.1
45

.0
43

-.
05
2

.6
06

.0
48

.0
07

.5
60

.0
56

-.
02
8

-.
01
4

.0
59

.0
30

.1
60

.0
53

-.
05

2
.1
85

.0
51

-.
00

4
.3
07

.0
96

-.
01

7

無
職

.2
08

.0
38

-.
02
6

.2
01

.0
29

-.
02
2

1.
02
6

.0
34

-.
00
8

1.
08
6

.0
37

-.
03
9

.0
36

.0
43

-.
02
5

.2
47

.0
39

-.
02

2
.1
04

.0
37

-.
04

7
.2
58

.0
63

.0
00

学
生

-.
04
1

.0
66

.0
06

-.
19
6

.0
47

.0
00

-.
14
2

.0
57

.0
01

-.
08
8

.0
62

.0
05

.9
01

.0
79

.0
06

.7
81

.0
68

.0
01

.0
22

.0
69

.0
16

.0
19

.1
06

-.
01

0

人
口
集
中
地
区

.0
37

.0
30

.0
15

.0
12

.0
22

-.
01
8

.0
02

.0
26

-.
01
7

.0
38

.0
28

.0
15

-.
18
9

.0
34

.0
16

-.
17
4

.0
29

-.
01

9
-.
09

3
.0
28

-.
03

5
-.
08

5
.0
46

.0
32

北
海
道

-.
04
1

.0
72

.0
00

-.
08
0

.0
54

-.
00
3

-.
06
0

.0
63

-.
00
2

-.
14
4

.0
68

-.
00
1

.0
41

.0
83

.0
00

-.
14
5

.0
77

-.
00

3
.0
47

.0
71

.0
02

.1
26

.1
11

-.
00

4

東
北

-.
00
4

.0
60

-.
01
1

-.
02
2

.0
41

.0
27

.0
41

.0
50

.0
09

-.
02
2

.0
50

.0
07

.0
88

.0
67

-.
01
1

.0
28

.0
57

.0
26

.0
29

.0
57

.0
16

.0
68

.0
84

.0
00

中
部

.0
04

.0
38

.0
12

-.
02
7

.0
29

-.
03
0

-.
03
5

.0
33

-.
02
3

-.
07
3

.0
36

.0
05

.0
31

.0
44

.0
13

.0
63

.0
39

-.
03

0
.0
88

.0
38

-.
02

1
.0
25

.0
63

.0
03

近
畿

.0
18

.0
42

-.
01
3

-.
05
8

.0
31

.0
17

.0
01

.0
36

.0
18

-.
05
8

.0
38

-.
01
4

.1
74

.0
48

-.
01
3

.1
13

.0
41

.0
17

.2
52

.0
40

.0
04

.1
21

.0
66

.0
00

中
国
・
四
国

.1
05

.0
49

.0
21

.0
84

.0
37

-.
02
8

-.
10
2

.0
43

.0
04

-.
07
9

.0
48

-.
01
1

.2
33

.0
55

.0
22

.1
60

.0
49

-.
02

8
.2
99

.0
47

-.
00

6
.1
23

.0
82

-.
00

2

九
州

.2
07

.0
47

-.
02
5

.1
97

.0
35

.0
16

.0
30

.0
41

-.
01
5

-.
05
7

.0
43

.0
06

.0
74

.0
53

-.
02
5

.1
03

.0
47

.0
16

.3
73

.0
43

.0
09

.2
31

.0
70

-.
01

7

定
数

15
5.
84
1

10
.8
83

-8
6.
35
7

4.
22
7

13
5.
99
1

5.
82
4

-5
9.
93
3

7.
43
5

31
4.
93
8

12
.7
58

11
2.
80
8

5.
74
0

94
.8
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Women'sAttitudestowardMarriage,FamilyandGenderRelationships
sincethe1990sinJapan:AnalysisofOvertimeChangesand

DeterminingFactors

SaoriKAMANO

Inthispaper,Iprovidedanoverviewofwomen'sattitudestowardmarriage,familyandgender

relationshipssincethe1990s,basedontheanalysisofwomen'sresponsesinthe10th(1992)through

the14th(2010)NationalFertilitySurveyconductedbytheNationalInstituteofPopulationandSo-

cialSecurityResearch.Theattitudinalitemsexaminedincludeattitudestowardhavingsexualrela-

tionshipsbeforemarriage,cohabitation,stayingsingle,divorce,imperativeofhavingchildrenupon

marriage,motherswithyoungchildrenworkingoutside,havingowngoalsapartfromone'sfamily,

andsacrificingone'swayoflivingforthesakeofmarriage.Ifirstexploredthepatternofchanges

intheproportionsupportingconventionalattitudeseachyearandtherelationbetweenthepropor-

tionandbirthcohort(1942to1992),age(18to49),aswellassocio-economiccharacteristics,such

aslevelofeducation,employmentstatus,partnershipstatus,divorceexperience,number/presence

ofchildren,andgeographicareaandsizeofcityoneresidesin.Inallitems,thesupportforconven-

tionalattitudesdecreasedbetween1992and1997,butthechangesafter1997variedamongitems.

Adecreasingtrend(i.e.,amovetowardliberalattitudes)continuedthroughoutforattitudestoward

mothersworkingoutsideandimperativeofhavingchildrenuponmarriage.Forotheritems,are-

verseinthetrendtowardsmoreconventionalattitudesoccurredin2002orlater.Therewerediffer-

encesamongbirthcohortsintheyearsuchreversaloccursinsomeitems.

Next,Iundertooklogisticregressionanalysisforeachitemwithhavingaconventionalattitude

asapredictorvariable,andsurveyyear,birthcohortandsocio-economiccharacteristicsasexplana-

toryvariables.Theanalysesshowedthatcontrollingforsocio-economiccharacteristics,inmost

items,beingunmarriedandhavingapartner,presenceofchild(ren),andnotbeingemployedin-

creasedthechanceofhavingconventionalattitudes,whilehavinguniversityeducation,havingex-

perienceddivorce,andlivinginurbanareadecreasedthechanceofhavingconventionalattitudes.

Finally,inanattempttounderstandingtheimpetusofchangeinattitudesthroughtheyears,Iutil-

izedlogisticregressiondecompositionmethodtoexaminehowcohortreplacementandintracohort

changecontributedtochangesintheseattitudes:firstwithoutanycovariates,andsecond,byadding

theaforementionedsocio-economicvariablesinthemodel.Theresultsofdecompositionsshow

thatinmostitems,changesoccurredduringthisperiodareattributabletointracohortchangerather

thantocohortreplacement,withsomeexceptions:cohortreplacementaccountedforabout60%of

thechangeinattitudestowardhavingsexualrelationshipsbeforemarriage,andabouthalfofthe

changeinattitudestowarddivorcebetween1997and2010.Somecontributionofcohortreplace-

mentwasalsofoundinchangesinattitudetowardsmotherswithyoungchildrenworkingoutside

(about30%contribution),towardcohabitationandtowardself-sacrificeforthesakeofmarriage

(about40%contributionrespectively).Inallotheritems,itwasmostlyintracohortchangethat

broughtaboutthechangeinattitudes.Thefindingsindicatethatthevarioussocialandeconomic

circumstancesandideologicalclimateregardingmarriage,family,andgenderrelationships,rather

thangenerationaldifferences,affectattitudesofwomensimilarlyforyoungandtheold,whether

itistowardbeinglessconventionalormoreconventional.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）69－1（2013.3）pp.42～66

日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その１）

地域の就業・子育て環境と出生タイミングに関する研究

―マルチレベルモデルによる検証―

鎌 田 健 司

Ⅰ.はじめに

本研究は地域における女性の就業状況や保育を中心とした子育て環境が個人の出生行動

にどのような影響を与えるのかについて定量的に評価することを目的とする．ミクロ（個

人）とマクロ（集合，地域，社会的コンテクスト）の間の関係は社会科学においては古典

的な問題の一つである（ErbringandYoung1979）．個人の行動は社会的・経済的機会

や制度的制約などによって影響を受け，社会的・経済的コンテクストは同時に個人の行動

の集積値であることから，相補的関係にある．一方で集計水準の異なるデータを分析する

場合，生態学的誤謬や経済学における合成の誤謬などの問題に直面し，個人の出生行動を

説明するには不十分である．これまで地域の出生力研究においては，都道府県や市町村別

データを用いて出生力の時系列的変動や社会経済的要因の影響，地域格差について分析す

る研究がなされてきているが，これらの結果は直接個人の行動を説明することにはならな

い．また個人レベルの分析においては，統計手法上の理由から居住する地域の影響は都市

規模別の差や地域ブロック間の差として定量的に評価され，地域間の変動については観察
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本研究は，地域における女性の就業状況や保育施策を中心とした子育て環境が個人の出生行動に

どのような影響を与えるのかについてマルチレベルモデルを用いて検証を行った．データは第14回

出生動向基本調査の夫婦票に地域環境変数を結合したものを用いた．地域環境変数は，女性就業率

（20-39歳），保育定員率，潜在定員率，保育所公私率である．分析は第2子の出生タイミングを対

象として検証を行った．

分析した結果，地域の変動は統計的に有意な結果が得られたものの，その分散は極めて小さいも

のであった．この結果から地域ブロックや都道府県といった大きな地域規模では個人の出生行動に

与える影響は非常に限定されたものであることがわかった．ただし，その地域の分散は統計的に有

意であることからモデル推定を行う際には無視できない要因であり，そのようなモデルについては

地域間の変動をモデルに組み込んだ推定が求められる．



されない異質性として解釈されてきた．地域特有の文化・制度の影響としてはレジーム効

果や社会的テレパシー・共通信仰（ErbringandYoung1979），地理空間的な影響とし

て伝播効果（河野 1994），経済学や経営学におけるネットワーク効果，フィードバック効

果などが地域の効果として分析されてきた．近年，社会的なコンテクストを個人の行動と

関係付けて分析する統計手法が発展し，先行研究も蓄積されてきている．その中には，地

域における労働市場の影響や子育て支援へのアクセス，子育てと仕事の両立の達成と個人

の出生行動との関係に関する研究成果などがある（Kravdal1996,Hank2001,2002,

Anderssonetal.2003,HankandKreyenfeld2003,Bai�zan2009など）．このような地

域変動の影響を定量的に評価できる手法の一つとしてマルチレベルモデルがある．マルチ

レベルモデルは一般化線形モデル（GeneralizedLinearModel）の一種であり，特に固

定効果（fixedeffect）と変量効果（randomeffect）を扱う場合に一般化線形混合モデル

と呼ばれ，誤差項の変動を地域内変動と地域間変動を分離して，全体の変動に対する地域

間変動の程度を定量的に評価することができる．通常の回帰分析では，地域ごとに回帰分

析を行うことによって傾向の差を得ることができるが，全体の傾向についての情報を失っ

てしまう．しかし混合モデルを用いたマルチレベルモデルでは全体の情報を保持しつつ，

地域間の変動を把握することができる（筒井・不破 2008）．本稿ではそのような地域の就

業・子育て環境が個人の出生タイミングにどのような影響を及ぼしているかについてマル

チレベルモデルを適用することによって定量的に分析する．

Ⅱ.就業・子育て環境と出生力

1． 都道府県別出生率の推移

わが国の出生率の地域的な推移は（図1），人口転換以前は「東高西低」の傾向がみら

れていたが，人口転換後，工業化，都市化等の近代化の進展によってこの傾向は弱まり，

大都市圏で出生率が低く，非大都市圏で出生率が高いという傾向に変化してきた（河邉

1979）．1970年中頃以降は，全国的に少子化が進展し一律に低下傾向を示したものの，地

域間の差は依然として存在している．1990年代になると出生率の都道府県別の地域格差は

縮小する局面をみせていたが（高橋 1997），90年代後半に一旦格差は拡大したものの（清

水 2004），2000年代中盤以降，出生率の全国的な回復に伴い格差はやや縮小傾向にある

（鎌田・岩澤 2009）．地域出生力の変動要因研究では，1980年代以降の出生力は未婚率の

増加に加えて，夫婦の出生力の低下が都市規模に係らず生じており，夫婦出生力の変化は

出生力の地域格差そのものに大きく寄与していることが指摘されている（山内等 2005）．
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2． 女性の就業と出生率，家族政策の効果

女性の就業と出生率の関係について国際比較データ等を用いて検証した先行研究によれ

ば（Engelhardtetal.2004,K�ogel2004,山口 2005など），従来指摘されてきた女性の

労働力率と出生率の負の関係は，家族政策の充実などの間接的な出生押し上げ効果も影響

する中で，近年先進国を中心に弱まっていることが指摘されている．わが国においても，

市区町村別で女性の就業率（15-49歳）と出生率の分布を比較すると，非大都市部分で就

業率も出生率も高いという分布を示している（鎌田・岩澤 2009）．

Gauthier（2007）は家族政策が出生率に与える効果についての研究について広範にレ

ビューを行っており，家族政策の効果は多くの研究では社会経済的要因に比べると小さい

ものであるが正の関係がみられ，政策効果は完結出生力の変動よりも出生タイミングの変
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図１ 都道府県別合計出生率の推移（1925年・1980年・2010年）
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化に対して影響がみられることを報告している．またOECD諸国等を単位としたマクロ

レベルの分析においては，現金給付または育児休業制度，保育所，ベビーシッター等の現

物給付のいずれも効果がみられ，先進国では女性の就業を促進する効果があることから

（Sleebos2003，d'Addioandd'Ercole2005，Th�evenon2010），家族政策の支援は現金給

付から現物給付へとシフトしている（OECD2012）．

わが国における就業や保育などの子育て支援策と出生行動との関係について，個票デー

タを用いたミクロレベルで実証分析を行っている先行研究の結果では，1990年代から2000

年代を通して依然として女性の学歴や就業状態・就業継続，年収が出生行動に負の影響が

みられてきている（樋口 1994，津谷 1999，永瀬 1999，山上 1999，滋野・松浦 2003，

岩澤 2004，山口 2005，滋野 2006，樋口他 2007など）．ただし，出産前後で就業してい

ても育児休業制度を利用することで出生率の増加に寄与していることや（滋野・松浦

2003，駿河・張 2003，山口 2005，滋野 2006），学卒時の労働市場の動向が後の出生率に

どのように影響するのかについては，高卒女性では負の影響を持つのに対して，高学歴女

性では正の関係がみられるなどその効果は社会経済的属性によって異なるとの指摘もある

（HashimotoandKondo2010）．

個別の政策効果について，児童手当などの現金給付の効果は，塚原（1995），森田

（2006）において正の効果が示されているが，出生率を押し上げる効果は小さいことが指

摘されている．保育所を拡充することによる出生率への効果は，保育園の児童1人あたり

の定員率を引き上げると女性の就業を促進し，時間外保育の実施は出生行動に正の効果

（樋口他 2007），認可保育所の充実は第2子の追加出生を促すことが指摘されている（吉

田・水落 2005，滋野 2006）．保育所利用と女子の労働力率には明確な正の関係があり

（大石 2003，2005），それが出生率を上昇させる要因となることが示されている（滋野

2006）．保育サービスには保育ニーズと保育サービスとの間のミスマッチが存在し，大都

市ほど待機児童が多く，利用する子どもの年齢としては0-2歳児の保育ニーズが高いこと

から，地域によって保育と女性の就業，出生率との関係はメカニズムが異なる可能性があ

る（福田 2002；前田 2002，滋野 2006）．

都道府県や市町村を単位としたマクロレベルでの実証研究の結果では，女性の就業率や

賃金が高いと出生と負の関係があるという指摘があり，これらはミクロレベルでの分析結

果と同様である（小椋・ディークル 1992，加藤 2000，2002，高山他 2000）．しかし2005

年以降の分析においては，市区町村別の分析において女性の就業率と合計出生率の関係に

は正の関係がみられてきている（小島 2005，鎌田・岩澤 2009など）．政策効果としては，

保育所の拡充施策（保育所数・定員数・保育価格など）は正の関係がみられる（加藤

2000，阿部 2005，坂爪 2007，2008）．駿河・西本（2002）は事業所を対象とした調査に

おいて，育児休業制の利用は出生を促進することを指摘している．経済支援策としての現

金給付施策については，児童手当の支給は負の関係（高山他 2000）が示される結果や，

出産育児一時金は低所得者の男性に正の影響ある（田中・河野 2009）ことなどが指摘さ

れている．加藤（2005）は結婚・出産に関わる機会コストを減じるような施策が出生率の
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上昇に大きい影響を及ぼすことを示している．

3． 地域間移動と出生力

地域の出生率の動向を分析する上で考慮すべき点は，国内人口移動の影響が大きいこと

である．国内の人口移動は，結婚や住宅取得を機にした移動が多く（国立社会保障・人口

問題研究所 2008），これらの移動は出産タイミングと密接に係ることが考えられる．

Hank（2002）は，子どもを持ちたい夫婦は家族形成や子どもの社会化に好ましい機会構

造の地域に移動する傾向があるという「選択的移動」（selectivemigration）が存在する

可能性について考慮すべきであり，選択的移動は地域の就業環境と子育て支援制度などの

機会構造との間のフィードバックによって，地域的な出生力の水準の差異を増加させるこ

とを指摘している．例えば，子どもを妊娠したことで特定の地域から転出し，特定の地域

に転入することが多ければ，転出元の地域の出生率は低く，転出先の地域では高くなる．

近年，大都市への「都心回帰」や大都市への転入超過の再拡大などがみられている中で

（西岡他 2005），人口移動と出生力との関係について分析した小池（2006）によれば１），

非大都市圏から大都市圏へ移動した人の方がその他の移動者よりも平均子ども数が顕著に

少なく，移動することによる効果として，移動者独自の属性によって説明できる効果であ

る選択性（Selectivity）と移動先の社会経済的環境や行動様式に順応する効果である適応

性（Adaption）および子育てのサポート資源や住宅等の影響が複合的に影響しているこ

とを指摘している．

Ⅲ.地域環境が出生行動へ及ぼす影響についての先行研究

ミクロとマクロの関係を実証的に分析する際，集計水準の異なるデータを用いる場合に

は重要な概念的問題に直面する．一つは「生態学的誤謬」（ecologicalfallacy）であり，

地域相関研究における集合データの結果を個人レベルの結果として解釈をしてしまう誤り

である．さらに，地域変数を組み込んだミクロデータにおける多変量解析を行う場合，地

域変数の理論的な効果の意味と従属変数との関係についての明確なメカニズムが説明でき

なければならない．そうでない場合，「文脈的誤謬」（contextualfallacy）（Hank2001）

といい，地域変数が持つ地理的な差異が単純にその地域の特性を反映しているにすぎず，

個人の行動にどのような影響を及ぼしているのかを直接的に説明するものではないにも係

らず，統計分析において有意な結果を得てしまう場合をいう．以上の2点の問題点を深く

考慮した上でモデルを組み立てる必要がある．

Hank（2001,2002）によれば，社会的・地域的なコンテクストによる効果は3つに分
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1）小池（2006）の整理によれば，移動することによる効果は以下の3つに分類できる．

1）選択性（Selectivity）：移動する人独自の特殊な属性（高学歴や就業機会など）を示し，移動前に出生行

動への影響が規定されているとする効果，2）適応性（Adaption）：移動先の社会経済的環境や行動様式に順

応する効果，3）中断（Disruption）：移動に伴う負担によって出生行動が中断される一時的効果を示す．



類できるという．第一は「一体化仮説」（identificationhypothesis）である．この仮説

は個人の価値観が地域的に特有の社会的規範や文化的伝統に順応し，その価値観に基づい

た行動を行う傾向を示すことを意味し，地域や社会集団の慣習を個人の価値として受容す

る過程をモデル化するものであり，比較的に大きな地域単位で観察される効果を示す．第

二は，「社会的相互作用仮説」（socialinteractionhypothesis）である．これは社会文脈

的な影響は直接または間接的な介入プロセスの結果によるものとする仮説であり，小地域

（町村，集落単位）において観察されるもので，近隣に居住する個人や所属する社会集団

間のコミュニケーションによって個人の行動の傾向が規定されるとする．第三は「機会構

造仮説」（opportunitystructurehypothesis）である．これは行政区域などによって異

なる適用範囲を持つ制度・施策や社会的・経済的インフラが個人の行動に異なる影響を及

ぼすことをいう．個人が居住する地域によって子育て支援が異なる場合，子育て支援の程

度という機会構造によって個人の出生行動が異なる影響を受けるものと仮定される．社会

的・経済的インフラには，都市化に伴う生活資源や交通利便性に関する生活インフラや，

雇用環境，産業構造を含む労働市場がある．個人の出生行動を促進させるような地域環境

について考えると，子育て支援の利用可能性は地域の機会構造の主要な要因として考える

ことができ，公的な保育サービスの提供は，女性の労働参加（結婚・出産後の継続就業な

ど）を可能にするためには重要であると考えられる．また子育て支援が出生率に正の影響

があるという理論的な意味は，それが労働参加と出産の間の軋轢を少なくさせる効果があ

るためであると解釈できる（Bai�zan2009）．

地域の子育て支援指標についてAnderssonetal.（2003）は，実証分析に用いる子育て

支援策は個別の一つの指標を政策効果として用いるのは不十分であり，3つの側面から考

える必要があるとしている．第一は，「保育の費用」についてである．保育費用は特定の

支援を利用するかどうかの指標となり弾力的に利用率に影響することが指摘されている

（BlauandRobins1989,大石 2003など）．第二は「保育の質」についてである．保育

の質を実証分析で直接評価することは困難であるため，間接的な評価にならざるを得ない．

過去の実証研究では，児童グループ規模，児童-保育士比，保育提供者のトレーニングの

水準などが用いられている（Blau2001）．第三は「保育の利用可能性」である．子育て

支援の利用可能性は児童あたりの定員数や利用数で示され，利用可能性が高くなると子ど

もをもつことの機会費用を減少させ，出生タイミングに正の関連がみられる（DelBoca

2002,Rindfussetal.2007）．宇南山（2009,2011）は，保育所の整備状況を女性の離職

率を規定する要因であるとした上で，25-39歳の女性人口と保育所定員数の比率を「潜在

的定員率」として示し，大都市で低く日本海側の都道府県では高く，結婚・出産による離

職率と高い相関を持つことを示している．また，Anderssonetal.（2003）によれば，商

業的な子育て支援供給者が少なく公的支援が優勢である地域では，保育需要超過傾向を示

すという．さらに保育所の利用可能性には，保育所の立地が地理的な位置として児童の分

布に沿って配置されているか（川端 2010,Kawabata2011），保育所が柔軟な時間対応

が可能か（GordonandChase-Lasdale2001）といった指標によっても評価することが
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できる．

表1には，マルチレベルモデルならびに地域変数を用いて出生行動について分析してい

る研究を示した．EntwisleandMason（1985）は世界出産力調査（WFS：WorldFertil-

itySurvey）から15ヶ国のデータを用いて出生の有無についてマルチレベル回帰分析を行

い，国単位の指標の効果としては一人当たりGNP，家族計画プログラムが出生の有無に

影響を及ぼしていることを明らかにしている．また，CallensandCroux（2005）はヨー

ロッパ出生力・家族調査（FFS：FertilityandFamilysurvey）の欧州諸国15ヶ国につ

いて，母親の教育達成が第3子出生に与える影響について分析した結果，教育達成の程度

は負の効果をもつことを明らかにしている．

出生タイミングに関する研究として，Kravdal（1996）はノルウェーにおける保育施設

の充実が第3子以降確率についてどのような影響があるのかについて，1988年の家族と職

業に関する調査を用いて検証を行っている．保育所の定員の拡大は第3子出生に正の影響

がみられるものの，女性の就業率と同時にモデル推定すると，保育所の影響が消えること

から，両変数は共変動することを示している．Hank（2001,2002）や Hankand

Krevenfeld（2002）は西ドイツにおける第1子・第2子出生タイミングに対してどのよ

うな影響を及ぼしているのかについて，ドイツ社会経済パネル（GSOEP）の個票データ

を用いて保育供給の効果を推定しているが，統計的に有意な結果は得られていない．ただ

し，祖母の手伝いなど非公的なケアは追加出生確率を高めるとしている．Anderssonet

al.（2003）は1997-1998年のスウェーデンにおける第3子出生タイミングに対する地域的

な子育て支援の影響について分析を行い，子育て支援施策には，供給率，児童-保育士比，
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表１ マルチレベルモデルならびに地域変数を用いた先行研究

著者・発行年 対象国 手法 従属変数 地域変数の結果

Entwisle&
Mason(1985)

15ヶ国
（WFS）

マルチレベル
回帰分析

出生の有無
一人当たりGNP（○），家族計画
プログラムの推進度（○）

Kravdal(1996) ノルウェー パリティ拡大率 第3子移行確率 保育供給（○），都市化（○）

Hank(2001,2002) 西ドイツ
マルチレベル

離散時間ロジット
第1子出生・第2子
出生タイミング

都市化の程度（×），地域別保育
供給率（×），地域の労働市場
（第3次産業における雇用者の割合
（×），地域の失業率（×），女性
の労働力率（○）

Hank&
Krevenfeld(2002)

西ドイツ
マルチレベル

離散時間ロジット
第1子出生
タイミング

公的保育（×），親の保育（○）

Anderssonetal.
(2003)

スウェーデン
マルチレベル
ロジスティック
回帰分析

第3子出生
タイミング

保育供給率（×），児童-保育士比
（×），親の費用負担（×）

Callens&Croux
(2005)

24ヶ国
（FFS）

マルチレベル
離散時間ロジット

第3子出生
タイミング

北欧諸国（○），教育水準×北欧
諸国（○）

Rindfussetal.
(2007)

ノルウェー
離散時間ロジット
固定効果モデル

第1子出生
タイミング

保育利用率（○）

Bai�zan(2009) スペイン
マルチレベル

離散時間ロジット
同時推定

第1子出生･第2-3子
出生タイミング

保育利用率（○），女性労働力率
（○）



親の費用負担を用いている．しかし，これらの子育て支援体制の効果も得られていない．

以上のような出生タイミングの研究において，子育て支援の利用可能生の効果が不安定

な結果となっていることについてRindfussetal.（2007）は地域データを個票データに

適用する際のモデリングの問題として，子育て支援が出生率に対して外生的であるという

誤った仮定を行っていることが影響しており，保育所の利用率は出生率やその他の観察さ

れない特性（特定の価値，所得，労働参加率など）と内生性があることを踏まえて分析を

すべきであるとしている．その内生性については，分析単位に用いる地域について時間経

過によって変動しない成分を示す固定効果モデルを用いることで対処できるとし，ノルウェー

を対象とした第1子出生タイミングの分析において保育利用率が正の効果を持つことを示

している．さらにBai�zan（2009）は，スペインにおける第1子出生ならびに第2・3子

の出生タイミングの分析において，就業と出生の間の内生性と第1子出生と第2・3子出

生の内生性に着目して，第1子出生タイミングと第2子以降の出生タイミングを同時推定

することによって内生性バイアスに対処し，地域の保育利用率と女性労働力率が出生タイ

ミングに対して正の効果を持つことを示している．本研究では，地域の固定効果を導入し

たモデルと地域変動をランダム効果の変動として捉えるモデルを適用することによって，

地域環境変数と出生タイミングとの内生性の問題に対処したい．

Ⅳ.分析手法・モデル，データ

1． マルチレベルモデルの概要

マルチレベルモデルは，ミクロ水準であるミクロデータにマクロ水準である所属集団な

どの階層的にネストされたデータを組み込んで分析するモデルである．階層的に異なった

水準で測定された変数を含む解析モデル，ということでマルチレベルモデルと呼ばれる

（KreftanddeLeeuw 1998，小野寺編訳 2006）．ただし，変数間の定式化や仮説設定，

データ構造等によって，成長曲線モデル（GrowthCurveModel），階層線形モデル（Hi-

erarchicalLinearModel），一般化線形混合モデル（Generalizedlinearmixedmodel）

などとも呼ばれる．

通常の回帰分析では，地域要因と個人要因を同時に推定する場合，地域要因の影響はそ

の地域に所属するすべての個人に共通する性質として地域要因と個人要因は相関をもつた

め，最小二乗法（OLS）の仮定である誤差項の独立を満たすことができなくなる．これ

により，推定値の標準誤差は実際よりも小さく推定されるため，独立変数の係数は統計的

に有意になりやすくなるという過誤が生じる．このような場合，マルチレベルモデルを用

いて推定することによって，地域要因によって個人要因の従属変数への影響が異なる場合

に，前述の誤差の問題点を解決することができる．

このとき，地域ごとに似通った性質を持っているかどうかを示す指標に級内相関

（intra-classcorrelation，ICC）がある．級内相関がある場合，通常のOLSが前提とし

ている「標本間の独立」が成り立たなくなる．級内相関は一般にρと表記され，グループ
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等質性の指標とも呼ばれる．級内相関と2水準の階層的構造を持つデータでは，結果変数

の全分散のうち第2水準ユニット間の分散が占める割合と定義される．

基本的なマルチレベルモデルは以下のように定式化される．

第1水準： Yij＝切片・0j＋傾き・1j・X1ij＋誤差・ij （1）

第2水準： 切片・0j：全体の切片の平均（固定効果）・00

＋各群特有の切片（変量効果）u0j （2a）

第2水準： 傾き・1j：全体の傾きの平均（固定効果）・10

＋各群特有の傾き（変量効果）u1j （2b）

ここで，iは個人，jは群（所属集団，本稿では地域）を示す．上記の例は切片（2a）

ならびに傾き（2b）に第2水準の分散が投入されている．

マルチレベルモデルを適用する際にポイントとなるのが，各群特有の切片u0jならびに

傾きu1jであり，これらの全体に占める分散の大きい場合は，通常のOLSの前提に従っ

ていないことになる．（1）式に（2a），（2b）式を代入し，固定効果とランダム効果に分解

すると以下のようになる（筒井・不破 2008）．括弧内がランダム効果部分を示す．このよ

うに，固定効果とランダム効果を同時に定式化することを混合モデルという３）．

Yij・ ・00・・10X1ij・・u0j・u1jX1ij・・ij・ （3）

マルチレベルモデルにはランダム切片（random intercept）モデルとランダム係数

（randomslope）モデルがある．ランダム切片モデルは切片が異なるが傾きは群において

同じであるとするモデルであり，ランダム傾きモデルは群によって切片が同じで傾きが異

なるモデルある．ランダム切片・傾きモデルは群によって切片も傾きも異なるモデルであ

る．

2． データ

本研究で用いるデータは「出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）」（夫婦調

査）の第14回調査である２）．第14回調査では，第1子から第3子までの育児を行った都道

府県について尋ねているため，各出生時点における居住都道府県と受けた育児支援ならび
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2）第14回出生動向基本調査は，妻の年齢が50歳未満の夫婦を対象とした全国調査であり，2010年6月1日時点

の情報である．調査票配布数（調査客体数）9,050票に対して，回収数は8,252票（回収率は91.2％），有効票数

は7,847票（有効回収率は86.7％）．夫婦が初婚どうしの夫婦は6,705組である（国立社会保障・人口問題研究所

2011）．

3）マルチレベルモデルの基本的な考え方については筒井・不破（2008）などを参照されたい．



に母親との同別居，育児支援の有無を把握することができる．

本分析においては，都道府県レベルにおいて各出生段階において移動の有無を捉えるこ

とができる第2子の出生の有無を分析の対象とする．マルチレベルモデルによる出生タイ

ミングの分析を行うことによって，地域環境の持つ影響を定量的に検証する．観察期間は，

第1子出生から第2子出生までの年単位の期間とし，人―年別のデータセットを作成し，

離散時間ロジットモデルを用いて分析を行う．人―年別データのセンサリングは第2子出

生が生じない場合（15年）ならびに調査時年齢に達した時である．分析データセットは夫

婦ともに初婚の夫婦を対象とし，人―年別のデータにおいて，第 2子の分析ケースは

19,561ケース（内，第2子出生は3,871ケース）である．

本分析において用いる変数のリストと記述統計は表2の通りである．従属変数は第2子

出生の有無である．独立変数は，時間変数として各出生からの経過年数を区分線形スプラ

イン（piecewiselinearsplines）でモデル化している．次に年齢変数は，第1子出生時年

齢をそれぞれ5歳階級別で投入し，35-39歳をリファレンス・カテゴリとしている．前の

出生時年齢を投入することで前の出生時年齢が若いときほど，第2子出生タイミングが早

まる確率を高めることが期待される．加えて，出生タイミングと関連の強い指標として，

第1子が婚前妊娠出生であるかどうかのダミーを投入する．婚前妊娠出生ケースは総じて，

若年者において生じることが指摘されており（大谷 1993，鎌田 2005など），婚前妊娠出

生であると第2子出生タイミングも早まることが期待される．

次に社会経済的属性として，妻の学歴と就業状況を投入する．学歴は時間不変変数とし，

中学校，高等学校，専修学校，短大・高専・女子大，大学・大学院の5カテゴリにまとめ，

高等学校をリファレンス・カテゴリとしている．妻の就業状況は，時間変動変数とし，第

1子からの経過年数が0の場合，第1子妊娠時点の就業状況，経過年数1年から第2子出

生マイナス1年までを第1子1歳時点の就業状況，第2子出生マイナス1年を第2子妊娠

時の就業状況に割り当てている．第2子出生が生じていないケースにおいては，第1子1

歳時点は第1子1歳時の就業，2歳時点からは現在の職業として割り当てを行った．カテ

ゴリは正規の職員，臨時職，自営業，無職・家事の4カテゴリにまとめた上で，正規の職

員をリファレンス・カテゴリとしている．次に家庭内育児資源の代理変数として，夫妻の

母親との同居状況を用いる．カテゴリは，夫妻の母親に着目して，夫妻どちらかの母親と

同居，夫妻両方の母親が同市町村内で別居，夫妻どちらかの母親が同市町村内で別居，夫

婦両方の母親がその他の地域で別居の4カテゴリにまとめた上で，夫妻両方の母親がその

他の地域で別居をリファレンス・カテゴリとした．期間変数として，政策実施期間につい

てのダミー変数を設定した．政策実施期間は，少子化対策以前として1993年以前，エンゼ

ルプラン期間として1994-1999年，新エンゼルプラン期間として2000-2004年，次世代育成

対策推進法期間として2005年以降とした．

本分析の最も関心のある変数として地域環境変数には，地域ブロック（ブロックの定義

は附表1を参照）別に，（1）女性の就業率（20-39歳），（2）保育定員率（0-4歳人口当たり），

（3）潜在的定員率（女性20-39歳人口当たり）（宇南山 2009,2011），（4）保育所公私比率の4
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表２ 使用変数の記述統計

N 平均 標準偏差

地域ブロック 都道府県

between
標準偏差

within
標準偏差

between
標準偏差

within
標準偏差

出生の有無 19561 0.198 0.398 0.020 0.398 0.049 0.397
第1子出生からの経過年数（t）

0-2年未満 19561 1.740 0.439 0.017 0.438 0.037 0.438
2-3年未満 19561 0.513 0.500 0.026 0.499 0.063 0.498
3-4年未満 19561 0.361 0.480 0.028 0.480 0.068 0.478

4-9年未満 19561 0.878 1.675 0.106 1.672 0.260 1.666
9-15年未満 19561 0.245 0.951 0.055 0.950 0.110 0.947

第1子出生時妻年齢

20-24歳 19561 0.018 0.133 0.008 0.133 0.020 0.132
25-29歳 19561 0.126 0.332 0.036 0.331 0.070 0.328
30-34歳 19561 0.564 0.496 0.039 0.495 0.087 0.491
35-39歳 19561 0.242 0.428 0.050 0.426 0.086 0.422
40-44歳 19561 0.048 0.213 0.021 0.212 0.035 0.211
45-49歳 19561 0.003 0.055 0.003 0.055 0.007 0.055

第1子婚前妊娠の有無 19561 0.167 0.373 0.036 0.372 0.084 0.368
妻の学歴

中学校 19561 0.024 0.154 0.008 0.154 0.027 0.153
高等学校 19561 0.413 0.492 0.084 0.486 0.109 0.482
専修学校 19561 0.139 0.346 0.023 0.346 0.066 0.343
短大・高専・女子大 19561 0.303 0.460 0.067 0.455 0.111 0.452
大学・大学院 19561 0.121 0.326 0.049 0.323 0.051 0.322

妻の就業状況（t）
正規の職員 19561 0.195 0.396 0.067 0.392 0.112 0.386
臨時職 19561 0.078 0.267 0.024 0.267 0.042 0.265
自営業 19561 0.038 0.191 0.011 0.191 0.031 0.190
無職・家事 19561 0.688 0.463 0.092 0.456 0.126 0.451

夫婦の母親との同居状況（t）
夫妻どちらかの母親と同居 19561 0.185 0.388 0.108 0.380 0.133 0.373

夫妻両方の母親が
同市町村内で別居

19561 0.142 0.349 0.059 0.345 0.089 0.340

夫妻どちらかの母親が
同市町村内で別居

19561 0.335 0.472 0.049 0.470 0.107 0.465

夫妻両方の母親が
その他の地域で別居

19561 0.336 0.472 0.115 0.463 0.116 0.457

政策実施期間（t）
少子化対策以前（1993年以前） 19561 0.149 0.356 0.025 0.355 0.061 0.353
エンゼルプラン（1994-1999年） 19561 0.239 0.427 0.017 0.426 0.049 0.425
新エンゼルプラン（2000-2004年） 19561 0.270 0.444 0.014 0.444 0.046 0.443
次世代育成支援対策推進法（2005年以降） 19561 0.343 0.475 0.030 0.474 0.072 0.472

地域環境変数（t）地域ブロック
女性の就業率（20-39歳） 19561 60.5 4.1 4.6 1.7 3.8 2.0
保育定員率（0-4歳人口当たり） 19561 33.3 9.6 10.9 3.3 9.0 4.4
潜在的定員率（女性25-39歳人口当たり） 19561 11.8 4.0 4.8 0.6 3.8 1.4
保育所公私比率 19561 0.9 0.5 0.5 0.2 0.5 0.2

地域環境変数（t）都道府県
女性の就業率（20-39歳） 19561 60.5 5.0 4.4 3.4 5.2 1.7
保育定員率（0-4歳人口当たり） 19561 33.2 11.5 10.4 7.9 12.1 3.5

潜在的定員率（女性25-39歳人口当たり） 19561 11.9 4.8 4.5 3.0 5.1 0.7
保育所公私比率 19561 0.9 0.7 0.5 0.5 0.7 0.3

第1子出生時と同都道府県に居住（第2子） 19561 0.930 0.256 0.038 0.254 0.042 0.251

（t）は時間依存変数



変数を選択した．地域ブロック別の各指標の推移，ならびに都道府県別の1975年と2008年

時点の差分をそれぞれ図2から図5に示した４）．

女性の働きやすさを示す指標として女性の就業率を用いている．都道府県別にみた1975

年から2008年までの変化をみると（図2），女性就業率が増加している都道府県は，北海

道，南関東（東京都除く），近畿地方，中国地方から九州・沖縄で就業率が増加している

ことがうかがえる．北陸4県は就業率の水準は高いものの，変化の程度は大きくない．

保育定員率から保育所公私比率は，地域における子育て環境を示す指標として用いてい

る．保育所定員率は0-4歳児童あたりの定員数を示しており，保育所の整備状況を示して

いる．都道府県別にみた変化では（図3），東北・北陸・中国地方の日本海側と近畿南部，

四国南部2県，九州・沖縄で定員率は大きく増加しており，首都圏や中部地方ではさほど

増加していない．潜在的定員率は女性20-39人口当たりの保育定員数を示している．宇南

山（2009,2011）では女性人口を25歳から39歳としているが，本分析では，女性就業率に

合わせて20歳からとした．都道府県別にみた増加の地域差については（図4），保育定員

率と同様の傾向を示している．保育所公私比率は，公立保育所に対する私立保育所で示さ

れる指標であり，1を超えると私立保育所の方が多いことを示す．公私ともに認可保育所

を対象にしているものの，公立保育所比率が高いほど入所率が低いことや（前田 2002），

公立保育所の保育士は私立に比べて年齢が高く，賃金構造を考慮すると高コストである

（駒村 2002）などの指摘もあり，私立保育所の増加は保育所利用可能性を高める可能性が

あると考えることができる．都道府県別にみた変化では（図5），公私比率の高い九州・

沖縄県が依然として高い傾向を示しつつも，長野県などの中部地方の一部を除き，全国的

に増加傾向にある．地域環境変数の個票データへの結合は，各妊娠時点マイナス1年の状

況をみるために出生年マイナス2年で行った．

最後に，各出生間で都道府県間移動があるかどうかについて変数を作成した．それぞれ

同一地域に居住する割合をみると，地域ブロックでは（附表2a），東京都が8割程度で

あり，その他の地域では9割から9割5分の割合で同一地域ブロックに居住している．都

道府県別の移動では（附表2b），ケース数によるばらつきの影響が無視できない都道府

県もあるものの，全体的な傾向としては，東京都で同一都道府県の割合が8割前半と低い

他は，概ね9割前後で推移している．第2子出生がないケースは第1子時点の居住が継続

すると仮定して割り当てを行っている．
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4）地域変数に用いたデータは財団法人 統計情報研究開発センターが有償で提供する『社会・人口統計体系 都

道府県基礎データファイル（1975-2008年）』を用いた．多くの変数は国勢調査から得られており，年次別に示

すことができないため，国勢調査間は線形補間を用いてデータを補間した．また，2005年以降は2000年からの

トレンドを延長する形で3年間分について補外推計を行い，指標を作成した．



推定方法は，マルチレベル離散時間ロジットモデルである．このモデルを用いることに

よって，観察される共変量の影響を統制した上で生存時間が異なる出生タイミングの変動

を説明することができる．本分析では，地域間の変動はランダム切片として表現されるモ

デルとなるランダム切片モデルのみの推定を行うこととする．
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図２ 都道府県別女性就業率（20-39歳）の差分

（1975-2008年）
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図４ 都道府県別潜在定員率（女性20-39歳）

の差分（1975-2008年）
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図５ 都道府県別保育所公私比率の差分

（1975-2008年）



マルチレベル離散時間ロジットモデルは，独立したパネルMの系列があるとき，ラン

ダム効果はuiで示される．従属変数が1であるときのハザード関数は以下のように示さ

れる．

Pr・・ij・1・ui・・ H・xij・・zijui・

i＝1,・,Mはパネルを示す．パネルiに含まれる観測値はj＝1,・,niである．従属

変数はダミー変数で・ij，xijは1×p行の共変量ベクトルの固定効果，・は共変量の固定

効果の係数である．

zijの1×qベクトルは共変量のランダム効果を示し，ランダム切片，ランダム係数の

両方を示す．例えば，ランダム切片モデルにおいては，zijは1である．ランダム効果ui

は行列Σのq×q分散で平均0の多変量正規分布から得られる．ランダム効果はモデル

パラメータとして直接推定されるのではなく，分散要素（variancecomponents）として

行列Σの固有の要素によって要約されることによって示される．

ハザード確率H（・）はロジスティック累積分布関数（c.d.f.）であり，ロジスティック

累積分布関数は，H（・）＝exp（・）／｛1＋exp（・）｝の時の，・ij＝1の線形確率を示す．

モデルは潜在的な線形応答の項も示し，・ij＝I（・・ij>0）が潜在的に観察されるとき，

・・ij・ xij・・zijui・・ij

・ijは平均0，分散・
2
／3のロジスティック分布に従い，uiとは独立である．

離散時間ロジットモデルでは，観察期間の時間間隔はダミー変数を用いることによって，

ハザード関数の形状に関する仮定を作らなくてよく，共変量なしのモデルにおいてもハザー

ド推定ができる．本分析では時間間隔（各出生からの経過年数）は区分線形スプラインモ

デルを用いてハザード関数を再現した．

分析モデルは，地域の規模を地域ブロックと都道府県に分けてモデル化を行っている５）．

さらに，モデル1では地域環境変数を投入しない個人の固定効果と地域のランダム効果の

みのモデルである．モデル2は地域ブロック別に4つの地域環境変数を投入し，それぞれ

のモデルに対して個人の属性とのクロス水準の交互作用効果を推定している．モデル3は

同様の推定を都道府県別に行っている．なお，Rindfussetal.（2007）によって示されて

いる地域環境変数と出生タイミングとの内生性に対処するために各地域のダミー変数を投

入した地域固定効果モデルは附表3に示している．
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5）鎌田・岩澤（2009）では，市町村データを用いた合計出生率に対する女性の就業や保育所数等のローカル推

定を行った結果において，多くの係数の地理的分布はおおむね2～3都道府県にまたがり同様の傾向を示して

おり，地域ブロックごとに一定の傾向が示される可能性があることを示唆している．



Ⅴ.分析結果

第2子出生タイミングについて，地域ブロック別にみたマルチレベル離散時間ロジット

モデルによる推定結果を表3に示している．マルチレベルモデルにおいては，地域の変動

をランダム効果として示し，その分散を地域の変動として示している．表3ではランダム

効果として，地域ブロックの分散成分を示している．また，統計量としてWaldχ2検定

量と残差の級内相関の結果を示している．ランダム効果で示される地域ブロックの分散は

いずれのモデルにおいても有意であり，地域ブロック間の変動は統計的に無視できない変

動を示している．ただし，その分散は非常に小さい（0.007～0.01）．また，残差の級内相

関も同様に小さいことから（0.002～0.003），分散成分のほとんどは固定効果部分で説明

されるものの，地域ブロックの差も無視できるほど小さいものではないことが示されてい

る．

以下，分析結果を詳細にみていきたい．時間変数である第1子出生からの経過年数の区

分線形スプラインはいずれのモデルにおいても統計的に有意な結果を示しており，おおよ

そ0-2年に最もハザード確率が高くなり，3年を過ぎた当たりから急激に減少するベース

ラインハザードを示す．第1子出生時の妻の年齢は35-39歳に対して，25-29歳が約1.75倍

と高く，40代では顕著にハザード確率は低くなる．第1子が婚前妊娠出生である場合，多

くのモデルにおいて有意確率0.1％水準において正の結果が得られており，第1子を持つ

年齢が低いほど第2子のハザード確率が高まる．ただしハザード確率は1.1程度と低い．

妻の学歴，妻の就業状況，夫婦の母親との同居状況について，地域環境変数とのクロス

水準交互作用項による結果も併せて結果の解釈を行う．交互作用項のない主効果のみのモ

デルにおいて，学歴等の社会的属性の主効果は地域環境変数が0であるときの効果を示し

ている．妻の学歴では高等学校に比べ，専修学校でハザード確率がやや高くなる他では差

が得られない．妻の就業状況では，正規の職員よりも臨時職である場合1.9倍のハザード

確率，自営業は約1.4倍，無職・家事は約1.15倍と，第1子出生後にパートなどの就業を

行っている女性で第2子出生ハザード確率が高い．夫妻の母親との同居状況については，

夫妻両方の母親がその他の地域で別居している場合に比べて，夫妻どちらかの母親と同居

している方でハザード確率が高い．やはり，家庭内育児資源がある方が追加出生に正の効

果を及ぼしているといえる．他方で，地域環境とのクロス水準交互作用項モデルをみると，

女性の就業率の増加は妻の学歴が高校卒業に対して専修学校である場合，地域の就業率が

高まるとともにハザード確率が高まることを示している．また，夫妻の母親の同居状況に

ついては，他の地域で別居している場合に対して両方の母親が同市町村内で別居している

と女性就業率の高まりによって出生ハザード確率が低下することを示している．保育定員

率については，正規の職員に対して臨時職の効果は負となっており，保育定員率の増加に

よって臨時職のハザード確率を低下させ，正規の職業のハザードとの差を縮小させる効果

がみられる．潜在定員率も同様の効果がみられる．
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政策実施期間は，ハザード確率はどれも負となっており，出生率が2005年まで低下し続

けた結果を反映しているものと推測され，2005年以降も1993年以前のハザード確率を上回

るほどの上昇をみせていない．

地域環境変数の結果は，女性の就業率と潜在的定員率が正の方向で統計的に有意となっ

ている．ただし，主効果のハザード確率は女性の就業率が1.011，潜在的定員率が1.013と

非常に小さい効果となっている．女性の就業率が高く，女性当たりの保育所定員数が十分

に整備されている地域において第2子の出生ハザード確率がやや高まると解釈できる．第

1子出生時と同じ地域ブロックに居住している場合についてみると，同一都道府県で居住

している場合の方でハザード確率が高い結果となっている．ただし，市町村内移動につい

ては考慮できないという点は留保すべき点である．

次に地域規模を都道府県にした場合の第2子出生についてのマルチレベル離散時間ロジッ

トモデルによる推定結果を見てみよう（表4）．ランダム効果による都道府県の分散成分

をみるといずれのモデルも統計的有意な結果となっている．ただし，分散は地域ブロック

モデルよりも大きな変動であるが水準自体は低い結果となっている（0.011～0.017）．級

内相関についても非常に低い結果となっている．固定効果部分の個人の属性部分の主効果

については地域ブロックモデルと同様の結果が得られている．地域環境変数の主効果では，

女性の就業が統計的有意ではなくなり，交互作用項と投入したモデル3-2bにおいて保育

定員率が正の方向で有意な結果となっている．潜在定員率は地域ブロックモデルと同様に

正の方向で有意となっている．社会的属性と地域環境変数とのクロス水準交互作用項につ

いて，保育定員率と夫婦の母親の同居状況との関係について，両方の母親がその他の地域

で別居しているのに対して，夫妻どちらかの母親と同居，夫妻両方の母親が同市町村内で

別居の両方で負の方向で有意となっている．これは，保育定員率の増加によって家庭内育

児資源の有無によるハザード確率の差を縮小させる効果を示しており，家庭内資源の利用

が困難でもハザード率の低下を緩和させる効果があることを示唆するものである．保育定

員率についても同様の解釈ができる．
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表３ 第２子出生についてのマルチレベル離散時間ロジットモデルによる推定結果（地域ブロック）

Model1-1 Model2-1aModel2-1bModel2-2aModel2-2bModel2-3aModel2-3bModel2-4aModel2-4b

地域ブロック
exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β)

固定効果
第1子出生からの経過年数（t）区分線形スプライン

0-2年未満 5.499 ** 5.500 ** 5.505 ** 5.498 ** 5.501 ** 5.502 ** 5.504 ** 5.498 ** 5.504 **
2-3年未満 1.463 ** 1.464 ** 1.467 ** 1.463 ** 1.465 ** 1.465 ** 1.466 ** 1.463 ** 1.464 **
3-4年未満 0.842 ** 0.843 ** 0.843 ** 0.842 ** 0.841 ** 0.843 ** 0.841 ** 0.842 ** 0.842 **
4-9年未満 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 **
9-15年未満 0.580 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.580 ** 0.578 **

第1子出生時妻年齢
20-24歳 1.257 1.274 1.283 1.260 1.266 1.259 1.268 1.260 1.268
25-29歳 1.751 ** 1.753 ** 1.747 ** 1.750 ** 1.744 ** 1.744 ** 1.734 ** 1.753 ** 1.756 **
30-34歳 1.558 ** 1.554 ** 1.556 ** 1.556 ** 1.553 ** 1.553 ** 1.548 ** 1.558 ** 1.555 **
35-39歳（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
40-44歳 0.345 ** 0.346 ** 0.347 ** 0.345 ** 0.344 ** 0.345 ** 0.345 ** 0.345 ** 0.344 **
45-49歳 0.402 + 0.402 + 0.418 + 0.400 + 0.402 + 0.400 + 0.400 + 0.401 + 0.397 +

第1子婚前妊娠の有無 1.099 + 1.096 + 1.096 + 1.099 + 1.095 + 1.098 + 1.094 + 1.099 + 1.100 +
妻の学歴
中学校 0.891 0.894 0.522 0.891 0.808 0.893 0.759 0.889 1.028
高等学校（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
専修学校 1.125 * 1.129 * 0.303 + 1.125 * 1.090 1.126 * 1.010 1.125 + 1.102
短大・高専・女子大 0.999 1.001 1.455 0.998 0.905 0.999 0.957 0.999 1.006
大学・大学院 0.998 1.001 0.830 0.998 0.955 1.001 0.926 0.997 1.174

妻の就業状況（t）
正規の職員（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
臨時職 1.917 ** 1.924 ** 4.530 + 1.920 ** 2.998 ** 1.925 ** 2.837 ** 1.918 ** 1.748 **
自営業 1.485 ** 1.499 ** 3.525 1.490 ** 1.996 * 1.495 ** 1.843 * 1.484 ** 1.638 **
無職・家事 1.173 ** 1.186 ** 1.549 1.179 ** 1.334 + 1.185 ** 1.233 1.173 ** 1.232 *

夫婦の母親との同居状況（t）
夫妻どちらかの母親と同居 1.181 ** 1.162 * 2.391 1.173 ** 1.561 ** 1.164 ** 1.447 * 1.181 ** 1.299 **
夫妻両方の母親が
同市町村内で別居 0.979 0.969 5.716 * 0.975 1.340 0.971 1.280 0.979 0.947

夫妻どちらかの母親が
同市町村内で別居 0.923 + 0.921 + 1.842 0.921 + 1.074 0.919 + 1.014 0.922 + 0.969

夫妻両方の母親が
その他の地域で別居（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）

政策実施期間（t）
少子化対策以前（1993年以前）（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
エンゼルプラン（1994-1999年） 0.847 ** 0.829 ** 0.831 ** 0.839 ** 0.841 ** 0.849 ** 0.850 ** 0.846 ** 0.845 **
新エンゼルプラン（2000-2004年） 0.738 ** 0.719 ** 0.721 ** 0.729 ** 0.732 ** 0.741 ** 0.744 ** 0.736 ** 0.735 **
次世代育成支援対策推進法（2005年以降） 0.656 ** 0.637 ** 0.640 ** 0.639 ** 0.639 ** 0.650 ** 0.650 ** 0.650 ** 0.647 **

第1子出生時と同都道府県に居住（第2子） 1.351 ** 1.348 ** 1.355 ** 1.347 ** 1.341 ** 1.341 ** 1.338 ** 1.352 ** 1.359 **
地域環境変数（t）地域ブロック
女性の就業率（20-39歳） 1.011 * 1.025 +
保育定員率（0-4歳人口当たり） 1.003 1.002
潜在的定員率（女性25-39歳人口当たり） 1.013 * 1.026 *
保育所公私比率 1.019 1.128

地域環境変数×妻の学歴
中学校 1.009 1.002 1.012 0.862
高等学校（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
専修学校 1.022 + 1.001 1.009 1.019
短大・高専・女子大 0.994 1.003 1.004 0.990
大学・大学院 1.003 1.001 1.007 0.835 +

地域環境変数×妻の就業状況（t）
正規の職員（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
臨時職 0.986 0.987 * 0.971 * 1.108
自営業 0.986 0.992 0.984 0.897
無職・家事 0.996 0.997 0.998 0.945

地域環境変数×夫婦の母親との同居状況（t）
夫妻どちらかの母親と同居 0.988 1.001 0.982 0.898
夫妻両方の母親が
同市町村内で別居 0.971 * 1.005 0.978 + 1.028

夫妻どちらかの母親が
同市町村内で別居 0.988 1.010 + 0.991 0.945

夫妻両方の母親が
その他の地域で別居（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）

定数項（β） -4.881 **-5.523 **-6.382 **-4.982 **-5.240 **-5.037 **-5.186 **-4.896 **-4.990 **
ランダム効果
第2水準分散成分 0.009 ** 0.010 ** 0.008 ** 0.008 ** 0.007 ** 0.008 ** 0.007 ** 0.007 ** 0.007 **
分析ケース数 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561
地域数 9 9 9 9 9 9 9 9 9
地域内の平均ケース数 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4 2173.4
Waldχ２検定量 1833.5 **1836.1 **1835.5 **1835.5 **1844.0 **1837.2 **1846.4 **1834.0 **1839.4 **
級内相関 ρ 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.003 0.002 0.002 0.002
有意確率 ＋ 0.1*0.05**0.01（ref.）はリファレンス・カテゴリ
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表４ 第２子出生についてのマルチレベル離散時間ロジットモデルによる推定結果（都道府県）

Model1-2 Model3-1aModel3-1bModel3-2aModel3-2bModel3-3aModel3-3bModel3-4aModel3-4b

都道府県
exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β) exp(β)

固定効果
第1子出生からの経過年数（t）区分線形スプライン

0-2年未満 5.511 ** 5.508 ** 5.514 ** 5.508 ** 5.512 ** 5.508 ** 5.510 ** 5.509 ** 5.514 **
2-3年未満 1.468 ** 1.468 ** 1.471 ** 1.468 ** 1.470 ** 1.468 ** 1.470 ** 1.467 ** 1.468 **
3-4年未満 0.843 ** 0.843 ** 0.844 ** 0.843 ** 0.842 ** 0.843 ** 0.842 ** 0.843 ** 0.843 **
4-9年未満 0.644 ** 0.644 ** 0.643 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.644 ** 0.643 ** 0.644 ** 0.644 **
9-15年未満 0.579 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.579 ** 0.580 ** 0.579 ** 0.578 **

第1子出生時妻年齢
20-24歳 1.259 1.267 1.276 1.258 1.267 1.255 1.264 1.265 1.272
25-29歳 1.759 ** 1.761 ** 1.754 ** 1.758 ** 1.750 ** 1.752 ** 1.741 ** 1.763 ** 1.765 **
30-34歳 1.558 ** 1.557 ** 1.559 ** 1.558 ** 1.555 ** 1.557 ** 1.552 ** 1.558 ** 1.555 **
35-39歳（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
40-44歳 0.348 ** 0.349 ** 0.350 ** 0.348 ** 0.347 ** 0.349 ** 0.348 ** 0.347 ** 0.345 **
45-49歳 0.412 + 0.413 + 0.430 0.411 + 0.408 + 0.412 + 0.411 + 0.404 + 0.400 +

第1子婚前妊娠の有無 1.096 + 1.094 + 1.093 + 1.097 + 1.090 1.097 + 1.092 1.095 + 1.095 +
妻の学歴
中学校 0.895 0.894 0.587 0.895 0.792 0.896 0.753 0.890 1.038
高等学校（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
専修学校 1.123 * 1.125 * 0.319 1.123 + 1.082 1.124 + 1.006 1.124 + 1.103
短大・高専・女子大 1.004 1.006 1.509 1.002 0.917 1.002 0.968 1.003 1.010
大学・大学院 1.001 1.002 0.902 0.999 0.962 1.000 0.933 1.000 1.173

妻の就業状況（t）
正規の職員（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
臨時職 1.920 ** 1.924 ** 4.723 + 1.921 ** 2.977 ** 1.924 ** 2.814 ** 1.920 ** 1.755 **
自営業 1.503 ** 1.508 ** 4.153 1.505 ** 2.042 * 1.507 ** 1.884 * 1.500 ** 1.648 **
無職・家事 1.177 ** 1.183 ** 1.578 1.181 ** 1.325 + 1.185 ** 1.226 1.176 ** 1.236 *

夫婦の母親との同居状況（t）
夫妻どちらかの母親と同居 1.156 * 1.147 * 2.236 1.150 * 1.614 ** 1.144 * 1.442 * 1.161 * 1.277 *
夫妻両方の母親が
同市町村内で別居 0.965 0.962 6.106 * 0.962 1.480 * 0.960 1.292 0.968 0.930

夫妻どちらかの母親が
同市町村内で別居 0.913 + 0.913 + 1.830 0.913 + 1.117 0.913 + 1.023 0.914 + 0.955

夫妻両方の母親が
その他の地域で別居（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）

政策実施期間（t）
少子化対策以前（1993年以前）（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
エンゼルプラン（1994-1999年） 0.841 ** 0.832 ** 0.834 ** 0.834 ** 0.836 ** 0.843 ** 0.845 ** 0.840 ** 0.839 **
新エンゼルプラン（2000-2004年） 0.735 ** 0.726 ** 0.728 ** 0.728 ** 0.731 ** 0.739 ** 0.742 ** 0.730 ** 0.731 **
次世代育成支援対策推進法（2005年以降） 0.651 ** 0.642 ** 0.644 ** 0.637 ** 0.637 ** 0.647 ** 0.647 ** 0.636 ** 0.634 **

第1子出生時と同都道府県に居住（第2子）1.351 ** 1.352 ** 1.358 ** 1.348 ** 1.341 ** 1.345 ** 1.343 ** 1.353 ** 1.360 **
地域環境変数（t）地域ブロック
女性の就業率（20-39歳） 1.006 1.021
保育定員率（0-4歳人口当たり） 1.003 1.012 *
潜在的定員率（女性25-39歳人口当たり） 1.011 * 1.026 *
保育所公私比率 1.063 1.168

地域環境変数×妻の学歴
中学校 1.007 1.003 1.013 0.855
高等学校（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
専修学校 1.021 + 1.001 1.009 1.017
短大・高専・女子大 0.993 1.003 1.003 0.990
大学・大学院 1.002 1.001 1.007 0.838 +

地域環境変数×妻の就業状況（t）
正規の職員（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）
臨時職 0.986 0.988 * 0.971 + 1.104
自営業 0.984 0.991 0.983 0.901
無職・家事 0.995 0.997 0.998 0.945

地域環境変数×夫婦の母親との同居状況（t）
夫妻どちらかの母親と同居 0.989 0.990 * 0.981 + 0.898
夫妻両方の母親が
同市町村内で別居 0.970 * 0.987 * 0.976 + 1.037

夫妻どちらかの母親が
同市町村内で別居 0.988 0.994 0.990 0.951

夫妻両方の母親が
その他の地域で別居（ref.） （1.000） （1.000） （1.000） （1.000）

定数項（β） -4.840 **-5.178 **-6.098 **-4.934 **-5.244 **-4.989 **-5.158 **-4.898 **-4.989 **
ランダム効果
第2水準分散成分 0.017 ** 0.015 ** 0.015 ** 0.014 ** 0.014 ** 0.012 ** 0.011 ** 0.012 ** 0.011 **
分析ケース数 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561 19561
地域数 47 47 47 47 47 47 47 47 47
地域内の平均ケース数 416.2 416.2 416.2 416.2 416.2 416.2 416.2 416.2 416.2
Waldχ２検定量 1831.3 **1832.6 **1841.6 **1833.3 **1843.3 **1835.6 **1844.9 **1834.3 **1840.1 **
級内相関 ρ 0.005 0.005 0.004 0.004 0.004 0.004 0.003 0.004 0.003
有意確率 ＋ 0.1*0.05**0.01（ref.）はリファレンス・カテゴリ



Ⅵ.おわりに

本稿では，女性の就業状況や保育施策を中心とした子育て環境が個人の出生行動にどの

ような影響を与えるのかについて，マルチレベルモデルを用いて検証を行った．地域ブロッ

クならびに都道府県の変動をモデル化したマルチレベルモデルによって第2子出生タイミ

ングについて分析を行った結果，地域の変動は統計的に有意な結果が得られたものの，そ

の分散は極めて小さいものであった．この結果から地域ブロックや都道府県といった大き

な地域規模では個人の出生行動に与える影響は非常に限定されたものであることがわかっ

た．ただし，その分散は統計的に有意であることからモデル推定を行う際には無視できな

い要因であり，そのようなモデルについては地域間の変動をモデルに組み込んだ推定が求

められる．その対処法としては，本稿で行ったような，地域それぞれをダミー変数で投入

する地域固定効果モデル（Rindfussetal.2007）や地域間の変動をランダム変数として

用いるマルチレベルモデルが考えられる．地域環境変数の効果は地域ブロックにおいては，

女性の就業率と潜在的定員率が正の関係を示しており，女性の就業が促進的で女性人口当

たりの保育定員が十分に整備されている地域において第2子出生ハザードが高いことが示

された．都道府県別のモデルでは，保育定員率と潜在定員率が正の関係がみられた．また，

個人の社会的属性と地域環境とのクロス水準交互作用項の結果からは，保育定員率や潜在

定員率を増加させることで，家庭内育児資源の利用が困難でもハザード率の低下を緩和さ

せる効果があることが示されたことから，保育サービスの更なる充実が求められる．

本研究は，地域環境変数が個人の出生行動にどのような影響を及ぼすのかといった問題

意識から，マルチレベルモデルの基本的なモデルを適応して検証を行った．今回の結果は，

分析に当たっての制限や限界が多く，十分に検証できたとは言いがたい．第一は，地域の

規模である．第14回出生動向基本調査では，第1子から第3子の3歳頃に居住していた都

道府県を初めて尋ねているが，市町村の居住情報は得られていない．子育て支援は市町村

ごとに異なるため，より現実的なモデルを構築するためには市町村レベルにおける地域間

変動の把握が重要となる．しかし全国調査の場合，同一市町村に含まれるケース数が人口

規模の小さい市町村ほど少なくなるため，設問の実施自体が困難であろう．第二に，上記

に関連して市町村間移動についても把握することはできていない点である．結婚や住宅取

得を機にした移動が多いことから（国立社会保障・人口問題研究所 2008），結婚時の居住

地域の把握も望まれる．また都市部では待機児童問題によって，保育所に入所するために

市町村間移動を行う可能性もあるため，その実態把握も含めて今後も検討が必要であろう．
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附表１ 地域ブロック分類

地域ブロック 都道府県

北海道・東北 北海道・青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島県

北関東 茨城県・栃木県・群馬県

東京都

南関東（東京都除く） 埼玉県・千葉県・神奈川県

北陸4県 新潟県・富山県・石川県・福井県

中部・東海 山梨県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県・三重県

近畿 滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県

中国・四国 鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香川県・愛媛県・高知県

九州・沖縄 福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県・沖縄県

附表2a 第１子ならびに第２子を３歳まで育児した居住地のクロス表
（％）

第 2子

北海道・
東北地方

北関東 東京都
南関東

（東京都除く）
北陸 4県

中部・
東海地方

近畿地方
中国・
四国地方

九州地方
・沖縄

外国･不詳

第 1子 北海道・東北地方 96.3% 0.2% 1.2% 0.8% 0.2% 0.4% 0.2% 0.8%

北関東 95.9% 0.4% 1.7% 0.8% 0.4% 0.8%

東京都 1.0% 1.0% 83.3% 7.2% 0.3% 2.6% 0.7% 0.3% 1.0% 2.6%

南関東（東京都除く） 1.0% 1.3% 1.2% 92.7% 0.1% 0.9% 1.0% 0.1% 0.9% 0.6%

北陸 4県 0.6% 0.6% 97.2% 0.6% 1.1%

中部・東海地方 0.4% 0.4% 0.4% 1.2% 0.3% 95.4% 0.6% 0.3% 0.9%

近畿地方 0.3% 0.4% 0.7% 0.7% 0.1% 0.4% 96.3% 0.3% 0.4% 0.1%

中国・四国地方 0.8% 0.3% 1.0% 96.6% 0.5% 0.8%

九州地方・沖縄 0.2% 0.2% 0.4% 1.0% 0.4% 0.6% 0.6% 95.6% 1.0%

外国・不詳 1.7% 0.9% 2.6% 2.6% 1.7% 0.9% 1.7% 0.9% 2.6% 84.5%

合計 N=4249 12.0% 6.0% 6.7% 15.9% 4.2% 15.6% 15.7% 9.1% 11.6% 3.1%

附表2b 第１子ならびに第２子３歳まで育児した居住地の同一都道府県居住割合

都道府県 第1子＝第2子 N 都道府県 第1子＝第2子 N 都道府県 第1子＝第2子 N

北海道 96.6% （140） 石川県 97.8% （ 44） 岡山県 94.9% （ 75）

青森県 92.2% （ 59） 福井県 90.5% （ 19） 広島県 84.9% （ 79）

岩手県 94.3% （ 50） 山梨県 93.8% （ 30） 山口県 97.5% （ 39）

宮城県 92.3% （ 72） 長野県 90.6% （ 58） 徳島県 90.0% （ 18）

秋田県 95.1% （ 39） 岐阜県 93.8% （ 60） 香川県 88.5% （ 23）

山形県 93.8% （ 60） 静岡県 92.3% （132） 愛媛県 95.7% （ 45）

福島県 94.0% （ 63） 愛知県 95.5% （294） 高知県 100.0% （ 37）

茨城県 95.1% （116） 三重県 94.9% （ 56） 福岡県 93.5% （130）

栃木県 97.0% （ 64） 滋賀県 88.9% （ 32） 佐賀県 96.9% （ 31）

群馬県 92.6% （ 50） 京都府 94.7% （ 72） 長崎県 96.0% （ 48）

埼玉県 93.4% （228） 大阪府 89.9% （250） 熊本県 98.3% （ 58）

千葉県 90.0% （153） 兵庫県 93.2% （165） 大分県 90.6% （ 29）

東京都 83.3% （255） 奈良県 91.0% （ 61） 宮崎県 96.2% （ 50）

神奈川県 91.8% （235） 和歌山県 97.3% （ 36） 鹿児島県 90.5% （ 67）

新潟県 98.6% （ 70） 鳥取県 84.6% （ 11） 沖縄県 95.0% （ 57）

富山県 90.0% （ 36） 島根県 93.8% （ 30）
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附
表
３

第
２
子
出
生
に
つ
い
て
の
離
散
時
間
ロ
ジ
ッ
ト
モ
デ
ル
に
よ
る
推
定
結
果

M
od
el
A

M
od
el
B
-1
M
od
el
C
-1
a
M
od
el
C
-1
b
M
od
el
C
-2
a
M
od
el
C
-2
b
M
od
el
C
-3
a
M
od
el
C
-3
b
M
od
el
C
-4
a
M
od
el
C
-4
b

M
od
el
B
-2
M
od
el
D
-1
a
M
od
el
D
-1
b
M
od
el
D
-2
a
M
od
el
D
-2
b
M
od
el
D
-3
a
M
od
el
D
-3
b
M
od
el
D
-4
a
M
od
el
D
-4
b

地
域
ブ
ロ
ッ
ク

都
道
府
県

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

ex
p（
β
）

第
1
子
出
生
か
ら
の
経
過
年
数
（
t）
区
分
線
形
ス
プ
ラ
イ
ン

0-
2年
未
満

5.
47
8
**
5.
50
8
**
5.
50
6
**
5.
51
2
**
5.
50
7
**
5.
51
1
**
5.
51
2
**
5.
51
3
**
5.
50
9
**
5.
51
4
**

5.
55
8
**
5.
55
7
**
5.
56
4
**
5.
57
2
**
5.
57
7
**
5.
56
3
**
5.
56
5
**
5.
56
6
**
5.
57
1
**

2-
3年
未
満

1.
45
8
**
1.
46
5
**
1.
46
6
**
1.
46
9
**
1.
46
5
**
1.
46
7
**
1.
46
7
**
1.
46
8
**
1.
46
5
**
1.
46
6
**

1.
48
2
**
1.
48
2
**
1.
48
5
**
1.
48
4
**
1.
48
7
**
1.
48
2
**
1.
48
5
**
1.
48
4
**
1.
48
6
**

3-
4年
未
満

0.
83
9
**
0.
84
3
**
0.
84
4
**
0.
84
5
**
0.
84
3
**
0.
84
2
**
0.
84
4
**
0.
84
3
**
0.
84
3
**
0.
84
3
**

0.
84
7
**
0.
84
7
**
0.
84
8
**
0.
84
7
**
0.
84
6
**
0.
84
7
**
0.
84
5
**
0.
84
7
**
0.
84
7
**

4-
9年
未
満

0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
5
**

0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
5
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
4
**
0.
64
5
**
0.
64
5
**

9-
15
年
未
満

0.
58
0
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**
0.
58
0
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**

0.
57
7
**
0.
57
7
**
0.
57
8
**
0.
57
9
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**
0.
58
0
**
0.
57
9
**
0.
57
8
**

第
1
子
出
生
時
妻
年
齢

20
-2
4歳

1.
27
2

1.
25
1

1.
27
5

1.
28
4

1.
25
8

1.
26
7

1.
25
9

1.
27
0

1.
24
7

1.
25
3

1.
25
1

1.
25
2

1.
26
1

1.
23
5

1.
24
7

1.
25
5

1.
26
7

1.
24
7

1.
24
9

25
-2
9歳

1.
76
2
**
1.
74
7
**
1.
75
4
**
1.
74
7
**
1.
74
9
**
1.
74
3
**
1.
74
4
**
1.
73
4
**
1.
74
4
**
1.
74
5
**

1.
75
4
**
1.
75
5
**
1.
74
5
**
1.
73
1
**
1.
72
6
**
1.
75
2
**
1.
74
2
**
1.
74
8
**
1.
74
9
**

30
-3
4歳

1.
56
7
**
1.
55
4
**
1.
55
0
**
1.
55
2
**
1.
55
1
**
1.
54
9
**
1.
54
8
**
1.
54
4
**
1.
55
3
**
1.
54
9
**

1.
54
5
**
1.
54
5
**
1.
54
5
**
1.
54
5
**
1.
54
2
**
1.
55
0
**
1.
54
5
**
1.
54
5
**
1.
54
1
**

35
-3
9歳
（
re
f.
）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

40
-4
4歳

0.
34
9
**
0.
34
3
**
0.
34
4
**
0.
34
5
**
0.
34
2
**
0.
34
1
**
0.
34
1
**
0.
34
2
**
0.
34
3
**
0.
34
2
**

0.
34
8
**
0.
34
8
**
0.
34
9
**
0.
34
8
**
0.
34
8
**
0.
34
9
**
0.
34
9
**
0.
34
9
**
0.
34
8
**

45
-4
9歳

0.
41
9
+
0.
39
6
+
0.
39
6
+
0.
41
2
+
0.
39
2
+
0.
39
2
+
0.
39
1
+
0.
39
1
+
0.
40
1
+
0.
39
8
+

0.
39
6
+
0.
39
6
+
0.
41
8

0.
40
8
+
0.
40
7
+
0.
40
9
+
0.
41
2
+
0.
41
2
+
0.
40
4
+

第
1
子
婚
前
妊
娠
の
有
無

1.
09
9
+
1.
09
9
+
1.
09
5
+
1.
09
5
+
1.
09
7
+
1.
09
3
+
1.
09
6
+
1.
09
3
+
1.
09
9
+
1.
10
0
+

1.
09
2

1.
09
2

1.
09
2

1.
09
6
+
1.
09
0

1.
09
3

1.
08
9

1.
09
7
+
1.
09
9
+

妻
の
学
歴
中
学
校

0.
88
6

0.
89
4

0.
89
6

0.
49
6

0.
89
3

0.
80
6

0.
89
5

0.
75
7

0.
89
9

1.
03
9

0.
90
2

0.
90
1

0.
58
3

0.
90
3

0.
74
6

0.
89
9

0.
72
6

0.
90
2

1.
05
0

高
等
学
校
（
re
f.
）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

専
修
学
校

1.
11
5
+
1.
12
8
*
1.
13
0
*
0.
30
3
+
1.
12
7
*
1.
10
0

1.
12
7
*
1.
01
8

1.
12
7
*
1.
09
6

1.
12
4
*
1.
12
4
*
0.
38
7

1.
12
9
*
1.
09
1

1.
12
8
*
1.
03
2

1.
12
9
*
1.
05
7

短
大
・
高
専
・
女
子
大

0.
99
5

1.
00
0

1.
00
0

1.
48
1

0.
99
9

0.
91
8

0.
99
9

0.
96
2

1.
00
0

1.
00
4

1.
00
8

1.
00
8

1.
66
3

1.
01
1

0.
92
7

1.
00
9

0.
99
2

1.
01
2

0.
98
2

大
学
・
大
学
院

0.
99
1

1.
00
1

1.
00
3

0.
81
0

1.
00
2

0.
97
3

1.
00
4

0.
92
4

1.
00
2

1.
17
1

1.
00
8

1.
00
8

1.
02
7

1.
00
8

0.
95
0

1.
00
7

0.
93
5

1.
00
9

1.
11
8

妻
の
就
業
状
況
（
t）

正
規
の
職
員
（
r
ef
.）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）
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1.
00
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00
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（
1.
00
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00
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（
1.
00
0）

（
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00
0）

（
1.
00
0）
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1.
00
0）

（
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00
0）
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00
0）
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00
0）

（
1.
00
0）

臨
時
職

1.
90
8
**
1.
91
9
**
1.
92
4
**
4.
61
1
+
1.
92
2
**
2.
99
9
**
1.
92
7
**
2.
85
0
**
1.
91
7
**
1.
74
9
**

1.
92
1
**
1.
92
1
**
6.
00
2
*
1.
93
3
**
3.
06
6
**
1.
93
0
**
2.
90
8
**
1.
92
7
**
1.
74
9
**

自
営
業

1.
48
1
**
1.
48
4
**
1.
50
0
**
3.
61
6

1.
48
9
**
2.
02
9
*
1.
49
3
**
1.
86
1
*
1.
48
7
**
1.
64
2
**

1.
51
9
**
1.
52
0
**
4.
73
8

1.
51
5
**
2.
19
2
*
1.
52
0
**
1.
96
8
*
1.
52
1
**
1.
65
9
**

無
職
・
家
事

1.
15
9
**
1.
17
7
**
1.
18
9
**
1.
68
0

1.
18
1
**
1.
36
7
*
1.
18
7
**
1.
25
6

1.
17
8
**
1.
23
9
*

1.
18
2
**
1.
18
2
**
2.
00
2
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18
3
**
1.
42
9
*
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18
3
**
1.
30
8
+
1.
17
8
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25
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*

夫
婦
の
母
親
と
の
同
居
状
況
（
t）

夫
妻
ど
ち
ら
か
の
母
親
と
同
居

1.
18
2
**
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18
5
**
1.
16
8
**
2.
08
0

1.
18
1
**
1.
56
2
*
1.
17
5
**
1.
41
0
*
1.
18
5
**
1.
29
9
**

1.
14
4
*
1.
14
4
*
1.
76
3

1.
14
6
*
1.
58
1
**
1.
14
5
*
1.
39
1
*
1.
14
6
*
1.
25
0
*

夫
妻
両
方
の
母
親
が
同
市
町
村
内
で
別
居

0.
99
5

0.
97
4

0.
96
8

5.
39
3
*
0.
97
3

1.
42
3
+
0.
97
2

1.
27
0

0.
97
4

0.
94
6

0.
93
3

0.
93
3

5.
89
5
*
0.
93
9

1.
51
6
*
0.
93
5

1.
34
8

0.
93
1

0.
89
1

夫
妻
ど
ち
ら
か
の
母
親
が
同
市
町
村
内
で
別
居

0.
92
6

0.
92
2
+
0.
92
0
+
1.
80
0

0.
92
0
+
1.
09
7

0.
91
9
+
1.
00
8

0.
92
2
+
0.
96
9

0.
90
0
*
0.
90
0
*
1.
79
0

0.
90
3
*
1.
13
0

0.
90
0
*
1.
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1

0.
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2
*
0.
91
4

夫
妻
両
方
の
母
親
が
そ
の
他
の
地
域
で
別
居
（
re
f.
）
（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
1.
00
0）

（
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RegionalEmployment,ChildcareContext,andReproductiveBehavior
usingMultilevelModeling

KenjiKAMATA

Thisstudyexamineshowtheregionalemploymentenvironmentandchildcarecontextaffectin-

dividualreproductivebehaviorusingmultilevelmodeling.Individualleveldataissourcedfromthe

14thNationalFertilitySurveyandiscombinedwithregionalleveldataforfemale（aged20-39

years）employmentrate,childcarecoveragerate,potentialaccessibilityofchildcarerate,andpub-

licandprivatechildcarefacilityratio.Ipreparetworegionalsizes:theregionalblocklevelandthe

prefecturelevel.Ianalyzethedeterminantsofthetimingofthesecondbirths.

Theresultsofthemultilevelanalysessuggestthatregionallevelfemaleemploymentandpoten-

tialaccessibilityofchildcareratearepositivelyrelatedtothetimingofthesecondbirthatthere-

gionalblocklevel.Intheprefecturelevel,regionallevelchildcarecoveragerateispositively

related,butfemaleemploymentdoesnotappear.Inallmodels,randomeffects（betweenregions）

andlowintra-correlationcoefficientsaredetected.Therefore,suchmodelsmustbeestimatedby

consideringvariationsamongregions.
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特 集 Ⅱ

特集：東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究（その２）

東アジアにおける子育て支援制度利用経験の関連要因

小 島 宏＊

Ｉ．はじめに

わが国では少子化対策として子育て支援策が大きな位置を占めてきた．また，近年はワー

クライフ・バランス支援策（以下ではWLB支援策と省略）に重点が移りつつあるように

見受けられるが，広義の子育て支援策にはWLB支援策の多くのものが含まれる．前稿で

わが国を含むアジア諸国における家族政策に関する意識に対する宗教の影響について比較

分析をしたところ，宗教の影響が比較的小さいわが国では就業関連要因が大きな影響を及

ぼしていることが明らかになった（Kojima2011）ので，WLB支援策の重要性は否定で

きない．しかし，WLB支援策の一部は正規就業で就業継続した共働き夫婦を優遇し，社

会経済的な格差を拡大する傾向があるとも言われる．実際問題として，結婚・出産退職せ

ずに就業継続する有配偶女性は女性全体の2割程度なので，そのような女性を主として対

象とするような子育て支援制度にたとえ出生促進効果があったとしても，人口全体に対す

る少子化対策としての効果はあまりないようにも思われる．他方，WLB支援策を含む子

育て支援制度の利用可能性に関する企業・事業所レベルの研究はあるが，個人レベルでの

利用実態とその関連要因に関する研究は多くない．また，女性に関する研究は少数派であ

―67―

本稿では日本，韓国，シンガポールにおける家族政策に関する意識と家族政策関連制度の利用実

態について尋ねた内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子化対策推進室による「アジア地域

（韓国，シンガポール，日本）における少子化対策の比較調査研究」の付帯調査（2009年）のミク

ロデータにロジット分析の手法を適用し，20～49歳の男女および有子男女の子育て支援制度利用と

その関連要因を明らかにし，わが国の家族政策策定の一助とすることを目指した．

日本における子育て支援制度の利用経験の水準はシンガポールよりもかなり低いことが再確認さ

れたが，日本ではシンガポールよりも正規就業の女性が結婚・出産退職をせずに就業継続をするこ

とが難しいこと，子育て支援制度があっても各種の制約があって使いにくいことが示唆された．日

本を含む3カ国では子育て支援制度の利用経験は正規就業者，公的部門被用者，高学歴者といった

比較的恵まれた層で多く，正規就業で就業継続ができた女性を中心に利用されていることが示され

た．また，パートナー関係，宗教，地方に関する変数も意外に大きな効果をもっていることも明ら

かになった．地方の効果は政策的・経済的要因の影響だけでなく，文化や価値観の影響も反映して

いる可能性があるので，今後の更なる検討が必要となろう．

*早稲田大学社会科学総合学術院



る結婚・出産退職せずに就業継続した方々に関するものがほとんどであるし，男性に関す

る研究はほとんどないようである．

そこで，本稿ではアジア諸国における家族政策に関する意識と家族政策関連制度の利用

実態について尋ねた内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子化対策推進室による

「アジア地域（韓国，シンガポール，日本）における少子化対策の比較調査研究」の付帯

調査（2009年）のミクロデータにロジット分析の手法を適用し，20～49歳の男女および有

子男女の子育て支援制度利用とその関連要因を明らかにする．それによって今後のわが国

の家族政策策定の一助とすることを目指すものである．なお，著者の小島は専門委員とし

て内閣府の研究に参画し，調査データを分析して執筆したが（小島 2009a），その際に

2009年調査のミクロデータの継続的な学術利用を許可されたことから，本稿での分析が可

能になったものである．

本稿ではまず，各種の子育て支援制度の利用経験に関する年齢階級別差異のクロス集計

の結果を示した後，利用経験があるか否かに関するカテゴリー変数を従属変数として，そ

の関連要因の2項ロジット分析の結果を提示する．その際，標本規模が小さく，利用者の

出現頻度が低い制度も多いため，まずステップワイズ選択法による予備的な分析結果を示

し，次に比較可能なモデルによる分析結果を示すことにする．また，本稿は著者による出

生・家族政策に関する文献研究（例えば，小島 1989,1992,1994a1994b,1995b,1998a,

2005,2007）と実証研究（例えば，小島 1995a,1995c,1995d,1997,1998b,2009b,

Kojima1996）ならびに当該データの分析（小島 2009a,2010,Kojima2011）の延長線

上にあるものである．

Ⅱ．既存研究

子育て支援制度利用経験の関連要因に関するミクロデータの多変量解析は内外で多いと

は言えないようである．また，日本で利用頻度の高い幼稚園・保育所に当たるものが義務

化されている国や市場化されている国もあり，外国の実証研究から直接的な政策的含意を

得るのが難しい．国内では幼稚園が保育所代わりに利用されてきた地域があるにしても，

教育機関としての色彩が強かったことにより，幼稚園の利用についてはあまり注目してこ

なかったために見落としがあるのかもしれないが，国内の幼稚園利用の関連要因に関する

多変量解析は文献データベース等で見いだすことができなかった．保育所を含む保育サー

ビスの利用については清水谷・野口（2004）のほかの多変量解析を見いだすことはできな

かった．また，もう少し漠然とした分析対象ではあるが，小島（1998b）による「第10回

出生動向基本調査」のロジット分析は，有配偶女性の第1子乳児期における保育方法とし

ての施設利用に対して婚前に専門管理職であったこととパートタイム就業が正の効果をも

ち，見合い結婚，夫の親の土地への居住，農林漁業従事，非農自営業従事，夫の高年収が

負の効果をもつことを示している．

企業・事業所等のレベルの分析（例えば，西本・駿河 2002）ではなく，個人レベルに
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おける育児休業利用の規定要因に関する多変量解析としては小島（1995d）による「第10

回出生動向基本調査」のロジット分析が初期のもののようであるが，有配偶女性の第1子

乳児期における育児休業取得に対して結婚年齢，中卒または大卒であること，婚前に専門

管理職であったことが正の効果をもつことを示している．また，阿部（2002）による家計

経済研究所のパネルデータのプロビット分析によれば，出産前年に就業していた女性の育

児休業取得に対して大卒であることと勤続年数が正の効果をもつ．さらに，同じデータを

分析した川口（2003a）の論文自体は未見であるが，論文の要旨と推定されるもの（川口

2003b）によれば，高賃金，育児休業制度がある職場（特に公共機関）での就業，大卒が

正の効果をもつとのことである．相馬（2004）は「1994年連合調査」のロジット分析によ

り末子年齢，親との同居なし，高学歴（大学・大学院卒）が女性の育休取得に対して正の

効果をもつことを見いだした．なお，オーストラリアの男女については公的部門就業者や

正規就業者が有給・無休の育児休業取得しやすいことを示したロジット分析

（Whitehouse2005）やスウェーデンの男性については高学歴者，ホワイトカラー，女性

が比較的多い職場勤務，短時間就労，パートナーが高学歴といった属性をもつ場合に育児

休業取得の可能性が高まることを示した分散分析（斧出 2000）があるが，わが国でも同

様な傾向があることが予想される．

いずれにしても出産前後まで就業を継続した女性を対象とする分析であり，それ以前に

就業を中断した女性や就業経験がない女性，さらに結婚や出産を経験しなかった女性が分

析対象から外れてしまう可能性がある．しかし，すべての女性の中でどのような属性をも

つ女性が就業を継続しながら結婚・出産までたどりついた上で，子育て支援制度を利用し

たかについて分析することも必要であろう．同様に，男性についてもどのような属性をも

つ者が就業を継続しながら結婚・出産までたどりついた上で，本人またはパートナーが子

育て支援制度を利用したかについて分析することも政策的含意を得るために必要であろう．

Ⅲ．データ・分析方法

内閣府による2009年初頭の3カ国比較調査（日本，韓国，シンガポールで実施）につい

て，詳しくは内閣府（2009）による『アジア地域（日本，韓国，シンガポール）における

少子化対策の比較調査研究報告書』の調査報告の部分を参照されたいが，日本の調査は全

国から2段層化無作為抽出で選んだ市区町村におけるエリア・サンプリングにより，男女

年齢の割当数に基づいて20～49歳男女千人を抽出して実施した標本調査である．韓国，シ

ンガポールでも同様な手法で調査が実施されたようである．

従属変数として用いた子育て支援制度の利用経験に関する質問と回答の選択肢は以下の

とおりである．

「1産前・産後休業」「2育児休業」「3父親休暇」「4短時間勤務」「5子ども看護休暇」

「6保育所」「7家庭保育」「8家事労働者」「9企業内託児所」「10幼稚園」「11放課後児
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童クラブ」「12子育て支援サービス」「14特にない」：1～12の番号の選択肢の選択を

「利用経験あり」と区分

問36 あなたは，またはあなたの配偶者（同棲相手）が，子育てにあたって利用した制度

は次のうちどれですか．いくつでも選んでください．

1産前・産後休業制度

2育児休業制度

3父親休暇制度（父親のみに対して，一定期間与えられた休暇制度）

4短時間勤務制度

5子どもの看護のための休暇制度

6保育所（認可以外の保育所，保育園等を含む）

7家庭保育（ベビーシッター等）

8家事労働者

9企業が従業員のためにつくった託児所

10幼稚園

11放課後児童クラブ

12地域における子育て支援サービス（ファミリーサポート，つどいの広場など）

14特にない

以上の子育て支援制度の利用経験の有無に関する13個のカテゴリー変数を従属変数とし

て関連要因に関する予備的な2項ロジット分析（ステップワイズ選択法）を各国の男女別

に行った．独立変数としては，年齢5歳階級，学歴，職業，就業状態（正規・非正規），

週当たり労働時間，通勤時間，親との同別居，別居の場合の時間距離（前稿までの分析で

は通勤時間と誤認），所得，居住地特性（シンガポールを除く），国籍・民族（シンガポー

ルのみ），宗教，地方をいずれもダミー変数として用いたが，さらに学歴，職業（民間部

門被用者・公的部門被用者），就業状態，労働時間，宗教については年齢5歳階級のダミー

変数との交差項を追加した．また，男女別の総数についてだけでなく，子どもがいる者の

みについて男女別の分析を行ったが，子どもがいる者についての分析の際にはパートナー

シップ関係（同棲中，同棲後婚，直接婚，離死別）や出産経験に関する変数とともに，配

偶者の学歴，職業，就業状態，労働時間，通勤時間，配偶者の親との同別居に関するダミー

変数を追加した．

比較可能なモデルによる分析は変わりにくい属性や居住地での制度の利用可能性の影響

を明らかにするため，独立変数として年齢5歳階級，学歴（高学歴，高卒，低学歴）を用

い，日本と韓国については居住地特性（大都市，中小都市，農村），都市国家のシンガポー

ルについてはその代わりに民族（インド系，マレー系，中国系）と国籍（外国人，国民）

をいずれもダミー変数として用いた（下線は基準カテゴリーであることを示す）．ただし，

韓国では低学歴の者が非常に少なかったため，独立のカテゴリーとはしなかった．そのほ
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か，独立変数として宗教と地方を用いたが，各国の実情に応じて区分が異なる．宗教につ

いては日本（仏教，その他），韓国（仏教，プロテスタント，その他），シンガポール（仏

教，プロテスタント，カトリック，イスラム教，道教，ヒンドゥー教，その他），地方に

ついては日本（北海道，東北，東京都以外の関東・信越，東京都，東海・北陸，近畿，中

国・四国，九州・沖縄），韓国（ソウル特別市，京畿道，その他），シンガポール（北東部，

北部，東部，中南部，西部）という区分が用いられた．

多変量解析に際してはSAS/LOGISTICプロシージャを用いたが，エリア・サンプリ

ングと割当法により個人の標本抽出がなされているため，実際の標準誤差はSASが算出

するものよりも大きい可能性があるので，結果の解釈には注意を要する．

Ⅳ．分析結果

1． クロス表分析

表1aと表1bは国別・男女年齢10歳階級別に子育て支援制度を利用したことがある

者の割合を示したものである．日本の場合，結婚・出産に伴う女性の退職が多いこともあ

るためか，利用経験割合が1割を超えるのが「10幼稚園」（26.9％），「6保育所」（23.9

％），「1産前・産後休業」（15.2％），「12子育て支援サービス」（11.5％），「2育児休業」

（10.5％）しかなく，「6保育所」「10幼稚園」「12子育て支援サービス」等を除き，シン

ガポールより利用経験割合が低い制度が多い．韓国も利用経験割合が34.8％と3カ国の

中で最も高い「10幼稚園」を除き，利用経験割合はすべて1割未満の低い水準にあり，

「14特にない」が若干高くなっているが，日本と同様の理由によるのかもしれない．シン

ガポールでは「10幼稚園」（23.4％）と「6保育所」（14.2％）の利用経験割合が比較的

高い水準にあるだけでなく，「1産前・産後休業」（34.7％），「2育児休業」（15.4％），

「3父親休暇」（14.4％），「8家事労働者」（15.2％）の利用経験割合が日韓両国と比べて

特に高いし，「4短時間勤務」「7家庭保育」「9企業内託児所」のように低水準ながら日

韓両国よりも利用経験割合が相対的にかなり高いものもある．他方，「5子ども看護休暇」

は3カ国のいずれにおいても利用経験割合が非常に低い．

男女別にみると，韓国では「12子育て支援サービス」を除き，男性よりも女性の利用

経験割合が高いが，「3父親休暇」だけは日本とシンガポールで女性よりも男性の利用経

験割合が高くなっている．年齢階級別にみると，未婚者も多い20代では利用経験割合が非

常に低い制度が多い．累積の効果が見られる40代の利用経験割合が最も高くなるはずであ

るが，比較的最近になって導入されたような制度だと，30代の利用経験割合の方が高くなっ

ている．

紙幅の都合で表を省略するが，子どもがいる者に限定して国別・男女年齢10歳階級別に

子育て支援制度を利用したことがある者の割合をみると当然ながら利用経験割合が高くな

るが，各国内での相対的順位は変わらない．年齢階級別にみると，子どもがいる者が比較

的少ない20代での利用経験割合が特に高まる．
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表1a ３カ国の男女における年齢階級別の子育て支援制度の利用経験割合

国
性別
年齢階級

1）産前・
産後休業

2）育児休業
3）父親休
暇

4）短時間
勤務

5）子ども
看護休暇

6）保育所 7）家庭保育

日本

総数 15.2% 10.5% 1.7% 2.3% 1.4% 23.9% 1.2%

(N) 999 999 999 999 999 999 999

20-29歳 6.1% 5.1% 1.0% 1.0% 0.0% 8.0% 0.0%

30-39歳 19.6% 14.2% 2.8% 2.8% 2.6% 29.5% 1.6%

40-49歳 19.1% 11.4% 1.0% 3.0% 1.3% 33.6% 2.0%

男性 14.6% 10.6% 2.2% 2.4% 1.6% 21.7% 0.8%

(N) 508 508 508 508 508 508 508

20-29歳 2.5% 2.5% 0.6% 1.9% 0.0% 6.3% 0.0%

30-39歳 21.1% 15.5% 3.6% 2.6% 2.6% 27.3% 0.5%

40-49歳 18.8% 13.0% 1.9% 2.6% 1.9% 30.5% 1.9%

女性 15.9% 10.4% 1.2% 2.2% 1.2% 26.3% 1.6%

(N) 491 491 491 491 491 491 491

20-29歳 9.7% 7.8% 1.3% 0.0% 0.0% 9.7% 0.0%

30-39歳 18.1% 13.0% 2.1% 3.1% 2.6% 31.6% 2.6%

40-49歳 19.4% 9.7% 0.0% 3.5% 0.7% 36.8% 2.1%

韓国

総数 7.1% 3.1% 1.3% 2.8% 1.7% 8.5% 2.1%

(N) 996 996 996 996 996 996 996

20-29歳 2.3% 1.3% 0.3% 0.7% 0.3% 0.7% 0.7%

30-39歳 9.7% 3.4% 2.6% 2.9% 2.9% 11.7% 3.7%

40-49歳 8.8% 4.4% 0.9% 4.7% 1.8% 12.3% 1.8%

男性 5.5% 2.7% 1.0% 1.8% 1.4% 7.8% 1.2%

(N) 510 510 510 510 510 510 510

20-29歳 1.9% 1.3% 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 0.0%

30-39歳 6.7% 2.2% 1.1% 1.1% 1.1% 10.1% 1.7%

40-49歳 7.5% 4.6% 1.2% 3.5% 2.3% 12.1% 1.7%

女性 8.8% 3.5% 1.6% 3.9% 2.1% 9.3% 3.1%

(N) 486 486 486 486 486 486 486

20-29歳 2.7% 1.4% 0.0% 0.7% 0.0% 0.7% 1.4%

30-39歳 12.9% 4.7% 4.1% 4.7% 4.7% 4.7% 5.8%

40-49歳 10.1% 4.1% 0.6% 5.9% 1.2% 12.4% 1.8%

シンガポール

総数 34.7% 15.4% 14.4% 6.7% 1.2% 14.2% 5.6%

(N) 998 998 998 998 998 998 998

20-29歳 9.1% 5.8% 5.1% 1.5% 1.1% 2.2% 1.5%

30-39歳 43.4% 23.8% 20.2% 7.3% 1.7% 19.6% 5.6%

40-49歳 45.2% 14.4% 15.8% 10.1% 0.8% 18.0% 8.7%

男性 31.2% 14.8% 16.2% 6.1% 1.0% 14.8% 4.7%

(N) 506 506 506 506 506 506 506

20-29歳 5.4% 5.4% 3.6% 1.2% 0.6% 0.6% 1.8%

30-39歳 42.2% 23.1% 23.1% 7.5% 1.2% 21.4% 4.6%

40-49歳 45.5% 18.0% 21.6% 9.6% 1.2% 22.2% 7.8%

女性 38.2% 16.1% 12.6% 7.3% 1.4% 13.6% 6.5%

(N) 492 492 492 492 492 492 492

20-29歳 14.8% 10.2% 7.4% 1.9% 1.9% 4.6% 0.9%

30-39歳 44.6% 24.5% 17.4% 7.1% 2.2% 17.9% 6.5%

40-49歳 45.0% 11.5% 11.0% 10.5% 0.5% 14.5% 9.5%

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
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表1b ３カ国の男女における年齢階級別の子育て支援制度の利用経験割合（続き）

国
性別
年齢階級

8）家事労働者
9）企業内
託児所

10）幼稚園
11）放課後
児童クラブ

12）子育て
支援
サービス

14）特にない

日本

総数 0.4% 1.3% 26.9% 7.9% 11.5% 9.5%

(N) 999 999 999 999 999 999

20-29歳 0.0% 0.6% 4.1% 0.6% 5.7% 7.0%

30-39歳 0.5% 1.8% 30.5% 8.0% 18.3% 11.1%

40-49歳 0.7% 1.3% 46.3% 15.4% 15.4% 10.1%

男性 0.2% 1.4% 25.2% 6.9% 9.8% 7.5%

(N) 508 508 508 508 508 508

20-29歳 0.0% 0.6% 1.9% 0.0% 3.8% 5.6%

30-39歳 0.0% 2.6% 25.8% 6.7% 16.0% 8.2%

40-49歳 0.6% 0.6% 48.7% 14.3% 8.4% 8.4%

女性 0.6% 1.2% 28.7% 9.0% 13.2% 11.6%

(N) 491 491 491 491 491 491

20-29歳 0.0% 0.6% 6.5% 1.3% 7.8% 8.4%

30-39歳 1.0% 1.0% 35.2% 9.3% 20.7% 14.0%

40-49歳 0.7% 2.1% 43.8% 16.7% 9.0% 11.8%

韓国

総数 3.1% 0.8% 34.8% 5.8% 1.5% 15.8%

(N) 996 996 996 996 996 996

20-29歳 0.3% 0.3% 3.0% 0.3% 1.3% 3.9%

30-39歳 6.0% 1.4% 36.7% 5.7% 2.0% 16.0%

40-49歳 2.6% 0.6% 61.4% 10.8% 1.2% 26.0%

男性 2.5% 0.6% 29.6% 4.5% 1.8% 16.3%

(N) 510 510 510 510 510 510

20-29歳 0.6% 0.6% 1.3% 0.0% 1.3% 2.5%

30-39歳 1.7% 0.6% 29.2% 2.8% 2.2% 15.7%

40-49歳 3.5% 0.6% 56.1% 10.4% 1.7% 29.5%

女性 3.7% 1.0% 40.3% 7.2% 1.2% 15.2%

(N) 486 486 486 486 486 486

20-29歳 0.0% 0.0% 4.8% 0.7% 1.4% 5.5%

30-39歳 8.8% 2.3% 44.4% 8.8% 1.8% 16.4%

40-49歳 1.8% 0.6% 66.9% 11.2% 0.6% 22.5%

シンガポール

総数 15.2% 2.9% 23.4% 8.8% 1.4% 8.6%

(N) 998 998 998 998 998 998

20-29歳 2.6% 1.1% 3.6% 0.7% 0.0% 2.2%

30-39歳 19.9% 2.5% 26.9% 9.8% 2.2% 8.4%

40-49歳 20.2% 4.6% 34.9% 13.9% 1.6% 13.6%

男性 14.6% 1.8% 20.4% 7.1% 0.8% 7.7%

(N) 506 506 506 506 506 506

20-29歳 2.4% 0.0% 1.8% 0.6% 0.0% 1.8%

30-39歳 20.2% 1.7% 24.3% 8.1% 1.2% 5.2%

40-49歳 21.0% 3.6% 34.7% 12.6% 1.2% 16.2%

女性 15.9% 4.1% 26.6% 10.6% 2.0% 9.6%

(N) 492 492 492 492 492 492

20-29歳 2.8% 2.8% 6.5% 0.9% 0.0% 2.8%

30-39歳 19.6% 3.3% 29.3% 11.4% 3.3% 11.4%

40-49歳 19.5% 5.5% 35.0% 15.0% 2.0% 11.5%

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ



2． 予備的ロジット分析

� 20～49歳男女における子育て支援制度利用経験の関連要因

表2a，表2b，表2cは内閣府2009年調査のミクロデータに2項ロジットモデルを適用

して子育て支援制度の利用経験に対して有意な関係をもつ変数をステップワイズ選択法で

選んだ結果である．「モデル（適合度の）妥当性疑問」という警告が出たものを除くと有

意な変数の組み合わせが出たものが減るが，結婚・出産関連の変数をあえて除いたため，

年齢やその交差項が有意な効果をもつ場合が多いし，各種の子育て支援制度の利用可能性

を示すと思われる地方の効果もみられる．また，結婚・出産の結果を示す可能性がある変

数もみられる．それぞれの従属変数について各国間の類似点・相違点を検討することにし

たい．

まず，表2a第1列の「1産前・産後休業」の利用経験については日韓の男性で公的部

門勤務の正の効果がみられるが，これは配偶者が公務員であることの代理変数になってい

る可能性がある．また，韓国とシンガポールの男女では長時間労働が正の効果をもち，親

との同居が負の効果をもっているが，日本ではそのような傾向がみられない．

「2育児休業」の利用経験については日韓の男性で仏教と無宗教と長時間労働が正の効

果をもつ傾向がある．シンガポールの男性では産休の場合と同様，親との同居が負の効果

をもっている．また，日韓の女性では有意な変数の組み合わせがないが，シンガポールの

女性では高学歴，公的部門，正規就業といった有利な労働条件を表すと思われる変数や通

勤1時間以上という育休なしでは就業継続が難しそうなことを示す変数が正の効果をもつ．

「3父親休暇」の利用経験については日韓の男性で長時間労働の場合に正の効果がある．

また，日本の女性では仏教徒が利用経験をもつ傾向があるが，シンガポールの女性では仏

教徒が利用経験をもたない傾向がある．シンガポールの男性では産休・育休と同様，親と

同居する場合に利用経験をもたない傾向がある．

「4短時間勤務」については日本の男女では30代後半の公的部門被用者の場合に利用経

験がある可能性が高い．日本の女性の場合には40代の民間部門被用者でも同様であるが，

これは就業継続できるような民間部門被用者ということであろうか．韓国とシンガポール

の男性では実家からの距離が関わっているが，実家が遠いと親の育児支援が得られないた

めであろうか．

表2bに示された「5子ども看護休暇」の利用経験についても日韓の男性で公的部門就

業が正の効果をもつが，日本の女性の場合も「モデル妥当性疑問」との警告があるものの

同様の傾向をもつ．「6保育所」の利用経験については日韓の男性とシンガポールの男女

で親との同居が負の効果をもつ．日本とシンガポールの男性では自営業が正の効果をもつ．

また，韓国の女性とシンガポールの男女で高学歴が正の効果をもつ傾向があるが，日本で

はそのような傾向はみられない．やや長時間の労働が，韓国の女性とシンガポールの男性

以外で正の効果をもつ．

「7家庭保育」については日本の男女では東京都居住者で利用経験をもつ傾向があるが，

そのような制度をもつ特別区があるためであろう．韓国やシンガポールでも特定の地方が
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表2a ３カ国の男女における子育て支援制度利用経験の関連要因

国
1）産前・産後休業 2）育児休業 3）父親休暇 4）短時間勤務

性別
日本
男性 20-24歳（-） 30-34歳仏教（+） 35-39歳週61時間以上（+）35-39歳公的（+）

25-29歳（-） 30-34歳無宗教（+） 25-29歳週51-60時間（+）
45-49歳（-） 自営業（+）
公的部門（+） 専門職（+）

高所得（+） 公的部門（+）
45-49歳公的（+）
35-39歳週21-40時間（+）

25-29歳週51-60時間（+）
25-29歳週61時間以上（+）
35-39歳正規（+）
40-44歳正規（+）
通勤15-29分（+）

女性 - - 30-34歳仏教（+） 30-34歳高卒（+）
35-39歳民間（+） 農業（+）

35-39歳公的（+）
40-44歳民間（+）
45-49歳民間（+）
高所得（+）

韓国
男性 40-44歳無宗教（+） 25-29歳仏教（+） 農業（+） 25-29歳仏教（+）

35-39歳公的（+） 30-34歳無宗教（+） 専門職（+） 40-44歳仏教（+）
週21-40時間（+） 45-49歳週21-40時間（+）35-39歳週41-50時間（+）実家15-29分（+）
35-39歳週51-60時間（+）35-39歳週41-50時間（+）25-29歳週51-60時間（+）実家2時間以上（+）
25-29歳非正規（+） 40-44歳週41-50時間（+）実家15-29分（+）
親同居（-） 45-49歳週61時間以上（+）忠清北道（+）
忠清北道（+）

女性 35-39歳週51-60時間（+） - 35-39歳（+） -
親同居（-） （モデル妥当性疑問）
光州（+）
忠清北道（+）
忠清南道（+）
済州道（+）

シンガポール
男性 20-24歳（-） 35-39歳（+） 親同居（-） 外国人（-）

25-29歳（-） 親同居（-） 西部（+） 35-39歳道教（+）
30-34歳仏教（-） 40-44歳無宗教（+）
自営業（+） 35-39歳高学歴（+）
20-24歳週61時間以上（+） 45-49歳週21-40時間（+）
親同居（-） 30-34歳週61時間以上（+）

45-49歳週61時間以上（+）
通勤1時間以上（+）
実家30-59分（+）
実家1-2時間（+）
西部（+）

女性 20-24歳（-） 35-39歳高学歴（+） 30-34歳仏教（-） 西部（+）
25-29歳高学歴（-） 公的部門（+） 40-44歳仏教（-）
週21-40時間（+） 30-34歳正規（+） 30-34歳高学歴（+）
週41-50時間（+） 通勤1時間以上（+） 35-39歳週20時間以下（+）

親同居（-） 親同居（-）
中南部（+）
西部（+）

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） （+）正の有意な効果，（-）負の有意な効果
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表2b ３カ国の男女における子育て支援制度利用経験の関連要因（続き１）

国
5）子ども看護休暇 6）保育所 7）家庭保育 8）家事労働者

性別
日本
男性 30-34歳高卒（+） 20-24歳（-） 45-49歳公的（+） -

40-44歳公的（+） 25-29歳（-） 40-44歳週41-50時間以上（+）
週61時間以上（+） 農村居住（+） 40-44歳週61時間以上（+）
35-39歳週21-40時間（+） 自営業（+） 東京都（+）
45-49歳週41-50時間（+） 40-44歳週41-50時間（-） （モデル妥当性疑問）

親同居（-）
東北（+）

女性 30-34歳公的（+） 20-24歳（-） 30-34歳（+） 35-39歳週21-40時間（+）
35-39歳公的（+） 週21-40時間（+） 45-49歳週21-40時間（+） （モデル妥当性疑問）
40-44歳公的（+） 45-49歳週21-40時間（+） 45-49歳週41-50時間（+）
（モデル妥当性疑問） 35-39歳週41-50時間（+） 東京都（+）

40-44歳週41-50時間（+）
韓国
男性 専門職（+） 35-39歳無宗教（+） - 25-29歳仏教（+）

35-39歳公的（+） 民間部門（-） 35-39歳仏教（+）
25-29歳週21-40時間（+） 30-34歳週41-50時間（+） 45-49歳仏教（+）
40-44歳週51-60時間（+） 40-44歳正規（+） 35-39歳カトリック（+）
40-44歳正規（+） 45-49歳正規（+） 40-44歳週21-40時間（+）
実家15-29分（+） 親同居（-） 30-34歳61時間以上（+）

京畿道（+） 40-44歳61時間以上（+）
忠清北道（+） 光州（+）
慶尚南道（+）
済州道（+）

女性 - 40-44歳（+） 35-39歳高卒（+） 30-34歳仏教（+）
中小都市居住（+） 30-34歳非正規（+） 35-39歳宗教あり（+）
30-34歳カトリック（+） 仁川（+） 30-34歳無宗教（+）
35-39歳高学歴（+） 江原道（+） 40-44歳高学歴（+）
45-49歳高卒（+） 忠清南道（+） 45-49歳高学歴（+）
高所得（-） （モデル妥当性疑問） 35-39歳高卒（+）
大田（+） 光州（+）
忠清北道（+） 大田（+）

全羅北道（+）
シンガポール
男性 45-49歳仏教（+） 中国系（+） 仏教（+） プロテスタント（+）

35-39歳ヒンドゥー教（+） 45-49歳イスラム教（+） 35-39歳道教（+） 35-39歳カトリック（+）
35-39歳無宗教（+） 30-34歳宗教あり（+） 35-39歳無宗教（+） 40-44歳高学歴（+）
25-29歳週20時間以下（+） 40-44歳高学歴（+） 40-44歳無宗教（+） 自営業（+）
（モデル妥当性疑問） 自営業（+） 高卒（-） 親同居（-）

35-39歳正規（+） 45-49歳高卒（+） 高所得（+）
親同居（-） 40-44歳週51-60時間（+）

通勤1時間以上（+）
実家15分未満（+）
実家15-29分（+）
東部（+）
中南部（+）

女性 40-44歳カトリック（+） 30-34歳道教（+） 道教（+） 45-49歳カトリック（+）
35-39歳イスラム教（+） 30-34歳無宗教（+） 35-39歳仏教（+） 45-49歳プロテスタント（+）
25-29歳週21-40時間（+） 35-39歳高学歴（+） 45-49歳週21-40時間（+） 35-39歳道教（+）
35-39歳非正規（+） 40-44歳週41-50時間（+） 40-44歳正規（+） 自営業（+）
（モデル妥当性疑問） 親同居（-） 高所得（+） 専門職（+）

東部（+） 週41-50時間
中南部（+） 35-39歳週20時間以下（+）

30-34歳週51-60時間（+）
親同居（-）
実家15-29分（+）
高所得（+）

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） （+）正の有意な効果，（-）負の有意な効果
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表2c ３カ国の男女における子育て支援制度利用経験の関連要因（続き２）

国
9）企業内託児所 10）幼稚園

11）放課後児童
クラブ

12）子育て支援
サービス

14）特にない
性別

日本
男性 35-39歳週61時間以上（+） 45-49歳（+） 40-44歳（+） 35-39歳高学歴（+） 40-44歳仏教（+）

（モデル妥当性疑問） 35-39歳高学歴（+） 自営業（+） 30-34歳週41-50時間（+） 35-39歳宗教あり（+）
45-49歳民間（+） 35-39歳民間（+） 25-29歳高卒（+）
40-44歳正規（+） 45-49歳週41-50時間（+） 通勤15分未満分（+）
（モデル妥当性疑問） 実家30-59分（+）

実家1-2時間（+）
女性 25-29歳週20時間以下（+） - - 30-34歳（+） 民間部門（-）

35-39歳週21-40時間（+） 大都市（-） 正規就業（-）
40-44歳非正規（+） 週41-50時間（-） 週61時間以上（+）
（モデル妥当性疑問） 親同居（-） 45-49歳非正規（+）

東京都（+） （モデル妥当性疑問）
（モデル妥当性疑問）

韓国
男性 25-29歳仏教（+） 25-29歳（-） 40-44歳（+） 専門職（+） 農村居住（+）

35-39歳公的（+） 30-34歳（-） 45-49歳週21-40時間（+） 35-39歳民間（+） 45-49歳高卒（+）
親同居（-） 35-39歳週41-50時間（+） 25-29歳週21-40時間（+） 親同居（-）
（モデル妥当性疑問） 45-49歳週41-50時間（+） 45-49歳非正規（+） ソウル（+）

45-49歳週51-60時間（+） （モデル妥当性疑問） （モデル妥当性疑問）
釜山（+）
大田（+）
蔚山（+）

女性 失業（+） 25-29歳（-） 35-39歳（+） 35-39歳プロテスタント（+）農村居住（+）
35-39歳週51-60時間（+） 親同居（-） 45-49歳仏教（+） 江原道（+） 25-29歳民間（-）
（モデル妥当性疑問） （モデル妥当性疑問） 40-44歳カトリック（+） 忠清南道（+） 35-39歳週21-40時間（+）

45-49歳カトリック（+） 慶尚北道（+） 親同居（-）
40-44歳週41-50時間（+） ソウル（+）
35-39歳週51-60時間（+） 全羅北道（+）
通勤15分未満（+）
釜山（+）
蔚山（+）
済州道（+）

シンガポール
男性 45-49歳プロテスタント（+）親同居（-） 30-34歳（-） 30-34歳週51-60時間（+） 45-49歳（+）

35-39歳道教（+） 自営業（+） 40-44歳週61時間以上（+） マレー系（+）
35-39歳無宗教（+） 専門職（+） 外国人（+）
40-44高学歴（+） 40-44歳週21-40時間（+） 45-49歳高卒（+）
35-39歳週21-40時間（+） 45-49歳週21-40時間（+） 40-44歳民間（+）
45-49歳週21-40時間（+） 35-39歳正規（+） 高所得（-）
実家15分未満（+） 実家1-2時間（+）
実家 2時間以上（+）
低所得（+）

女性 プロテスタント（+） 20-24歳（-） 外国人（-） 外国人（+） 専門職（-）
45-49歳仏教（+） 25-29歳（-） ヒンドゥー教（+） 35-39歳道教（+） 正規就業（-）
30-34歳イスラム教（+） 無宗教（-） 40-44歳週21-40時間（+） 35-39歳無宗教（+） 40-44歳週51-60時間（+）
45-49歳イスラム教（+） 25-29歳イスラム教（+） 45-49歳週21-40時間（+） 実家1-2時間（+） 中所得（+）
30-34歳道教（+） 親同居（-） 東部（+） 低所得（+） 北部（+）
40-44歳道教（+） 東部（+） 西部（+） 西部（+）
高卒（-）
25-29歳高学歴（+）
正規就業（+）
35-39歳週41-50時間
40-44歳週41-50時間
中南部（+）
西部（+）

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） （+）正の有意な効果，（-）負の有意な効果



有意な正の効果をもつが，同様に利用可能性の問題なのかもしれない．また，韓国の女性

では非正規就業者が利用経験をもつ傾向があるが，シンガポールの女性では正規就業者が

利用経験をもつ傾向があるということは，家庭保育を利用する階層が両国で異なる可能性

を示す．

「8家事労働者」については韓国の女性とシンガポールの男性の高学歴者で利用経験を

もつ傾向がある．シンガポールの男女では自営業従事と高所得が正の効果をもち，親との

同居が負の効果をもつ．韓国の女性では35～39歳の高卒者で家事労働者の利用が多いが，

家庭保育の利用も多いので，そのような属性をもつ女性の労働条件にかかわっているもの

と思われる．

表2cに示された「9企業内託児所」については3カ国のいずれにおいても35～39歳の

男女が利用経験をもつ傾向があるが，日韓については「モデル妥当性疑問」についての留

保が必要かもしれない．韓国の男性とシンガポールの男女では宗教の影響が目に付く．

「10幼稚園」の利用経験についても「モデル妥当性疑問」の留保が必要かもしれないが，

韓国とシンガポールの男女で親との同居に負の効果がある．

「11放課後児童クラブ」の利用経験については日本とシンガポールの男性で自営業従

事の正の効果がみられる．また，韓国の男女とシンガポールの女性で地方の効果が比較的

大きいが，利用可能性の効果を示しているのかもしれない．「12子育て支援サービス」に

ついては各国の制度が異なる可能性があるが，日本では比較的恵まれた階層が利用する傾

向があるのに対し，シンガポールでは比較的恵まれない階層が利用している可能性がある．

実際，シンガポールの外国人女性は「11放課後児童クラブ」は利用しない傾向があるが，

「12子育て支援サービス」は利用する傾向がある．

「14特にない」については3カ国で高卒の男性が肯定的に回答する傾向があるし，日

本とシンガポールでは女性の非正規就業者が肯定的に回答する傾向があるので，恵まれな

い階層が子育て支援制度を利用できていない可能性がある．韓国の場合は男女のソウル居

住者でこの回答が多いので，子育て支援制度の利用可能性が低いことも考えられる．

� 20～49歳有子男女における子育て支援制度利用経験の関連要因

次に，紙幅の都合で表は省略するが，分析対象を子どもがいる者に限定し，結婚・出産

関連属性や配偶者の属性に関する関連要因も含んだ分析結果を各種制度の利用経験につい

て順次みることにする．

まず，「1産前・産後休業」については日本とシンガポールの男性で妻が正規就業の場

合に利用する傾向がある．また，日本の男性の妻が公的部門被用者の場合と韓国の男性が

公的部門被用者の場合に利用する傾向があり，日本の女性が専門職と正規就業の場合とシ

ンガポールの男性の妻が専門職と正規就業の場合に利用する傾向があることから，両国で

就業継続が可能な恵まれた女性が産休を取得する傾向があることが窺われる．日本の有配

偶女性では夫の親と同居する者で産休の利用が多いが，恐らく同居により就業継続が容易

になったことを示すのであろう．
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「2育児休業」の利用経験についても日本とシンガポールでは恵まれた女性が育休を取

得している可能性が示されているが，韓国の場合はそうとも言えないような結果がみられ

る．しかし，韓国で忠清北道居住，日本で中国・四国地方居住が産休の場合と同様に取得

に正の効果をもっているのは有利な労働条件を示すようには思われない．また，日韓の男

性，シンガポールの女性で長めの通勤時間が育休取得に対して正の効果をもつのも同様で

あろう．

「3父親休暇」については日本の男性の場合，妻が低学歴の者と妻が失業の者で父親休

暇の利用経験が多いというのは解釈しにくいところがある．妻が不安定な雇用条件で働い

ていたため，父親休暇を利用して育児をすることになったということなのであろうか．日

本の女性の場合は育休の場合と同様に正の効果をもつ仏教を別として，逆に妻が安定した

雇用条件で働いていることを示唆するような属性が正の効果をもっているのでなおさら理

解が難しい．韓国の男性において農業従事者や専門職が父親休暇を利用したというのももっ

ともらしい結果であるし，長時間労働の者で日頃，育児ができないために利用するという

のも解釈可能であろう．シンガポールの男女で西部居住が父親休暇取得だけでなく，短時

間勤務制度の利用経験に対して正の効果をもっているのは居住地での利用可能性を示すの

ではなく，居住者の階層を示すのであろう．

「4短時間勤務」については，韓国とシンガポールの男性で妻の週当たりの就業時間が

21～40時間の場合，実家がやや遠い場合，特定の地方に居住する場合に利用経験が多くな

り，両国の女性の場合は特定の地方に居住する場合に利用経験が多くなる傾向がある．日

本の男性では公的部門被用者で短時間勤務の利用経験が多い傾向があるが，（恐らく妻も

公的部門被用者で）妻が短時間勤務の制度を利用した可能性が高いが，本人も制度を利用

した可能性も否定できない．日本の女性では高卒者，農業従事者，民間部門被用者，高所

得世帯の世帯員で短時間勤務の制度を利用した可能性が高いが，統一的に解釈するのは難

しい．

「5子ども看護休暇」については3カ国のいずれにおいてもあまり普及していない制度

なので，特に女性についての結果が不安定で解釈が難しい．日本の男女と韓国とシンガポー

ルの男性で有意な結果が出ているが，日本の男性の場合，長時間労働の者と高所得につい

ては時間的制約があったり，経済的余裕があったりということで本人または妻による子ど

もの看護休暇の利用が多いということだと解釈できる．また，妻が公的部門被用者の場合

も就業継続がしやすく，利用しやすいためだと思われる．また，妻が低学歴の場合は不安

定な労働条件であるため，本人が子ども看護休暇を利用する可能性が高まると解釈できる．

しかし，他の属性をもつ者については解釈が難しい．韓国の男性の公的部門被用者とやや

長時間労働の者についても日本の男性の場合と同様の解釈が成り立つであろうが，他の属

性については解釈が難しい．シンガポールの有配偶男性の場合は宗教のみが有意な効果を

もつということでさらに解釈が難しい．

「6保育所」の利用経験については韓国の男性以外で有意な結果がみられる．日本の男

性では妻が正規就業者の場合，保育所の利用経験が多くなるが，保育所に入所の際の優先
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順位が高まるので当然であろう．日本の女性で労働時間がフルタイム就業を表すような場

合に，保育所に入所の際の優先順位が高くなるということで解釈が可能である．男性で農

村居住，女性で中国・四国地方居住の場合に保育所利用経験が多くなるのは入所の競争率

が低く，入りやすいことを示す可能性がある．韓国の女性で中小都市，大田，忠清北道に

居住する場合に保育所の利用が多くなるのも同様の理由だとも解釈できるが，高学歴者で

保育所利用が多いのは就業継続との関係で解釈可能であろう．シンガポールの男女のほか，

日本の女性でも同棲経験が保育所利用経験を増やす傾向がみられるが，未婚の母が入所に

際して優遇される可能性があるためか，価値観の影響なのかは判断できない．シンガポー

ルでは民族・宗教の影響を別として，韓国の女性の場合と同様，男女の高学歴者で保育所

利用が多いのは，就業継続との関係で解釈可能であろう．しかし，逆方向の因果関係，夫

の短めの労働時間や通勤時間のおかげで夫の支援が得やすいために保育所を利用して就業

継続できたことを示すような効果も見受けられる．

「7家庭保育」については3カ国のいずれにおいてもほとんど普及していない制度なの

で韓国で有意な結果が出ていないし，他の2カ国でも有意な変数が少ない．日本の男性で

は公的部門被用者，長時間労働の者で利用経験が多いが，日本の女性でも高学歴とやや長

時間労働の場合も同様であるが，夫婦のいずれもが保育所への送り迎えができないために

家庭保育を利用せざるを得ない可能性がある．しかし，離死別女性の場合は保育所に入れ

ないため，家庭保育利用している可能性も考えられる．日本の女性では東京都居住者で利

用経験をもつ傾向があるが，そのような制度をもつ特別区があるためであろう．シンガポー

ルの男性では妻が長時間労働の者で家庭保育の利用経験が多いが，保育所等の施設への送

り迎えが難しいためかと思われる．シンガポールの女性では夫の通勤時間が長い者のほか，

正規就業者や高所得世帯の世帯員や高級住宅街がある地域の居住者といった恵まれた者で

家庭保育の利用経験が多いが，時間的制約と経済的余裕によるものと解釈できる．

「8家事労働者」については日本では利用経験頻度が低いし，韓国でもそれほど高くな

いが，韓国の男性では恵まれた階層や長時間労働の者が利用している可能性と同時に，農

業従事者や一部の都市居住者のように利用可能性が高い場合に利用している傾向が見られ

る．韓国の男性ではカトリックの場合，韓国の女性では宗教がある場合，シンガポールの

女性ではプロテスタントの場合に家事労働者の利用経験が増えるが，宗教については価値

観を示すのか，社会階層を示すのか，寺院・教会のネットワークを通じた採用のしやすさ

を示すのかがわからない．シンガポールでは恵まれた女性で家事労働者を利用する可能性

が高いが，経済的余裕があることを反映しているように思われる．

「9企業内託児所」については日本の男性においては比較的長時間労働の者，妻が正規

就業の者で利用経験が多い．妻が正規就業者であると企業内託児所が利用できる可能性が

高いのは当然であろう．韓国では有意な変数がないが，シンガポールの男女では宗教の正

の効果が見られるものの，価値観を示すのか，社会階層を示すのか，寺院・教会のネット

ワークを通じた就職を示すのかがわからない．有配偶男性で妻が長時間労働の場合に企業

内託児所の利用が多いのは，一般の保育所等の施設への送り迎えが難しいためかと思われ
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る．女性では高学歴者と正規就業者で企業内保育所の利用経験が多いが，就業継続の可能

性が高いであろうし，企業内託児所を利用できる可能性が当然，高くなるためであろう．

「10幼稚園」については3カ国で利用経験の割合が高いが，日本の男女では2子以上

の者，シンガポールの女性では3子以上の者が利用している可能性が高い．日本では恵ま

れた階層の夫婦が利用している可能性が高いが，妻が正規就業の場合に低くなるのは送り

迎えが難しいためであろう．恐らく妻が結婚・出産退職により少なくとも子どもの就学前

の時期は専業主婦化する可能性が高まり，幼稚園の利用経験が増えるものと思われる．韓

国の男女ともに負の効果をもつ変数が有意になる傾向があるため，はっきり言えないが，

恵まれない階層の夫婦が幼稚園を利用しない可能性が高い．シンガポールでも恵まれない

階層の夫婦が幼稚園を利用せず，比較的恵まれた階層の夫婦が利用している可能性が窺わ

れる．

「11放課後児童クラブ」については日本の男性で妻が公的部門・民間部門の被用者の

場合に利用経験が多いが，子どもが就学期に入ってから妻が労働市場に再参入し，放課後

児童クラブを利用する可能性が高まったのではないかと思われる．韓国では男女ともに釜

山・蔚山で放課後児童クラブの利用経験が多いが，夫婦共働きが多い地域なのかもしれな

い．韓国の女性では宗教の正の効果も見られるが，価値観を示すのか，社会階層を示すの

か，寺院・教会のネットワークを示すのかがわからない．

「12子育て支援サービス」については日本だけ利用経験割合が高く，他の国に同様な

ものがあるのかどうかがわからない．日本でも比較的最近，東京都を中心に広がったもの

であるためなのか，30代の男女や東京都居住の女性で利用経験が多い．また，高学歴でも

経済的には十分に恵まれていない夫婦が利用している可能性がある．分析結果をみると，

韓国やシンガポールでは福祉サービス的な色彩があるのかもしれない．韓国の場合は，そ

のようなサービスが教会を中心に供給されている可能性も窺われる．

「14特にない」については3カ国の男女で比較的高い割合で選択されているが，これ

は各種の子育て支援制度の利用資格があって制度を利用している場合，利用資格または知

識がなくて利用できない場合，物理的または金銭的な利用可能性が低くて利用できない場

合を含むように思われる．日本の女性で公的部門被用者の場合やシンガポールの男性で妻

が専門職や正規就業者の場合にこの回答が少ないのは，子育て支援制度の利用資格があっ

て制度を利用しているためであろう．また，日本の女性で労働時間が短めの場合や韓国の

男性で高卒の場合や女性で夫が高卒の場合にこの割合が高いのは，利用資格または知識が

なくて利用できないのであろう．さらに，韓国の男女で農村やソウルに居住する場合やシ

ンガポールの女性で中所得の場合にこの回答が多いのは各種の子育て支援制度の利用可能

性が低いためであろう．

全体的に就業関連変数，特に年齢5歳階級との交差項が意外に子育て支援制度の利用経

験に関連していることが目に付く．労働時間の家族形成意識・行動に対する予想外の影響

については拙稿（小島 2009b）でも見いだされているが，因果関係が逆方向の可能性も

あるので，注意が必要かも知れない．また，3カ国での地方の影響も無視できないし，韓
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国とシンガポールでは宗教関連変数の影響も無視できない．特に日本における宗教の影響

も予想外であるが，地方や宗教の影響については因果関係が逆方向の可能性は低いものと

思われる．

3． 比較可能なモデルによるロジット分析

そこで，表3～5により，逆方向の因果関係の可能性が低いと思われる年齢，学歴，宗

教，居住地特性（シンガポールは民族・国籍），地方を独立変数とした，ある程度比較可

能なモデルによる2項ロジット分析の結果を示すことにする．ここでは3カ国で利用経験

の頻度が比較的高い「1産前・産後休業」「2育児休業」「6保育所」「10幼稚園」「14特

にない」を各国共通の従属変数とし，日本ではその他に利用経験の頻度が高い「12子育

て支援サービス」，シンガポールでは「3父親休暇」と「8家事労働者」を追加的な従属

変数とした．

� 日本における子育て支援制度利用経験の関連要因

まず，表3により日本の20～49歳男女における子育て支援制度利用経験の関連要因の効

果をみると，この分析が子どもの有無に関わらず，20～49歳の男女と対象とするため，日

本では20代（結婚・出産経験者が少ない）の負の効果を除き年齢の影響が男女で異なる．

男性の場合，「1産前・産後休業」，「2育児休業」，「11放課後児童クラブ」の利用経験が

40代後半で少なくなっているのに対して，「6保育所」と「10幼稚園」の利用経験は多く

なっており，「1.57ショック」（それにより子育て支援策が改善される前の状況）の影響か

男女雇用機会均等法の影響を示しているようにも思われる．「12子育て支援サービス」の

利用経験は30代で多いが，このサービスが供給され始めたのが比較的最近であることによ

ると思われる．なお，「14特にない」の回答については年齢が有意な効果を持たない．

しかし，均等法の影響がはっきり表れてもおかしくない女性については年齢の影響が男

性と必ずしも同じではなく，産休，保育所，幼稚園，児童クラブの利用経験は子どもの年

齢を反映してか20代や30代前半で少なくなっており，均等法の影響というよりも「1.57ショッ

ク」後の子育て支援策改善の影響を示しているようにも見受けられる．また，子育て支援

サービスは導入時期を反映してか30代前半で利用経験が多くなっている．なお，「14特に

ない」の回答が30代後半と40代前半で少ないことも「1.57ショック」の影響の可能性が大

きいことをうかがわせる．

学歴の影響についてみると，男性の場合は有意水準を別として低学歴と高学歴の効果が

産休を除く各種の子育て支援策に対して同じ符号であるが，女性ではそうでないことが多

い．男性では低学歴が保育所利用経験に正の効果をもつが，高学歴は幼稚園と子育て支援

サービスの利用経験に正の効果をもつ．女性では保育所と幼稚園の利用経験に低学歴が正

の効果をもち，保育所と児童クラブの利用経験に高学歴が負の効果をもっている．男女い

ずれにおいても有意でないが学歴が高くなるほど産休の利用経験が多くなる傾向がある．

したがって，高学歴女性は産休と育休を利用して保育所や児童クラブを利用しない傾向が
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表3 日本の男女における子育て支援制度利用経験の関連要因：２項ロジット分析結果

独立変数 日本男性

カテゴリー 1）産前･産後
休業

2）育児休業 6）保育所 10）幼稚園 11）放課後児
童クラブ（?）

14）特にない 12）子育て支
援サービス（?）

定数項 -3.0673*** -2.7684*** -0.9761* -0.1553 -1.5568* -1.5545* -3.5245***
年齢階級

20-29歳 -1.4258* -0.8474 -2.2055*** -4.2418*** -13.4447$ -0.4051 -0.3486
30-34歳 0.9873* 0.8495& -0.3463 -2.1273*** -1.5676# -0.4308 1.1523#
35-39歳 0.8427# 1.3436* -0.4715& -0.9339** 0.1238 0.3409 1.1728#
40-44歳 1.0703* 1.2281* -0.4304 -0.3748 0.7073& 0.1104 0.6271

学歴
低学歴 -0.7431 -1.5057& 0.7535& 0.3662 -0.4607 -1.0881 0.2568
高学歴 0.3366 -0.0345 0.2525 0.4500# -0.1036 -0.4856& 1.2223**

宗教
仏教 0.1201 -0.0656 -0.1937 -0.2194 -0.5688& -0.0697 -0.1904

居住地特性
大都市 -0.6120& -0.8845# -0.1934 -0.0091 0.1190 -0.0138 -0.8254#
農村 -0.0772 0.1288 0.7504* 0.4092 -0.1596 -1.1292& 0.2590

地方
北海道 0.1537 -0.0735 0.1207 1.4673＊ -1.3687 -1.4871& 0.8398
東北 1.4629* 0.9132& 0.8643# 0.0726 0.4097 -1.2519& -12.7388$
関東・信越 0.6204 -0.2976 -0.1004 -0.1811 -0.6538 -0.6883& 0.2764
東京都 0.6385 -0.1847 0.0394 -0.1917 -1.5011& -0.8698 -0.0635
近畿 0.7076 0.3896 0.2530 0.6790& -0.4231 -0.2139 -0.2732
中国・四国 1.4069* 0.8195& 0.6283& -0.3090 -1.6000& -0.0845 -0.0200
九州・沖縄 0.9912# 0.3384 0.6230& 0.4028 0.1916 -0.1809 0.3277

N 508 508 508 508 508 508 508
LLR 58.4184*** 44.0569*** 59.7408*** 141.8714*** 51.0875*** 14.7729 45.8662***
d.f. 16 16 16 16 16 16 16

独立変数 日本女性
カテゴリー 1）産前･産後

休業 2）育児休業 6）保育所 10）幼稚園 11）放課後児
童クラブ 14）特にない 12）子育て支

援サービス

定数項 -1.2188＊ -1.8714** 0.2194 -0.9909* -0.6576 -1.2468* -1.9989**
年齢階級

20-29歳 -0.7229＆ -0.1600 -2.0783*** -2.2502*** -2.7598*** -0.9692* -0.2115
30-34歳 0.0701 0.6065 -0.6791# -0.7546# -1.0343# -0.1080 1.2896*
35-39歳 -0.1542 0.1592 -0.4246 0.3967 -0.4913 -0.7180& 0.7465
40-44歳 0.0203 0.0350 -0.3309 0.5001& 0.1322 -0.8802& 0.1458

学歴
低学歴 -0.4530 0.0350 1.3080* 0.9291& -0.0520 0.6097 0.4487
高学歴 0.3045 0.4811& -0.4205# 0.2681 -0.4459& -0.3367 -0.1926

宗教
仏教 -0.0271 -0.0366 -0.4351# 0.1339 -0.3072 0.0675 -0.3319

居住地特性
大都市 -0.6876# -0.3546 -0.7357* 0.0148 -0.4997 0.8121* -1.1463*
農村 -0.5546 -0.7204 0.2500 -0.3842 -1.1734& 0.0468 0.3805

地方
北海道 0.0010 -0.6530 0.0162 0.1115 -0.1701 -1.2018& 0.1221
東北 0.0465 -0.5217 0.2828 0.0882 -0.4376 -0.4871 0.1092
関東・信越 0.0222 -0.5800& -0.2869 0.0480 -0.8261& -0.0283 -0.0485
東京都 -0.4567 -0.5285 0.6418 0.9017# 0.3469 -1.4800# 2.0642***
近畿 -0.9807# -1.3327* -0.2222 0.5166 -0.3742 0.2201 -0.8252&
中国・四国 -0.2674 -0.1715 0.7918# -0.0829 -0.7321 -0.3897 -1.2464&
九州・沖縄 -0.4921 -0.8972& -0.4298 0.5920& -0.6454 -0.9463& -0.2979

N 491 491 491 491 491 491 491
LLR 22.2331 14.9873 64.4349*** 94.2115*** 36.412** 25.5518# 48.36***
d.f. 16 16 16 16 16 16 16

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） & p<0.20,#p<0.10,*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001,$少数例

（?）モデルの当てはめの妥当性が疑わしい



あるが，低学歴女性は保育所，幼稚園を利用する傾向がある．なお，「14特にない」の回

答は高学歴男性で少ないが，これは知識があるためとも考えられる．

仏教は男性で放課後児童クラブの利用経験に負の効果をもっているのに対して，女性で

は保育所利用経験に負の効果をもっている．これは地方の基準カテゴリーが東海・北陸で

あることから，北陸地方での仏教の影響を反映している可能性がある．居住地特性につい

てみると，男性では大都市居住が産休，育休，子育て支援サービスの利用経験に負の効果

をもつが，女性では産休，保育所，子育て支援サービスの利用経験に負の効果をもち，大

都市では子育て支援サービスの利用経験が少ないことを示している．しかし，農村でも必

ずしも利用経験が多いわけではなく，男性で保育所の利用経験が多いだけで，女性ではで

児童クラブの利用経験が少ないが，一部の農村の場合では保育所が幼稚園の代わりとなっ

ている可能性が示唆される．なお，「14特にない」の回答は農村の男性で少なく，大都市

の女性で多く，大都市では子育て支援サービスが利用しにくいことを示しているように見

受けられる．全般的にみると，子育て支援サービスは中小都市で利用しやすいようである．

地方が子育て支援サービスの利用可能性，結婚・出産の可能性，価値観，相対価格，そ

れ以外のいずれを表すかは判断が難しいところである．また，この地方区分はカテゴリー

変数として提供されたもので，変えられないため，基準カテゴリーの東海・北陸を含め，

このまま使うしかない．男性では産休，育休，保育所の利用経験が多い地域が類似してお

り，東北と中国・四国での居住の場合，いずれも利用経験が多く，九州・沖縄での居住の

場合，産休と保育所の利用経験が多い．幼稚園の利用経験は北海道と近畿で多く，児童ク

ラブの利用経験は東京都と中国・四国で少ない．なお，「14特にない」の回答は北海道，

東北，関東・信越（東京都を除く）で少ない．

しかし，男女で共通点は少なく，女性の場合，産休は近畿で利用経験が少なく，育休は

関東・信越，近畿，九州・沖縄で利用経験が少ない．保育所の利用経験だけは男性と同様，

中国・四国で多いが，幼稚園の利用経験は東京都と九州・沖縄で多く，児童クラブの利用

経験は関東・信越で少ない．子育て支援サービスの利用経験についても男性とは異なり，

東京都での居住がかなり大きな正の効果をもち，近畿，中国・四国での居住が負の効果を

もつ．なお，「14特にない」の回答は北海道，東京都，九州・沖縄で少なく，北海道居住

の負の効果だけが男性と共通している．

� 韓国における子育て支援制度利用経験の関連要因

表4は韓国の20～49歳男女における子育て支援制度利用経験の関連要因の効果を示すが，

幼稚園を除き，利用経験のレベルが日本とシンガポールよりもかなり低いし，学歴の申告

が不正確であるし，地方区分が多すぎるため，独立変数が少なめのデルを用いた分析結果

となっている．まず年齢の効果をみると，日本の場合と同様，この分析が子どもの有無に

関わらず，20～49歳の男女と対象とするため，20代（結婚・出産経験者が少ない）の負の

効果が男女を問わず全体的にみられるし，晩婚化・晩産化の結果として30代前半の負の効

果もしばしばみられる．男女いずれにおいても「1産前・産後休業」の利用経験が30代後
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表4 韓国の男女における子育て支援制度利用経験の関連要因：２項ロジット分析結果

独立変数 韓国男性

カテゴリー 1）産前・産後
休業

2）育児休業 6）保育所 10）幼稚園 11）放課後児
童クラブ（?）

14）特にない

定数項 -2.5927*** -4.1164*** -1.1308* 0.5793& -2.7139** -0.9364*

年齢階級

20-29歳 -1.0120& -1.5545# -3.3359** -4.9604*** -13.7906$ -2.9039***

30-34歳 -0.4747 -0.9678 -0.9705# -3.4728*** -13.6242$ -0.8886*

35-39歳 0.8891& -0.7923 -0.0285 -0.2245 -0.8615& -0.9253*

40-44歳 0.7338 -0.1284 -0.4660 -0.2759 -0.1044 -0.0685

学歴

高学歴 0.0987 1.5180# 0.1110 0.6581* -0.7741& -0.7295**

宗教

仏教 0.5899 0.8399& 0.3023 -0.1115 -0.2640 -0.1102

プロテスタント -0.3741 -0.1912 -0.4683 -0.7939* -0.0955 0.4773&

居住地特性

大都市 -1.2253* 0.3089 -1.5364** 0.0266 2.1584** -0.0514

農村 0.5757 1.3819& -1.1790 -1.3936# 0.9239 1.1874#

地方

ソウル 0.6128 -1.3622 0.1164 -0.7933* -1.9798* 1.1062**

京畿道 -0.7518& -1.2910 -0.3274 -0.7078* 0.7432 0.5193&

N 510 510 510 510 510 510

LLR 22.4594* 18.1013# 43.0111*** 227.3313*** 50.5542*** 77.2255***

d.f. 11 11 11 11 11 11

独立変数 韓国女性

カテゴリー 1）産前・産後
休業 2）育児休業（?） 6）保育所（?） 10）幼稚園 11）放課後児

童クラブ 14）特にない

定数項 -1.9165*** -3.0169*** -1.9844*** 0.8343* -2.2922*** -1.5789***

年齢階級

20-29歳 -1.0462& -0.9973 -2.8365** -3.5934*** -3.1570** -1.6950**

30-34歳 0.1341 -11.9877$ -0.2737 -1.8923*** -1.5901# -0.3616

35-39歳 0.7524& 0.6042 0.5832 -0.2697 -0.2941 -0.3138

40-44歳 0.3030 -0.0712 0.5525 0.4134 -0.7894& -0.1213

学歴

高学歴 -0.0627 -0.1409 0.5038& 0.0244 -0.1141 -0.6515*

宗教

仏教 0.5651& 0.8234& 0.3049 0.6064* 0.8128* 0.0770

プロテスタント 0.6683& 0.3572 0.2161 0.1760 -0.9318& -0.4293

居住地特性

大都市 -1.5355** -0.5928 -1.6248** -0.1011 0.9531# 0.1103

農村 -0.3766 0.1258 -13.6337$ -2.2422** 0.7357 2.7703***

地方

ソウル 0.1037 0.2277 0.3797 -1.2854*** -0.5568 1.4013***

京畿道 -1.0183* -1.1735& -0.1377 -0.4931& 0.2226 0.4689

N 486 486 486 486 486 486

LLR 31.4238*** 15.0296& 49.9334*** 201.3141*** 42.7663*** 61.3045***

d.f. 11 11 11 11 11 11

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） & p<0.20,#p<0.10,*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001,$少数例

（?）モデルの当てはめの妥当性が疑わしい



半で多いが，これは出産適齢期にしてはやや高いので，1997年以降のIMF危機の影響を

受けた「88万ウオン世代」で産休を取れるような正規の仕事についていないことによる影

響があるとも考えられる．また，40代前半の女性で「11放課後児童クラブ」の利用経験

が少ないが，進歩的と言われる「386（486）世代」の女性が教育熱心で子どもを塾等に行

かせるようになった可能性も考えられる．なお，「14特にない」の回答は男性では20代と

30代，女性では20代で少なく，不可解であるが，子どもがいる者だけの分析結果をみると，

20代後半の男性を除き，子どもがいない者がそのような回答をしなかったことが示されて

いるので，子どもをもたない者が子ども時代に利用した経験も含めて回答している可能性

もある．

学歴の影響についてみると，男性の高学歴者は「2育児休業」と「10幼稚園」の利用

経験が多く，児童クラブの利用経験が少ないが，女性の高学歴者は「6保育所」の利用経

験が多い．「14特にない」の回答は予想される通り，高学歴者で少ない．韓国では日本よ

り宗教の影響が大きく，育休は男女とも仏教徒の利用経験が多く，女性の仏教徒は産休，

幼稚園，児童クラブの利用経験も多い．プロテスタント信者の場合，男性では幼稚園の利

用経験が少ないが，女性では産休の利用経験が多く，児童クラブの利用経験が少ない．な

お，「14特にない」の回答は男性のプロテスタント信者で少ない．宗教が価値観を示すの

か，社会階層を示すのか，寺院・教会のネットワークを示すのかがわからないが，地方区

分が少ないことから日本の場合と同様，地方の影響を反映している可能性も考えられる．

居住地特性についてみると，男女いずれにおいても大都市居住が児童クラブの利用経験

に正の効果をもつが，産休と保育所の利用経験に負の効果をもつ．しかし，農村でも必ず

しも利用経験が多いわけではなく，男性で育休の利用経験が多いだけで，男女いずれにお

いても幼稚園の利用経験が少なく，「14特にない」の回答が多い．大都市では児童クラブ

以外の子育て支援サービスが利用しにくいことを示しているように見受けられる．他方，

地方の効果をみると，ソウルでは男女とも幼稚園の利用経験は少なく，男性では児童クラ

ブの利用経験も少なく，「14特にない」の回答が多い．また，ソウル周辺部の京畿道では

男女とも産休と幼稚園の利用経験が少なく，女性では育休の利用経験も少ないし，男性で

は「14特にない」の回答が多い．全般的にみると，子育て支援サービスはソウル首都圏

以外の中小都市や一部の大都市で利用しやすいようである．

� シンガポールにおける子育て支援制度利用経験の関連要因

表5によりシンガポールの20～49歳男女における子育て支援制度利用経験の関連要因の

効果をみると，幼稚園を除き，利用経験のレベルが日本や韓国よりもかなり高いが，多様

性があるためか，各種属性による差異も予想外にある．まず年齢の効果をみると，日韓の

場合と同様，この分析が子どもの有無に関わらず，20～49歳の男女と対象とするため，20

代（結婚・出産経験者が少ない）の負の効果が男女を問わず全体的にみられるし，男性で

は利用する子どもの年齢に対応して「10幼稚園」と「11放課後児童クラブ」の利用経験

に対する30代前半の負の効果がみられる．男性では30代後半，女性では30代全体が「2育
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表5 シンガポールの男女における子育て支援制度利用経験の関連要因：２項ロジット分析結果

独立変数 シンガポール男性

カテゴリー 1）産前・産後
休業

2）育児休業 6）保育所 10）幼稚園 11）放課後児
童クラブ（?）

14）特にない 3）父親休暇
（?）

8）家事労働者

定数項 -1.7662*** -1.9658*** -2.9535*** -1.6226** -4.3039*** -0.5969 -3.5282*** -2.0628**
年齢階級
20-29歳 -2.5169*** -1.9426*** -3.4308** -3.0675*** -3.0722** -2.9231*** -1.8571*** -2.4358***
30-34歳 -0.3380 -0.2313 0.0782 -1.1850** -2.3645* -2.4534** 0.1563 -0.0008
35-39歳 0.3788 0.8053# 0.5988& 0.3275 0.3524 -1.6661** 0.3432 -0.1841
40-44歳 0.3363 -0.0813 0.6041& 0.2476 0.0385 -0.4086 0.0872 0.0198
学歴
低学歴 0.3298 0.0268 0.6570& 0.7719* 0.5661 -0.0495 0.3775 -0.5162
高学歴 0.6873* 0.6177& 1.2297** 0.5128& 0.1538 -0.7908& 0.5102& 0.6303#
宗教
仏教 0.0103 -0.3676 0.0250 0.2424 0.1272 -0.6505 0.5733& -0.6719&
プロテスタント 1.2063** 0.4836 0.6451 0.7121& -1.4249 -0.2604 0.9778# 1.3078**
カトリック 1.0081* -1.0706& 0.1026 0.7216& 1.2903# -0.3457 0.6405 1.1450*
イスラム教 -0.0641 -1.3960 1.3484 -0.1132 -0.2139 -1.8171 0.8684 1.5009&
道教 0.2392 -1.2535 0.8731 -0.3195 -0.4818 0.2196 -1.0185 0.2519
ヒンドゥー教 1.0120 -0.7377 -0.7799 0.6357 -11.5228$ -1.4810 14.4050$ 2.3605&
民族
インド系 0.7074 1.3831 -2.2577# -0.1429 0.0023 2.1896& -0.1233 -1.6919&
マレー系 -1.3308& 0.5317 -0.9478 -0.2120 0.0573 2.4567* -13.4923$ -2.2118&
国籍
外国 -0.2623 -0.2064 -0.3864 -0.9387* -2.1820* 1.6245** 0.0488 -0.9076#
地方
北部 1.2570** 0.2095 0.6464 -0.1540 0.1753 -0.2064 0.2942 0.8992&
東部 1.2507** -0.2146 1.1399* 0.7469# 2.4500* -1.1196# 1.1454# 1.1594*
中南部 0.6085& 0.6630& 0.0895 -0.3364 2.1626# -0.8980& 0.9625& 0.3900
西部 0.6681# 0.9746* 0.5922 0.2281 2.7838** -1.1317# 2.2708*** 0.8052&

N 506 506 506 506 506 506 506 506
LLR 138.8794*** 63.8532*** 97.6722*** 110.8703*** 72.6547*** 61.4149*** 84.4848*** 96.0813***
d.f. 19 19 19 19 19 19 19 19
独立変数 シンガポール女性
カテゴリー 1）産前・産後

休業
2）育児休業
（?） 6）保育所 10）幼稚園 11）放課後児

童クラブ（?）14）特にない（?）3）父親休暇 8）家事労働者
（?）

定数項 0.2386 -2.1673*** -2.4183*** -1.5314** -2.5893** -2.8943*** -2.5891*** -1.6467**
年齢階級
20-29歳 -1.7863*** -0.0682 -0.9821& -1.9921*** -2.8430** -1.6305* -0.9918# -2.7102***
30-34歳 -0.0445 1.1881** 0.5921 -0.3487 -0.2987 -0.6325 -0.5153 -0.2045
35-39歳 -0.2300 0.8780* 0.5454 -0.0510 -0.6091 0.0871 0.0879 -0.1823
40-44歳 -0.2136 0.2429 0.8007# 0.0677 -0.1829 -0.5408 -1.1555* -0.3782
学歴
低学歴 0.0014 0.0837 -0.3751 0.3799 0.7514& 0.5404 -0.0203 -0.2544
高学歴 0.4104& 0.6996# 0.4679 0.4278 0.5612 -0.3301 0.7765# 1.3024**
宗教
仏教 -0.1516 -0.0474 -0.1033 0.3165 -0.2317 0.0193 -0.4527 0.2229
プロテスタント -0.1020 -0.8526& -0.6776 0.5916& 0.2299 -1.0989 -0.5326 1.0109*
カトリック -0.7018& -0.5894 -1.3814# 0.3834 -1.5019& 0.6168 0.2200 0.5935
イスラム教 -0.3693 -0.2223 -0.5196 -0.1451 -10.0113$ 1.1541 -0.0196 -11.5773$
道教 0.2260 0.5732 1.1570# 0.7319 -0.6064 -11.9960$ -0.3900 0.8357
ヒンドゥー教 -0.5080 11.2838$ -0.7618 0.0662 0.8670 13.1665$ -1.2248 -1.1713
民族
インド系 0.1433 -0.1825 0.1292 1.2005 10.5072$ -0.2014 0.4753 11.1046$
マレー系 -0.2494 -11.8865$ 1.1770 0.4139 0.5650 -12.1793$ 0.8526 0.3854
国籍
外国 -0.2994 -0.4900& -0.9464* 0.0319 -1.2631* 0.9162* 0.4636 -1.1058*
地方
北部 -0.6267# 0.1669 -0.2057 -0.5175 -1.4295& 0.8718& 0.1871 -0.2181
東部 0.1311 -0.2665 0.7067& 0.5514& 0.6004 -0.5259 -0.4458 -0.2649
中南部 -0.5044& 0.3829 0.8238& -0.2381 -0.7747 1.0409# 0.9289& 0.7422&
西部 -0.1114 -0.0020 0.8074& 0.2369 1.3730* 0.3303 1.9262*** 0.0307

N 492 492 492 492 492 492 492 492
LLR 55.3195*** 34.6042* 44.25*** 60.396*** 70.0827*** 50.0807*** 62.4083*** 87.5172***
d.f. 19 19 19 19 19 19 19 19

（資料）内閣府「アジア地域における少子化対策の比較調査研究」付帯調査（2009年）ミクロデータ
（注） & p<0.20,#p<0.10,*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001,$少数例

（?）モデルの当てはめの妥当性が疑わしい



児休業」の利用経験に対して正の効果をもつのに対して，男性では30代後半と40代前半，

女性では40代前半が「6保育所」の利用経験に対する正の効果をもっており，2000年頃か

らの育児休業制度の整備によって一部の者が保育所から育児休業に乗り換えた可能性が窺

われる．女性では40代前半で「3父親休暇」の利用経験が特に少ないが，夫である40代男

性で利用可能な者が少なかったためだと思われるが，男性では二つの年齢階級に分かれて

いるためか，有意な効果がみられない．

学歴の影響についてみると，男女いずれにおいても有意水準を別として高学歴が保育所

と幼稚園の利用経験に対して正の効果をもち，低学歴も有意なものは正の効果をもつ傾向

がある．低学歴は男性では保育所と幼稚園の利用経験に対して正の効果をもち，女性では

児童クラブの利用経験に対して正の効果をもつ．高学歴は男性では児童クラブ以外の利用

経験に対して正の効果をもち，女性では産休，育休，父親休暇，家事労働者の利用経験に

対して正の効果をもつ．

宗教の影響は男性における家事労働者の利用経験で顕著にみられ，仏教徒は利用経験が

少ないが，プロテスタント信者，カトリック信者，イスラム教徒，ヒンドゥー教徒で利用

経験が多い．そのほか，男性では仏教徒で父親休暇の利用経験が多く，プロテスタント信

者で産休，幼稚園，父親休暇の利用経験が多い．また，男性のカトリック信者で産休と児

童クラブの利用経験が多いが，育休の利用経験が少ない．女性ではプロテスタント信者で

幼稚園と家事労働者の利用経験が多いが，男性同様，育休の利用経験が少ない．女性のカ

トリック信者は男性の場合とは逆に産休の利用経験が少ないだけでなく，保育所，児童ク

ラブの利用経験も少ない．

民族の有意な影響が女性ではみられないが，男性ではみられる．インド系男性は保育所

と家事労働者の利用経験が少なく，マレー系男性は産休と家事労働者の利用経験が少ない

が，いずれにおいても「14特にない」の回答が多い．全般的に外国人は育児支援サービ

スを利用しない傾向があるが，有意なものについてみると，外国人男性は幼稚園，児童ク

ラブ，家事労働者の利用経験が少なく，「14特にない」の回答が多いが，外国人女性は育

休，保育所，児童クラブの利用が少ない．

シンガポールでは地方というより，地区という方が妥当かもしれないが，北東部を基準

カテゴリーとしたことにもよるのか，地区による利用経験の相違が予想外に大きい．男女

いずれにおいても比較的恵まれた階層が住む住宅地があると言われる東部，中南部，西部

で子育て支援制度の利用経験が比較的多いように見受けられる．そのため，北部居住の男

性の場合，産休と家事労働者の利用経験だけが多い一方，東部居住の男性の場合は産休，

保育所，幼稚園，児童クラブ，父親休暇，家事労働者の利用経験が多く，中南部居住の男

性の場合は産休，育休，児童クラブ，父親休暇の利用経験が多く，西部居住の男性の場合

は産休，育休，児童クラブ，父親休暇，家事労働者の利用経験が多い．「14特にない」の

回答は男性ではこれら3地区居住者で少ないが，女性では北部と中南部で多い．女性につ

いてみると，北部居住の女性は産休と児童クラブの利用経験が少ない一方，東部居住の女

性は保育所と幼稚園の利用経験が多く，中南部居住の女性は産休の利用経験が少ないもの
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の保育所，父親休暇，家事労働者の利用経験が多く，西部居住の女性は保育所，児童クラ

ブ，父親休暇の利用経験が多い．

� 有子男女に関する結果との相違点

紙幅の都合で表は省略するが，表3～5に対応する3カ国の20～49歳有子男女における

子育て支援制度利用経験の関連要因の分析結果をみると，正の効果をもつようになりがち

な年齢の効果を除き，比較的類似している．しかし，結婚・出産への効果を通じた効果が

なくなるためか，若干の変化もある．日本の男性では産休利用経験に対する大都市居住の

負の効果が有意でなくなる一方，関東・信越での居住の正の効果が有意になるが，これは

大都市居住や関東・信越居住の結婚・出産への負の効果がなくなるためとも考えられる．

児童クラブ利用経験に対する東京都居住の負の効果が有意でなくなる一方，北海道居住の

負の効果が有意になるのも，結婚・出産に対する東京居住の負の効果と北海道居住の正の

効果がなくなるためと考えられる．日本の女性では産休利用経験に対する高学歴の正の効

果と農村居住の負の効果が有意になるが，前者については同様であるにしても，後者につ

いては別の要因によるものと思われる．保育所利用経験に対する東京都居住の正の効果が

有意になったり，幼稚園利用経験に対する近畿居住の正の効果が有意になったりするのも

別の要因によるのであろう．韓国の男性で育休利用経験に対するプロテスタントの正の効

果が有意でなくなる一方，ソウル居住の負の効果が有意になるのも別の要因によるものと

思われる．

シンガポールの男性では産休利用経験に対する外国籍の負の効果が有意になったり，保

育所利用経験に対するイスラム教の正の効果が有意になったり，児童クラブの利用経験に

対するプロテスタントの負の効果が有意になったりするのも別の要因によるのであろう．

また，シンガポールの男性では保育所以外のものの利用経験に対する高学歴の正の効果が

有意でなくなるとともに保育所と家事労働者の利用経験に対するイスラム教の正の効果が

有意になったり，幼稚園利用経験に対する高学歴，プロテスタント，カトリック，東部居

住の正の効果が有意でなくなるとともに西部居住の効果が有意になったりする．他方，シ

ンガポールの女性では産休利用経験に対する北部居住の負の効果が有意でなくなる一方，

低学歴が有意の負の効果をもつようになる．また，シンガポールの女性では育休利用経験

に対する北部居住の正の効果が有意になったり，保育所利用経験に対する低学歴の負の効

果が有意になったり，幼稚園利用経験に対する仏教の正の効果が有意になったり，家事労

働者利用経験に対するカトリックの正の効果が有意になったりする．

Ⅴ．おわりに

本稿では日本，韓国，シンガポールにおける子育て支援制度の利用経験の関連要因の分

析を行った．日本において意識の上では子育て支援施策に対する潜在的需要は比較的大き

いことがすでに確認されているが（Kojima2011），実際の子育て支援制度の利用経験の
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水準はシンガポールよりもかなり低いことが再確認された．これは日本では正規就業の女

性が結婚・出産退職をせずに就業継続をすることがシンガポールよりも難しいことにもよ

るのではないかと想像される．また，日本では子育て支援制度があっても各種の制約があっ

てシンガポールよりも使いにくいことも示唆された．

実際，本稿の予備的研究（小島 2012）によれば，日本では子育て支援関連サービスの

需要は比較的恵まれない層にも存在するが，子育て支援制度の利用経験は正規就業者，公

的部門被用者，高学歴者といった比較的恵まれた層で多く，正規就業で就業継続ができた

女性を中心に利用されていることが推定された．就業関連変数を含むモデルによる女性総

数に関する分析結果によれば，「1産前・産後休業」について専門職，公的部門被用者，

民間部門被用者で利用経験が多く，非正規就業者，大都市居住者で利用経験が少ない．

「2育児休業」については公的部門被用者，民間部門被用者でも利用経験が多く，非正規

就業者で利用経験が少ない．正規就業で就業継続できる場合は民間部門被用者でも相対的

に使いやすくなっているようであるが，産休の場合は公的部門被用者と公的部門被用者の

係数の大きさにあまり差がなかったのに，育休については民間部門被用者の係数が半分程

度なので，公的部門被用者よりも取りにくいことが窺われる．「6保育所」については農

業・自営業従事者と専門職でも利用経験が公的部門被用者と同程度に多いが，民間部門被

用者の係数は3分の2程度になっており，利用しにくい実態を示しているようである．

また，本人または配偶者が正規就業で就業継続しているような比較的恵まれた層でも

WLB関連の制度・施設の不足や制度利用がキャリア上のハンデになることを指摘してい

ることは（小島 2012），正規就業で就業継続している場合でも子育て支援関連サービスが

いまだに物理的，社会的に利用しにくいことを示唆している．また，そのような家族政策

上のサービスの不足ないし使いにくさを家族戦略上の対応，親との同居・近居で補ってい

る場合もあること（小島 1998b）が予備的研究の結果では示唆された（小島 2012）．

子どもがいる者についてのモデルで，年齢階級と就業関連属性の交差項が子育て支援制

度利用経験に対して統計的に有意な効果をもつことからみて，年齢階級別，より正確には

ライフコース段階別で子育て支援関連サービスの需要が異なる可能性が示唆された．そこ

で，サービス供給もそのようなライフコース段階別の制度利用の需要に応えるものである

必要があることも窺われる．また，日本でも宗教そのものと年齢階級と宗教の交差項が子

育て支援制度利用経験に対して有意な効果をもつ場合があることが示されたが，宗教が価

値観を示すのか，社会階層を示すのか，寺院・教会のネットワークを示すのかがわからな

いが，無宗教が有意な効果をもつ場合があるので，従属変数によっても異なるものと思わ

れる．同棲経験をはじめとするパートナー関係も子育て支援制度利用経験に対して比較的

大きな影響を及ぼす場合があるが，これも価値観を反映する場合と社会階層を反映する場

合が従属変数によってありそうである．

地方に関する変数が子育て支援制度利用経験に対して比較的大きな影響をもつ場合があ

り，地方における子育て支援施策の違いによって制度の利用可能性が異なることとその潜

在的効果があることが窺われる．しかし，地方の効果は安部（2011）が示唆するように日

―90―



本海側で就業継続率が高く，男女雇用機会均等法施行後，東京都で正規就業を継続する大

卒女性が増えたことによるのかもしれない．実際，本稿の分析によっても東京都の女性で

は家庭保育や子育て支援サービスの利用経験が多いことが示されている．安部は正規就業

の継続に対する通勤コストの負の効果も示唆しているが，省略した表では日本も含む3カ

国における育休利用経験に対する有子の女性または男性の通勤時間の影響が示されている

し，日本では幼稚園，子育て支援サービスの利用経験に対する通勤時間の影響も見られる．

表3で近畿地方居住の女性が子育て支援制度の利用経験が少ないのも通勤コストが高い割

に正規就業継続が進まなかったことによる可能性もある．日本に限ったことではないが，

地方の効果は政策的・経済的要因の影響だけでなく，文化や価値観の影響も反映している

可能性があるので，地方の効果の詳細な分析については今後の課題としたい．

以上では日本についても政策的示唆を中心に述べてきたが，子育て支援制度利用経験に

関する3カ国の比較分析の結果，男女間で効果の方向が共通する変数，国家間で効果の方

向が共通する変数があることが示された．特に，長い労働時間を表す変数や社会的に恵ま

れた状況や恵まれない状況を表すような変数の効果が共通してみられる場合がある．また，

日本を含め，パートナー関係，宗教，地方に関する変数が意外に大きな効果をもっている．

今後の実証研究での課題としては，日韓両国については地方別の分析，シンガポールにつ

いては民族別の分析ないしそれらを上位水準の変数として導入する多水準分析（階層線形

モデル）も必要となろう．さらに，各種の子育て支援制度の利用経験について別個の分析

を行うのではなく，制度間の競合の可能性を明示的にモデルに組み込む必要もあろう．同

時に，制度利用の前提にもなりうる正規就業による就業継続についてもより詳細な分析を

行う必要があろう．
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CorrelatesoftheUtilizationofChildrearingSupportMeasuresinEastAsia

HiroshiKOJIMA

Thisstudypresentstheresultsofcomparativeanalysisofcorrelatesofutilizationofchildrearing

supportmeasures(leaves,facilitiesandservices)byadultsaged20-49andbythosewithchildren

inJapan,SouthKoreaandSingapore,applyingthelogitanalysistomicrodatafromthe2009Sur-

veyonComparativeStudyofFamilyPoliciesinEastAsia(SouthKorea,SingaporeandJapan),

whichwasconductedbytheSectionforMeasuresagainstDecliningBirthrate,Director-Generalfor

PoliciesonCohesiveSociety,CabinetOffice(JapaneseGovernment).Itaimsatobtainingfamily

policyimplicationsforJapan.

ThelevelofutilizationofchildrearingsupportmeasuresinJapanismuchlowerthaninSinga-

pore,whichmaybeduetothedifficultyinthecontinuationofregularworkbyJapanesewomen

andduetoconstraintsfacedbyJapanesewomenintheactualutilizationofthosemeasureseven

thoughtheyareprovided.Inthethreesocieties,womeninregularemployment,inpublicsector

andwithhighereducationaremorelikelytoutilizethemeasures.Partnershipexperience,religion

andregionalsohaverelativelylargeeffectsontheutilization.Furtherexaminationtheeffectsof

regionmaybenecessarybecauseitrepresentsnotonlythepolicyandeconomiceffectsbutalsothe

effectsofcultureandvalues.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）69－1（2013.3）pp.94～126

資 料

日本の世帯数の将来推計（全国推計）

2013（平成25）年1月推計

―2010（平成22）年～2035（平成47）年―

鈴木 透・小山泰代・山内昌和・菅 桂太

はじめに

今回の推計は，国立社会保障・人口問題研究所が2008年に公表した推計１）に続く新しい

世帯推計である．推計の出発点となる基準人口は，2010年国勢調査に調整を加えて得ている．

Ⅰ 推計の枠組み

1. 推計期間

推計期間は2010（平成22）年10月1日から2035（平成47）年10月1日までの25年間である．

2. 推計方法と推計結果

推計の主要な部分には，2008年に公表した推計と同様に，世帯推移率法を用いた．この

方法は，一般世帯人員の配偶関係と世帯内地位の状態に関する推移確率を設定することで

将来の配偶関係と世帯内地位の組み合わせ別分布を推計し，「日本の将来推計人口（平成

24年1月推計）」２）（出生中位・死亡中位推計）の男女別，5歳階級別人口に適用すること

で，男女別，5歳階級別，配偶関係と世帯内地位の組合せ別人口を求めるものである．世

帯内地位には「単独世帯」「夫婦のみの世帯」「夫婦と子から成る世帯」「ひとり親と子か

ら成る世帯」「その他の一般世帯」のマーカが含まれる．マーカとは推計モデルにおいて

世帯の形成・解体の鍵とされる成員であり，大部分は国勢調査の世帯主と一致する．ただ

し，たとえば「夫婦と子から成る世帯」で妻や子が世帯主となるなど，国勢調査で割合が

小さい世帯構成区分について，「夫婦と子から成る世帯」のマーカは常に夫，「ひとり親と

子から成る世帯」のマーカは常に親とするなどの規則を設けた．推計された男女別，5歳

階級別，配偶関係と世帯内地位（マーカ・非マーカ）別人口に2010年の世帯主・非世帯主
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1）国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計（全国推計）―2005（平成17）年～2030（平成42）
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とマーカ・非マーカの対応関係を適用し，男女別，5歳階級別，配偶関係別，家族類型別

世帯主数を求めた．推計結果の詳細は，結果表1に家族類型別一般世帯数と平均世帯人員

を，結果表2に世帯主の男女別，5歳階級別，家族類型別世帯数を示した．

3. 基準人口

推計の出発点となる基準人口は，2010年国勢調査をもとに，一般世帯人員の世帯内地位

を家族類型別世帯主・非世帯主から家族類型別マーカ・非マーカに変換して得た．

4. 推計結果の種類

今回の推計は1ケースについてのみ行った．ただし参考推計として，男女別，5歳階級

別，配偶関係と世帯内地位（世帯主・非世帯主）の組合せ別分布が2010年以後一定とした

場合の世帯数を計算した．

推計の目的は，将来の家族類型別一般世帯数を求めることである．家族類型は，「単独

世帯」，「夫婦のみの世帯」，「夫婦と子から成る世帯」，「ひとり親と子から成る世帯」，「そ

の他の一般世帯」３）の5類型である（表1）．
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表１ 本推計と国勢調査の世帯の類型

本推計の世帯の類型 国勢調査の世帯の類型 世帯数注）

一
般

世
帯

単独世帯

一
般

世
帯

単独世帯 16,785

核
家
族
世
帯

夫婦のみの世帯

親
族

の
み

の
世

帯

核
家
族
世
帯

夫婦のみの世帯 10,244

夫婦と子から成る世帯 夫婦と子供から成る世帯 14,440

ひとり親と子から成る
世帯

男親と子供から成る世帯 664

女親と子供から成る世帯 3,859

その他の一般世帯

核
家

族
以

外
の

世
帯

夫婦と両親から成る世帯 232

夫婦とひとり親から成る世帯 731

夫婦，子供と両親から成る世帯 920

夫婦，子供とひとり親から成る世帯 1,516

夫婦と他の親族（親，子供を含まない）から成る世帯 122

夫婦，子供と他の親族（親を含まない）から成る世帯 431

夫婦，親と他の親族（子供を含まない）から成る世帯 106

夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯 350

兄弟姉妹のみから成る世帯 316

他に分類されない世帯 586

非親族を含む世帯 456

施
設

等
の

世
帯

寮・寄宿舎の学生・生徒 7

病院・療養所の入院者 13

社会施設の入所者 47

自衛隊営舎内居住者 3

矯正施設の入所者 1

その他 39

注：世帯数は2010年国勢調査の値（単位は千世帯）．ただし，家族類型不詳の一般世帯数（85,798）は除く．

3）「その他の一般世帯」は，国勢調査の家族類型で親族のみの世帯のうちの「核家族以外の世帯」と「非親族

を含む世帯」から成るが，後者の割合は2010年で7.9％に過ぎない．なお，「核家族以外の世帯」のうち約7割

は三世代世帯である．



Ⅱ 推計結果の概要

1. 一般世帯人員と一般世帯総数（図1）

全国の将来人口推計（出生中位・死亡中位推計）によると，日本の総人口は2010年以降

長期にわたって減少が続く．今回の推計によれば，一般世帯人員の動向は総人口と概ね同

様の傾向を示す．結果表1にみるように，一般世帯人員は2010年の1億2,555万人から毎

年減少し，2035年の一般世帯人員は1億909万人と，2010年に比べ1,645万人少ない．

これに対し一般世帯総数は，図1にみるように，2010年の5,184万世帯から2019年まで

増加を続け，5,307万世帯でピークを迎える．その後は減少に転じ，2035年の一般世帯総

数は4,956万世帯と，2010年に比べ229万世帯少ない．

2. 平均世帯人員（図2）

人口減少局面に入っても世帯数が増加を続けることは，世帯規模の縮小が続くことを意

味する．一般世帯の平均世帯人員は，2010年の2.42人から2035年の2.20人まで減少を続け

る．ただし，変化の速度は，図2にみるように次第に緩やかになると見込まれる．

3. 家族類型別一般世帯数および割合（表2，図3）

表2および図3にみるように，「夫婦と子から成る世帯」「その他の一般世帯」は既に減

少を開始しており，今後も減少し続ける．他の家族類型は増加を続けてきたが，2020年以

降は「夫婦のみの世帯」が減少に転じ，2030年を過ぎると「単独世帯」「ひとり親と子か

ら成る世帯」も減少を開始すると予想される．ただし「ひとり親と子から成る世帯」は，

2030～35年の期間に上下動を伴ってほぼ同じ水準で推移し，単調に減少するのではない．

「単独世帯」は2010年の1,678万世帯から増加を続け，一般世帯総数が減少に転じる
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図１ 一般世帯総数の推移 図２ 平均世帯人員の推移



2020年以降も増加し，2030年以後ようやく減少に転じる．この結果，2035年には2010年よ

り167万世帯多い1,846万世帯となり，一般世帯総数に占める割合も2010年の32.4％から

2035年の37.2％へ4.9ポイント上昇する．

「夫婦のみの世帯」は当面増加するが，「単独世帯」ほど急速ではなく，また2020年以

降は減少に転じる．すなわち，2010年の1,027万世帯から2020年の1,104万世帯まで増加し

た後，2035年には1,050万世帯まで減少する．ただし一般世帯総数に占める割合は2010年

の19.8％から2020年には20.8％，2035年には21.2％と増加を続ける．

「夫婦と子から成る世帯」は，1985年をピークに既に減少局面に入っているが，今後そ

れが加速し，2010年の1,447万世帯から2035年には1,153万世帯まで減少する．この「夫婦

と子から成る世帯」は，かつて一般世帯総数の40％以上を占める主要な類型であったが，

2010年時点で27.9％と割合をかなり低下させており，2035年にはさらに23.3％まで低下す

ると見込まれる．

「ひとり親と子から成る世帯」は2010年の454万世帯から2030年の565万世帯まで増加し，

2035年までほぼ同じ水準で推移する．一般世帯総数に占める割合は，2010年の8.7％から

2030年には11.0％，2035年には11.4％に増加する．
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表２ 家族類型別一般世帯数および割合

年 次

一 般 世 帯

総 数 単 独
核 家 族 世 帯

その他
総 数 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子

世 帯 数 （1,000世帯）

1980年 35,824 7,105 21,594 4,460 15,081 2,053 7,124
1985年 37,980 7,895 22,804 5,212 15,189 2,403 7,282
1990年 40,670 9,390 24,218 6,294 15,172 2,753 7,063
1995年 43,900 11,239 25,760 7,619 15,032 3,108 6,901
2000年 46,782 12,911 27,332 8,835 14,919 3,578 6,539
2005年 49,063 14,457 28,394 9,637 14,646 4,112 6,212
2010年 51,842 16,785 29,278 10,269 14,474 4,535 5,779
2015年 52,904 17,637 30,116 10,861 14,274 4,982 5,150
2020年 53,053 18,270 30,189 11,037 13,814 5,338 4,594
2025年 52,439 18,648 29,664 10,973 13,132 5,558 4,127
2030年 51,231 18,718 28,770 10,782 12,340 5,648 3,743
2035年 49,555 18,457 27,678 10,500 11,532 5,645 3,421

割 合 （％）

1980年 100.0 19.8 60.3 12.5 42.1 5.7 19.9
1985年 100.0 20.8 60.0 13.7 40.0 6.3 19.2
1990年 100.0 23.1 59.5 15.5 37.3 6.8 17.4
1995年 100.0 25.6 58.7 17.4 34.2 7.1 15.7
2000年 100.0 27.6 58.4 18.9 31.9 7.6 14.0
2005年 100.0 29.5 57.9 19.6 29.9 8.4 12.7
2010年 100.0 32.4 56.5 19.8 27.9 8.7 11.1

2015年 100.0 33.3 56.9 20.5 27.0 9.4 9.7
2020年 100.0 34.4 56.9 20.8 26.0 10.1 8.7
2025年 100.0 35.6 56.6 20.9 25.0 10.6 7.9
2030年 100.0 36.5 56.2 21.0 24.1 11.0 7.3
2035年 100.0 37.2 55.9 21.2 23.3 11.4 6.9

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．



「その他の一般世帯」の大部分は，核家族世帯に直系尊属か直系卑属が加わったいわゆ

る直系家族だが，この類型は「夫婦と子から成る世帯」同様，1980年代後半には減少に転

じている．減少は今後も続き，2010年の578万世帯から2035年には342万世帯となる．一般

世帯総数に占める割合も，2010年の11.1％から2035年には6.9％まで低下する．
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図３ 家族類型別一般世帯数の推移（1980～2035年）



4. 世帯主が65歳以上および75歳以上の世帯の見通し（表3，図4）

� 世帯主が65歳以上および75歳以上の一般世帯総数の見通し

表3および図4に示したように，世帯主年齢が65歳以上の一般世帯の総数は，2010年の

1,620万世帯から2035年の2,021万世帯へと401万世帯増加することになる．世帯主年齢が

75歳以上の世帯は，2010年の731万世帯から2035年の1,174万世帯へ，443万世帯増加する．

世帯主が65歳以上の世帯数は一般世帯総数よりも増加率が高く，総世帯数に占める世帯

主が65歳以上の一般世帯数の割合は，2010年の31.2％から2035年の40.8％へと大幅に上昇

する．また，世帯主が65歳以上の世帯に占める世帯主が75歳以上の世帯の割合も，2010年

の45.1％から2035年には58.1％へと増大し，世帯の高齢化は一層進む．
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表３ 世帯主65歳以上・75歳以上の世帯の家族類型別世帯数，割合（2010～2035年）

年 次

一 般 世 帯

総 数 単 独
核 家 族 世 帯

その他
総 数 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子

世 帯 数 （1,000世帯）

世帯主65歳以上

2010年 16,200 4,980 9,140 5,403 2,411 1,327 2,081

2015年 18,887 6,008 10,616 6,209 2,824 1,584 2,262

2020年 20,060 6,679 11,141 6,512 2,868 1,761 2,240

2025年 20,154 7,007 11,060 6,453 2,737 1,870 2,087

2030年 20,111 7,298 10,899 6,328 2,624 1,947 1,914

2035年 20,215 7,622 10,833 6,254 2,566 2,013 1,760

世帯主75歳以上（再掲）

2010年 7,308 2,693 3,644 2,254 723 667 972

2015年 8,815 3,265 4,534 2,753 941 840 1,016

2020年 10,231 3,820 5,350 3,213 1,116 1,021 1,061

2025年 11,867 4,473 6,212 3,705 1,299 1,209 1,181

2030年 12,208 4,726 6,306 3,729 1,281 1,296 1,176

2035年 11,736 4,660 5,996 3,510 1,172 1,314 1,081

割 合 （％）

世帯主65歳以上

2010年 100.0 30.7 56.4 33.3 14.9 8.2 12.8

2015年 100.0 31.8 56.2 32.9 15.0 8.4 12.0

2020年 100.0 33.3 55.5 32.5 14.3 8.8 11.2

2025年 100.0 34.8 54.9 32.0 13.6 9.3 10.4

2030年 100.0 36.3 54.2 31.5 13.0 9.7 9.5

2035年 100.0 37.7 53.6 30.9 12.7 10.0 8.7

世帯主75歳以上（再掲）

2010年 100.0 36.8 49.9 30.8 9.9 9.1 13.3

2015年 100.0 37.0 51.4 31.2 10.7 9.5 11.5

2020年 100.0 37.3 52.3 31.4 10.9 10.0 10.4

2025年 100.0 37.7 52.4 31.2 10.9 10.2 10.0

2030年 100.0 38.7 51.7 30.5 10.5 10.6 9.6

2035年 100.0 39.7 51.1 29.9 10.0 11.2 9.2

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．



� 世帯主が65歳以上および75歳以上の家族類型別世帯数の見通し

世帯主が65歳以上の世帯数について家族類型別に2010年と2035年の値を比較すると，もっ

とも増加するのは「単独世帯」の1.53倍（498万世帯→762万世帯）で，次いで「ひとり親

と子から成る世帯」の1.52倍（133万世帯→201万世帯）である．「夫婦のみの世帯」は1.16

倍（540万世帯→625万世帯），「夫婦と子から成る世帯」は1.06倍（241万世帯→257万世帯）

と増加するが，「その他の一般世帯」は0.85倍（208万世帯→176万世帯）と減少する．

世帯主が75歳以上の世帯については，いずれの家族類型も世帯主が65歳以上の世帯に比

して伸びが大きく，「単独世帯」は1.73倍（269万世帯→466万世帯），「ひとり親と子から

成る世帯」は1.97倍（67万世帯→131万世帯），「夫婦のみの世帯」は1.56倍（225万世帯→

351万世帯），「夫婦と子から成る世帯」は1.62倍（72万世帯→117万世帯）である．65歳以

上全体では期間全体で減少する「その他の一般世帯」も，75歳以上に限ると1.11倍（97万

世帯→108万世帯）に増加する．

世帯主が65歳以上の世帯について，2010年から2035年の家族類型別割合の変化をみると，

一貫して増加するのは「単独世帯」と「ひとり親と子から成る世帯」で，それぞれ30.7％

から37.7％，8.2％から10.0％へと上昇する．一方，一貫して低下するのは「夫婦のみの世

帯」と「その他の一般世帯」で，それぞれ33.3％から30.9％，12.8％から8.7％へと低下す

る．「夫婦と子から成る世帯」は2010年の14.9％から2015年の15.0％へわずかに上昇した

後，2035年には12.7％に低下する．

世帯主が75歳以上の世帯でも「単独世帯」と「ひとり親と子から成る世帯」は2010～35

年の間一貫して増加し，それぞれ36.8％から39.7％，9.1％から11.2％となる．「その他の

一般世帯」は，2010年の13.3％から2035年の9.2％まで一貫して低下する．「夫婦のみの世

帯」と「夫婦と子から成る世帯」の割合は，一度上昇した後に減少に転じるが，2035年の

割合は2010年とごく近く，それぞれ30.8％から29.9％，9.9％から10.0％と1ポイント未満

の変化にとどまる．
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図４ 世帯主65歳以上・75歳以上の世帯の家族類型別世帯数の推移（2010～2035年）



5. 欧米諸国との比較（表4）

表4は，日本の現在および将来の世帯の特性を，現在の欧米諸国と比較したものである．

2010年の日本の平均世帯人員（2.42人）は，北西欧諸国よりやや高く，アメリカ・カナダ

よりやや低い．日本の単独世帯割合（32.4％）はアメリカと同程度で，大部分の北西欧諸

国よりはまだ低い．韓国・台湾は出生率で日本や欧米諸国を追い越し世界最低水準を示し

ているが，世帯規模や独居割合ではまだ追いついていない．

今回の推計によると，日本の平均世帯人員は2035年には2.20人まで低下すると見込まれ

る．これは2010年前後の北西欧諸国の平均的な水準で，ノルウェー，オランダ，フランス

とほぼ等しい．しかし 25年経った時点でも，現在のデンマークやドイツの平均世帯人員

ほどには小さくならないと予想される．日本の単独世帯割合は2035年に37.2％と予想され，

やはり現在の北西欧諸国の平均的な水準に至る．それでも現在のノルウェー，デンマーク，

ドイツほどには高くならないという予想である．

6. 参考推計との比較（表5）

参考推計は，男女別，5歳階級別の配偶関係と世帯内地位（世帯主・非世帯主）の組合

せ別分布を，2010年の値で一定とした場合の，今後の世帯数の変化を表したものである．
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表４ 平均世帯人員と単独世帯割合の国際比較

国 （年次）
平均世帯人員
（人）

単独世帯割合
（％）

ノルウェー （2011年） 2.2 39.7

デンマーク （2012年） 2.1 38.5

イギリス （2010年） 2.3 28.9

ドイツ （2011年） 2.0 40.4

オーストリア （2010年） 2.3 36.0

オランダ （2010年） 2.2 36.1

フランス （2009年） 2.2 34.4

アメリカ （2010年） 2.6 32.9

カナダ （2011年） 2.5 27.6

韓国 （2010年） 2.7 23.9

台湾 （2010年） 2.9 28.8

日本 （2010年） 2.40 32.4

日本 （2035年） 2.20 37.2

資料：
StatisticsNorway(http://www.ssb.no/familie_en/).
StatisticsDenmark(http://www.dst.dk/HomeUK.aspx).
NationalStatistics,UK(http://www.ons.gov.uk/)
FederalStatisticalOffice,FRG(http://www.statistik-portal.de/Statistik-Portal/en/)
StatistikAustria(http://www.statistik.at/web_en/).
StatisticsNetherlands(http://www.cbs.nl/en-GB/default.htm).
Institutnationaldelastatistiqueetdes�etudes�economiques(http://www.insee.fr/fr/)
U.S.CensusBureau(http://www.census.gov/).
StatisticsCanada(http://www.statcan.gc.ca/start-debut-eng.html).
韓国統計庁 (http://www.nso.go.kr/).
中華民国内政部統計處 (http://www.moi.gov.tw/stat/index.aspx)



これは，世帯形成行動が2010年以後変化しないとの仮定に基づいた推計であり，将来の世

帯数の変化は，全国の将来人口推計（出生中位・死亡中位推計）で見込まれる人口規模と

男女・年齢構造の変化のみによってもたらされる．

表5によると，世帯形成行動が今後一切変化しなかった場合でも，2015年ごろまで世帯

数は増加するが，本推計で見込まれるほどには増加しない．世帯形成行動の変化は，それ

がなかった場合に比べて2035年の世帯数を約2％増やすことになる．

今後の人口規模と男女・年齢別構造の変化は，「単独世帯」の数を2010年の1,678万世帯

から1,547万世帯まで減少させる方向に作用する．これは，過去30年以上続いている出生

数減少のため，単独世帯主が多い20歳代の人口が減少するためである．従って，本推計に

おける「単独世帯」の増加は，もっぱら晩婚化，未婚化，離婚の増加，親子同居率低下と

いった結婚・世帯形成行動の変化によってもたらされることがわかる．

核家族世帯に含まれる「夫婦のみの世帯」「ひとり親と子から成る世帯」については，

参考推計ではいずれもしばらく増加した後に減少に転じており，長期的な変化の趨勢は本

推計と共通する．つまりこれら世帯の動向は，人口構造と行動変化の要因が同時に作用し

た結果生じると解釈できる．ただし「ひとり親と子から成る世帯」は本推計との差が大き

く，行動変化の影響が支配的であると言える．「夫婦と子からなる世帯」は一貫して減少

し，参考推計と大きく異ならない。

「その他の一般世帯」の動向は，本推計と参考推計で大きく異なる．参考推計によると，

世帯形成行動に変化がない場合，「その他の一般世帯」は2025年ごろまで増加するはずで
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表５ 本推計と参考推計との比較

年 次

一 般 世 帯 数

総 数 単 独
核 家 族 世 帯

その他
総 数 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子

2010年 51,842 16,785 29,278 10,269 14,474 4,535 5,779

本 推 計 （1,000世帯）

2015年 52,904 17,637 30,116 10,861 14,274 4,982 5,150
2020年 53,053 18,270 30,189 11,037 13,814 5,338 4,594
2025年 52,439 18,648 29,664 10,973 13,132 5,558 4,127
2030年 51,231 18,718 28,770 10,782 12,340 5,648 3,743
2035年 49,555 18,457 27,678 10,500 11,532 5,645 3,421

参 考 推 計 （1,000世帯）

2015年 52,151 16,698 29,577 10,664 14,307 4,606 5,876
2020年 51,955 16,608 29,382 10,823 13,934 4,625 5,965
2025年 51,223 16,402 28,799 10,820 13,414 4,564 6,023
2030年 50,008 16,030 27,992 10,730 12,826 4,435 5,986
2035年 48,394 15,470 27,098 10,599 12,229 4,269 5,826

指 数 （参 考 推 計 ＝ 100）

2015年 101 106 102 102 100 108 88
2020年 102 110 103 102 99 115 77
2025年 102 114 103 101 98 122 69
2030年 102 117 103 100 96 127 63
2035年 102 119 102 99 94 132 59

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．



ある．従って本推計におけるこの類型の一貫した減少は，親子同居率の変化をはじめとす

る世帯形成行動の変化によって生じるものといえる．

Ⅲ 推計の方法

1. 推計手法の概要

推計の作業は，図5に示した手順によって行われた．推計の主要な部分は，前回同様世

帯推移率法を用いた．これは生存者を複数の状態に分割し，状態間の推移確率行列によっ

て将来の状態別人口を推計する方法である．推計すべき状態は，配偶関係と世帯内地位の

組合せである．

国勢調査における世帯内地位と配偶関係の間には強い相関があり，親と同居する未婚子

が世帯主になったり，夫と同居する妻が世帯主になる場合は稀である．こうした例外的な

組合せを放置すると，推移確率行列が不必要に大きくなる上に，調査データから信頼し得

る推移確率を求めることができない．そこで国勢調査および第6回世帯動態調査（後述）

の世帯主に対し，推計モデルの対象となる世帯の準拠成員をマーカと呼び，以下の規則を

設けてマーカの地位と性・配偶関係の組合せを限定した．

� 夫婦のみの世帯および夫婦と子の世帯では夫をマーカとする．

� ひとり親と子の世帯では親をマーカとする．

� 夫と同居する妻がその他の世帯の世帯主の場合，夫をマーカとする．

� 未婚者が親夫婦を含むその他の世帯の世帯主の場合，父親をマーカとする．

この結果，一般世帯人員について次のように男子12種類，女子11種類の配偶関係と世帯

内地位の組合せを定義した．有配偶男子の「ひとり親と子から成る世帯」のマーカはごく

少ないので推計作業では「単独世帯」と併合し，推計後に分割した．2010年基準人口は，

国勢調査の男女別，5歳階級別，家族類型別世帯主数および非世帯主数を男女別，5歳階

級別，家族類型別マーカ数および非マーカ数に変換して得た．
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男子
S: hS 未 婚・単独世帯のマーカ
S: hO 〃 その他の世帯のマーカ*
S: nh 〃 非マーカ
M:hS 有配偶・単独世帯のマーカ**
M:hC 〃 夫婦のみの世帯のマーカ
M:hN 〃 夫婦と子の世帯のマーカ
M:hO 〃 その他の世帯のマーカ
M:nh 〃 非マーカ
W:hS 死離別・単独世帯のマーカ
W:hP 〃 ひとり親と子の世帯のマーカ
W:hO 〃 その他の世帯のマーカ
W:nh 〃 非マーカ

女子
S: hS 未 婚・単独世帯のマーカ
S: hO 〃 その他の世帯のマーカ*
S: nh 〃 非マーカ
M:hS 有配偶・単独世帯のマーカ
M:hP 〃 ひとり親と子の世帯のマーカ
M:sp 〃 配偶者
M:nh 〃 その他の非マーカ

W:hS 死離別・単独世帯のマーカ
W:hP 〃 ひとり親と子の世帯のマーカ
W:hO 〃 その他の世帯のマーカ
W:nh 〃 非マーカ

* 親夫婦を含まない世帯
**ひとり親と子の世帯のマーカを含む



施設世帯人員についてはデータの制約上推移確率が得られないため，後述のように趨勢

延長によって男女別，5歳階級別，配偶関係別施設割合を推計した．これを男女別，5歳

階級別，配偶関係別将来推計人口に適用して一般世帯人員を求めた．一方で上に示した配

偶関係と世帯内地位の組合せ間の推移確率行列によって世帯内地位分布を求め，そこから

男女別，5歳階級別に，配偶関係と世帯内地位（マーカ・非マーカ）別人口を得た．この

5年ごとの推計結果に基づき，線型補間によって各年の結果を求めた．さらに2010年基準

人口作成時の世帯主・非世帯主からマーカ・非マーカへの変換を逆に適用し，男女別，5

歳階級別，配偶関係別，世帯内地位（世帯主・非世帯主）別人口を得た．

2. 将来の配偶関係間推移確率の設定

配偶関係間推移確率行列は，まず2010年国勢調査と人口動態統計から仮の行列を作った．

これを2005年国勢調査に適用し，2010年国勢調査の男女別・年齢別・配偶関係別分布を再

現するように各種確率を調整し，2005～10年の期間に対応する配偶関係間推移確率行列を

作った．この行列を出発点とし，初婚確率・再婚確率・死離別確率・死亡確率の変化を勘

案した将来の配偶関係間推移確率行列（2010～15年から2030～35年までの5期間）を作成
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図５ 世帯推計の手順



した．

女子の初婚・再婚確率は，全国人口の将来推計（出生中位・死亡中位推計）で用いられ

た15～49歳の初婚・再婚確率に従い，50歳以上も15～49歳未満の趨勢に合わせて変化させ

た．女子の初婚確率・再婚確率によって生じる結婚総数に合致するよう，男子の初婚確率・

再婚確率を調整した．死亡確率は配偶関係間の死亡率格差を保存しつつ，将来人口推計で

用いられた将来生命表の死亡確率に合致するよう調整した．死離別確率は死別確率と離婚

確率の加重平均だが，死別確率は将来生命表における異性の死亡確率の低下に合わせて低

下させた．離婚確率は2005～10年に大部分の年齢で上昇していたため，今後も上昇を続け

ると仮定したが，上昇幅は直線的に小さくなると仮定した．

3. 施設世帯人員割合の将来推計

第6回世帯動態調査４）では一般世帯人員の世帯内地位間推移パターンが得られるが，一

般世帯と施設世帯との間での推移に関するデータは得られない．そこで将来の施設世帯人

員割合は，趨勢延長によって推計した．すなわち2005～10年の国勢調査における男女別，

5歳階級別，配偶関係別施設世帯人員割合の変化率をスムージングし，それが持続すると

仮定した．

4. 推移確率行列の作成

一般世帯の世帯内地位間の推移確率は，配偶関係間の各種推移確率と第6回世帯動態調

査において観察された推移パターンから得た．この調査では，調査時点である2009年7月

1日と，5年前である2004年7月1日の世帯内地位が得られる．この調査データにおいて，

妻が世帯主になっている場合は夫と組替え，未婚子が世帯主になっている場合は父親を優

先して親と組替えるなど，上で定義された配偶関係と世帯内地位の組合せに合わせて世帯

主・非世帯主からマーカ・非マーカへの変換を行った．調整後の世帯内地位について男女

別，5歳階級別に推移度数行列を作成した．うちごく稀な推移は省略し，行列を単純化し

た．この行列から，配偶関係間推移ごとに条件付き推移確率を求めた．

こうして得られた条件付き推移確率を配偶関係間推移確率に乗じて，男女・5歳階級別

の配偶関係と世帯内地位の組合せ間の推移確率行列を作成した．これを2005年国勢調査か

ら得た世帯内地位ベクトルに乗じて結果を2010年国勢調査から得た世帯内地位ベクトルと

比較し，推移確率を調整した．なお，2010年国勢調査では世帯の家族類型に関し非親族を

含む世帯について定義の変更があったため，2005年の基準人口は遡及推計を用いて2010年

の定義に合わせた．

世帯動態調査では一貫して，男女とも親世帯からの離家の遅れが続いていることが観察

されている．そこで男女とも「未婚・非マーカ」から「未婚・単独世帯マーカ」への推移

確率が低下を続けると仮定した．具体的には，2030～35年の15～19歳の推移確率は2010～
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帯変動』調査研究報告資料第28号，2011年3月．



15年の95％，20～24歳は90％，25～29歳は85％，30歳以上は80％まで低下すると仮定し，

中間の期間は等比数列でつないだ．

5. 基準人口

推計の出発点となる基準人口，すなわち男女別，5歳階級別，配偶関係別と世帯内地位

（マーカ・非マーカ）の組合せ別一般世帯人員と，男女別，5歳階級別，配偶関係別施設

世帯人員は，2010年国勢調査から得た．年齢・配偶関係・世帯の家族類型等の不詳は，単

独世帯と二人以上の世帯に分け，反覆推計を用いて案分した．このため年齢別・配偶関係

別人口や家族類型別世帯数は，国勢調査の公表値と一致しない．不詳案分後の一般世帯人

員は，先述の規則によって世帯主・非世帯主からマーカ・非マーカに変換して得た．

6. 推計結果

推計ではまず将来の男女別，5歳階級別，配偶関係別人口を確定した．これは上で求め

た2010年基準人口の男女年齢別の配偶関係分布から出発し，用意した配偶関係間推移確率

行列を逐次的に適用して将来の配偶関係別分布を求め，それを男女別，5歳階級別将来推

計人口（出生中位・死亡中位推計）に乗じて得た．これに用意した男女別，5歳階級別，

配偶関係別施設割合の将来推計値を適用し，一般世帯人員と施設世帯人員に分割した．

上述の2010年基準人口から出発し，配偶関係と世帯内地位の組合せ間の推移確率行列を

逐次的に適用して将来の配偶関係と世帯内地位の組合せ別分布を求めた．それを上で求め

た男女別，5歳階級別，配偶関係別一般世帯人員に乗じて，将来（各5年）の配偶関係と

世帯内地位の組合せ（マーカ・非マーカ）別人口を求めた．これをもとに線型補間によっ

て各年毎の結果を求め，さらにマーカ・非マーカから世帯主・非世帯主に変換し，最終的

に男女別，5歳階級別，配偶関係別，家族類型別世帯主数を得た．この世帯主数が，すな

わち将来の世帯数である．
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結果表１ 世帯の家族類型別一般世帯数，一般世帯人員，平均世帯人員

年 次

一 般 世 帯 数 （1,000世帯） 一般世帯
人員

（1,000人）

平均世帯
人員
（人）総 数 単 独

核 家 族 世 帯
その他

総 数 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子

2010（平成22） 51,842 16,785 29,278 10,269 14,474 4,535 5,779 125,546 2.42

2011（ 23） 52,033 16,923 29,455 10,376 14,457 4,622 5,655 125,218 2.41
2012（ 24） 52,271 17,100 29,644 10,510 14,419 4,716 5,527 124,937 2.39
2013（ 25） 52,503 17,279 29,824 10,639 14,377 4,808 5,400 124,660 2.37

2014（ 26） 52,717 17,460 29,984 10,760 14,327 4,897 5,273 124,340 2.36
2015（ 27） 52,904 17,637 30,116 10,861 14,274 4,982 5,150 123,968 2.34
2016（ 28） 52,950 17,757 30,148 10,889 14,204 5,055 5,045 123,535 2.33

2017（ 29） 53,006 17,895 30,177 10,932 14,113 5,132 4,934 123,051 2.32
2018（ 30） 53,046 18,029 30,196 10,972 14,018 5,206 4,821 122,524 2.31
2019（ 31） 53,065 18,156 30,202 11,010 13,918 5,274 4,707 121,961 2.30
2020（ 32） 53,053 18,270 30,189 11,037 13,814 5,338 4,594 121,356 2.29
2021（ 33） 52,949 18,348 30,096 11,013 13,696 5,387 4,505 120,706 2.28
2022（ 34） 52,853 18,440 30,000 11,003 13,559 5,437 4,413 120,018 2.27
2023（ 35） 52,739 18,524 29,896 10,995 13,418 5,483 4,319 119,307 2.26
2024（ 36） 52,606 18,598 29,784 10,987 13,276 5,522 4,223 118,578 2.25
2025（ 37） 52,439 18,648 29,664 10,973 13,132 5,558 4,127 117,824 2.25
2026（ 38） 52,214 18,664 29,496 10,929 12,988 5,579 4,053 117,039 2.24
2027（ 39） 51,989 18,687 29,324 10,891 12,827 5,605 3,979 116,216 2.24
2028（ 40） 51,755 18,708 29,145 10,855 12,664 5,626 3,902 115,378 2.23
2029（ 41） 51,501 18,716 28,961 10,815 12,500 5,646 3,824 114,522 2.22
2030（ 42） 51,231 18,718 28,770 10,782 12,340 5,648 3,743 113,681 2.22
2031（ 43） 50,921 18,691 28,552 10,735 12,193 5,625 3,678 112,837 2.22
2032（ 44） 50,601 18,644 28,342 10,679 12,029 5,634 3,615 111,918 2.21
2033（ 45） 50,269 18,589 28,128 10,622 11,863 5,643 3,552 110,981 2.21
2034（ 46） 49,920 18,526 27,907 10,561 11,696 5,650 3,487 110,034 2.20
2035（ 47） 49,555 18,457 27,678 10,500 11,532 5,645 3,421 109,091 2.20

割 合 （％）

2010（平成22） 100.0 32.4 56.5 19.8 27.9 8.7 11.1
2011（ 23） 100.0 32.5 56.6 19.9 27.8 8.9 10.9
2012（ 24） 100.0 32.7 56.7 20.1 27.6 9.0 10.6
2013（ 25） 100.0 32.9 56.8 20.3 27.4 9.2 10.3
2014（ 26） 100.0 33.1 56.9 20.4 27.2 9.3 10.0
2015（ 27） 100.0 33.3 56.9 20.5 27.0 9.4 9.7
2016（ 28） 100.0 33.5 56.9 20.6 26.8 9.5 9.5
2017（ 29） 100.0 33.8 56.9 20.6 26.6 9.7 9.3
2018（ 30） 100.0 34.0 56.9 20.7 26.4 9.8 9.1
2019（ 31） 100.0 34.2 56.9 20.7 26.2 9.9 8.9
2020（ 32） 100.0 34.4 56.9 20.8 26.0 10.1 8.7
2021（ 33） 100.0 34.7 56.8 20.8 25.9 10.2 8.5
2022（ 34） 100.0 34.9 56.8 20.8 25.7 10.3 8.3
2023（ 35） 100.0 35.1 56.7 20.8 25.4 10.4 8.2
2024（ 36） 100.0 35.4 56.6 20.9 25.2 10.5 8.0
2025（ 37） 100.0 35.6 56.6 20.9 25.0 10.6 7.9
2026（ 38） 100.0 35.7 56.5 20.9 24.9 10.7 7.8
2027（ 39） 100.0 35.9 56.4 20.9 24.7 10.8 7.7
2028（ 40） 100.0 36.1 56.3 21.0 24.5 10.9 7.5
2029（ 41） 100.0 36.3 56.2 21.0 24.3 11.0 7.4

2030（ 42） 100.0 36.5 56.2 21.0 24.1 11.0 7.3
2031（ 43） 100.0 36.7 56.1 21.1 23.9 11.0 7.2
2032（ 44） 100.0 36.8 56.0 21.1 23.8 11.1 7.1
2033（ 45） 100.0 37.0 56.0 21.1 23.6 11.2 7.1
2034（ 46） 100.0 37.1 55.9 21.2 23.4 11.3 7.0
2035（ 47） 100.0 37.2 55.9 21.2 23.3 11.4 6.9

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．



―108―

結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合

2010（平成22）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 51,842 16,785 29,278 10,269 14,474 4,535 5,779 32.4 56.5 19.8 27.9 8.7 11.1

15～19歳 408 396 5 1 2 2 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,900 1,664 156 46 83 27 80 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 2,717 1,676 902 324 487 91 139 61.7 33.2 11.9 17.9 3.3 5.1

30～34歳 3,452 1,323 1,970 499 1,283 188 158 38.3 57.1 14.5 37.2 5.4 4.6

35～39歳 4,388 1,277 2,879 490 2,017 372 231 29.1 65.6 11.2 46.0 8.5 5.3

40～44歳 4,219 1,090 2,824 383 1,952 489 305 25.8 66.9 9.1 46.3 11.6 7.2

45～49歳 4,094 975 2,676 352 1,778 546 443 23.8 65.4 8.6 43.4 13.3 10.8

50～54歳 4,018 925 2,483 448 1,526 509 610 23.0 61.8 11.2 38.0 12.7 15.2

55～59歳 4,736 1,128 2,800 830 1,476 495 808 23.8 59.1 17.5 31.2 10.4 17.1

60～64歳 5,712 1,351 3,443 1,493 1,460 490 918 23.6 60.3 26.1 25.6 8.6 16.1

65～69歳 4,780 1,168 2,992 1,634 1,001 357 620 24.4 62.6 34.2 20.9 7.5 13.0

70～74歳 4,112 1,119 2,504 1,515 686 303 489 27.2 60.9 36.8 16.7 7.4 11.9

75～79歳 3,476 1,124 1,923 1,223 431 269 429 32.3 55.3 35.2 12.4 7.7 12.3

80～84歳 2,364 907 1,132 716 207 208 325 38.4 47.9 30.3 8.8 8.8 13.7

85歳以上 1,469 662 589 314 85 190 218 45.1 40.1 21.4 5.8 12.9 14.8

65歳以上
（再掲）

16,200 4,980 9,140 5,403 2,411 1,327 2,081 30.7 56.4 33.3 14.9 8.2 12.8

男

総 数 39,380 8,804 25,738 10,157 14,357 1,223 4,839 22.4 65.4 25.8 36.5 3.1 12.3

15～19歳 236 230 4 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,143 969 130 43 81 6 44 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,932 1,033 807 310 479 18 93 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 2,749 843 1,785 484 1,264 37 122 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 3,585 846 2,547 478 1,994 76 191 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 3,412 737 2,417 374 1,933 111 257 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 3,297 661 2,254 344 1,763 147 383 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 3,271 611 2,121 441 1,515 165 539 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 3,887 698 2,465 821 1,468 177 723 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 4,633 719 3,098 1,482 1,455 161 816 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 3,740 492 2,718 1,624 999 95 530 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 3,029 361 2,266 1,508 684 73 401 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 2,330 280 1,712 1,219 430 63 338 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 1,413 194 971 714 207 50 248 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳以上 723 130 442 313 85 44 151 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲）

11,235 1,457 8,109 5,378 2,405 326 1,669 13.0 72.2 47.9 21.4 2.9 14.9

女

総 数 12,462 7,980 3,541 111 117 3,313 941 64.0 28.4 0.9 0.9 26.6 7.5

15～19歳 171 167 2 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 756 695 25 3 2 21 36 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 784 643 95 13 9 73 46 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 702 481 186 16 19 151 36 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 803 431 332 12 23 297 40 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 807 352 407 9 20 378 48 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 797 314 422 7 15 400 61 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 746 314 362 7 11 344 70 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 849 429 335 9 8 318 85 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 1,079 632 345 11 6 329 102 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 1,040 676 274 9 3 262 90 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,083 758 238 7 1 229 88 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,146 844 211 5 1 205 91 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 951 713 161 2 0 158 77 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳以上 746 533 147 1 0 146 67 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲）

4,966 3,523 1,030 24 5 1,001 412 70.9 20.8 0.5 0.1 20.1 8.3

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2011（平成23）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,033 16,923 29,455 10,376 14,457 4,622 5,655 32.5 56.6 19.9 27.8 8.9 10.9

15～19歳 405 394 5 1 2 2 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,844 1,617 151 45 80 26 76 87.7 8.2 2.4 4.4 1.4 4.1

25～29歳 2,662 1,646 888 319 477 92 128 61.9 33.3 12.0 17.9 3.5 4.8

30～34歳 3,349 1,284 1,915 485 1,237 194 150 38.3 57.2 14.5 36.9 5.8 4.5

35～39歳 4,341 1,268 2,850 489 1,993 368 224 29.2 65.6 11.3 45.9 8.5 5.2

40～44歳 4,470 1,162 2,992 413 2,063 517 316 26.0 66.9 9.2 46.1 11.6 7.1

45～49歳 4,054 981 2,653 357 1,749 547 420 24.2 65.4 8.8 43.1 13.5 10.4

50～54歳 4,009 948 2,488 460 1,515 514 573 23.7 62.1 11.5 37.8 12.8 14.3

55～59歳 4,523 1,089 2,692 799 1,402 491 743 24.1 59.5 17.7 31.0 10.9 16.4

60～64歳 5,986 1,440 3,594 1,559 1,519 517 952 24.1 60.0 26.0 25.4 8.6 15.9

65～69歳 4,528 1,123 2,813 1,532 941 340 592 24.8 62.1 33.8 20.8 7.5 13.1

70～74歳 4,213 1,154 2,568 1,551 706 311 491 27.4 61.0 36.8 16.8 7.4 11.7

75～79歳 3,582 1,154 2,000 1,265 455 279 428 32.2 55.8 35.3 12.7 7.8 11.9

80～84歳 2,461 940 1,197 754 225 218 325 38.2 48.6 30.6 9.1 8.9 13.2

85歳以上 1,606 723 650 349 94 207 233 45.0 40.5 21.7 5.9 12.9 14.5

65歳以上
（再掲）

16,390 5,094 9,228 5,452 2,421 1,355 2,069 31.1 56.3 33.3 14.8 8.3 12.6

男

総 数 39,438 8,852 25,860 10,265 14,340 1,255 4,726 22.4 65.6 26.0 36.4 3.2 12.0

15～19歳 235 228 4 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,111 942 127 42 79 6 41 84.9 11.4 3.8 7.1 0.5 3.7

25～29歳 1,891 1,015 791 305 468 17 85 53.7 41.8 16.1 24.8 0.9 4.5

30～34歳 2,658 817 1,726 470 1,218 38 115 30.8 64.9 17.7 45.8 1.4 4.3

35～39歳 3,539 837 2,519 477 1,970 72 184 23.6 71.2 13.5 55.7 2.0 5.2

40～44歳 3,605 782 2,559 403 2,042 113 264 21.7 71.0 11.2 56.6 3.1 7.3

45～49歳 3,251 659 2,232 349 1,734 149 360 20.3 68.6 10.7 53.3 4.6 11.1

50～54歳 3,253 622 2,126 452 1,504 169 505 19.1 65.3 13.9 46.2 5.2 15.5

55～59歳 3,705 674 2,366 790 1,394 182 665 18.2 63.9 21.3 37.6 4.9 17.9

60～64歳 4,851 774 3,231 1,547 1,513 171 846 16.0 66.6 31.9 31.2 3.5 17.4

65～69歳 3,544 482 2,554 1,523 938 93 508 13.6 72.1 43.0 26.5 2.6 14.3

70～74歳 3,111 382 2,325 1,544 705 76 403 12.3 74.7 49.6 22.7 2.5 13.0

75～79歳 2,411 293 1,781 1,260 454 66 337 12.1 73.9 52.3 18.8 2.7 14.0

80～84歳 1,478 203 1,029 751 224 53 247 13.7 69.6 50.8 15.2 3.6 16.7

85歳以上 795 141 491 348 94 49 163 17.7 61.8 43.8 11.8 6.2 20.4

65歳以上
（再掲）

11,339 1,501 8,181 5,428 2,416 337 1,658 13.2 72.1 47.9 21.3 3.0 14.6

女

総 数 12,595 8,072 3,596 112 117 3,367 928 64.1 28.5 0.9 0.9 26.7 7.4

15～19歳 170 165 2 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.9 1.8

20～24歳 734 675 25 3 2 20 34 92.0 3.3 0.4 0.2 2.7 4.7

25～29歳 771 631 97 13 8 75 42 81.9 12.6 1.7 1.1 9.8 5.5

30～34歳 691 466 190 15 18 156 35 67.5 27.4 2.2 2.6 22.6 5.1

35～39歳 802 431 331 12 23 296 40 53.8 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 865 380 433 9 21 403 51 44.0 50.1 1.1 2.4 46.6 6.0

45～49歳 803 322 421 8 15 399 60 40.1 52.5 0.9 1.8 49.7 7.4

50～54歳 756 326 362 7 11 344 68 43.1 47.9 1.0 1.4 45.5 8.9

55～59歳 818 415 325 9 8 309 78 50.7 39.7 1.0 1.0 37.7 9.6

60～64歳 1,135 666 363 11 6 346 106 58.7 32.0 1.0 0.5 30.5 9.3

65～69歳 984 641 259 9 2 247 84 65.1 26.3 0.9 0.3 25.1 8.6

70～74歳 1,102 771 243 7 1 234 88 70.0 22.0 0.7 0.1 21.3 8.0

75～79歳 1,171 862 219 5 1 213 91 73.6 18.7 0.4 0.1 18.2 7.8

80～84歳 983 737 168 2 0 165 78 75.0 17.1 0.2 0.0 16.8 7.9

85歳以上 811 582 159 1 0 158 70 71.8 19.6 0.1 0.0 19.4 8.6

65歳以上
（再掲）

5,051 3,593 1,047 24 5 1,017 411 71.1 20.7 0.5 0.1 20.1 8.1

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2012（平成24）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,271 17,100 29,644 10,510 14,419 4,716 5,527 32.7 56.7 20.1 27.6 9.0 10.6

15～19歳 403 392 5 1 2 2 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,809 1,588 149 44 79 26 72 87.8 8.2 2.4 4.4 1.4 4.0

25～29歳 2,609 1,618 874 314 467 94 117 62.0 33.5 12.0 17.9 3.6 4.5

30～34歳 3,266 1,256 1,872 474 1,201 197 139 38.4 57.3 14.5 36.8 6.0 4.2

35～39歳 4,246 1,241 2,788 480 1,941 367 217 29.2 65.7 11.3 45.7 8.6 5.1

40～44歳 4,562 1,192 3,055 428 2,097 530 315 26.1 67.0 9.4 46.0 11.6 6.9

45～49歳 4,201 1,039 2,751 381 1,802 567 411 24.7 65.5 9.1 42.9 13.5 9.8

50～54歳 4,053 984 2,525 477 1,524 524 543 24.3 62.3 11.8 37.6 12.9 13.4

55～59歳 4,334 1,054 2,596 771 1,336 489 684 24.3 59.9 17.8 30.8 11.3 15.8

60～64歳 5,758 1,408 3,446 1,491 1,447 508 905 24.4 59.8 25.9 25.1 8.8 15.7

65～69歳 4,707 1,191 2,893 1,573 969 351 623 25.3 61.4 33.4 20.6 7.4 13.2

70～74歳 4,342 1,196 2,649 1,597 731 321 497 27.6 61.0 36.8 16.8 7.4 11.4

75～79歳 3,663 1,177 2,062 1,299 476 288 424 32.1 56.3 35.5 13.0 7.9 11.6

80～84歳 2,570 977 1,266 794 243 229 326 38.0 49.3 30.9 9.4 8.9 12.7

85歳以上 1,747 786 714 386 103 225 247 45.0 40.9 22.1 5.9 12.9 14.2

65歳以上
（再掲）

17,029 5,328 9,583 5,649 2,522 1,412 2,117 31.3 56.3 33.2 14.8 8.3 12.4

男

総 数 39,512 8,912 25,991 10,398 14,302 1,291 4,610 22.6 65.8 26.3 36.2 3.3 11.7

15～19歳 234 227 4 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,091 927 125 42 77 6 39 84.9 11.4 3.8 7.1 0.5 3.6

25～29歳 1,852 998 775 301 459 16 78 53.9 41.9 16.2 24.8 0.9 4.2

30～34歳 2,583 799 1,679 460 1,183 36 105 30.9 65.0 17.8 45.8 1.4 4.1

35～39歳 3,452 815 2,459 468 1,919 72 177 23.6 71.2 13.6 55.6 2.1 5.1

40～44歳 3,669 797 2,610 418 2,076 115 262 21.7 71.1 11.4 56.6 3.1 7.1

45～49歳 3,354 691 2,312 373 1,787 152 351 20.6 68.9 11.1 53.3 4.5 10.5

50～54歳 3,277 642 2,158 469 1,513 175 477 19.6 65.8 14.3 46.2 5.3 14.6

55～59歳 3,543 652 2,280 763 1,328 188 612 18.4 64.3 21.5 37.5 5.3 17.3

60～64歳 4,662 763 3,094 1,480 1,441 173 805 16.4 66.4 31.7 30.9 3.7 17.3

65～69歳 3,691 526 2,627 1,564 966 97 537 14.3 71.2 42.4 26.2 2.6 14.6

70～74歳 3,212 405 2,399 1,590 730 80 408 12.6 74.7 49.5 22.7 2.5 12.7

75～79歳 2,475 304 1,837 1,294 475 69 334 12.3 74.2 52.3 19.2 2.8 13.5

80～84歳 1,549 212 1,090 792 242 56 247 13.7 70.4 51.1 15.6 3.6 16.0

85歳以上 869 153 543 385 103 55 174 17.6 62.4 44.3 11.8 6.3 20.0

65歳以上
（再掲）

11,796 1,600 8,496 5,624 2,516 356 1,700 13.6 72.0 47.7 21.3 3.0 14.4

女

総 数 12,758 8,188 3,654 112 117 3,425 917 64.2 28.6 0.9 0.9 26.8 7.2

15～19歳 170 165 2 0 0 2 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.9 1.8

20～24歳 718 661 24 3 2 20 33 92.1 3.4 0.4 0.2 2.7 4.6

25～29歳 758 620 99 13 8 77 39 81.8 13.0 1.7 1.1 10.2 5.1

30～34歳 682 457 193 15 17 160 33 66.9 28.2 2.2 2.6 23.5 4.9

35～39歳 794 425 329 12 22 295 40 53.6 41.4 1.5 2.8 37.1 5.0

40～44歳 893 395 445 10 21 415 53 44.2 49.9 1.1 2.3 46.4 6.0

45～49歳 847 348 438 8 15 415 61 41.1 51.7 1.0 1.8 49.0 7.2

50～54歳 776 342 368 8 11 349 66 44.1 47.4 1.0 1.4 45.0 8.5

55～59歳 791 402 317 8 8 301 72 50.9 40.0 1.0 1.0 38.0 9.1

60～64歳 1,097 645 352 11 6 335 100 58.8 32.1 1.0 0.5 30.5 9.1

65～69歳 1,017 665 266 9 3 254 86 65.4 26.1 0.9 0.3 25.0 8.5

70～74歳 1,129 791 250 7 2 241 89 70.0 22.1 0.7 0.1 21.3 7.8

75～79歳 1,189 873 225 5 1 219 90 73.5 18.9 0.4 0.1 18.4 7.6

80～84歳 1,020 766 176 3 0 173 79 75.0 17.2 0.2 0.0 16.9 7.7

85歳以上 878 633 171 1 0 170 74 72.1 19.5 0.1 0.0 19.3 8.4

65歳以上
（再掲）

5,232 3,728 1,087 25 6 1,056 417 71.2 20.8 0.5 0.1 20.2 8.0

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2013（平成25）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,503 17,279 29,824 10,639 14,377 4,808 5,400 32.9 56.8 20.3 27.4 9.2 10.3

15～19歳 403 392 5 1 2 3 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,784 1,568 147 44 78 25 69 87.9 8.3 2.5 4.4 1.4 3.9

25～29歳 2,551 1,586 858 308 455 95 107 62.2 33.6 12.1 17.8 3.7 4.2

30～34歳 3,198 1,234 1,837 467 1,172 199 127 38.6 57.4 14.6 36.6 6.2 4.0

35～39歳 4,119 1,203 2,707 467 1,875 365 210 29.2 65.7 11.3 45.5 8.9 5.1

40～44歳 4,671 1,226 3,129 444 2,139 545 316 26.3 67.0 9.5 45.8 11.7 6.8

45～49歳 4,323 1,091 2,831 404 1,844 583 400 25.2 65.5 9.3 42.7 13.5 9.3

50～54歳 4,103 1,022 2,567 496 1,536 535 513 24.9 62.6 12.1 37.4 13.0 12.5

55～59歳 4,220 1,038 2,545 758 1,294 493 637 24.6 60.3 18.0 30.7 11.7 15.1

60～64歳 5,425 1,348 3,236 1,395 1,349 492 841 24.8 59.6 25.7 24.9 9.1 15.5

65～69歳 4,971 1,282 3,023 1,642 1,014 367 665 25.8 60.8 33.0 20.4 7.4 13.4

70～74歳 4,461 1,237 2,723 1,639 754 330 501 27.7 61.0 36.7 16.9 7.4 11.2

75～79歳 3,708 1,188 2,103 1,319 491 293 417 32.0 56.7 35.6 13.3 7.9 11.2

80～84歳 2,674 1,014 1,333 833 260 239 327 37.9 49.8 31.1 9.7 9.0 12.2

85歳以上 1,892 851 779 424 113 243 262 45.0 41.2 22.4 6.0 12.8 13.8

65歳以上
（再掲）

17,706 5,572 9,962 5,857 2,632 1,473 2,172 31.5 56.3 33.1 14.9 8.3 12.3

男

総 数 39,581 8,974 26,114 10,527 14,260 1,327 4,494 22.7 66.0 26.6 36.0 3.4 11.4

15～19歳 233 227 4 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,077 916 123 41 76 6 38 85.0 11.5 3.8 7.1 0.6 3.5

25～29歳 1,808 978 758 295 447 16 72 54.1 41.9 16.3 24.7 0.9 4.0

30～34歳 2,522 785 1,641 452 1,155 34 96 31.1 65.1 17.9 45.8 1.4 3.8

35～39歳 3,339 787 2,382 456 1,853 73 170 23.6 71.3 13.7 55.5 2.2 5.1

40～44歳 3,746 816 2,670 434 2,118 118 261 21.8 71.3 11.6 56.5 3.1 7.0

45～49歳 3,435 719 2,378 395 1,829 154 339 20.9 69.2 11.5 53.2 4.5 9.9

50～54歳 3,306 663 2,193 488 1,525 181 450 20.1 66.3 14.8 46.1 5.5 13.6

55～59歳 3,443 641 2,231 749 1,286 196 570 18.6 64.8 21.8 37.4 5.7 16.6

60～64歳 4,388 737 2,902 1,385 1,344 174 749 16.8 66.1 31.6 30.6 4.0 17.1

65～69歳 3,903 580 2,746 1,633 1,011 102 576 14.9 70.4 41.8 25.9 2.6 14.8

70～74歳 3,305 427 2,467 1,631 752 83 412 12.9 74.6 49.4 22.8 2.5 12.5

75～79歳 2,514 312 1,874 1,314 490 70 327 12.4 74.6 52.3 19.5 2.8 13.0

80～84歳 1,618 221 1,149 830 260 59 248 13.7 71.0 51.3 16.1 3.7 15.3

85歳以上 944 164 595 423 112 60 185 17.4 63.0 44.8 11.9 6.4 19.6

65歳以上
（再掲）

12,284 1,704 8,832 5,831 2,626 375 1,748 13.9 71.9 47.5 21.4 3.1 14.2

女

総 数 12,922 8,306 3,711 112 117 3,482 906 64.3 28.7 0.9 0.9 26.9 7.0

15～19歳 170 165 2 0 0 2 3 97.2 1.1 0.0 0.1 1.0 1.8

20～24歳 707 652 24 3 2 19 32 92.2 3.4 0.4 0.2 2.7 4.5

25～29歳 744 608 100 13 8 80 36 81.7 13.5 1.7 1.1 10.7 4.8

30～34歳 676 449 196 15 17 164 31 66.4 29.0 2.1 2.5 24.3 4.6

35～39歳 780 416 325 11 22 292 39 53.3 41.7 1.5 2.8 37.4 5.0

40～44歳 925 411 459 10 21 428 55 44.4 49.6 1.1 2.3 46.3 6.0

45～49歳 887 372 453 9 16 429 62 42.0 51.1 1.0 1.8 48.3 7.0

50～54歳 797 359 374 8 11 355 64 45.1 46.9 1.0 1.4 44.5 8.0

55～59歳 777 397 314 8 8 298 67 51.1 40.3 1.0 1.0 38.3 8.6

60～64歳 1,037 610 334 10 6 318 93 58.8 32.2 1.0 0.5 30.7 9.0

65～69歳 1,068 701 277 10 3 265 89 65.7 26.0 0.9 0.3 24.8 8.3

70～74歳 1,156 810 257 8 2 247 89 70.1 22.2 0.7 0.1 21.4 7.7

75～79歳 1,194 876 229 5 1 223 89 73.4 19.2 0.4 0.1 18.7 7.5

80～84歳 1,057 793 184 3 1 180 80 75.1 17.4 0.3 0.1 17.1 7.5

85歳以上 947 686 184 1 0 182 77 72.5 19.4 0.1 0.0 19.2 8.1

65歳以上
（再掲）

5,422 3,867 1,130 26 6 1,098 424 71.3 20.8 0.5 0.1 20.3 7.8

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2014（平成26）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,717 17,460 29,984 10,760 14,327 4,897 5,273 33.1 56.9 20.4 27.2 9.3 10.0

15～19歳 400 389 5 1 2 3 6 97.2 1.4 0.2 0.5 0.7 1.5

20～24歳 1,777 1,564 147 44 78 25 66 88.0 8.3 2.5 4.4 1.4 3.7

25～29歳 2,488 1,548 841 301 442 98 99 62.2 33.8 12.1 17.8 3.9 4.0

30～34歳 3,149 1,220 1,813 462 1,150 201 116 38.8 57.6 14.7 36.5 6.4 3.7

35～39歳 3,977 1,161 2,615 453 1,801 361 201 29.2 65.7 11.4 45.3 9.1 5.1

40～44歳 4,748 1,251 3,183 458 2,165 560 315 26.4 67.0 9.6 45.6 11.8 6.6

45～49歳 4,443 1,144 2,910 426 1,886 597 389 25.7 65.5 9.6 42.5 13.4 8.8

50～54歳 4,153 1,061 2,608 515 1,548 545 483 25.6 62.8 12.4 37.3 13.1 11.6

55～59歳 4,182 1,041 2,538 758 1,276 504 603 24.9 60.7 18.1 30.5 12.1 14.4

60～64歳 5,036 1,272 2,994 1,285 1,238 471 770 25.3 59.5 25.5 24.6 9.4 15.3

65～69歳 5,210 1,366 3,140 1,703 1,054 383 704 26.2 60.3 32.7 20.2 7.3 13.5

70～74歳 4,654 1,298 2,841 1,707 789 346 515 27.9 61.0 36.7 16.9 7.4 11.1

75～79歳 3,702 1,183 2,114 1,320 499 295 404 32.0 57.1 35.7 13.5 8.0 10.9

80～84歳 2,760 1,043 1,389 866 276 248 327 37.8 50.3 31.4 10.0 9.0 11.9

85歳以上 2,037 917 845 462 122 261 275 45.0 41.5 22.7 6.0 12.8 13.5

65歳以上
（再掲）

18,364 5,808 10,330 6,058 2,740 1,532 2,225 31.6 56.3 33.0 14.9 8.3 12.1

男

総 数 39,635 9,038 26,219 10,647 14,211 1,361 4,378 22.8 66.2 26.9 35.9 3.4 11.0

15～19歳 231 225 4 1 2 1 3 97.2 1.6 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,074 915 123 41 76 6 36 85.2 11.5 3.8 7.1 0.6 3.3

25～29歳 1,759 955 738 288 435 16 66 54.3 42.0 16.4 24.7 0.9 3.7

30～34歳 2,476 777 1,614 448 1,134 32 86 31.4 65.2 18.1 45.8 1.3 3.5

35～39歳 3,214 756 2,295 442 1,780 74 162 23.5 71.4 13.7 55.4 2.3 5.1

40～44歳 3,797 828 2,712 447 2,143 121 258 21.8 71.4 11.8 56.4 3.2 6.8

45～49歳 3,515 746 2,442 417 1,870 155 326 21.2 69.5 11.9 53.2 4.4 9.3

50～54歳 3,335 685 2,229 506 1,537 185 421 20.5 66.8 15.2 46.1 5.6 12.6

55～59歳 3,405 643 2,222 750 1,268 204 540 18.9 65.3 22.0 37.2 6.0 15.9

60～64歳 4,071 703 2,682 1,276 1,232 174 685 17.3 65.9 31.3 30.3 4.3 16.8

65～69歳 4,097 632 2,852 1,693 1,051 108 613 15.4 69.6 41.3 25.7 2.6 15.0

70～74歳 3,451 455 2,574 1,699 787 87 423 13.2 74.6 49.2 22.8 2.5 12.2

75～79歳 2,516 315 1,884 1,315 498 71 317 12.5 74.9 52.3 19.8 2.8 12.6

80～84歳 1,675 228 1,200 863 275 62 247 13.6 71.6 51.5 16.4 3.7 14.7

85歳以上 1,019 176 648 461 122 66 195 17.2 63.6 45.2 11.9 6.5 19.1

65歳以上
（再掲）

12,758 1,805 9,158 6,031 2,733 394 1,794 14.1 71.8 47.3 21.4 3.1 14.1

女

総 数 13,082 8,423 3,765 113 116 3,536 895 64.4 28.8 0.9 0.9 27.0 6.8

15～19歳 169 164 2 0 0 2 3 97.1 1.1 0.0 0.1 1.0 1.8

20～24歳 703 649 24 3 2 19 31 92.3 3.4 0.4 0.2 2.7 4.4

25～29歳 728 594 102 12 8 82 33 81.5 14.0 1.7 1.1 11.3 4.5

30～34歳 673 444 200 14 17 169 29 66.0 29.7 2.1 2.5 25.1 4.4

35～39歳 763 405 320 11 21 287 39 53.0 41.9 1.5 2.8 37.6 5.1

40～44歳 951 423 471 10 22 439 57 44.5 49.5 1.1 2.3 46.1 6.0

45～49歳 928 397 468 9 16 443 63 42.8 50.4 1.0 1.7 47.7 6.7

50～54歳 818 377 380 8 12 360 62 46.0 46.4 1.0 1.4 44.0 7.6

55～59歳 777 399 316 8 8 300 63 51.3 40.6 1.0 1.0 38.5 8.1

60～64歳 965 568 312 9 5 297 85 58.9 32.3 1.0 0.6 30.8 8.8

65～69歳 1,114 734 288 10 3 275 92 66.0 25.8 0.9 0.3 24.7 8.2

70～74歳 1,203 844 268 8 2 258 92 70.1 22.3 0.7 0.1 21.5 7.6

75～79歳 1,185 868 230 5 1 224 87 73.3 19.4 0.4 0.1 18.9 7.3

80～84歳 1,085 815 190 3 1 186 80 75.1 17.5 0.3 0.1 17.2 7.4

85歳以上 1,019 741 197 1 0 195 80 72.8 19.3 0.1 0.0 19.2 7.9

65歳以上
（再掲）

5,606 4,003 1,172 27 6 1,139 431 71.4 20.9 0.5 0.1 20.3 7.7

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2015（平成27）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,904 17,637 30,116 10,861 14,274 4,982 5,150 33.3 56.9 20.5 27.0 9.4 9.7

15～19歳 397 386 6 1 2 3 6 97.2 1.4 0.2 0.5 0.7 1.5

20～24歳 1,778 1,567 147 44 78 26 64 88.1 8.3 2.5 4.4 1.4 3.6

25～29歳 2,429 1,515 825 294 431 100 90 62.3 33.9 12.1 17.7 4.1 3.7

30～34歳 3,101 1,206 1,790 457 1,129 204 105 38.9 57.7 14.7 36.4 6.6 3.4

35～39歳 3,864 1,127 2,542 441 1,740 361 195 29.2 65.8 11.4 45.0 9.3 5.0

40～44歳 4,754 1,260 3,186 465 2,161 561 308 26.5 67.0 9.8 45.5 11.8 6.5

45～49歳 4,528 1,187 2,968 446 1,912 610 373 26.2 65.5 9.8 42.2 13.5 8.2

50～54歳 4,274 1,119 2,693 542 1,587 563 462 26.2 63.0 12.7 37.1 13.2 10.8

55～59歳 4,133 1,041 2,524 756 1,255 514 568 25.2 61.1 18.3 30.4 12.4 13.7

60～64歳 4,758 1,222 2,819 1,205 1,155 459 716 25.7 59.3 25.3 24.3 9.6 15.1

65～69歳 5,507 1,462 3,295 1,786 1,107 402 750 26.6 59.8 32.4 20.1 7.3 13.6

70～74歳 4,564 1,281 2,787 1,671 775 341 496 28.1 61.1 36.6 17.0 7.5 10.9

75～79歳 3,766 1,201 2,166 1,347 517 302 399 31.9 57.5 35.8 13.7 8.0 10.6

80～84歳 2,866 1,080 1,456 905 293 259 329 37.7 50.8 31.6 10.2 9.0 11.5

85歳以上 2,183 984 912 500 131 280 288 45.1 41.8 22.9 6.0 12.8 13.2

65歳以上
（再掲）

18,887 6,008 10,616 6,209 2,824 1,584 2,262 31.8 56.2 32.9 15.0 8.4 12.0

男

総 数 39,668 9,102 26,300 10,747 14,158 1,395 4,267 22.9 66.3 27.1 35.7 3.5 10.8

15～19歳 229 223 4 1 2 1 3 97.2 1.6 0.4 0.8 0.4 1.2

20～24歳 1,075 917 124 41 76 6 35 85.3 11.5 3.8 7.1 0.6 3.2

25～29歳 1,715 934 721 282 423 15 60 54.5 42.0 16.4 24.7 0.9 3.5

30～34歳 2,431 768 1,586 443 1,113 31 78 31.6 65.2 18.2 45.8 1.3 3.2

35～39歳 3,112 730 2,226 431 1,719 76 156 23.5 71.5 13.8 55.3 2.4 5.0

40～44歳 3,792 829 2,712 454 2,139 119 250 21.9 71.5 12.0 56.4 3.1 6.6

45～49歳 3,568 768 2,489 436 1,896 157 310 21.5 69.8 12.2 53.1 4.4 8.7

50～54歳 3,420 718 2,301 534 1,575 192 401 21.0 67.3 15.6 46.1 5.6 11.7

55～59歳 3,358 642 2,207 748 1,247 213 509 19.1 65.7 22.3 37.1 6.3 15.2

60～64歳 3,843 683 2,522 1,196 1,150 176 638 17.8 65.6 31.1 29.9 4.6 16.6

65～69歳 4,333 686 2,993 1,775 1,104 114 654 15.8 69.1 41.0 25.5 2.6 15.1

70～74歳 3,386 455 2,523 1,663 774 87 408 13.4 74.5 49.1 22.8 2.6 12.0

75～79歳 2,569 324 1,931 1,342 516 73 313 12.6 75.2 52.3 20.1 2.8 12.2

80～84歳 1,745 237 1,259 902 292 65 248 13.6 72.2 51.7 16.7 3.7 14.2

85歳以上 1,093 187 702 499 131 72 204 17.1 64.2 45.7 12.0 6.6 18.7

65歳以上
（再掲）

13,125 1,889 9,409 6,182 2,817 410 1,827 14.4 71.7 47.1 21.5 3.1 13.9

女

総 数 13,236 8,536 3,817 113 116 3,588 883 64.5 28.8 0.9 0.9 27.1 6.7

15～19歳 168 163 2 0 0 2 3 97.1 1.2 0.0 0.1 1.1 1.7

20～24歳 704 650 24 3 2 19 30 92.4 3.4 0.4 0.2 2.7 4.2

25～29歳 714 580 104 12 8 84 30 81.3 14.6 1.7 1.1 11.8 4.2

30～34歳 670 439 204 14 16 173 28 65.5 30.4 2.1 2.4 25.8 4.2

35～39歳 752 396 317 11 21 285 39 52.7 42.1 1.4 2.7 37.9 5.2

40～44歳 962 431 474 10 22 442 58 44.7 49.3 1.1 2.2 45.9 6.0

45～49歳 961 419 479 10 16 453 63 43.6 49.9 1.0 1.7 47.2 6.5

50～54歳 854 401 392 9 12 371 61 46.9 45.9 1.0 1.4 43.5 7.2

55～59歳 775 399 317 8 8 301 59 51.5 40.9 1.0 1.0 38.8 7.6

60～64歳 914 539 297 9 5 283 78 58.9 32.5 1.0 0.6 31.0 8.6

65～69歳 1,174 777 302 10 3 289 96 66.2 25.7 0.9 0.3 24.6 8.1

70～74歳 1,178 826 263 8 2 254 89 70.1 22.3 0.7 0.1 21.6 7.5

75～79歳 1,198 876 235 5 1 229 86 73.2 19.6 0.4 0.1 19.1 7.2

80～84歳 1,122 843 197 3 1 194 81 75.2 17.6 0.3 0.1 17.3 7.2

85歳以上 1,090 797 210 2 0 208 83 73.1 19.3 0.1 0.0 19.1 7.6

65歳以上
（再掲）

5,762 4,119 1,208 28 6 1,173 435 71.5 21.0 0.5 0.1 20.4 7.6

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2016（平成28）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,950 17,757 30,148 10,889 14,204 5,055 5,045 33.5 56.9 20.6 26.8 9.5 9.5

15～19歳 396 384 6 1 2 3 6 97.1 1.4 0.2 0.5 0.7 1.5

20～24歳 1,770 1,561 146 43 77 26 63 88.2 8.3 2.5 4.4 1.5 3.5

25～29歳 2,370 1,482 802 285 418 99 86 62.5 33.8 12.0 17.6 4.2 3.6

30～34歳 3,039 1,188 1,752 446 1,105 201 99 39.1 57.6 14.7 36.4 6.6 3.3

35～39歳 3,741 1,089 2,465 426 1,678 361 186 29.1 65.9 11.4 44.9 9.6 5.0

40～44歳 4,692 1,247 3,146 461 2,134 551 299 26.6 67.0 9.8 45.5 11.7 6.4

45～49歳 4,792 1,266 3,139 476 2,021 643 386 26.4 65.5 9.9 42.2 13.4 8.1

50～54歳 4,227 1,124 2,666 539 1,561 565 438 26.6 63.1 12.8 36.9 13.4 10.4

55～59歳 4,129 1,063 2,528 758 1,244 526 537 25.8 61.2 18.4 30.1 12.7 13.0

60～64歳 4,545 1,178 2,704 1,152 1,097 455 664 25.9 59.5 25.3 24.1 10.0 14.6

65～69歳 5,767 1,554 3,437 1,862 1,151 423 777 26.9 59.6 32.3 20.0 7.3 13.5

70～74歳 4,324 1,226 2,625 1,571 731 323 473 28.3 60.7 36.3 16.9 7.5 10.9

75～79歳 3,867 1,236 2,229 1,386 533 310 403 32.0 57.6 35.8 13.8 8.0 10.4

80～84歳 2,963 1,113 1,519 942 308 269 331 37.6 51.3 31.8 10.4 9.1 11.2

85歳以上 2,328 1,046 983 539 143 302 299 44.9 42.2 23.1 6.1 13.0 12.8

65歳以上
（再掲）

19,249 6,174 10,793 6,300 2,866 1,627 2,282 32.1 56.1 32.7 14.9 8.5 11.9

男

総 数 39,606 9,143 26,292 10,776 14,088 1,427 4,171 23.1 66.4 27.2 35.6 3.6 10.5

15～19歳 229 222 4 1 2 1 3 97.2 1.6 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,069 913 122 41 76 6 33 85.4 11.5 3.8 7.1 0.6 3.1

25～29歳 1,671 915 699 273 410 15 57 54.8 41.8 16.3 24.6 0.9 3.4

30～34歳 2,381 757 1,550 432 1,089 29 73 31.8 65.1 18.2 45.7 1.2 3.1

35～39歳 3,006 706 2,152 416 1,658 77 149 23.5 71.6 13.8 55.2 2.6 4.9

40～44歳 3,738 819 2,677 451 2,113 113 243 21.9 71.6 12.1 56.5 3.0 6.5

45～49歳 3,766 816 2,630 465 2,004 161 320 21.7 69.8 12.4 53.2 4.3 8.5

50～54歳 3,369 716 2,275 531 1,549 195 378 21.2 67.5 15.8 46.0 5.8 11.2

55～59歳 3,343 653 2,210 750 1,236 224 480 19.5 66.1 22.4 37.0 6.7 14.4

60～64歳 3,665 658 2,416 1,143 1,092 181 590 18.0 65.9 31.2 29.8 4.9 16.1

65～69歳 4,533 736 3,120 1,852 1,148 120 678 16.2 68.8 40.8 25.3 2.6 15.0

70～74歳 3,209 443 2,376 1,564 729 83 390 13.8 74.0 48.7 22.7 2.6 12.2

75～79歳 2,645 341 1,988 1,380 532 76 316 12.9 75.2 52.2 20.1 2.9 11.9

80～84歳 1,811 248 1,315 939 308 68 249 13.7 72.6 51.9 17.0 3.7 13.7

85歳以上 1,169 200 757 537 142 78 213 17.1 64.8 45.9 12.2 6.7 18.2

65歳以上
（再掲）

13,368 1,967 9,556 6,272 2,859 424 1,845 14.7 71.5 46.9 21.4 3.2 13.8

女

総 数 13,345 8,614 3,856 113 115 3,628 875 64.6 28.9 0.8 0.9 27.2 6.6

15～19歳 167 162 2 0 0 2 3 97.0 1.2 0.0 0.1 1.1 1.8

20～24歳 701 648 24 3 2 20 29 92.4 3.4 0.4 0.2 2.8 4.2

25～29歳 698 567 103 12 7 84 28 81.2 14.8 1.7 1.1 12.0 4.1

30～34歳 658 431 201 14 16 172 26 65.4 30.6 2.1 2.4 26.1 4.0

35～39歳 734 383 314 10 20 283 38 52.1 42.7 1.4 2.7 38.6 5.1

40～44歳 954 429 469 10 21 438 56 44.9 49.2 1.1 2.2 45.9 5.9

45～49歳 1,025 451 509 10 17 482 66 43.9 49.6 1.0 1.7 47.0 6.4

50～54歳 858 408 390 9 12 370 60 47.5 45.5 1.0 1.4 43.1 7.0

55～59歳 786 410 318 8 8 302 58 52.2 40.5 1.0 1.1 38.4 7.3

60～64歳 880 519 288 8 5 274 73 59.0 32.7 1.0 0.6 31.2 8.3

65～69歳 1,234 818 317 11 3 303 99 66.3 25.7 0.9 0.3 24.6 8.0

70～74歳 1,115 783 249 7 2 240 83 70.2 22.3 0.7 0.1 21.5 7.5

75～79歳 1,222 894 241 5 1 234 87 73.2 19.7 0.4 0.1 19.2 7.1

80～84歳 1,152 865 205 3 1 201 82 75.1 17.8 0.3 0.1 17.5 7.1

85歳以上 1,159 847 226 2 0 224 86 73.1 19.5 0.1 0.0 19.3 7.4

65歳以上
（再掲）

5,881 4,207 1,237 28 7 1,202 437 71.5 21.0 0.5 0.1 20.4 7.4

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．



―115―

結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2017（平成29）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 53,006 17,895 30,177 10,932 14,113 5,132 4,934 33.8 56.9 20.6 26.6 9.7 9.3

15～19歳 393 381 6 1 2 3 6 97.1 1.4 0.2 0.5 0.7 1.5

20～24歳 1,762 1,554 146 43 76 27 62 88.2 8.3 2.4 4.3 1.5 3.5

25～29歳 2,326 1,459 785 278 408 99 82 62.7 33.7 11.9 17.5 4.3 3.5

30～34歳 2,974 1,169 1,712 435 1,079 198 93 39.3 57.6 14.6 36.3 6.7 3.1

35～39歳 3,635 1,060 2,399 415 1,630 354 175 29.2 66.0 11.4 44.8 9.7 4.8

40～44歳 4,580 1,217 3,074 450 2,079 545 289 26.6 67.1 9.8 45.4 11.9 6.3

45～49歳 4,886 1,300 3,202 488 2,055 659 384 26.6 65.5 10.0 42.1 13.5 7.9

50～54歳 4,372 1,186 2,756 564 1,608 584 429 27.1 63.0 12.9 36.8 13.4 9.8

55～59歳 4,177 1,099 2,564 771 1,250 543 514 26.3 61.4 18.5 29.9 13.0 12.3

60～64歳 4,356 1,138 2,602 1,104 1,045 453 615 26.1 59.7 25.3 24.0 10.4 14.1

65～69歳 5,541 1,513 3,290 1,780 1,098 412 738 27.3 59.4 32.1 19.8 7.4 13.3

70～74歳 4,501 1,292 2,712 1,621 756 334 498 28.7 60.2 36.0 16.8 7.4 11.1

75～79歳 3,990 1,278 2,303 1,431 552 320 408 32.0 57.7 35.9 13.8 8.0 10.2

80～84歳 3,036 1,136 1,570 972 321 277 330 37.4 51.7 32.0 10.6 9.1 10.9

85歳以上 2,477 1,111 1,057 578 154 324 309 44.8 42.7 23.3 6.2 13.1 12.5

65歳以上
（再掲）

19,545 6,331 10,931 6,383 2,881 1,667 2,284 32.4 55.9 32.7 14.7 8.5 11.7

男

総 数 39,537 9,186 26,283 10,820 13,999 1,465 4,068 23.2 66.5 27.4 35.4 3.7 10.3

15～19歳 227 220 4 1 2 1 3 97.1 1.6 0.4 0.8 0.5 1.3

20～24歳 1,062 908 121 40 75 6 33 85.5 11.4 3.8 7.0 0.6 3.1

25～29歳 1,640 903 682 266 401 15 55 55.1 41.6 16.2 24.4 0.9 3.4

30～34歳 2,328 746 1,513 421 1,064 28 68 32.1 65.0 18.1 45.7 1.2 2.9

35～39歳 2,917 688 2,090 405 1,610 74 139 23.6 71.6 13.9 55.2 2.5 4.8

40～44歳 3,642 796 2,612 440 2,058 114 234 21.9 71.7 12.1 56.5 3.1 6.4

45～49歳 3,831 833 2,680 478 2,037 165 318 21.8 70.0 12.5 53.2 4.3 8.3

50～54歳 3,470 750 2,351 555 1,596 200 369 21.6 67.8 16.0 46.0 5.8 10.6

55～59歳 3,370 672 2,240 763 1,241 236 457 20.0 66.5 22.6 36.8 7.0 13.6

60～64歳 3,506 636 2,322 1,096 1,040 186 547 18.1 66.2 31.3 29.7 5.3 15.6

65～69歳 4,351 723 2,983 1,770 1,095 119 644 16.6 68.6 40.7 25.2 2.7 14.8

70～74歳 3,348 480 2,455 1,614 755 87 412 14.3 73.3 48.2 22.5 2.6 12.3

75～79歳 2,736 360 2,055 1,426 551 79 320 13.2 75.1 52.1 20.1 2.9 11.7

80～84歳 1,863 256 1,359 968 320 70 247 13.8 73.0 52.0 17.2 3.8 13.3

85歳以上 1,247 213 814 576 154 84 220 17.1 65.3 46.2 12.3 6.7 17.7

65歳以上
（再掲）

13,545 2,032 9,668 6,355 2,875 438 1,845 15.0 71.4 46.9 21.2 3.2 13.6

女

総 数 13,469 8,709 3,894 112 115 3,667 866 64.7 28.9 0.8 0.9 27.2 6.4

15～19歳 166 161 2 0 0 2 3 97.0 1.2 0.0 0.1 1.1 1.8

20～24歳 700 646 24 3 2 20 29 92.4 3.5 0.4 0.2 2.9 4.1

25～29歳 686 556 103 12 7 84 27 81.0 15.0 1.7 1.1 12.2 4.0

30～34歳 646 422 199 14 16 170 25 65.4 30.8 2.1 2.4 26.3 3.8

35～39歳 718 373 310 10 19 280 36 51.9 43.1 1.4 2.7 39.0 5.0

40～44歳 937 421 462 10 21 431 55 44.9 49.3 1.1 2.2 46.0 5.8

45～49歳 1,055 466 522 10 17 494 67 44.2 49.5 1.0 1.7 46.8 6.3

50～54歳 903 436 406 9 12 384 61 48.3 44.9 1.0 1.4 42.6 6.7

55～59歳 807 427 323 8 9 307 57 52.9 40.0 1.0 1.1 38.0 7.1

60～64歳 850 502 280 8 5 267 68 59.0 32.9 1.0 0.6 31.4 8.0

65～69歳 1,190 790 306 10 3 293 94 66.4 25.7 0.9 0.3 24.6 7.9

70～74歳 1,153 812 256 8 2 247 85 70.4 22.2 0.7 0.1 21.4 7.4

75～79歳 1,254 918 248 5 1 241 88 73.2 19.7 0.4 0.1 19.2 7.0

80～84歳 1,173 880 211 3 1 207 82 75.0 18.0 0.3 0.1 17.6 7.0

85歳以上 1,229 898 242 2 0 240 89 73.0 19.7 0.1 0.0 19.5 7.3

65歳以上
（再掲）

6,000 4,298 1,263 28 7 1,229 439 71.6 21.1 0.5 0.1 20.5 7.3

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2018（平成30）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 53,046 18,029 30,196 10,972 14,018 5,206 4,821 34.0 56.9 20.7 26.4 9.8 9.1

15～19歳 387 376 6 1 2 3 6 97.1 1.5 0.2 0.5 0.8 1.5

20～24歳 1,758 1,552 145 42 76 27 61 88.2 8.3 2.4 4.3 1.6 3.5

25～29歳 2,289 1,440 770 271 399 100 79 62.9 33.6 11.8 17.4 4.4 3.5

30～34歳 2,899 1,145 1,667 422 1,050 195 87 39.5 57.5 14.6 36.2 6.7 3.0

35～39歳 3,545 1,037 2,343 406 1,590 347 164 29.3 66.1 11.5 44.8 9.8 4.6

40～44歳 4,434 1,177 2,980 436 2,007 537 277 26.5 67.2 9.8 45.3 12.1 6.2

45～49歳 4,997 1,338 3,276 502 2,096 677 384 26.8 65.5 10.1 41.9 13.5 7.7

50～54歳 4,491 1,243 2,830 584 1,646 600 419 27.7 63.0 13.0 36.6 13.4 9.3

55～59歳 4,233 1,138 2,604 786 1,258 560 491 26.9 61.5 18.6 29.7 13.2 11.6

60～64歳 4,242 1,119 2,545 1,076 1,012 456 578 26.4 60.0 25.4 23.9 10.8 13.6

65～69歳 5,212 1,443 3,083 1,666 1,024 393 686 27.7 59.1 32.0 19.6 7.5 13.2

70～74歳 4,758 1,382 2,846 1,700 796 350 530 29.0 59.8 35.7 16.7 7.4 11.1

75～79歳 4,102 1,318 2,370 1,472 569 329 413 32.1 57.8 35.9 13.9 8.0 10.1

80～84歳 3,076 1,148 1,602 990 330 283 326 37.3 52.1 32.2 10.7 9.2 10.6

85歳以上 2,624 1,175 1,130 617 166 347 319 44.8 43.1 23.5 6.3 13.2 12.1

65歳以上
（再掲）

19,772 6,466 11,031 6,445 2,884 1,702 2,275 32.7 55.8 32.6 14.6 8.6 11.5

男

総 数 39,457 9,228 26,265 10,861 13,904 1,500 3,964 23.4 66.6 27.5 35.2 3.8 10.0

15～19歳 224 217 4 1 2 1 3 97.1 1.6 0.4 0.8 0.5 1.3

20～24歳 1,058 905 120 40 74 7 32 85.6 11.4 3.8 7.0 0.6 3.1

25～29歳 1,613 893 667 260 392 15 53 55.4 41.4 16.1 24.3 1.0 3.3

30～34歳 2,267 732 1,471 409 1,035 27 64 32.3 64.9 18.0 45.6 1.2 2.8

35～39歳 2,841 673 2,037 396 1,571 70 130 23.7 71.7 14.0 55.3 2.5 4.6

40～44歳 3,520 768 2,528 426 1,986 116 224 21.8 71.8 12.1 56.4 3.3 6.4

45～49歳 3,909 854 2,739 492 2,078 168 317 21.8 70.1 12.6 53.2 4.3 8.1

50～54歳 3,548 780 2,411 575 1,633 203 357 22.0 68.0 16.2 46.0 5.7 10.1

55～59歳 3,403 693 2,275 777 1,249 249 435 20.4 66.9 22.8 36.7 7.3 12.8

60～64歳 3,407 625 2,268 1,068 1,007 193 514 18.4 66.6 31.4 29.6 5.7 15.1

65～69歳 4,089 697 2,793 1,656 1,021 116 599 17.0 68.3 40.5 25.0 2.8 14.7

70～74歳 3,545 526 2,578 1,692 794 91 442 14.8 72.7 47.7 22.4 2.6 12.5

75～79歳 2,817 377 2,116 1,467 567 82 324 13.4 75.1 52.1 20.1 2.9 11.5

80～84歳 1,894 262 1,388 987 329 72 244 13.8 73.3 52.1 17.4 3.8 12.9

85歳以上 1,323 226 871 615 166 90 227 17.0 65.8 46.5 12.5 6.8 17.1

65歳以上
（再掲）

13,668 2,087 9,745 6,417 2,877 451 1,836 15.3 71.3 46.9 21.1 3.3 13.4

女

総 数 13,589 8,801 3,931 111 114 3,705 857 64.8 28.9 0.8 0.8 27.3 6.3

15～19歳 163 159 2 0 0 2 3 97.0 1.3 0.0 0.1 1.2 1.8

20～24歳 700 646 25 3 2 21 29 92.3 3.6 0.4 0.2 3.0 4.1

25～29歳 676 547 103 11 7 84 27 80.9 15.2 1.7 1.1 12.4 3.9

30～34歳 632 413 196 13 15 168 23 65.3 31.1 2.1 2.4 26.6 3.7

35～39歳 704 364 306 10 19 277 34 51.7 43.5 1.4 2.7 39.4 4.8

40～44歳 914 409 452 10 20 421 53 44.8 49.4 1.1 2.2 46.1 5.8

45～49歳 1,088 484 537 11 18 508 67 44.5 49.3 1.0 1.6 46.7 6.2

50～54歳 943 463 419 9 13 397 61 49.1 44.4 1.0 1.3 42.1 6.5

55～59歳 830 445 329 8 9 312 56 53.6 39.6 1.0 1.1 37.6 6.8

60～64歳 835 493 277 8 5 264 65 59.1 33.1 0.9 0.6 31.6 7.8

65～69歳 1,124 746 290 10 3 277 87 66.4 25.8 0.9 0.3 24.7 7.8

70～74歳 1,213 856 268 8 2 259 88 70.6 22.1 0.7 0.1 21.3 7.3

75～79歳 1,285 941 254 6 1 248 89 73.3 19.8 0.4 0.1 19.3 7.0

80～84歳 1,182 886 214 3 1 211 82 74.9 18.1 0.3 0.1 17.8 6.9

85歳以上 1,300 949 259 2 0 257 92 73.0 19.9 0.1 0.0 19.8 7.1

65歳以上
（再掲）

6,104 4,379 1,286 28 7 1,251 439 71.7 21.1 0.5 0.1 20.5 7.2

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2019（平成31）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 53,065 18,156 30,202 11,010 13,918 5,274 4,707 34.2 56.9 20.7 26.2 9.9 8.9

15～19歳 382 371 6 1 2 3 6 97.0 1.5 0.2 0.5 0.8 1.5

20～24歳 1,741 1,537 144 42 74 28 60 88.3 8.3 2.4 4.3 1.6 3.4

25～29歳 2,276 1,436 763 267 395 101 76 63.1 33.5 11.7 17.4 4.4 3.4

30～34歳 2,817 1,118 1,618 408 1,017 193 82 39.7 57.4 14.5 36.1 6.9 2.9

35～39歳 3,475 1,021 2,301 400 1,560 341 154 29.4 66.2 11.5 44.9 9.8 4.4

40～44歳 4,271 1,133 2,875 420 1,927 528 264 26.5 67.3 9.8 45.1 12.4 6.2

45～49歳 5,075 1,366 3,329 513 2,122 693 381 26.9 65.6 10.1 41.8 13.7 7.5

50～54歳 4,607 1,299 2,901 605 1,683 613 407 28.2 63.0 13.1 36.5 13.3 8.8

55～59歳 4,288 1,177 2,643 800 1,266 578 467 27.5 61.6 18.7 29.5 13.5 10.9

60～64歳 4,203 1,120 2,531 1,068 998 465 552 26.6 60.2 25.4 23.7 11.1 13.1

65～69歳 4,829 1,356 2,845 1,535 940 371 628 28.1 58.9 31.8 19.5 7.7 13.0

70～74歳 4,992 1,464 2,967 1,771 831 365 561 29.3 59.4 35.5 16.6 7.3 11.2

75～79歳 4,279 1,381 2,473 1,535 594 344 425 32.3 57.8 35.9 13.9 8.0 9.9

80～84歳 3,071 1,144 1,610 993 333 284 318 37.2 52.4 32.3 10.9 9.2 10.3

85歳以上 2,759 1,235 1,198 653 177 369 326 44.8 43.4 23.7 6.4 13.4 11.8

65歳以上
（再掲）

19,930 6,580 11,093 6,486 2,875 1,732 2,257 33.0 55.7 32.5 14.4 8.7 11.3

男

総 数 39,364 9,266 26,238 10,899 13,805 1,534 3,859 23.5 66.7 27.7 35.1 3.9 9.8

15～19歳 221 214 4 1 2 1 3 97.1 1.6 0.4 0.8 0.5 1.3

20～24歳 1,046 896 119 39 73 7 32 85.6 11.3 3.7 6.9 0.6 3.0

25～29歳 1,603 892 660 256 388 16 51 55.7 41.2 16.0 24.2 1.0 3.2

30～34歳 2,200 716 1,424 395 1,002 27 60 32.5 64.7 18.0 45.6 1.2 2.7

35～39歳 2,782 663 1,997 390 1,542 65 122 23.8 71.8 14.0 55.4 2.3 4.4

40～44歳 3,385 736 2,435 411 1,907 117 213 21.8 72.0 12.1 56.4 3.5 6.3

45～49歳 3,961 868 2,780 502 2,104 174 313 21.9 70.2 12.7 53.1 4.4 7.9

50～54歳 3,624 809 2,469 596 1,670 204 345 22.3 68.1 16.4 46.1 5.6 9.5

55～59歳 3,435 715 2,309 792 1,257 261 412 20.8 67.2 23.0 36.6 7.6 12.0

60～64歳 3,369 626 2,253 1,060 992 200 490 18.6 66.9 31.5 29.5 5.9 14.5

65～69歳 3,785 662 2,575 1,526 937 112 548 17.5 68.0 40.3 24.8 3.0 14.5

70～74歳 3,725 568 2,688 1,762 829 96 469 15.3 72.1 47.3 22.3 2.6 12.6

75～79歳 2,940 399 2,208 1,529 593 85 333 13.6 75.1 52.0 20.2 2.9 11.3

80～84歳 1,896 263 1,395 989 333 73 237 13.9 73.6 52.2 17.6 3.8 12.5

85歳以上 1,392 237 923 651 177 96 232 17.0 66.3 46.7 12.7 6.9 16.6

65歳以上
（再掲）

13,738 2,131 9,788 6,458 2,868 462 1,820 15.5 71.2 47.0 20.9 3.4 13.2

女

総 数 13,701 8,890 3,964 111 113 3,740 848 64.9 28.9 0.8 0.8 27.3 6.2

15～19歳 161 156 2 0 0 2 3 97.0 1.3 0.0 0.1 1.2 1.8

20～24歳 695 641 26 3 2 21 28 92.2 3.7 0.4 0.2 3.1 4.1

25～29歳 673 544 103 11 7 85 26 80.8 15.4 1.7 1.0 12.7 3.8

30～34歳 618 402 194 13 15 166 22 65.1 31.3 2.1 2.4 26.9 3.5

35～39歳 693 358 303 10 18 275 32 51.6 43.8 1.4 2.6 39.7 4.6

40～44歳 887 396 440 9 20 410 51 44.7 49.6 1.1 2.2 46.3 5.7

45～49歳 1,114 498 549 11 18 519 68 44.7 49.2 1.0 1.6 46.6 6.1

50～54歳 983 490 431 10 13 409 62 49.8 43.9 1.0 1.3 41.6 6.3

55～59歳 852 462 334 9 9 317 56 54.2 39.2 1.0 1.1 37.2 6.5

60～64歳 834 494 278 8 5 265 62 59.2 33.3 0.9 0.6 31.7 7.5

65～69歳 1,044 694 270 9 3 259 80 66.5 25.9 0.9 0.3 24.8 7.6

70～74歳 1,266 896 279 8 2 269 91 70.7 22.0 0.6 0.1 21.3 7.2

75～79歳 1,339 981 266 6 1 259 92 73.3 19.8 0.4 0.1 19.3 6.9

80～84歳 1,176 880 215 3 1 211 80 74.9 18.3 0.3 0.1 18.0 6.8

85歳以上 1,366 997 275 2 0 273 94 73.0 20.1 0.1 0.0 20.0 6.9

65歳以上
（再掲）

6,191 4,449 1,305 28 7 1,270 437 71.9 21.1 0.5 0.1 20.5 7.1

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2020（平成32）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 53,053 18,270 30,189 11,037 13,814 5,338 4,594 34.4 56.9 20.8 26.0 10.1 8.7

15～19歳 374 363 6 1 2 3 6 97.0 1.5 0.2 0.5 0.8 1.5

20～24歳 1,724 1,523 143 41 73 29 59 88.3 8.3 2.4 4.2 1.7 3.4

25～29歳 2,271 1,438 759 264 392 103 75 63.3 33.4 11.6 17.2 4.5 3.3

30～34歳 2,742 1,093 1,572 395 987 191 77 39.9 57.3 14.4 36.0 7.0 2.8

35～39歳 3,408 1,004 2,260 393 1,530 336 144 29.5 66.3 11.5 44.9 9.9 4.2

40～44歳 4,141 1,096 2,792 407 1,861 523 253 26.5 67.4 9.8 45.0 12.6 6.1

45～49歳 5,076 1,375 3,328 517 2,118 693 372 27.1 65.6 10.2 41.7 13.7 7.3

50～54歳 4,688 1,345 2,951 621 1,705 625 391 28.7 63.0 13.2 36.4 13.3 8.4

55～59歳 4,415 1,237 2,726 829 1,296 602 452 28.0 61.8 18.8 29.3 13.6 10.2

60～64歳 4,154 1,118 2,511 1,057 981 473 525 26.9 60.4 25.4 23.6 11.4 12.6

65～69歳 4,554 1,298 2,672 1,439 878 355 584 28.5 58.7 31.6 19.3 7.8 12.8

70～74歳 5,275 1,560 3,119 1,860 875 385 595 29.6 59.1 35.3 16.6 7.3 11.3

75～79歳 4,193 1,358 2,424 1,503 582 338 411 32.4 57.8 35.9 13.9 8.1 9.8

80～84歳 3,130 1,162 1,652 1,017 344 291 316 37.1 52.8 32.5 11.0 9.3 10.1

85歳以上 2,907 1,300 1,274 693 189 392 334 44.7 43.8 23.8 6.5 13.5 11.5

65歳以上
（再掲）

20,060 6,679 11,141 6,512 2,868 1,761 2,240 33.3 55.5 32.5 14.3 8.8 11.2

男

総 数 39,256 9,304 26,194 10,926 13,701 1,567 3,757 23.7 66.7 27.8 34.9 4.0 9.6

15～19歳 216 209 4 1 2 1 3 97.1 1.6 0.4 0.7 0.5 1.3

20～24歳 1,036 888 117 39 72 7 31 85.7 11.3 3.7 6.9 0.7 3.0

25～29歳 1,598 895 654 253 385 16 49 56.0 40.9 15.9 24.1 1.0 3.1

30～34歳 2,138 701 1,381 382 973 26 56 32.8 64.6 17.9 45.5 1.2 2.6

35～39歳 2,725 653 1,958 384 1,513 62 114 24.0 71.9 14.1 55.5 2.3 4.2

40～44歳 3,274 710 2,361 398 1,842 120 204 21.7 72.1 12.2 56.3 3.7 6.2

45～49歳 3,952 870 2,777 506 2,100 171 305 22.0 70.3 12.8 53.1 4.3 7.7

50～54歳 3,673 833 2,511 611 1,692 207 329 22.7 68.4 16.6 46.1 5.6 9.0

55～59歳 3,526 748 2,381 820 1,286 275 396 21.2 67.5 23.3 36.5 7.8 11.2

60～64歳 3,323 625 2,233 1,049 975 208 466 18.8 67.2 31.6 29.3 6.3 14.0

65～69歳 3,567 641 2,415 1,430 875 110 510 18.0 67.7 40.1 24.5 3.1 14.3

70～74歳 3,939 614 2,826 1,851 873 101 500 15.6 71.7 47.0 22.2 2.6 12.7

75～79歳 2,882 397 2,163 1,498 581 84 321 13.8 75.1 52.0 20.2 2.9 11.2

80～84歳 1,939 270 1,432 1,014 344 75 236 13.9 73.9 52.3 17.7 3.9 12.2

85歳以上 1,469 250 981 691 189 102 237 17.0 66.8 47.0 12.9 7.0 16.1

65歳以上
（再掲）

13,795 2,173 9,818 6,484 2,862 473 1,805 15.7 71.2 47.0 20.7 3.4 13.1

女

総 数 13,797 8,966 3,994 110 113 3,772 837 65.0 29.0 0.8 0.8 27.3 6.1

15～19歳 158 153 2 0 0 2 3 96.9 1.3 0.0 0.1 1.2 1.8

20～24歳 689 635 26 3 2 22 28 92.2 3.8 0.4 0.2 3.2 4.0

25～29歳 674 543 105 11 7 87 25 80.7 15.6 1.6 1.0 12.9 3.8

30～34歳 604 392 191 12 14 164 20 65.0 31.6 2.0 2.4 27.2 3.4

35～39歳 683 351 301 10 18 274 31 51.4 44.1 1.4 2.6 40.1 4.5

40～44歳 866 386 431 9 19 402 49 44.5 49.8 1.1 2.2 46.5 5.7

45～49歳 1,124 505 551 11 18 522 67 45.0 49.1 1.0 1.6 46.5 6.0

50～54歳 1,015 512 440 10 13 417 62 50.5 43.4 1.0 1.3 41.1 6.1

55～59歳 890 488 345 9 9 327 56 54.9 38.8 1.0 1.1 36.8 6.3

60～64歳 831 493 278 8 5 265 60 59.3 33.5 0.9 0.6 31.9 7.2

65～69歳 987 657 256 8 3 245 74 66.5 26.0 0.8 0.3 24.9 7.5

70～74歳 1,336 947 294 9 2 283 95 70.9 22.0 0.6 0.1 21.2 7.1

75～79歳 1,312 961 261 6 1 254 89 73.3 19.9 0.4 0.1 19.4 6.8

80～84歳 1,192 892 220 3 1 216 80 74.8 18.4 0.3 0.1 18.1 6.7

85歳以上 1,438 1,049 293 2 0 290 96 73.0 20.3 0.1 0.0 20.2 6.7

65歳以上
（再掲）

6,265 4,506 1,323 28 7 1,289 435 71.9 21.1 0.4 0.1 20.6 7.0

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2025（平成37）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,439 18,648 29,664 10,973 13,132 5,558 4,127 35.6 56.6 20.9 25.0 10.6 7.9

15～19歳 351 341 5 1 2 3 5 97.1 1.5 0.2 0.5 0.8 1.4

20～24歳 1,612 1,419 136 38 68 31 57 88.0 8.5 2.4 4.2 1.9 3.5

25～29歳 2,197 1,395 734 254 374 106 68 63.5 33.4 11.6 17.0 4.8 3.1

30～34歳 2,572 1,046 1,458 366 905 188 68 40.7 56.7 14.2 35.2 7.3 2.6

35～39歳 2,999 925 1,961 335 1,324 302 113 30.8 65.4 11.2 44.2 10.1 3.8

40～44歳 3,629 976 2,454 356 1,628 470 198 26.9 67.6 9.8 44.9 12.9 5.5

45～49歳 4,407 1,197 2,907 444 1,820 643 303 27.2 66.0 10.1 41.3 14.6 6.9

50～54歳 5,244 1,559 3,292 699 1,886 707 392 29.7 62.8 13.3 36.0 13.5 7.5

55～59歳 4,872 1,477 2,998 910 1,385 704 397 30.3 61.5 18.7 28.4 14.4 8.1

60～64歳 4,402 1,307 2,656 1,118 1,003 535 439 29.7 60.4 25.4 22.8 12.2 10.0

65～69歳 3,939 1,176 2,324 1,247 742 335 439 29.9 59.0 31.7 18.8 8.5 11.1

70～74歳 4,348 1,357 2,524 1,501 697 326 467 31.2 58.0 34.5 16.0 7.5 10.7

75～79歳 4,883 1,625 2,765 1,708 673 384 493 33.3 56.6 35.0 13.8 7.9 10.1

80～84歳 3,514 1,311 1,870 1,154 390 326 332 37.3 53.2 32.8 11.1 9.3 9.5

85歳以上 3,470 1,536 1,577 843 235 498 356 44.3 45.5 24.3 6.8 14.4 10.3

65歳以上
（再掲）

20,154 7,007 11,060 6,453 2,737 1,870 2,087 34.8 54.9 32.0 13.6 9.3 10.4

男

総 数 38,330 9,395 25,601 10,867 13,024 1,709 3,334 24.5 66.8 28.4 34.0 4.5 8.7

15～19歳 203 197 3 1 1 1 2 97.2 1.6 0.4 0.7 0.5 1.2

20～24歳 967 827 110 36 66 8 30 85.6 11.4 3.7 6.8 0.8 3.1

25～29歳 1,540 867 628 244 367 17 45 56.3 40.8 15.8 23.9 1.1 2.9

30～34歳 1,998 676 1,272 354 892 26 49 33.9 63.7 17.7 44.6 1.3 2.5

35～39歳 2,381 604 1,688 326 1,309 53 89 25.4 70.9 13.7 55.0 2.2 3.7

40～44歳 2,853 636 2,059 348 1,612 99 158 22.3 72.2 12.2 56.5 3.5 5.5

45～49歳 3,410 750 2,414 434 1,803 176 247 22.0 70.8 12.7 52.9 5.2 7.2

50～54歳 4,064 949 2,788 688 1,871 229 326 23.4 68.6 16.9 46.1 5.6 8.0

55～59歳 3,816 868 2,608 900 1,374 334 340 22.7 68.4 23.6 36.0 8.8 8.9

60～64歳 3,463 724 2,359 1,110 997 252 381 20.9 68.1 32.1 28.8 7.3 11.0

65～69歳 3,057 584 2,093 1,240 740 113 380 19.1 68.4 40.6 24.2 3.7 12.4

70～74歳 3,234 564 2,278 1,494 695 88 392 17.4 70.4 46.2 21.5 2.7 12.1

75～79歳 3,388 522 2,470 1,701 672 98 395 15.4 72.9 50.2 19.8 2.9 11.7

80～84歳 2,194 322 1,625 1,150 390 85 247 14.7 74.0 52.4 17.8 3.9 11.3

85歳以上 1,762 304 1,205 841 235 129 252 17.3 68.4 47.7 13.3 7.3 14.3

65歳以上
（再掲）

13,635 2,296 9,671 6,426 2,731 513 1,668 16.8 70.9 47.1 20.0 3.8 12.2

女

総 数 14,109 9,253 4,063 106 108 3,849 794 65.6 28.8 0.8 0.8 27.3 5.6

15～19歳 149 144 2 0 0 2 2 97.0 1.3 0.0 0.1 1.2 1.7

20～24歳 645 591 27 2 2 23 27 91.7 4.1 0.4 0.2 3.5 4.1

25～29歳 657 528 106 11 7 88 24 80.3 16.1 1.6 1.0 13.5 3.6

30～34歳 574 370 186 11 13 162 18 64.4 32.4 2.0 2.3 28.2 3.2

35～39歳 618 321 273 8 15 250 24 51.9 44.2 1.3 2.5 40.4 3.9

40～44歳 776 341 395 8 17 371 40 43.9 50.9 1.0 2.1 47.8 5.2

45～49歳 996 447 493 9 17 467 57 44.8 49.5 0.9 1.7 46.9 5.7

50～54歳 1,181 610 504 11 15 478 66 51.7 42.7 0.9 1.2 40.5 5.6

55～59歳 1,056 609 390 10 11 369 57 57.6 36.9 0.9 1.0 35.0 5.4

60～64歳 938 583 298 8 6 283 58 62.1 31.7 0.9 0.6 30.2 6.2

65～69歳 882 592 232 7 2 222 58 67.1 26.3 0.8 0.3 25.2 6.6

70～74歳 1,114 794 246 7 1 237 74 71.2 22.1 0.6 0.1 21.3 6.7

75～79歳 1,495 1,103 294 6 1 287 97 73.8 19.7 0.4 0.1 19.2 6.5

80～84歳 1,320 989 246 4 1 241 85 74.9 18.6 0.3 0.1 18.3 6.5

85歳以上 1,708 1,232 372 3 1 369 104 72.1 21.8 0.2 0.0 21.6 6.1

65歳以上
（再掲）

6,519 4,710 1,390 27 6 1,356 419 72.3 21.3 0.4 0.1 20.8 6.4

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2030（平成42）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 51,231 18,718 28,770 10,782 12,340 5,648 3,743 36.5 56.2 21.0 24.1 11.0 7.3

15～19歳 330 321 5 1 1 3 4 97.2 1.4 0.2 0.4 0.8 1.3

20～24歳 1,500 1,324 127 35 63 28 50 88.2 8.4 2.4 4.2 1.9 3.3

25～29歳 2,056 1,297 693 237 349 106 67 63.1 33.7 11.5 17.0 5.2 3.2

30～34歳 2,497 1,014 1,419 355 872 191 64 40.6 56.8 14.2 34.9 7.7 2.6

35～39歳 2,822 886 1,831 315 1,223 294 104 31.4 64.9 11.1 43.3 10.4 3.7

40～44歳 3,189 898 2,128 305 1,406 417 163 28.2 66.7 9.6 44.1 13.1 5.1

45～49歳 3,858 1,064 2,547 389 1,589 569 247 27.6 66.0 10.1 41.2 14.8 6.4

50～54歳 4,559 1,356 2,882 597 1,618 667 321 29.7 63.2 13.1 35.5 14.6 7.1

55～59歳 5,477 1,711 3,361 1,012 1,530 819 404 31.2 61.4 18.5 27.9 15.0 7.4

60～64歳 4,832 1,549 2,881 1,207 1,066 608 402 32.1 59.6 25.0 22.1 12.6 8.3

65～69歳 4,146 1,353 2,414 1,301 755 358 378 32.6 58.2 31.4 18.2 8.6 9.1

70～74歳 3,757 1,219 2,178 1,298 588 293 359 32.5 58.0 34.5 15.6 7.8 9.6

75～79歳 4,026 1,389 2,246 1,387 540 320 390 34.5 55.8 34.4 13.4 7.9 9.7

80～84歳 4,148 1,561 2,185 1,346 464 375 402 37.6 52.7 32.4 11.2 9.1 9.7

85歳以上 4,034 1,776 1,875 997 278 600 384 44.0 46.5 24.7 6.9 14.9 9.5

65歳以上
（再掲）

20,111 7,298 10,899 6,328 2,624 1,947 1,914 36.3 54.2 31.5 13.0 9.7 9.5

男

総 数 37,069 9,348 24,729 10,680 12,238 1,810 2,993 25.2 66.7 28.8 33.0 4.9 8.1

15～19歳 191 186 3 1 1 1 2 97.3 1.6 0.4 0.7 0.5 1.1

20～24歳 899 771 102 33 62 7 26 85.8 11.3 3.7 6.9 0.8 2.9

25～29歳 1,441 808 590 228 343 19 44 56.1 40.9 15.8 23.8 1.3 3.0

30～34歳 1,934 656 1,232 344 860 28 47 33.9 63.7 17.8 44.4 1.4 2.4

35～39歳 2,233 584 1,567 307 1,208 52 82 26.1 70.2 13.7 54.1 2.3 3.7

40～44歳 2,491 587 1,774 299 1,392 84 130 23.6 71.2 12.0 55.9 3.4 5.2

45～49歳 2,970 671 2,100 380 1,575 145 199 22.6 70.7 12.8 53.0 4.9 6.7

50～54歳 3,515 819 2,431 587 1,604 240 265 23.3 69.2 16.7 45.6 6.8 7.5

55～59歳 4,250 992 2,914 1,001 1,518 395 343 23.3 68.6 23.6 35.7 9.3 8.1

60～64歳 3,733 841 2,551 1,198 1,059 293 342 22.5 68.3 32.1 28.4 7.9 9.2

65～69歳 3,167 672 2,173 1,293 752 127 321 21.2 68.6 40.8 23.8 4.0 10.1

70～74歳 2,776 514 1,962 1,292 587 83 300 18.5 70.7 46.5 21.1 3.0 10.8

75～79歳 2,786 472 2,001 1,381 539 81 313 16.9 71.8 49.6 19.3 2.9 11.2

80～84歳 2,625 414 1,903 1,342 463 99 307 15.8 72.5 51.1 17.6 3.8 11.7

85歳以上 2,057 360 1,425 993 277 154 272 17.5 69.3 48.3 13.5 7.5 13.2

65歳以上
（再掲）

13,411 2,433 9,464 6,302 2,618 545 1,513 18.1 70.6 47.0 19.5 4.1 11.3

女

総 数 14,161 9,370 4,041 101 102 3,838 750 66.2 28.5 0.7 0.7 27.1 5.3

15～19歳 139 135 2 0 0 2 2 97.1 1.3 0.0 0.1 1.2 1.6

20～24歳 601 552 25 2 1 21 24 91.9 4.1 0.4 0.2 3.5 4.0

25～29歳 615 489 103 10 6 87 23 79.5 16.7 1.6 1.0 14.1 3.7

30～34歳 562 358 187 11 13 163 18 63.6 33.3 2.0 2.3 29.0 3.2

35～39歳 589 302 264 8 14 242 23 51.4 44.8 1.3 2.4 41.1 3.8

40～44歳 698 311 354 7 14 333 34 44.5 50.6 1.0 2.1 47.6 4.8

45～49歳 888 394 446 8 14 424 48 44.3 50.3 0.9 1.6 47.7 5.4

50～54歳 1,043 536 450 10 14 427 57 51.4 43.2 0.9 1.3 40.9 5.4

55～59歳 1,227 719 446 11 12 424 61 58.6 36.4 0.9 1.0 34.5 5.0

60～64歳 1,098 708 330 9 7 315 60 64.5 30.1 0.8 0.6 28.7 5.5

65～69歳 978 681 241 8 2 231 57 69.6 24.6 0.8 0.2 23.6 5.8

70～74歳 981 705 217 6 1 209 60 71.8 22.1 0.6 0.1 21.3 6.1

75～79歳 1,240 917 245 5 1 239 77 74.0 19.8 0.4 0.1 19.3 6.2

80～84歳 1,523 1,147 282 4 1 277 95 75.3 18.5 0.3 0.1 18.2 6.2

85歳以上 1,977 1,415 450 3 1 446 112 71.6 22.7 0.2 0.0 22.6 5.7

65歳以上
（再掲）

6,700 4,865 1,434 26 6 1,402 401 72.6 21.4 0.4 0.1 20.9 6.0

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表２ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合（続き）

2035（平成47）年

年齢

一 般 世 帯 数（1,000世帯） 割 合 （％）

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数

夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総数
夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 49,555 18,457 27,678 10,500 11,532 5,645 3,421 37.2 55.9 21.2 23.3 11.4 6.9

15～19歳 289 281 4 1 1 2 4 97.2 1.4 0.2 0.4 0.8 1.3

20～24歳 1,397 1,234 118 33 59 26 45 88.3 8.5 2.4 4.2 1.9 3.2

25～29歳 1,911 1,206 646 222 326 98 59 63.1 33.8 11.6 17.1 5.1 3.1

30～34歳 2,340 941 1,337 333 816 187 63 40.2 57.1 14.2 34.9 8.0 2.7

35～39歳 2,746 857 1,787 307 1,183 297 102 31.2 65.1 11.2 43.1 10.8 3.7

40～44歳 3,007 857 1,995 290 1,304 401 154 28.5 66.4 9.6 43.4 13.3 5.1

45～49歳 3,397 975 2,213 338 1,374 501 210 28.7 65.1 10.0 40.4 14.7 6.2

50～54歳 3,989 1,205 2,517 522 1,411 584 267 30.2 63.1 13.1 35.4 14.6 6.7

55～59歳 4,835 1,486 3,010 862 1,314 835 338 30.7 62.3 17.8 27.2 17.3 7.0

60～64歳 5,429 1,792 3,217 1,338 1,177 702 420 33.0 59.3 24.7 21.7 12.9 7.7

65～69歳 4,534 1,587 2,590 1,396 800 394 358 35.0 57.1 30.8 17.6 8.7 7.9

70～74歳 3,944 1,375 2,247 1,348 595 304 321 34.9 57.0 34.2 15.1 7.7 8.1

75～79歳 3,487 1,234 1,945 1,206 458 282 308 35.4 55.8 34.6 13.1 8.1 8.8

80～84歳 3,431 1,320 1,789 1,103 376 311 322 38.5 52.2 32.1 11.0 9.1 9.4

85歳以上 4,818 2,106 2,261 1,201 338 722 451 43.7 46.9 24.9 7.0 15.0 9.4

65歳以上
（再掲）

20,215 7,622 10,833 6,254 2,566 2,013 1,760 37.7 53.6 30.9 12.7 10.0 8.7

男

総 数 35,577 9,150 23,714 10,404 11,435 1,875 2,713 25.7 66.7 29.2 32.1 5.3 7.6

15～19歳 167 163 3 1 1 1 2 97.3 1.6 0.4 0.7 0.5 1.1

20～24歳 839 721 95 31 58 7 23 85.9 11.4 3.7 6.9 0.8 2.8

25～29歳 1,340 752 550 213 320 17 38 56.1 41.1 15.9 23.9 1.3 2.8

30～34歳 1,813 611 1,157 323 804 30 45 33.7 63.8 17.8 44.4 1.7 2.5

35～39歳 2,167 565 1,523 299 1,169 54 80 26.1 70.3 13.8 53.9 2.5 3.7

40～44歳 2,343 564 1,656 283 1,291 82 123 24.1 70.7 12.1 55.1 3.5 5.2

45～49歳 2,600 616 1,815 331 1,362 123 168 23.7 69.8 12.7 52.4 4.7 6.5

50～54歳 3,062 732 2,112 514 1,399 199 218 23.9 69.0 16.8 45.7 6.5 7.1

55～59歳 3,742 856 2,601 853 1,302 447 285 22.9 69.5 22.8 34.8 11.9 7.6

60～64歳 4,159 963 2,842 1,329 1,169 344 355 23.1 68.3 31.9 28.1 8.3 8.5

65～69歳 3,404 778 2,329 1,388 797 144 298 22.8 68.4 40.8 23.4 4.2 8.7

70～74歳 2,875 587 2,026 1,342 594 91 262 20.4 70.5 46.7 20.6 3.2 9.1

75～79歳 2,407 431 1,731 1,201 457 73 246 17.9 71.9 49.9 19.0 3.0 10.2

80～84歳 2,168 367 1,554 1,099 375 80 246 16.9 71.7 50.7 17.3 3.7 11.4

85歳以上 2,490 446 1,719 1,198 337 184 325 17.9 69.1 48.1 13.6 7.4 13.0

65歳以上
（再掲）

13,344 2,608 9,359 6,228 2,560 572 1,376 19.5 70.1 46.7 19.2 4.3 10.3

女

総 数 13,978 9,307 3,963 96 97 3,770 708 66.6 28.4 0.7 0.7 27.0 5.1

15～19歳 122 119 2 0 0 1 2 97.1 1.3 0.0 0.1 1.2 1.6

20～24歳 558 513 23 2 1 20 22 91.9 4.1 0.4 0.2 3.5 3.9

25～29歳 571 454 96 9 6 80 21 79.6 16.8 1.6 1.0 14.1 3.6

30～34歳 527 330 180 10 12 157 17 62.6 34.1 2.0 2.3 29.8 3.3

35～39歳 579 292 265 8 14 243 22 50.5 45.7 1.3 2.4 42.0 3.8

40～44歳 663 293 339 7 13 319 32 44.2 51.1 1.0 2.0 48.1 4.8

45～49歳 798 359 397 7 12 378 42 45.0 49.8 0.9 1.5 47.4 5.2

50～54歳 927 473 405 8 12 385 49 51.0 43.7 0.9 1.3 41.5 5.3

55～59歳 1,092 630 409 9 12 388 54 57.7 37.4 0.8 1.1 35.5 4.9

60～64歳 1,270 829 375 10 8 358 65 65.3 29.6 0.8 0.6 28.2 5.1

65～69歳 1,130 809 261 8 3 250 60 71.6 23.1 0.7 0.2 22.2 5.3

70～74歳 1,069 789 221 6 1 214 59 73.8 20.7 0.6 0.1 20.0 5.5

75～79歳 1,080 803 214 5 1 209 63 74.4 19.8 0.4 0.1 19.3 5.8

80～84歳 1,264 953 235 4 1 231 76 75.4 18.6 0.3 0.1 18.3 6.0

85歳以上 2,328 1,660 542 4 1 538 126 71.3 23.3 0.2 0.0 23.1 5.4

65歳以上
（再掲）

6,871 5,014 1,473 26 6 1,441 383 73.0 21.4 0.4 0.1 21.0 5.6

注：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない．
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結果表３ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合
［参考推計：世帯内地位分布一定］

2015（平成27）年 （単位：1,000） （単位：％）

年齢

一 般 世 帯 数 割 合

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数 夫婦

のみ
夫婦
と子

ひとり親
と子

総数 夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 52,151 16,698 29,577 10,664 14,307 4,606 5,876 32.0 56.7 20.4 27.4 8.8 11.3

15～19歳 397 386 5 1 2 2 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,785 1,563 147 44 78 25 75 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 2,408 1,484 801 288 433 80 123 61.6 33.3 11.9 18.0 3.3 5.1

30～34歳 3,021 1,158 1,725 437 1,124 164 138 38.3 57.1 14.5 37.2 5.4 4.6

35～39歳 3,722 1,083 2,442 416 1,711 315 196 29.1 65.6 11.2 46.0 8.5 5.3

40～44歳 4,697 1,212 3,145 427 2,176 542 340 25.8 67.0 9.1 46.3 11.5 7.2

45～49歳 4,417 1,051 2,887 380 1,919 588 478 23.8 65.4 8.6 43.5 13.3 10.8

50～54歳 4,168 959 2,576 465 1,584 527 633 23.0 61.8 11.2 38.0 12.6 15.2

55～59歳 4,093 975 2,420 717 1,275 428 698 23.8 59.1 17.5 31.2 10.4 17.1

60～64歳 4,781 1,132 2,881 1,249 1,221 411 768 23.7 60.3 26.1 25.5 8.6 16.1

65～69歳 5,642 1,371 3,539 1,935 1,186 418 733 24.3 62.7 34.3 21.0 7.4 13.0

70～74歳 4,568 1,239 2,785 1,687 764 335 544 27.1 61.0 36.9 16.7 7.3 11.9

75～79歳 3,703 1,180 2,064 1,318 464 282 459 31.9 55.7 35.6 12.5 7.6 12.4

80～84歳 2,736 1,030 1,326 845 244 237 379 37.7 48.5 30.9 8.9 8.7 13.9

85歳～ 2,015 876 833 457 124 252 306 43.5 41.3 22.7 6.1 12.5 15.2

65歳以上
（再掲） 18,663 5,696 10,548 6,241 2,782 1,524 2,420 30.5 56.5 33.4 14.9 8.2 13.0

男

総 数 39,500 8,591 25,996 10,556 14,194 1,245 4,913 21.7 65.8 26.7 35.9 3.2 12.4

15～19歳 230 223 3 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,080 915 123 41 77 6 41 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,718 918 717 276 426 16 83 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 2,408 738 1,563 424 1,107 32 107 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 3,041 718 2,161 406 1,691 64 162 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 3,804 822 2,695 417 2,155 123 287 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 3,560 714 2,433 372 1,903 158 413 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 3,397 634 2,202 458 1,573 172 560 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 3,358 603 2,130 709 1,268 153 624 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 3,874 601 2,590 1,239 1,216 135 682 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 4,431 583 3,220 1,924 1,183 113 628 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 3,372 402 2,523 1,679 762 82 447 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 2,510 301 1,844 1,313 464 68 365 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 1,667 229 1,145 842 244 59 292 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳～ 1,051 188 643 455 124 64 220 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲） 13,031 1,704 9,376 6,214 2,776 386 1,951 13.1 72.0 47.7 21.3 3.0 15.0

女

総 数 12,651 8,107 3,581 108 112 3,362 963 64.1 28.3 0.9 0.9 26.6 7.6

15～19歳 167 163 2 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 705 648 24 3 2 19 34 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 690 566 84 12 8 64 41 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 613 419 162 14 16 132 32 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 680 365 281 10 20 251 34 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 893 390 450 10 22 419 53 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 857 337 454 8 16 430 65 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 771 325 374 7 11 355 73 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 734 371 290 8 7 275 74 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 907 531 290 9 5 276 86 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 1,212 788 319 11 3 305 105 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,196 836 262 8 2 253 97 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,193 879 220 5 1 214 94 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 1,069 801 181 3 0 178 87 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳～ 964 688 190 1 0 188 86 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲） 5,633 3,992 1,172 27 6 1,138 469 70.9 20.8 0.5 0.1 20.2 8.3

注：四捨五入のため必ずしも合計は一致しない．
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結果表３ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合
［参考推計：世帯内地位分布一定］（続き）

2020（平成32）年 （単位：1,000） （単位：％）

年齢

一 般 世 帯 数 割 合

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数 夫婦

のみ
夫婦
と子

ひとり親
と子

総数 夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 51,955 16,608 29,382 10,823 13,934 4,625 5,965 32.0 56.6 20.8 26.8 8.9 11.5

15～19歳 373 363 5 1 2 2 6 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,751 1,534 144 43 76 24 74 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 2,290 1,409 763 274 413 76 117 61.5 33.3 12.0 18.0 3.3 5.1

30～34歳 2,693 1,030 1,539 390 1,003 145 123 38.3 57.2 14.5 37.3 5.4 4.6

35～39歳 3,262 949 2,141 365 1,501 276 172 29.1 65.6 11.2 46.0 8.5 5.3

40～44歳 3,985 1,028 2,669 362 1,847 460 288 25.8 67.0 9.1 46.3 11.5 7.2

45～49歳 4,919 1,169 3,217 424 2,141 653 533 23.8 65.4 8.6 43.5 13.3 10.8

50～54歳 4,501 1,035 2,782 503 1,712 568 684 23.0 61.8 11.2 38.0 12.6 15.2

55～59歳 4,251 1,011 2,515 745 1,326 443 725 23.8 59.1 17.5 31.2 10.4 17.1

60～64歳 4,139 980 2,495 1,081 1,058 356 665 23.7 60.3 26.1 25.5 8.6 16.1

65～69歳 4,731 1,151 2,966 1,621 994 351 614 24.3 62.7 34.3 21.0 7.4 13.0

70～74歳 5,420 1,458 3,316 2,012 911 393 646 26.9 61.2 37.1 16.8 7.3 11.9

75～79歳 4,143 1,313 2,316 1,480 522 314 514 31.7 55.9 35.7 12.6 7.6 12.4

80～84歳 2,948 1,092 1,445 925 268 252 411 37.1 49.0 31.4 9.1 8.5 13.9

85歳～ 2,548 1,086 1,070 595 161 314 392 42.6 42.0 23.4 6.3 12.3 15.4

65歳以上
（再掲） 19,790 6,099 11,113 6,634 2,855 1,623 2,578 30.8 56.2 33.5 14.4 8.2 13.0

男

総 数 39,197 8,400 25,812 10,719 13,828 1,265 4,984 21.4 65.9 27.3 35.3 3.2 12.7

15～19歳 216 210 3 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 1,055 895 120 40 75 5 41 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,639 876 684 263 406 15 79 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 2,151 659 1,396 378 989 29 95 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 2,668 630 1,896 356 1,483 56 142 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 3,228 698 2,287 354 1,829 105 243 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 3,971 796 2,714 415 2,123 177 461 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 3,671 685 2,380 495 1,700 185 605 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 3,492 627 2,215 737 1,319 159 649 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 3,355 521 2,243 1,073 1,053 117 591 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 3,712 488 2,698 1,612 991 94 526 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 4,023 480 3,009 2,003 909 98 533 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 2,820 338 2,072 1,475 521 77 410 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 1,825 251 1,254 923 267 65 320 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳～ 1,371 246 839 594 161 84 286 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲） 13,751 1,803 9,873 6,606 2,849 417 2,075 13.1 71.8 48.0 20.7 3.0 15.1

女

総 数 12,758 8,208 3,570 104 106 3,360 980 64.3 28.0 0.8 0.8 26.3 7.7

15～19歳 157 153 2 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 696 639 23 3 2 19 33 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 650 533 79 11 7 61 38 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 542 371 143 12 14 117 28 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 595 319 246 9 17 220 30 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 757 330 381 8 18 355 45 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 948 373 503 9 18 476 72 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 830 349 402 8 12 382 78 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 759 384 299 8 7 284 76 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 785 459 251 8 4 239 74 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 1,019 662 268 9 3 257 88 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,398 978 307 9 2 296 113 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,323 975 243 5 1 237 105 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 1,123 842 190 3 0 187 91 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳～ 1,177 840 232 2 0 230 105 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲） 6,039 4,296 1,240 28 6 1,206 502 71.1 20.5 0.5 0.1 20.0 8.3

注：四捨五入のため必ずしも合計は一致しない．
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結果表３ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合
［参考推計：世帯内地位分布一定］（続き）

2025（平成37）年 （単位：1,000） （単位：％）

年齢

一 般 世 帯 数 割 合

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数 夫婦

のみ
夫婦
と子

ひとり親
と子

総数 夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 51,223 16,402 28,799 10,820 13,414 4,564 6,023 32.0 56.2 21.1 26.2 8.9 11.8

15～19歳 351 341 4 1 2 2 5 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,649 1,445 135 40 72 23 69 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 2,246 1,384 748 269 404 75 115 61.6 33.3 12.0 18.0 3.3 5.1

30～34歳 2,565 979 1,468 373 958 138 117 38.2 57.3 14.5 37.4 5.4 4.6

35～39歳 2,910 845 1,911 326 1,341 245 153 29.0 65.7 11.2 46.1 8.4 5.3

40～44歳 3,494 901 2,340 318 1,621 402 253 25.8 67.0 9.1 46.4 11.5 7.2

45～49歳 4,176 992 2,731 360 1,817 554 453 23.8 65.4 8.6 43.5 13.3 10.8

50～54歳 5,016 1,152 3,102 561 1,910 630 762 23.0 61.8 11.2 38.1 12.6 15.2

55～59歳 4,596 1,092 2,719 806 1,435 478 784 23.8 59.2 17.5 31.2 10.4 17.1

60～64歳 4,307 1,018 2,597 1,126 1,102 369 692 23.6 60.3 26.2 25.6 8.6 16.1

65～69歳 4,106 998 2,575 1,408 863 304 533 24.3 62.7 34.3 21.0 7.4 13.0

70～74歳 4,553 1,226 2,784 1,689 765 331 543 26.9 61.2 37.1 16.8 7.3 11.9

75～79歳 4,955 1,553 2,785 1,785 629 371 617 31.3 56.2 36.0 12.7 7.5 12.5

80～84歳 3,329 1,225 1,639 1,052 304 282 466 36.8 49.2 31.6 9.1 8.5 14.0

85歳～ 2,971 1,251 1,261 707 192 362 460 42.1 42.4 23.8 6.5 12.2 15.5

65歳以上
（再掲） 19,914 6,252 11,043 6,641 2,753 1,650 2,619 31.4 55.5 33.3 13.8 8.3 13.2

男

総 数 38,516 8,175 25,304 10,720 13,314 1,269 5,036 21.2 65.7 27.8 34.6 3.3 13.1

15～19歳 203 197 3 1 2 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 994 842 113 38 70 5 38 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,604 857 670 258 397 15 77 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 2,054 630 1,333 361 945 27 91 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 2,384 563 1,694 318 1,325 50 127 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 2,833 612 2,007 311 1,605 92 213 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 3,371 676 2,304 352 1,802 150 391 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 4,097 765 2,656 552 1,897 207 676 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 3,778 679 2,396 798 1,427 172 702 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 3,495 542 2,337 1,118 1,097 121 615 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 3,223 424 2,343 1,400 861 82 457 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 3,377 403 2,526 1,681 763 82 448 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 3,401 408 2,499 1,778 628 92 494 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 2,076 285 1,426 1,049 304 74 364 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳～ 1,628 292 996 705 191 99 340 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲） 13,704 1,812 9,790 6,614 2,747 429 2,102 13.2 71.4 48.3 20.0 3.1 15.3

女

総 数 12,708 8,226 3,494 100 100 3,295 987 64.7 27.5 0.8 0.8 25.9 7.8

15～19歳 148 144 1 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 656 602 22 2 1 18 31 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 642 527 78 11 7 60 38 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 511 350 135 11 14 110 26 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 526 282 217 8 15 194 26 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 662 289 333 7 16 310 39 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 804 317 426 8 15 404 61 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 919 387 445 9 13 423 87 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 818 413 322 9 8 306 82 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 812 475 260 8 4 247 77 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 883 574 233 8 2 222 76 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,176 823 258 8 2 249 95 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,554 1,145 286 6 1 279 123 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 1,253 939 212 3 1 209 102 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳～ 1,343 959 264 2 0 262 120 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲） 6,210 4,440 1,253 27 6 1,221 516 71.5 20.2 0.4 0.1 19.7 8.3

注：四捨五入のため必ずしも合計は一致しない．
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結果表３ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合
［参考推計：世帯内地位分布一定］（続き）

2030（平成42）年 （単位：1,000） （単位：％）

年齢

一 般 世 帯 数 割 合

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数 夫婦

のみ
夫婦
と子

ひとり親
と子

総数 夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 50,008 16,030 27,992 10,730 12,826 4,435 5,986 32.1 56.0 21.5 25.6 8.9 12.0

15～19歳 331 322 4 1 2 2 5 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,555 1,362 127 38 68 22 66 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 2,118 1,305 705 253 381 70 108 61.6 33.3 12.0 18.0 3.3 5.1

30～34歳 2,515 962 1,438 365 938 136 115 38.2 57.2 14.5 37.3 5.4 4.6

35～39歳 2,773 804 1,823 311 1,281 231 146 29.0 65.7 11.2 46.2 8.3 5.3

40～44歳 3,117 803 2,089 284 1,448 357 226 25.8 67.0 9.1 46.5 11.4 7.2

45～49歳 3,663 870 2,396 316 1,595 485 397 23.8 65.4 8.6 43.6 13.2 10.8

50～54歳 4,259 978 2,634 477 1,623 535 647 23.0 61.8 11.2 38.1 12.6 15.2

55～59歳 5,125 1,216 3,034 901 1,602 531 875 23.7 59.2 17.6 31.3 10.4 17.1

60～64歳 4,662 1,100 2,812 1,220 1,194 398 750 23.6 60.3 26.2 25.6 8.5 16.1

65～69歳 4,280 1,037 2,687 1,470 901 316 556 24.2 62.8 34.3 21.1 7.4 13.0

70～74歳 3,965 1,065 2,427 1,472 667 288 473 26.9 61.2 37.1 16.8 7.3 11.9

75～79歳 4,172 1,308 2,345 1,502 530 312 519 31.4 56.2 36.0 12.7 7.5 12.4

80～84歳 4,033 1,464 2,002 1,291 373 338 567 36.3 49.6 32.0 9.3 8.4 14.1

85歳～ 3,439 1,434 1,470 829 225 415 536 41.7 42.7 24.1 6.5 12.1 15.6

65歳以上
（再掲） 19,889 6,308 10,929 6,565 2,695 1,669 2,651 31.7 55.0 33.0 13.6 8.4 13.3

男

総 数 37,533 7,908 24,616 10,634 12,733 1,249 5,009 21.1 65.6 28.3 33.9 3.3 13.3

15～19歳 192 186 3 1 1 1 3 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 936 794 107 36 66 5 36 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,512 808 631 243 375 14 73 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 2,010 616 1,305 354 924 27 89 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 2,277 538 1,618 304 1,266 48 121 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 2,531 547 1,794 278 1,434 82 191 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 2,959 593 2,023 309 1,582 132 343 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 3,480 650 2,256 469 1,611 176 574 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 4,220 758 2,677 891 1,594 192 785 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 3,787 588 2,532 1,212 1,189 132 667 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 3,366 443 2,446 1,462 899 86 477 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 2,944 351 2,202 1,466 665 71 390 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 2,863 344 2,104 1,497 529 78 416 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 2,547 350 1,750 1,287 373 90 446 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳～ 1,910 342 1,169 828 224 117 399 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲） 13,629 1,830 9,671 6,539 2,690 442 2,129 13.4 71.0 48.0 19.7 3.2 15.6

女

総 数 12,474 8,122 3,375 96 93 3,186 977 65.1 27.1 0.8 0.7 25.5 7.8

15～19歳 139 135 1 0 0 1 3 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 619 569 21 2 1 17 30 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 606 497 74 10 7 56 36 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 505 345 133 11 13 109 26 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 496 266 205 7 14 183 25 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 586 256 295 6 14 275 35 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 704 277 373 7 13 353 54 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 780 328 378 7 11 359 74 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 906 458 357 9 9 339 91 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 875 512 280 9 5 267 83 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 914 595 241 8 2 230 79 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,021 714 224 7 1 216 83 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,310 965 241 5 1 235 104 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 1,486 1,114 252 4 1 247 121 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳～ 1,529 1,091 301 2 0 299 137 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲） 6,260 4,479 1,259 26 6 1,227 523 71.5 20.1 0.4 0.1 19.6 8.3

注：四捨五入のため必ずしも合計は一致しない．
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結果表３ 世帯の家族類型別，世帯主の男女年齢５歳階級別一般世帯数および割合
［参考推計：世帯内地位分布一定］（続き）

2035（平成47）年 （単位：1,000） （単位：％）

年齢

一 般 世 帯 数 割 合

総数 単独
核 家 族 世 帯

その他 単独
核 家 族 世 帯

その他
総数 夫婦

のみ
夫婦
と子

ひとり親
と子

総数 夫婦
のみ

夫婦
と子

ひとり親
と子

総 数

総 数 48,394 15,470 27,098 10,599 12,229 4,269 5,826 32.0 56.0 21.9 25.3 8.8 12.0

15～19歳 290 282 4 1 1 2 4 97.2 1.3 0.2 0.5 0.6 1.5

20～24歳 1,466 1,284 120 36 64 20 62 87.6 8.2 2.4 4.4 1.4 4.2

25～29歳 1,999 1,232 665 239 360 66 102 61.6 33.3 12.0 18.0 3.3 5.1

30～34歳 2,372 907 1,356 344 884 128 108 38.2 57.2 14.5 37.3 5.4 4.6

35～39歳 2,719 789 1,786 305 1,254 228 143 29.0 65.7 11.2 46.1 8.4 5.3

40～44歳 2,971 764 1,992 271 1,383 337 215 25.7 67.0 9.1 46.6 11.4 7.2

45～49歳 3,268 775 2,138 282 1,426 430 354 23.7 65.4 8.6 43.6 13.2 10.8

50～54歳 3,738 858 2,312 419 1,425 469 568 23.0 61.8 11.2 38.1 12.5 15.2

55～59歳 4,355 1,033 2,578 765 1,362 451 744 23.7 59.2 17.6 31.3 10.4 17.1

60～64歳 5,203 1,225 3,141 1,364 1,335 442 837 23.5 60.4 26.2 25.6 8.5 16.1

65～69歳 4,641 1,122 2,916 1,596 978 341 603 24.2 62.8 34.4 21.1 7.4 13.0

70～74歳 4,143 1,109 2,540 1,542 698 299 495 26.8 61.3 37.2 16.9 7.2 11.9

75～79歳 3,654 1,142 2,057 1,319 465 273 455 31.2 56.3 36.1 12.7 7.5 12.5

80～84歳 3,408 1,236 1,693 1,091 316 285 479 36.3 49.7 32.0 9.3 8.4 14.1

85歳～ 4,166 1,712 1,799 1,025 278 497 654 41.1 43.2 24.6 6.7 11.9 15.7

65歳以上
（再掲） 20,012 6,321 11,004 6,574 2,735 1,695 2,687 31.6 55.0 32.8 13.7 8.5 13.4

男

総 数 36,309 7,577 23,856 10,508 12,141 1,208 4,875 20.9 65.7 28.9 33.4 3.3 13.4

15～19歳 168 163 3 1 1 1 2 97.2 1.5 0.4 0.8 0.4 1.3

20～24歳 885 750 101 34 63 5 34 84.8 11.4 3.8 7.1 0.5 3.8

25～29歳 1,426 762 596 229 353 13 69 53.4 41.7 16.1 24.8 0.9 4.8

30～34歳 1,896 581 1,231 334 872 25 84 30.7 64.9 17.6 46.0 1.3 4.4

35～39歳 2,229 526 1,584 297 1,239 47 119 23.6 71.1 13.3 55.6 2.1 5.3

40～44歳 2,419 523 1,714 265 1,370 78 182 21.6 70.9 11.0 56.6 3.2 7.5

45～49歳 2,646 530 1,808 276 1,414 118 307 20.0 68.4 10.4 53.5 4.4 11.6

50～54歳 3,056 571 1,982 412 1,415 154 504 18.7 64.8 13.5 46.3 5.0 16.5

55～59歳 3,586 644 2,275 757 1,355 163 667 18.0 63.4 21.1 37.8 4.5 18.6

60～64歳 4,234 657 2,831 1,355 1,329 147 745 15.5 66.9 32.0 31.4 3.5 17.6

65～69歳 3,654 481 2,656 1,587 976 93 518 13.2 72.7 43.4 26.7 2.5 14.2

70～74歳 3,084 368 2,307 1,536 697 75 409 11.9 74.8 49.8 22.6 2.4 13.3

75～79歳 2,513 302 1,847 1,314 464 68 365 12.0 73.5 52.3 18.5 2.7 14.5

80～84歳 2,154 296 1,480 1,088 315 76 378 13.7 68.7 50.5 14.6 3.6 17.5

85歳～ 2,360 423 1,444 1,022 277 144 493 17.9 61.2 43.3 11.8 6.1 20.9

65歳以上
（再掲） 13,765 1,869 9,734 6,548 2,729 457 2,162 13.6 70.7 47.6 19.8 3.3 15.7

女

総 数 12,085 7,893 3,241 92 88 3,062 951 65.3 26.8 0.8 0.7 25.3 7.9

15～19歳 122 119 1 0 0 1 2 97.2 1.0 0.0 0.1 0.8 1.8

20～24歳 582 535 19 2 1 16 28 91.9 3.3 0.4 0.2 2.7 4.8

25～29歳 572 469 69 10 6 53 34 82.0 12.1 1.7 1.1 9.3 5.9

30～34歳 476 326 126 11 13 103 24 68.4 26.4 2.2 2.7 21.6 5.1

35～39歳 490 263 203 7 14 181 25 53.7 41.3 1.5 2.9 36.9 5.0

40～44歳 552 241 278 6 13 259 33 43.7 50.4 1.1 2.4 46.9 6.0

45～49歳 623 245 330 6 12 312 48 39.4 53.0 0.9 1.9 50.2 7.6

50～54歳 682 287 331 7 10 314 64 42.1 48.5 1.0 1.4 46.1 9.4

55～59歳 769 389 303 8 7 288 77 50.6 39.4 1.0 1.0 37.4 10.0

60～64歳 970 568 310 10 5 295 92 58.5 32.0 1.0 0.5 30.5 9.5

65～69歳 986 641 260 9 2 248 85 65.0 26.3 0.9 0.3 25.2 8.6

70～74歳 1,059 741 233 7 1 224 86 70.0 21.9 0.6 0.1 21.2 8.1

75～79歳 1,140 840 210 5 1 204 90 73.7 18.4 0.4 0.1 17.9 7.9

80～84歳 1,255 940 212 3 1 209 102 74.9 16.9 0.2 0.0 16.6 8.1

85歳～ 1,806 1,289 355 2 0 353 161 71.4 19.7 0.1 0.0 19.5 8.9

65歳以上
（再掲） 6,247 4,452 1,270 26 6 1,239 525 71.3 20.3 0.4 0.1 19.8 8.4

注：四捨五入のため必ずしも合計は一致しない．
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2011年社会保障・人口問題基本調査
第７回人口移動調査

林玲子・千年よしみ・小島克久・清水昌人・

小池司朗・貴志匡博・中川雅貴

（注）前回調査は岩手県，宮城県，福島県を除いた数値で比較している．

Ⅰ．調査の概要

1. 第７回人口移動調査について

人口移動調査は，人口移動の動向を明らかにし，将来の人口移動の傾向を見通すための

基礎データを得ることを目的として，これまでに6回実施されてきた（1976年，1986年，

1991年，1996年，2001年，2006年）．第7回人口移動調査は，平成23（2011）年7月1日
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【調査結果のポイント】

● 現住地が， 5年前の居住地と異なる人の割合は24.7％で，2006年の前回調査

（28.1％）よりも低下した。年齢別では，30～34歳を除くすべての層で低下し，人

口移動の鈍化が明らかとなった．

● 居住地が，出生時からずっと同じ人の割合は前回調査（10.7％）と変わらないが，

都道府県や国を越えて移動している人はやや増加している（それぞれ2.0ポイント，

0.2ポイントの増）．

● 出生地と現住地の関係を地域ブロック別にみると，現在も出生地と同じブロックに

住む人の割合は，東京圏（90.4％）と中京圏（89.9％）で高い．

● 現住地への移動理由では，「入学・進学」，「職業上の理由」，「結婚・離婚」が増え

（それぞれ0.8ポイント，1.3ポイント，0.9ポイントの増），「家族の移動に伴って」

が減った（2.3ポイント減）．うち，女性の「入学・進学」を理由とする移動は，3.6

％から6.0％へ大きく上昇している．

● 出生県へのUターン者の割合は13.3％と，前回調査の12.7％から微増となっている．

特に60歳以上74歳以下の高年齢層で上昇しているが，これはUターンで出生県に

戻った人がそのまま定着し高齢化していることによるものである．

● 5年後に移動している可能性がある人（「大いにある」「ある程度ある」の合計）は

20.1％で，前回調査とほぼ同じ傾向となった．

● 外国で居住経験のある人は，前回調査の3.6％から3.9％にやや増えた．特に，20歳

代から40歳代での増加割合が高い．



に，厚生労働省大臣官房統計情報部，都道府県，保健所を設置する市・特別区および保健

所の協力を得て行われた．ただし，東日本大震災の影響により，岩手県，宮城県，福島県

では調査を中止し，北海道では同年9月1日に延期の上実施した．調査項目は世帯主およ

び世帯員の居住歴，居住経験のある都道府県，離家経験，そして5年後の居住地域の見通

し等である．調査項目は前回とほぼ同じである．

2. 調査方法および回収状況

本調査は，平成23年国民生活基礎調査で設定された調査地区より無作為に抽出された

300調査区のうち，東日本大震災の影響で調査を中止した調査区を除く288地区の全ての世

帯の世帯主および世帯員を調査の客体としている．調査票の配布・回収は調査員が行い，

調査票への記入は原則として世帯主に依頼した．

対象世帯数は15,449，調査票配布世帯数は12,884，調査票回収世帯数は11,546であった．

この中から記入の全くない票，重要な情報が抜けている票を無効票とした結果，最終的に

11,353票が有効票として分析の対象となった．よって，対象世帯数に対する回収率は74.7

％，有効回収率は73.5％となる．なお，配布世帯数に対する回収率は89.6％，有効回収率

は88.1％である．

本調査の分析対象者と総務省統計局による平成23（2011）年10月1日推計人口の地域ブ

ロック別分布（岩手県，宮城県，福島県を除く）を比較すると，第7回移動調査の地域ブ

ロックの割合は東京圏や大阪圏などの大都市圏で低く，中部・北陸，中京圏で高くなって

いる．
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表Ⅰ-１ 地域ブロック別分布

本調査（2011.7） 推計人口（2011.10）** 割合の差

人 ％ 人（,000） ％ ％

総数 29,320 100.0 122,168 100.0 -

北海道 1,215 4.1 5,486 4.5 -0.4

東北 902 3.1 3,599 2.9 0.1

北関東 1,769 6.0 6,959 5.7 0.3

東京圏 7,583 25.9 35,675 29.2 -3.3

中部・北陸 3,485 11.9 12,167 10.0 1.9

中京圏 3,056 10.4 11,334 9.3 1.1

大阪圏 3,766 12.8 17,075 14.0 -1.1

京阪周辺 1,082 3.7 3,805 3.1 0.6

中国 1,970 6.7 7,535 6.2 0.6

四国 853 2.9 3,953 3.2 -0.3

九州・沖縄 3,639 12.4 14,578 11.9 0.5

*岩手県，宮城県，福島県を除く．
**総務省統計局：平成23年10月1日現在推計人口
注）地域ブロックは以下の通り．
北海道：北海道／東北：青森，秋田，山形／北関東：茨城，栃木，群馬／東京圏：埼
玉，千葉，東京，神奈川／中部・北陸：新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，静岡
／中京圏：岐阜，愛知，三重／大阪圏：京都，大阪，兵庫／京阪周辺：滋賀，奈良，
和歌山／中国：鳥取，島根，岡山，広島，山口／四国：徳島，香川，愛媛，高知／九
州・沖縄：福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄



また，本調査と平成23年10月1日推計人口の年齢5歳階級別分布をみると，20代から30

代にかけて本調査の割合の方が低く，20代後半から30代前半で顕著である．例えば，推計

人口では20代後半が全体に占める割合は5.7％であるが，本調査では5.1％である．

これらより，都市部や比較的若い年齢の世帯において調査票の配布・回収が困難である

こと等の影響が考えられる．また，75歳以上の高齢層でも本調査の方で割合が低い．調査

票の配布・回収の影響の他，本調査が介護保険施設の入所者等を対象としていないことも

考えられる．こうしたことから，本調査から推計される近年の移動動向は，実際よりも若

干幅がある可能性に留意する必要がある．

なお，比較に用いた第6回人口移動調査結果は，今回と同様，岩手県，宮城県，福島県

を除いた再集計結果を用いている．

Ⅱ．５年前居住地からの移動

1. ５年前居住地と現住地

5年前の居住地が現住地（調査時点の居住地）と異なる人の割合は24.7％で，第6回調

査（2006年）の値（28.1％）よりも低下した．5年前の居住地が「現在と同じ都道府県内」

の場合に，割合の低下が大きい．
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表Ⅰ-２ 年齢別分布

本調査（2011.7） 推計人口（2011.10）** 割合の差

人 ％*** 人（,000） ％ ％

総数 29,320 100.0 122,168 -

0-4歳 1,212 4.2 5,083 4.2 0.1

5-9歳 1,335 4.7 5,248 4.3 0.4

10-14歳 1,438 5.0 5,642 4.6 0.4

15-19歳 1,385 4.8 5,791 4.7 0.1

20-24歳 1,342 4.7 6,105 5.0 -0.3

25-29歳 1,468 5.1 6,918 5.7 -0.5

30-34歳 1,692 5.9 7,757 6.3 -0.4

35-39歳 2,114 7.4 9,330 7.6 -0.3

40-44歳 2,101 7.3 8,955 7.3 0.0

45-49歳 1,777 6.2 7,629 6.2 0.0

50-54歳 1,805 6.3 7,269 6.0 0.3

55-59歳 2,001 7.0 7,904 6.5 0.5

60-64歳 2,386 8.3 10,162 8.3 0.0

65-69歳 1,870 6.5 7,541 6.2 0.4

70-74歳 1,609 5.6 6,869 5.6 0.0

75-79歳 1,343 4.7 5,843 4.8 -0.1

80-84歳 984 3.4 4,257 3.5 0.0

85歳以上 769 2.7 3,863 3.2 -0.5

不詳 689 -

*岩手県，宮城県，福島県を除く．
**総務省統計局：平成23年10月1日現在推計人口
***不詳を除く割合



2. 年齢別移動割合

5年前の居住地が現住地と異

なる人の割合を年齢別にみると

大部分の年齢層で割合が低下し

ている．20歳代と50歳代から80

歳代前半で低下が目立つ．

Ⅲ．移動の経験と居住地域

1. 移動経験の範囲

ずっと同じ居住地である人の

割合は第6回調査（2006年）と

変わらないが，都道府県を越え

て移動している人，国を越えて

移動している人の割合が増加し

ている．
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表Ⅱ-１ ５年前居住地が現住地と異なる人の割合
（％）

総数
（人）

居住地が異なる人の割合（5年前居住地別，％）

計
現在と同じ都道府県内

他の都道府県 外国
同じ区市町村 他の区市町村

第7回 26,212 24.7 18.2 11.8 6.4 6.0 0.5

第6回 26,653 28.1 21.6 14.6 7.0 6.2 0.4

*調査時の年齢0-4歳，年齢不詳，および5年前居住地が明らかでない人は除く．
*岩手県，宮城県，福島県を除く．

図Ⅱ-１ 年齢別，５年前居住地が現住地と異なる

人の割合（％）

5年前居住地が明らかでない人は除く．

岩手県，宮城県，福島県を除く．

図Ⅲ-１ 移動経験の範囲別割合（％）

「国外」は，出生時，中学校卒業時，最後の学校卒業時，初めて仕事を持った時，初めて結婚した直前・直後，5年前，1年

前，一番最近の引っ越し前の時点（以下，「各時点」とする）のいずれかの居住地が「外国」であった人および外国に3か月

以上居住したことのある人，「国内」は「国外」以外で，各時点のいずれかの居住地が「他の都道府県」であった人および3

か月以上居住した都道府県数が2以上の人，「都道府県内」は「国外」「国内」以外で，各時点で現在と同じ都道府県の他の市

区町村に居住した人，「市町村内」は「国外」「国内」「都道府県内」以外で，各時点の居住地のいずれかが現在と同じ区市町

村内であった人，「ずっと同じ」は，「国外」「国内」「都道府県内」「市町村内」以外で，各時点の居住地のいずれもが現在と

同じ，もしくはまだそれらのライフイベントを経験していない人で，それぞれ総数に対する割合である．岩手県，宮城県，福

島県を除く．



2. 出生地と現住地

出生地ブロック別にみると，現在も出生地と同じ地域ブロックに住む人の割合は，東京

圏（90.4％）と中京圏（89.9％）で最も高い．

現住地ブロック別にみると，現住地と出生地が同じ地域ブロックの人の割合は，東北を

除くと，四国（93.0％），九州・沖縄（92.1％）で高く，京阪周辺（64.6％），東京圏

（68.1％）で低い．
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表Ⅲ-１ 出生地ブロック別にみた現住地ブロックの割合
（％）

出生地
総数
（人）

現住地

北海道 東北 北関東 東京圏
中部・
北陸

中京圏 大阪圏
京阪
周辺

中国 四国
九州・
沖縄

合計

北海道 1,310 81.1 0.7 0.9 11.2 2.2 1.8 0.6 0.0 0.2 0.2 1.0 100

東北 1,407 2.0 58.0 3.7 30.4 2.4 1.1 1.1 0.3 0.2 0.1 0.6 100

北関東 1,675 0.2 0.1 81.3 15.1 1.0 0.8 0.6 0.3 0.2 0.0 0.4 100

東京圏 5,337 0.4 0.1 2.7 90.4 1.7 1.3 1.5 0.4 0.6 0.1 0.9 100

中部・北陸 3,626 0.2 0.0 1.1 11.7 81.6 2.9 1.4 0.4 0.4 0.0 0.2 100

中京圏 2,680 0.0 0.0 0.3 5.0 1.5 89.9 1.5 0.7 0.3 0.1 0.8 100

大阪圏 3,461 0.1 0.0 0.1 5.9 1.3 2.4 79.9 6.8 1.4 0.5 1.5 100

京阪周辺 822 0.0 0.1 0.0 4.1 0.9 1.9 10.9 80.4 0.9 0.0 0.7 100

中国 2,037 0.1 0.1 0.1 6.8 0.7 1.9 7.0 0.7 79.7 0.6 2.1 100

四国 995 0.0 0.1 0.4 6.4 0.8 1.8 9.8 1.2 2.6 75.8 1.0 100

九州・沖縄 3,895 0.2 0.0 0.4 8.1 0.9 2.6 4.2 0.7 1.7 0.3 80.8 100

外国 316 7.9 0.3 4.1 35.4 8.5 7.9 8.9 1.9 7.9 0.9 16.1 100

合計 27,561 4.2 3.1 6.0 25.7 12.0 10.6 12.7 3.7 6.7 2.9 12.4 100

出生地ブロック不詳は除く．調査時点で岩手，宮城，福島の3県に居住していた人は含まれないが，3県で出
生し，調査時点で3県以外に居住していた人は含む．

表Ⅲ-２ 現住地ブロック別にみた出生地ブロックの割合
（％）

現住地
総数
（人）

出生地

北海道 東北 北関東 東京圏
中部・
北陸

中京圏 大阪圏
京阪
周辺

中国 四国
九州・
沖縄

外国 合計

北海道 1,162 91.5 2.4 0.3 1.7 0.8 0.1 0.3 0.0 0.3 0.0 0.6 2.2 100

東北 842 1.1 96.9 0.2 0.8 0.1 0.0 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 100

北関東 1,660 0.7 3.1 82.0 8.7 2.5 0.5 0.3 0.0 0.2 0.2 1.0 0.8 100

東京圏 7,080 2.1 6.0 3.6 68.1 6.0 1.9 2.9 0.5 1.9 0.9 4.5 1.6 100

中部・北陸 3,301 0.9 1.0 0.5 2.7 89.6 1.2 1.3 0.2 0.5 0.2 1.0 0.8 100

中京圏 2,918 0.8 0.5 0.5 2.3 3.6 82.5 2.9 0.5 1.3 0.6 3.5 0.9 100

大阪圏 3,491 0.2 0.5 0.3 2.3 1.5 1.1 79.2 2.6 4.1 2.8 4.7 0.8 100

京阪周辺 1,023 0.0 0.4 0.5 2.2 1.3 1.9 23.1 64.6 1.5 1.2 2.8 0.6 100

中国 1,859 0.2 0.2 0.2 1.7 0.7 0.4 2.7 0.4 87.4 1.4 3.6 1.3 100

四国 811 0.4 0.1 0.0 0.5 0.1 0.4 2.1 0.0 1.6 93.0 1.5 0.4 100

九州・沖縄 3,414 0.4 0.3 0.2 1.3 0.3 0.6 1.5 0.2 1.3 0.3 92.1 1.5 100

合計 27,561 4.8 5.1 6.1 19.4 13.2 9.7 12.6 3.0 7.4 3.6 14.1 1.1 100

出生地ブロック不詳は除く．調査時点で岩手，宮城，福島の3県に居住していた人は含まれないが，3県で出
生し，調査時点で3県以外に居住していた人は含む．



Ⅳ．現住地への移動理由

1. 移動理由の推移

第6回調査（2006年）と比較すると「入学・進学」，「職業上の理由」，「結婚・離婚」が

上昇し，「家族の移動に伴って」が減少した．特に「入学・進学」は，前回の4.6％から5.4

％に上昇した．これは，女性が「入学・進学」目的で移動する割合が上昇したことが原因

であり（3.6％から6.0％へ），男性よりも「入学・進学」目的で移動する割合が高くなっ

ている．
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図Ⅲ-２ 現住地ブロック別にみた現住地と出生地が同じ地域ブロックの人の割合（％）

表Ⅳ-１ 過去５年間における現住地への移動理由
（％）

総数
（人）

過去5年の
移動者 入学・

進学
職業上
の理由

住宅を
主とする
理由

親や子と
の同居・
近居

家族の
移動に
伴って

結婚・
離婚

その他 不詳

（人） （％）

総数（7回） 29,320 5,972 100.0 5.4 14.1 35.0 6.4 10.9 13.5 11.8 2.9

男性（7回） 13,841 2,925 100.0 5.0 20.1 34.8 6.6 7.3 11.4 11.8 3.0

女性（7回） 14,895 2,956 100.0 6.0 8.2 35.0 6.3 14.6 15.6 11.6 2.9

総数（6回） 30,762 6,792 100.0 4.6 12.8 35.3 6.8 13.2 12.6 10.7 4.0

男性（6回） 14,551 3,366 100.0 5.6 18.2 36.5 6.8 9.5 10.1 9.6 3.8

女性（6回） 15,440 3,311 100.0 3.6 7.2 34.1 6.9 17.2 15.1 11.9 4.0

総数は性別不詳を含む．その他には「健康上の理由」を含む．
岩手県，宮城県，福島県を除く．



2. 年齢階層別にみた移動理由

「入学・進学」は，男性では20-24歳で，女性では15-19歳でピークに達している（男性

33.2％，女性39.0％）．「職業上の理由」で移動する者の割合は，全ての年齢層において男

性の方が高く，男性のピークは50-54歳で41.6％，女性では20-24歳で19.8％である．「住宅
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表Ⅳ-２ 男女別，年齢別，過去５年間における現住地への移動理由

男 （％）

年齢

過去５年の
移動者 入学・

進学
職業上
の理由

住宅を
主とする
理由

親や子と
の同居
・近居

家族の
移動に
伴って

結婚・
離婚

健康上
の理由

その他 不詳

（人） （％）

総数 2,925 100.0 5.0 20.1 34.8 6.6 7.3 11.4 1.1 10.7 3.0

15-19歳 129 100.0 28.7 3.9 33.3 4.7 16.3 2.3 0.0 6.2 4.7

20-24歳 205 100.0 33.2 24.9 21.0 3.4 4.4 4.4 1.5 6.8 0.5

25-29歳 303 100.0 3.6 25.7 19.5 7.9 0.7 24.4 1.3 11.6 5.3

30-34歳 421 100.0 0.5 18.5 31.1 6.4 1.4 25.2 1.0 12.6 3.3

35-39歳 391 100.0 1.0 18.9 41.4 5.1 0.0 18.2 0.5 12.5 2.3

40-44歳 253 100.0 1.6 26.9 36.4 11.1 0.0 13.8 0.4 8.3 1.6

45-49歳 168 100.0 0.6 33.3 43.5 2.4 1.2 6.6 1.2 9.5 1.8

50-54歳 142 100.0 0.7 41.6 40.1 4.9 1.4 3.5 0.7 6.3 0.7

55-59歳 123 100.0 1.6 35.0 39.8 8.9 0.0 1.6 0.8 12.2 0.0

60-64歳 96 100.0 0.0 29.2 41.7 9.4 0.0 3.1 2.1 14.6 0.0

65-69歳 61 100.0 0.0 14.8 44.3 14.8 0.0 1.6 3.3 16.4 4.9

70-74歳 45 100.0 0.0 13.3 53.3 13.3 0.0 0.0 0.0 15.6 4.4

75-79歳 25 100.0 0.0 4.0 56.0 12.0 0.0 0.0 8.0 12.0 8.0

80-84歳 15 100.0 0.0 0.0 33.3 13.3 13.3 0.0 20.0 20.0 0.0

85歳以上 8 100.0 0.0 0.0 0.0 62.5 0.0 0.0 37.5 0.0 0.0

女 （％）

年齢

過去５年の
移動者 入学・

進学
職業上
の理由

住宅を
主とする
理由

親や子と
の同居
・近居

家族の
移動に
伴って

結婚・
離婚

健康上
の理由

その他 不詳

（人） （％）

総数 2,956 100.0 6.0 8.2 35.0 6.3 14.6 15.6 1.3 10.3 2.9

15-19歳 154 100.0 39.0 2.6 31.2 2.6 13.0 2.0 0.7 5.8 3.3

20-24歳 243 100.0 30.5 19.8 21.4 1.7 4.1 11.1 1.2 8.2 2.1

25-29歳 354 100.0 4.0 14.7 22.0 4.5 7.3 34.2 0.0 11.0 2.3

30-34歳 453 100.0 0.9 8.6 29.6 6.2 10.2 30.9 0.4 9.9 3.3

35-39歳 392 100.0 1.3 7.7 39.5 3.1 12.5 22.5 0.5 11.0 2.0

40-44歳 247 100.0 1.6 5.7 39.7 7.3 18.6 14.2 0.8 8.9 3.2

45-49歳 124 100.0 1.6 8.9 43.6 9.7 12.1 11.3 1.6 10.5 0.8

50-54歳 111 100.0 0.9 9.0 40.5 7.2 18.9 7.2 0.9 15.3 0.0

55-59歳 98 100.0 0.0 2.0 44.9 16.3 12.2 4.1 1.0 14.3 5.1

60-64歳 93 100.0 0.0 5.4 45.2 15.1 12.9 6.5 2.2 10.8 2.2

65-69歳 47 100.0 0.0 0.0 55.3 10.6 2.1 2.1 4.3 21.3 4.3

70-74歳 41 100.0 0.0 2.4 56.1 19.5 7.3 0.0 4.9 7.3 2.4

75-79歳 26 100.0 0.0 0.0 50.0 15.4 7.7 0.0 19.2 3.9 3.9

80-84歳 30 100.0 0.0 3.3 43.3 26.7 3.3 0.0 13.3 6.7 3.3

85歳以上 26 100.0 3.9 0.0 15.4 38.5 3.9 0.0 26.9 7.7 3.9

それぞれの総数には，0歳-14歳，及び年齢不詳を含む．
岩手県，宮城県，福島県を除く．



を主とする理由」は，男女ともに最も大きな割合を占める理由であり，特に30歳代後半か

ら高くなる傾向が見られる．「親や子との同居・近居」は，男女ともに年齢の高い層で比

較的大きな割合を占める．男性では，65歳以上の者について15％前後で推移しているが，

女性では50歳代後半から漸増する傾向が観察される．「家族の移動に伴って」移動する割

合が高いのは女性であり，特に40代前半と50代前半にかけて約18％と高い．「結婚・離婚」

で移動する割合が高いのは男女ともに20代後半から30代前半にかけてである．男性では24-

25％であるが，女性は約30％-34％と女性の方が高い．

3. 高齢者の移動理由

65歳以上の過去5年間における移

動者の割合は，4-5％と低い．移動

した高齢者についてどのような理由

で移動したのかをみると，「住宅を

主とする理由」が46.2％で最も高い

が，「親や子との同居・近居」（18.2

％），「健康上の理由」（9.1％）で移

動する者の割合が高いのが特徴であ

る．

Ⅴ．出生県へのUターン移動

1. 県Uターン者割合の推移

出生県から県外に移動した人（県外移動者）のうち，再び出生県に戻った人を県Uター

ン者とすると，総数に対する県Uターン者の割合は，第6回調査（2006年）における12.7

％から，今回調査では13.3％と微増している．男性の県Uターン者割合は女性の割合よ

りも高いが，第6回調査からの増加幅は男性では14.1％から14.6％と0.5ポイントの上昇，

女性では11.3％から12.1％と0.8ポイントの上昇と，女性の方が大きく男女の差が縮まって

いる．
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図Ⅳ-１ 65歳以上の過去５年間における現住地への

移動理由（％）

表Ⅴ-１ 男女別，県外移動者と県Uターン者割合

総数
（a）

県外移動者 県Uターン者

人
（b）

対総数％
（b/a）

人
（c）

対県外移動者％
（c/b）

対総数％
（c/a）

第7回総数 26,216 10,115 38.6 3,487 34.5 13.3

男 12,529 4,973 39.7 1,833 36.9 14.6

女 13,266 5,015 37.8 1,604 32.0 12.1

第6回総数 27,059 9,893 36.6 3,424 34.6 12.7

男 12,940 4,891 37.8 1,825 37.3 14.1

女 13,593 4,772 35.1 1,531 32.1 11.3

出生地ブロック不詳者，海外出生者，移動パターン不詳者を除く．



2. 男女別，年齢別県Uターン者割合（対総数）の推移

県Uターン者割合（対総数）は，特に60歳以上74歳以下の高年齢層で前回調査に比べ

高くなっているが，前回調査の5歳下の年齢層の値と比べ変化が少ないことから，高齢時

にUターン移動したというよりは，Uターンした人がそのまま出生県にとどまり，高齢

化したため，結果としてUターン者割合が高くなっていると考えられる．

3. 出生地ブロック別県Uターン者割合の推移

出生地ブロック別県Uターン者の割合（対総数）は大都市圏（東京圏，中京圏，大阪

圏）で低く，地方圏（大都市圏以外）で高い傾向にある．例外として，北海道，東北ブロッ

クで低いが，東北ブロックは岩手，宮城，福島の3県を除いたことによる影響がある（付

表3参照）．
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図Ⅴ-１ 男女別，年齢別県Uターン者割合（対総数）

出生地ブロック不詳者，海外出生者，移動パターン不詳者を除く．



Ⅵ．５年後の居住地

1. ５年後の移動見通し

5年後に移動可能性が「まったくない」人は63.7％を占め，第6回調査（2006年）の

44.7％から大きく上昇している．5年後の移動可能性が「大いにある」，「ある程度ある」

と回答した人を「5年後に移動可能性がある人」とすると，その総数に対する割合は20.1

％となり，第6回調査の20.9％とあまり変わらない．

2. 年齢別の移動可能性

図Ⅵ-2は，5年後に移動可能性がある人の割合と5年前居住地が現住地と異なる人の

割合を年齢別に比較したものである．5年後の移動可能性は，10歳代後半から急激に高く

なり20歳代前半にピークとなっているが，20歳代後半以降では徐々に移動可能性が低下し
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表Ⅴ-２ 出生地ブロック別県Uターン者割合

出生地
ブロック

総数
（a）

県外移動者 県Uターン者

人
（b）

対総数％
（b/a）

人
（c）

対県外移動者％
（c/b）

対総数％
（c/a）

総数 26,216 10,115 38.6 3,487 34.5 13.3

北海道 1,276 368 28.8 127 34.5 10.0

東北 1,376 736 53.5 139 18.9 10.1

北関東 1,617 614 38.0 253 41.2 15.6

東京圏 4,995 2,075 41.5 587 28.3 11.8

中部・北陸 3,528 1,266 35.9 545 43.0 15.4

中京圏 2,586 698 27.0 303 43.4 11.7

大阪圏 3,315 1,230 37.1 312 25.4 9.4

京阪周辺 796 276 34.7 110 39.9 13.8

中国 1,980 790 39.9 319 40.4 16.1

四国 977 404 41.4 155 38.4 15.9

九州・沖縄 3,770 1,658 44.0 637 38.4 16.9

調査時点で岩手，宮城，福島の3県に居住していた人は含まれないが，3県で出生し，調査時点で3
県以外に居住していた人は含む．
出生地ブロック不詳者，海外出生者，移動パターン不詳者を除く．

図Ⅵ-１ ５年後の移動可能性



ている．また本図より，5年後に移動可能性がある人の割合と5年前居住地が現住地と異

なる人の割合は，65歳以上で水準の差はあるものの，似た傾向を示していることがわかる．

3. 現住地ブロック別移動見通し

5年後に移動可能性がある人の割合を地域ブロック別にみると，大都市圏および北海道

で移動可能性が高く，地方圏で低い傾向にある．

4. 移動見通しの理由

今後5年間の移動見通しとして，5年後に移動可能性がある人の移動理由をみてみると

「職業上の理由」，「住宅を主とする理由」が半数近くになる．次いで「結婚」，「家族の移

動に伴って」とする理由が多い．今回調査の過去5年間における現住地への移動理由と比

較しても，「職業上の理由」と「住宅を主とする理由」を除いて大きな違いはない．5年

後に移動可能性がある人の移動理由と，過去5年間に移動した人の移動理由についても，

似た傾向を示していることがわかる．
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図Ⅵ-２ 年齢別，５年後に移動可能性がある人と５年前居住地が現住地と異なる人の割合

5年後の移動可能性不詳者を除いた割合．

5年前居住地が現住地と異なる人の割合は，5年前の年齢による．

5年前居住地が現住地と異なる人の割合の80-84歳，85歳以上の値は5年前の年齢が80歳以上の人の値である．

表Ⅵ-１ 現住地ブロック別，５年後に移動可能性がある人の割合

ブロック 総数 北海道 東北 北関東 東京圏
中部・
北陸

中京圏 大阪圏
京阪周
辺

中国 四国
九州・
沖縄

（%） 21.6 25.2 13.2 17.6 27.6 17.7 22.4 22.7 14.3 16.6 15.0 20.6

5年後の移動可能性不詳者を除いた割合．
「東北」は，岩手県・宮城県・福島県を除く．



Ⅶ．外国での居住歴

外国で3カ月以上居住経験のある人の割合は，第6回調査（2006年）の3.6％から0.3ポ

イント上昇し，3.9％であった．また，日本で生まれた人のうち外国での居住経験のある

人の割合も，前回調査から0.3ポイント上昇し，2.8％となった．性別で見た場合，外国で

居住した経験のある人の割合は，男性のほうが女性よりも若干高くなっているが，その差
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図Ⅵ-３ ５年後に移動可能性がある人と過去５年間に移動した人の移動理由

表Ⅶ-１ 性・年齢別，外国で３カ月以上居住経験がある人の割合

第7回（総数：25,827人*） 第6回（総数：26,797人*）

日本出生者 外国出生者 日本出生者 外国出生者居住経験のある
上位3ヶ国**

総数 3.9% 2.8% 米国，中国，英国 1.0% 3.6% 2.5% 1.0%

（1）男女別

男性 3.9% 3.0% 米国，中国，タイ 0.8% 3.9% 2.7% 1.0%

女性 3.8% 2.7% 米国，英国，中国 1.1% 3.5% 2.3% 1.0%

（2）年齢別

0-9歳 0.8% 0.6% 0.2% 0.6% 0.4% 0.2%

10-19歳 2.5% 1.7% 米国，タイ 0.8% 2.1% 1.5% 0.6%

20-29歳 4.5% 2.9% 米国，英国，カナダ 1.5% 3.8% 2.2% 1.5%

30-39歳 4.7% 3.9% 米国，豪州，英国 0.7% 3.9% 2.8% 0.9%

40-49歳 5.4% 4.3% 米国，英国，タイ 1.1% 3.5% 2.7% 0.7%

50-59歳 3.4% 2.8% 米国，英国，フランス 0.5% 2.8% 2.5% 0.3%

60-69歳 3.4% 2.3% 米国，中国，英国 1.1% 4.7% 2.3% 2.3%

70-79歳 4.2% 2.2% 中国，米国，韓国 1.7% 4.5% 2.6% 1.8%

80歳以上 5.6% 4.2% 中国，旧満州，米国 1.2% 11.0% 9.3% 1.3%

*総数は過去3カ月以上の居住経験不詳者を除く．また総数は出生地不詳を含むため，日本出生者と外国出
生者の合計は総数に一致しない．

**5件未満については非掲載．



は，前回調査結果よりも縮小している．年齢別では，20歳代から40歳代の年齢階層におい

て，外国での居住経験者の割合が高いが，前回調査と比較すると日本出生者の外国での居

住経験のある割合が上昇している．また，これらの年齢層では，居住経験のある外国は，

米国，英国等であるが，70歳以上の年齢層における外国居住経験者の居住国は，中国や旧

満州，韓国といった地域である．

【付 表】

―139―

付表１ 年齢別，５年前居住地が現住地と異なる人の割合

第7回（％） 第6回（％）

5-9歳 38.2 39.9

10-14歳 23.1 25.2

15-19歳 23.6 25.7

20-24歳 34.7 41.3

25-29歳 49.0 52.7

30-34歳 56.0 52.5

35-39歳 40.7 42.5

40-44歳 28.6 29.8

45-49歳 19.3 20.5

50-54歳 16.7 19.5

55-59歳 14.4 17.2

60-64歳 13.2 16.7

65-69歳 10.7 17.2

70-74歳 13.2 16.9

75-79歳 11.5 15.7

80-84歳 10.4 13.7

85歳以上 9.3 10.0

付表２ 年齢別県Uターン者割合（対総数）

年齢
男 女

第7回（％） 第6回（％） 第7回（％） 第6回（％）

総数 14.6 14.1 12.1 11.3

15歳未満 2.3 1.9 3.0 1.6

15-19歳 3.7 2.8 3.6 2.1

20-24歳 10.8 10.1 7.6 8.4

25-29歳 16.0 17.3 14.5 13.7

30-34歳 17.5 18.6 15.2 13.1

35-39歳 19.1 17.2 12.8 15.7

40-44歳 18.5 19.1 15.9 13.9

45-49歳 21.1 22.0 16.8 18.4

50-54歳 19.9 21.8 15.8 16.9

55-59歳 22.0 21.6 18.5 15.1

60-64歳 20.2 17.9 16.9 14.3

65-69歳 17.4 12.6 14.1 11.8

70-74歳 13.6 10.8 9.9 9.3

75歳以上 11.4 12.5 9.6 9.6

総数には年齢不詳を含む．
出生地ブロック不詳者，海外出生者，移動パターン不詳者を除く．
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付表３ 第６回調査（2006年）出生地ブロック別県Uターン者割合

全都道府県

ブロック
総数
（a）

県外移動者 県Uターン者

人
（b）

対総数％
（b/a）

人
（c）

対県外移動者%
（c/b）

対総数%
（c/a）

総数 28,274 10,226 36.2 3,601 35.2 12.7

北海道 1,468 359 24.5 132 36.8 9.0

東北 2,425 954 39.3 307 32.2 12.7

北関東 1,651 613 37.1 269 43.9 16.3

東京圏 5,964 2,206 37.0 609 27.6 10.2

中部・北陸 3,538 1,307 36.9 591 45.2 16.7

中京圏 2,318 581 25.1 221 38.0 9.5

大阪圏 2,985 1,072 35.9 311 29.0 10.4

京阪周辺 793 267 33.7 85 31.8 10.7

中国 1,800 677 37.6 247 36.5 13.7

四国 1,177 447 38.0 175 39.1 14.9

九州・沖縄 4,155 1,743 41.9 654 37.5 15.7

岩手県，宮城県，福島県を除く44都道府県

ブロック
総数
（a）

県外移動者 県Uターン者

人
（b）

対総数％
（b/a）

人
（c）

対県外移動者%
（c/b）

対総数%
（c/a）

総数 27,059 9,893 36.6 3,424 34.6 12.7

北海道 1,453 344 23.7 132 38.4 9.1

東北 1,307 712 54.5 130 18.3 9.9

北関東 1,639 603 36.8 269 44.6 16.4

東京圏 5,927 2,172 36.6 609 28.0 10.3

中部・北陸 3,523 1,292 36.7 591 45.7 16.8

中京圏 2,316 579 25.0 221 38.2 9.5

大阪圏 2,976 1,063 35.7 311 29.3 10.5

京阪周辺 793 267 33.7 85 31.8 10.7

中国 1,797 674 37.5 247 36.6 13.7

四国 1,177 447 38.0 175 39.1 14.9

九州・沖縄 4,151 1,740 41.9 654 37.6 15.8

出生地ブロック不詳者，海外出生者，移動パターン不詳者を除く．
第6回調査における東北ブロックの県Uターン者割合は，対県外移動者，対総数いずれにおいても，
岩手・宮城・福島の3県を除いた数字は他のブロックに比べ低くなっているが，3県を除かない数字
は他のブロックと比べ特に低いわけではない．このことから，第7回調査の東北ブロックにおける低
い県Uターン者割合は，3県を除いたことによる可能性が高い．
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付表４ 年齢別，５年後に移動可能性がある人と５年前居住地が現住地と

異なる人の割合

年齢

移動可能性** 5年前居住地が
現住地と異なる

％***
大いにある
％（a）

ある程度ある
％（b）

移動可能性がある
％（a+b）

総数* 8.3 13.4 21.7 24.7

0-4歳 15.6 18.6 34.2 38.2

5-9歳 9.2 11.0 20.3 23.1

10-14歳 6.7 15.0 21.7 23.6

15-19歳 15.4 31.5 46.9 34.7

20-24歳 19.6 34.5 54.1 49.0

25-29歳 20.7 30.7 51.4 56.0

30-34歳 16.7 23.4 40.1 40.7

35-39歳 10.4 17.7 28.1 28.6

40-44歳 8.8 12.8 21.6 19.3

45-49歳 5.5 10.0 15.5 16.7

50-54歳 6.0 8.9 14.9 14.4

55-59歳 5.0 5.3 10.3 13.2

60-64歳 2.8 5.5 8.3 10.7

65-69歳 1.8 5.0 6.8 13.2

70-74歳 1.5 3.8 5.3 11.5

75-79歳 1.0 3.6 4.6 10.4

80-84歳 1.0 3.5 4.5 9.3

85歳以上 1.6 2.6 4.2 9.3

*総数は年齢不詳を除く．
**5年後の移動可能性不詳者を除いた割合．
*** 5年前居住地が現住地と異なる人の割合は，5年前の年齢による．5年前居住地

が現住地と異なる人の割合の80-84歳，85歳以上の値は5年前の年齢が80歳以上の
値である．
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実地調査のあゆみⅠ

旧人口問題研究所における主な実地調査一覧（1996年以前）

国立社会保障・人口問題研究所は1996年に厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研

究所を統合し設立された．研究所では研究の基礎資料を得るため，調査を実施しているが，

このうち厚生省人口問題研究所は戦前の1939年に設立された当時もほぼ毎年調査を実施し

ており，一部は現在も継続している１）．ここでは実地調査のあゆみと題し，旧人口問題研

究所時代（1996年以前）についてはⅠとして本誌に，国立社会保障・人口問題研究所に統

合された後（1997年以降）についてはⅡとして次号に掲載する．

現在の調査は1994年に「人口問題基本調査」として5本の調査（世帯動態調査，出生動

向基本調査，人口移動調査，人口問題意識調査，全国家庭動向調査）を5年周期で行うよ

う再編された．統合に伴い「社会保障・人口問題基本調査」と名称を変更し，一部の調査

を入れ替え現在に至っている．

研究所図書室ではこれら調査資料について，継続して収集整備を行ってきたが，第二次

世界大戦とその後の混乱期を含む期間もあり，必ずしもすべての調査の結果を収集できて

いるわけではない．ここに掲載する表は現在までの収集整備作業で判明したものについて

まとめた一覧表で，実施記録があっても調査結果が保存されていないものは含めていな

い２）．なお，直近の調査一覧では厚生省人口問題研究所編（1989）３）の資料に掲載された

ものがある．

以下一覧は実施年月の順に掲載している．実施年月が不明の場合は調査の事実日とした．

文献については，報告書と『人口問題研究』の特集号を記載している．報告書がない場

合には結果概要がみられるものを挙げている．現在のように結果表と分析がまとめられ調

査報告書として刊行されるのは，1950年代後半以降である．一部の調査を除き，それ以前

はほとんどが論文誌，「研究資料」に分析が掲載されるほかは，時として結果表だけが印

刷されている．また，「事業報告書」中にしか，結果が見いだせなかったものもある．研

究所刊行物以外に掲載されているものもあると思われるが，ここでは研究所刊行物のみを

挙げた．なお，ここに挙げた文献以外に，多くの分析論文があるが誌面の制約から省略し

ている．
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1）現在も継続している調査は次のとおり．出生動向基本調査（以前は出産力調査 第1回 1940年），人口移動

調査（第1回 1976年，第2回 1986年），世帯動態調査（第1回 1985年，第2回 1989年），全国家庭動向調査

（第1回 1993年）．一覧表では調査名の後に【 】に入れ現在の名称を記載している．

2）ここに含まなかった調査は次のとおり．昭和15年度実施「内地在住朝鮮人出産力調査」，「都市職業別現在戸

数及人口調査」，「遺伝性精神病者家族出産力調査」，「農村人口移動調査」．昭和20年度実施「農村人口収容力

に関する実態標本調査」．昭和21年度実施「復員者に関する調査」．昭和25年度実施「優生保護法の実施状況に

関する調査」，「日本人の夫婦生活の実態に関する調査」【篠崎信男】

3）厚生省人口問題研究所編（1989）『人口問題研究所創立五十周年記念誌』,353pp.テーマ別に解説されてい

るほか，巻末の年表に人口関係の出来事とともに並べられ，調査報告書の一覧も掲載されている．



情報源は主として「事業報告書」（現在は『国立社会保障・人口問題研究所年報』４）），

『人口問題研究』の「研究活動報告」欄（以前は「彙報」欄，「雑報」欄）によった．また，

他の機関との共同調査等は別掲にした．

（坂東里江子・白石紀子）

旧人口問題研究所実地調査一覧（1939年～1996年）

○研究所実施の調査

■1939（昭14.12）所得階級別婚姻，出生及死亡調査

各種届出（戸籍割原簿，戸籍簿，世帯簿，寄留簿，婚姻届，出産届，死亡届等）から必要事項を

集計．作業は市に依頼している．調査地域は農村及び大都市を除く中核都市のうち青森市，他13

市．調査対象は調査地域に昭和14年の1年間居住し1戸を構える者及び同居家族．

文献：「所得階級別婚姻，出生及死亡調査結果中 金澤市及青森，盛岡，秋田，山形四市ノ部

昭和14年」『事業報告書』昭和15年度,1941.5,p.5；「所得階級による死亡の変動 附 所得階

級別婚姻及出生の状況」『人口問題研究』2-5,1941.5,pp.1-32【児山千秋（中川友長 校閲）�

■1940（昭15.1）出産力調査（第1次）�出生動向基本調査 第1回】

第10回（1992年）より「出生動向基本調査」となり，現在も継続中．調査対象は夫婦．内閣統計

局の協力を得て，全国から一定の職業・地域（俸給生活者，賃金労働者，農村在住者，中小商工

業主，カード階級）により10万組を選定した典型調査．

文献：『出産力調査結果速報』,1940.9,15pp.；「出産力調査結果の概説」『人口問題研究』1-7,

1940.10,pp.1-95【岡崎文規�；『教育程度別出産力』（人口問題研究資料5）,1942.4,8pp.【人

口問題研究所編】

■1940（昭15.7-9）開拓地ニ於ケル社会衛生学的調査

昭和15年に満州開拓農村7か村について現地での聴き取り調査．調査対象は入植後又は入植時に

結婚した夫婦．5か村は各種届出について調査．

文献：「社会生物学的見地より見たる満州開拓農村 第一報 開拓農村に於ける結婚及妊娠出産に

就て」『人口問題研究』2-5,1941.5,pp.33-43【笠間尚武�．「社会生物学的見地より見たる満

州開拓農村 第二報・開拓農村人口の年齢構成に就て」『人口問題研究』2-7,1941.7,pp.9-24

【笠間尚武】

■1940（昭15.10-16.10）人口問題研究所調査指定村ノ設置並びに指定村に対する調査

農村について基礎資料を得るため，常時諸種の調査を行う地域として次の2か村を指定．指定村：

埼玉県入間郡東吾野村及び千葉県東葛飾郡梅郷村．各指定村に対する調査：東吾野村（家系調査，

全村民健康調査）．梅郷村（死亡死産調査，結核調査）．

文献：「埼玉県一農村に於ける家系調査（第一報）」『人口問題研究』2-4,1941.4,pp.10-15【横

田年】

■1940（昭15.10-12）初婚者所得調査

調査対象は調査地域内に本籍を有するもの又は寄留者のうち，昭和15年10月1日から3か月間に

婚姻届を出した初婚同士の夫婦．調査地域は東京都内6区．
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4）タイトルの変遷は次のとおり．「事業報告書」（昭和15年，昭和21～51年度），『人口問題研究所年報』（昭和

52～平成8年度），『国立社会保障・人口問題研究所年報』（平成9年～現在）．これらは研究所の事業内容を記

載しているが，昭和31～51年度の『人口問題研究所年報』は論文誌である．



文献：「初婚者の結婚費」『人口問題研究』2-7,1941.7,pp.1-9【岡崎文規，根村當三郎�；「結

婚挙式日と婚姻届出日との間隔」『人口問題研究』2-9,1941.9,pp.13-15【岡崎文規，根村當

三郎�

■1940（昭15.12）多産者家系調査

調査対象は神奈川県施行の多産子女育成功労褒賞者．神奈川県警察部を通し調査．

文献：「多産者家系調査報告（第一回）」『人口問題研究』2-2,1941.2,pp.43-49【横田年】

■1941（昭16.8）多産者同胞出産力調査

前年の「多産者家系調査」対象夫婦の同胞のうち，有配偶者に対する調査．

文献：「多産者家系調査報告（第二回）」『人口問題研究』3-3,1942.03,pp.12-20【横田年�；「多

産に関する二，三の統計的観察」『人口問題研究』2-8,1941.8,pp.16-23【横田年】

■1941（昭16.9-11）初婚者結婚費用調査

「初婚者所得調査」1940（昭15.10-12）と同趣旨の調査．期間は昭和16年9月1日から3か月間．

調査地域は大阪市内6区および山形県，長野県，滋賀県，広島県，熊本県下の農村を選定．

文献：「初婚者の結婚費－大阪市に於ける調査の結果について－」『人口問題研究』3-1,1942.1,

pp.1-15【根村當三郎�；「農家に於ける初婚者の結婚費用」『人口問題研究』3-3,1942.3,pp.1-

6【岡崎文規】

■1941（昭16.9）［岡山県に於ける出生率高低に関する調査］

調査対象は45歳未満有配偶女子．調査地域は低出生率村として岡山県上道郡，邑久郡下の2か村，

高出生率村として和気郡下1か町の計1町2村．面接調査による．

文献：「出生率の地域的差異に関する一考察」『人口問題研究』2-12,1941.12,pp.1-23【横田年�

■1942（昭17.2）千葉県下に於ける出生率高低に関する調査

調査対象は45歳未満有配偶女子．調査地域は低出生率村として安房郡下4か村，高出生率村とし

て香取郡2か村，海上郡1村．面接調査による．

文献：「出生率の地域的差異の原因に関する人口生物学的研究－千葉県下に於ける調査－」『人口

問題研究』4-4,1943.4,pp.15-38【横田年】

■1943（昭18.2）第一次育児費調査

調査対象は国民学校有配偶職員のうち，夫婦のみ又は夫婦と満13歳未満の子供からなる世帯．調

査地域は東京市，大阪市，宮城県，栃木県，長野県，岡山県，愛媛県，熊本県下の計14,700世帯．

文献：「育児費調査結果の概要（一）」『人口問題研究』4-10･11･12,1943.12,pp.1-30【關山直太

郎�；「育児費調査結果の概要（二）」『人口問題研究』5-1,1946.1,pp.1-27【關山直太郎】

■1943（昭18.2）妻の職業別出産力調査

調査対象は調査地域に居住する全夫婦．調査地域は鹿児島県，新潟県，富山県，岐阜県，島根県，

長野県，滋賀県，広島県，岡山県，山口県下の60か町村．

文献：「「妻の職業別出産力調査」の結果概要」『人口問題研究所年報』5,1961.1,pp.59-62【島

村俊彦�；「妻の職業別出産力調査結果概説（一）」『人口問題研究』4-10･11･12,1943.12,pp.

31-56【島村俊彦】

■1943（昭18.9）血族結婚部落の優生学的調査

機関誌等に実施の記載はないが，1956（昭31.8-32.3）「典型的社会集団の人口学的総合調査」内

で実施された血族結婚部落に関する調査の分析報告にも同系列の調査として記載されている．こ

の他，1948（昭23.10），1950（昭25.7）にも実施されている．

文献：『血族結婚部落の優生学的調査－山梨県南巨摩郡西山村奈良田部落調査（昭和18年）の調

査報告－』（研究資料 102）,1955.2,24pp.【篠崎信男】
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■1943（昭18.11）第二次育児費調査

調査対象は1943（昭18.2）第1次育児費調査と同様．調査地域は市部（大阪市，東京市）および

宮城県，栃木県，長野県，岡山県，愛媛県，熊本県の郡部．調査期間は昭和18年の11月1か月間．

有効調査票数は1,640票．

文献：『第2次育児費調結果の概要』（研究資料 1）,1946.6,19pp.【本多龍雄】

■1944（昭19.11）第三次育児費調査

調査対象は中等学校の有配偶教官のうち，夫婦のみ又は夫婦と17歳未満の子供からなる世帯．集

計世帯総数は1,292世帯．

文献：「年齢別子女扶養費について－第三次育児費調査の結果に関する研究－」『人口問題研究』

5-10･11･12,1948.4,pp.10-16【三國一義�；「子女数別子女扶養費に就いて－第三次育児費調

査結果に関する研究（その二）－」『人口問題研究』6-1,1948.7,pp.37-52【三國一義】

■1946（昭21.6-9）農村人口収容力に関する実態標本調査

この年度より昭和26年まで毎年度実施．調査名は年次，資料などで多少異なるが，ここでは，事

業報告書によった．昭和22年度は「農村人口収容力に関する実態調査」，昭和23年度～昭和26年

度まで「農村人口収容力に関する調査」．昭和25年度，26年度は「人口収容力に関する調査」に

統合される．1950（昭25.5-8）の項を参照．調査地域は11県38か町村を選定．調査は対象町村の

全世帯．世帯への配票と対象町村当局に対する調査．

文献：中間報告として町村単位の結果を刊行した資料はあるが，この年実施された調査結果全体

をまとめた資料は確認できなかった．昭和24年度までの結果をまとめた資料として「研究資料

55」（本多龍雄）がある．詳細は1949（昭24.5,6,8）の項を参照．

■1947（昭22.1）産児制限に関する調査 （第1次）

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．調査名は年次，資料などで多少異なり，

「産児制限実態調査」「避妊実態調査」などがある．回数については資料により異なる．この回の

調査対象は東大医学部職員，厚生本省職員，東京都庁職員，その他若干の工場労働者．

文献：この回のみの報告資料は確認できないが，第2次（昭22.4）と併せて分析されたものは

1947（昭22.4）の項に記載．また，第1次から第4次までをまとめた資料は1948（昭23.4）の

項に記載．

■1947（昭22.4）産児制限に関する調査 （第2次）

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．名称，回数については1947（昭22.1）の

項を参照．この回の調査対象者は内務省，商工省，農林省，運輸省等の官庁職員．文献に掲げた

資料では第1次（昭22.1）と，第2次（昭22.4）を併せ，第1次調査として扱われている．また，

第1次から第4次までをまとめた資料は1948（昭23.4）の項に記載．

文献：「産児制限実態調査結果の概要（第一次報告）」『人口問題研究』5-10･11･12,1948.4,pp.16

-32【篠崎信男，金子章，小林和正】

■1947（昭22.9-23.2）農村人口収容力に関する実態調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．調査名の変遷については1946（昭21.6-9）

の項を参照．この年は6県10か村を選定，その全世帯が調査対象．配票調査及び対象町村当局か

らの資料収集．

文献：中間報告として一部の村に関しては結果表が刊行されているが，この年実施された調査結

果全体をまとめた資料は確認できなかった．昭和24年度までの結果をまとめた資料としては

「研究資料 55」（本多龍雄）1949（昭24.5,6,8）の項を参照．

■1947（昭22.12）産児制限に関する調査 （第3次）
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昭和21年から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．名称，回数については1947（昭22.1）の項

を参照．調査対象は対象町村内の全既婚世帯．調査地域は東京，川崎の近郊農村として西多摩郡

（2か村），北多摩郡（全町村）．

文献：この回のみの報告資料は確認できなかった．第1次から第4次までをまとめた資料が1948

（昭23.4）の項にある．そのほか，第3次と第4次をまとめたもの，および両回をまとめて再

集計した資料についても1948（昭23.4）に記載．

■1948（昭23.4）産児制限の実態に関する調査 （第4次）

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．名称，回数については1947（昭22.1）の

項を参照．昭和23年度の調査は西多摩郡（青梅町），北多摩郡（狛江村，多摩村，上代村，清瀬

村，村山村）．

文献：『東京都を中心とする産児制限の実態に関する資料 増補』,1949.3,24pp.【厚生省人口問

題研究所�（第1次と第2次をまとめた第1次結果速報と第3次と第4次をまとめた第2次結

果速報が含まれる）；「北多摩郡全市町村の産児制限実態調査に関する集計結果表（研究資料38

号 昭和24年3月1日）」『事業報告書』昭和23年度,1949.5,pp.52-113【篠崎信男】

■1948（昭23.8-24.3）農村人口収容力に関する調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．この年の調査方法は配票調査と臨地調査．

配票調査の対象は調査対象村の全世帯と世帯員（地区外に常住する家族，最近死亡した家族も含

む）．臨地調査は調査村の資料収集および町村関係者への聴取．調査地域は3県下5か村．

文献：中間報告として村単位の結果を刊行した資料はあるが，この年の調査結果全体をまとめた

資料は確認できない．「研究資料 55」（本多龍雄）に昭和21年度～24年度の結果がでている．

詳細は1949（昭24.5,6,8）の項を参照．

■1948（昭23.10）血族結婚に関する優生学的調査

新潟県，長野県下2部落について実施．資料収集，聴き取り調査，生体計測を行っている．この

他，1943（昭18.9），1950（昭25.7），1956（昭31.8-32.3）（「典型的社会集団の人口学的総合調査」

内）に実施．

文献：「血族結婚部落の優生学的調査概報（第一報）－新潟・長野県境「秋山郷」調査－」『人口

問題研究』7-1,1951.5,pp.105-114【篠崎信男，青木尚雄】

■1948（昭23.11）人口再生産費調査

昭和24年度に社会階級別育児費調査として継続．結果および文献は1949（昭23.11-24.3）の項を

参照．

■1949（昭24.5,8）農村人口収容力に関する調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．この年の調査地域は香川県，佐賀県，岡

山県，広島県下の6か村．調査票は世帯票，産児制限簡易調査票の2種類．

文献：この年の調査結果全体をまとめた資料は確認できない．次の資料に昭和21年度～24年度の

結果がまとめられている．『「農村人口收容力調査」結果の概要－特に最近の調査村を對象とす

る中間報告－』（研究資料 55）,1950.3,34pp.【本多龍雄】

■1949（昭24.6-11）農山漁村における産児制限実態調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．調査対象は調査地域の妻の年齢15歳以上

50歳未満の在村夫婦．4県下の1町34か村．岡山県を除き悉皆調査．

文献：「東北，関東，中国地方の農山漁村に於ける産児調節実態調査結果報告－宮城，岩手，青

森，埼玉，岡山県下の1町34カ村について－」『人口問題研究』7-3,1951.12,pp.31-48【篠崎

信男�；『産児制限実態調査結果表』,25pp.【調査部第3科，第4科�；昭和25年度の結果とあ
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わせてまとめた資料については1950（昭25.8-12）の項に記載．

■1949（昭23.11-24.3）社会階級別育児費調査

前年の「人口再生産費調査」が昭和24年度まで伸びたもの．調査対象は男子俸給生活者（大田区

中等学校教諭），工場労働者（神奈川県下金属工業労働者）及び農業者（新潟県黒崎村）の夫婦

だけ又は夫婦と25歳未満の子供からなる世帯．ただし，農業者は世帯主の親も含む．

文献：「（ロ）社会階級別育児費調査報告」『事業報告書』昭和24年度,1950.3,pp.39-49

■1950（昭25.5-8）人口収容力に関する調査

「農村人口収容力に関する調査」と，それに対応して企画された「都市人口収容力に関する調査」

が統合されたもの．「都市人口収容力に関する調査」は職業移動を中心とした「職業移動に関す

る調査」の名称で実施．「農村人口収容力に関する調査」の調査地域は結果表のタイトルにある4

か村．「職業移動に関する調査」の調査対象，地域は自由労働者（川崎市），自転車工業従業者

（大阪・和歌山），私鉄従業者（関西），製鉄及びマッチ工業従業者（姫路市白浜村），八幡製鉄所

従業員，同関連産業従業員，銀行員（東京都下）．

文献：「農村人口収容力に関する調査」：『農村人口収容力調査結果表』,1951.7【調査部第1科】

として村別（岡山県児島郡興除村，静岡県庵原郡興津町，静岡県榛原郡勝間田村，静岡県小笠

郡小笠村）に結果表が刊行されている．；「職業移動に関する調査」：『大阪府下自転車工業従業

員に対する職業移動調査結果報告』（研究資料 81）,1954.3,27pp.【宮川實�；『福岡県下八幡

製鉄所従業員に対する職業移動調査結果報告』（研究資料 83）,1954.3,25pp.【本多龍雄�；

『川崎市失業對策事業登録労働者についての職業移動調査集計結果表』,1952,35pp.【調査部

第2科�；『人口収容力に関する調査 露店商に関する職業移動調査集計結果表』（中間報告資

料 11）,1952.3,48pp.；『人口収容力に関する調査 八幡製鉄所下請会社の職業移動調査集計

結果表』（中間報告資料 12）,1952.3,61pp.

■1950（昭25.7）血族結婚部落の優生学的調査

千葉県下の2部落について実施．このほか，1943（昭18.9），1948（昭23.10），1956（昭31.8-32.3）

（「典型的社会集団の人口学的総合調査」内）に実施．

文献：「血族結婚部落に関する優生学的調査概報（第二報）－千葉県安房郡七浦村・豊房村調査－」

『人口問題研究』7-2,1951.9,pp.52-66【篠崎信男，良田圭子，青木尚雄】

■1950（昭25.8-12）産児制限の実態に関する調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．調査対象は妻の年齢50歳未満の夫婦．地

域は12県178市町村．配票調査と聴き取り調査を実施．

文献：「昭和二四・二五年度産児調節実態調査結果の概報」『人口問題研究』7-4,1952.3,pp.46-

49【篠崎信男�；『県別及び都市町村別産児調節実態調査集計結果表－昭和24・25年度全国17県

に於る調査－』（研究資料 76）,1952.2,30pp.

■1950（昭25.12）山形県15市町村のモデル調査

事業報告書の「標本調査の施行」には入っていないが，1947（昭和22）年度の2回の調査（1947

（昭22.4），1947（昭22.12））が都市周辺のみであったのに対し，地方小都市，農村における受胎

調節について調査を実施．調査地域は山形県のみ．

文献：「地方における受胎調節の実行効果について－山形県十五市町村のモデル調査－」『人口問

題研究』7-2,1951.9,pp.19-28【青木尚雄】

■1951（昭26.5-9）人口収容力に関する調査

昭和25年に再編された調査だが，この年は農村のみ実施．調査地域は山村（1町2か村），中庸

農村（1町3か村），特殊研究農村（2か村）．調査票は次の3種類．「農村人口収容力に関する
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調査票」，「農家経済簡易調査票」，「産児制限簡易調査票」．

文献：『わが国現下の過剰人口と，その自己適応過程に関する調査研究結果表』,1953.4,243pp.；

結果表が『農村人口収容力調査結果表』（中間報告資料）として数冊刊行されている．各編の

詳細は次のとおり．［1］廣島県比波郡高村：（中間報告資料 7）,1951.10,32pp.；［2］岡山県川

上郡成羽村：（中間報告資料 8）,1951.11,31pp.；［3］岡山県邑久郡邑久村：（中間報告資料 9）,

1952.2,31pp.；［4］岡山県後月郡青野村：（中間報告資料 10）,1952.2,31pp.

■1951（昭26.8-11）産児制限の実態に関する調査

昭和21年度から26年度まで同趣旨の調査を毎年度実施．調査対象は妻の年齢15歳から49歳までの

夫婦．調査地域は都市，小都市，農村，山村，漁村の典型的地域として5都県下の10市町村．

文献：「東京近郊市町村の産児調節普及の実情－地域的性格の分析－」『人口問題研究』8-3･4,

1953.2,pp.30-52【篠崎信男】

■1951（昭26.11）社会階級別育児費調査

対象は夫婦と15歳未満の子供のみ及び夫婦のみの世帯．都内公務員40世帯，千葉県東葛郡富勢村

の農家世帯40世帯．家計簿方式による．

文献：『社会階級別育児費調査報告』（研究資料 93）,1954.2,30pp.【皆川勇一】

■1952（昭27.7）昭和27年出産力調査－附帯 産児調節普及状態調査－【出生動向基本調査 第2回�

（全国標本調査）

全国の夫婦の1000分の1を抽出．標本の抽出は総理府統計局の労働力調査に附帯．一部の夫婦に

ついて産児調節の状況を調査．東京都，埼玉県で予備調査が行われている．

文献：『第2次（1952年）出産力調査』,1953.6,73pp.【岡崎文規�；『第2次（1952年）出産力調

査 改訂版』，1957.4,94pp.；『産児調節の普及状況に関する調査－昭和27年第2次出産力調

査附帯調査－』（研究資料 85）,1953.2,34pp.；『産児調節の普及状況に関する調査 改訂版』,

1957.4,41pp.

■1953（昭28.9）昭和28年度典型的社会集団の人口学的総合調査基本調査

以降，昭和32年まで毎年度実施．この年は次の3つのパターンについて，地域と職域から有意抽

出．［甲］：停滞的過剰人口層（純農村 2村），［乙］：中間的移動人口層（中小都市 1市2町），

［丙］：近代的産業人口層（機械工業労働者（男子），化学工業労働者（男子），造船工業労働者

（男子））．調査対象は［甲］：全世帯，調査票は3種類（農村世帯用，都市世帯用，工員世帯用）；

［乙］：世帯を標本抽出．調査票は3種類（出産歴調査票，生活歴調査票，生計費調査票）．出産

歴調査は世帯内の全夫婦および年齢50歳以上の離死別の妻；［丙］：企業体．調査票は就労状況調

査票．

文献：『昭和28年度・人口学的総合調査結果の概要』（研究資料 107）,1955.3,115pp.【本多龍雄�

■1955（昭30.1-3）昭和29年度典型的社会集団の人口学的総合調査

昭和28年度から昭和32年まで毎年度実施．この年の調査方法は昭和28年度と同様．一部聴き取り

調査を実施．［甲］：停滞的過剰人口層（3か村），［乙］：中間的移動人口層（伊勢崎市 約3分の

1の標本），［丙］：近代的産業人口層（自動車工業労働者（男子））．調査票は3種類（農村世帯

用，都市世帯用，工員世帯用）．［丙］は出産歴調査票を追加．［甲］および［乙］は世帯，［丙］は男

子工員全員が対象．

文献：「調査結果の概要」『事業報告書』昭和29年度,1955.5,pp.53-108

■1955（昭30.8-31.2）典型的社会集団の人口学的総合調査

昭和28年度から昭和32年まで毎年度実施．この年は次の3つのパターンについて地域と職域から

対象を有意抽出．［甲］農山村地域（山梨県下3か村），［乙］：零細企業従業員（東京都墨田区
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（製造業），台東区（商業）），［丙］：近代的大工場工員（東京芝浦電気，本州製紙）．［甲］の調査

の種類は基本調査（全世帯），出産歴調査（妻の年齢50歳未満の夫婦），生活歴調査（聞き取り調

査），生計費調査および就労状況調査票（各村10世帯ずつ），検診（1か村の特定世帯及び乳幼児），

資料調査（村役場の記録資料からデータを収集）．

文献：『典型的社会集団の人口学的総合調査結果報告書 第1巻 農村の部』（実地調査報告資料

昭和30年度）,1957.3,221pp.�林茂，皆川勇一，荻野嶋子，青木尚雄，小林和正�；『昭和30

年度典型的社会集団の人口学的総合調査結果報告書 第2巻 都市の部』（実地調査報告資料

昭和30年度）,1957.9,205pp.【本多龍雄，宮川實】

■1956（昭31.8-32.3）典型的社会集団の人口学的総合調査

昭和28年度から昭和32年まで毎年度実施．この年は次の5つのパターンについて，地域と職域か

ら有意抽出．［甲］農村地域に関する総合調査（岡山県児島郡興除村，山梨県南巨摩郡西山村奈

良田部落）．調査票は基本調査票，出産歴調査票，農家生活実態調査票．；［乙］近代的工場工員

とその世帯に関する総合調査（静岡県蒲原市，清水市の日本軽金属の2工場の男子工員）；［丙］

大都市世帯の一般人口に関する世帯労働力の構成に関する調査（東京都内4区）．；［丁］避妊未指

導地域における産児調節普及状況調査（和歌山県下該当地域）；［戊］血族結婚部落の人類学的調

査（山梨県下2部落）（調査方法は面接，生体計測，資料収集）．［戊］血族結婚部落の人類学的

調査については1943（昭18.9），1948（昭23.10），1950（昭25.7）にも実施．

文献：［甲］『昭和31年度典型的社会集団の人口学的総合調査結果報告書 第1巻 機械化農村調

査』（実地調査報告資料 昭和31年度）,1958.8,72pp.【林茂�；［丙］『事業報告書』昭和31年度,

pp.90-99；［乙］『事業報告書』昭和31年度,pp.100-109；［丁］『事業報告書』昭和31年度,pp.

110-126；［戊］および［甲（山梨県西山村）］『事業報告書』昭和31年度,pp.127-135

■1957（昭32.11）第3次出産力調査【出生動向基本調査 第3回】

対象は調査区内の妻50歳未満の全夫婦．都道府県を産業構造により層化しその各層から有意抽出．

その各都府県から国勢統計区を単位として各階層の該当夫婦数に必要な標本数を無作為抽出．標

本数は全国の夫婦の1000分の2．

文献：結果は『第3次出産力調査集計結果表』として6分冊で刊行しているが刊行年は不明．各

編の詳細は次のとおり．「その1（上）結婚持続期間別夫婦数既往及び最近1年間の出生数

（全夫婦，職業別，階層別）（実数）」,52pp.；「その1（下）結婚持続期間別 1夫婦当りの既往

及び最近1年間の出生数（全夫婦，職業別，階層別）（比率）」,15pp.；「その2 結婚持続期

間別夫婦数無子夫婦数およびその比率（全夫婦，職業別，階層別）」,16pp.；「その3 結婚持

続期間別夫婦数及び出生順位別最近1年間の出生数（全夫婦，職業別，階層別）」,51pp.；「そ

の4 結婚持続期間別並びに妻の年齢別夫婦数（全夫婦，職業別）,21pp.；「その5 妻の年

齢別最近1年間の出生数（全夫婦，職業別）」,1957.1,9pp.；「Ⅱ．第3次出産力調査」『事業

報告書』昭和32年度,1958.5,pp.136-150

■1957（昭32.11-33.3）典型的社会集団の人口学的総合調査

昭和28年度から昭和32年まで毎年度実施．この年は下記の文献にある3種類の調査を実施．それ

ぞれの対象は次のとおり．［甲］：対象地域の全世帯，出産歴調査は全夫婦，生活費及び就労状況

調査は世帯を選定し記帳を依頼；［乙］：名古屋市の従業員30人未満の製造業従業員2000人；［丙］：

豊田自動車工場の男子工員．

文献：「甲，漁村地域に関する総合調査（静岡県榛原郡御前崎町御前崎地区）（ 〃 賀茂郡伊豆

町仁科地区）」『事業報告書』昭和32年度,1959.5,pp.36-128；「乙，小・零細企業従業者に関

する総合調査（名古屋市内，小零細企業従業者調査）」『事業報告書』昭和32年度,1959.5,pp.
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129-132；『典型的社会集団の人口学的総合調査の内，小・零細企業（名古屋市内製造事業所）

従業員調査 集計結果表』,1958.8,222pp.；「丙，近代的大工場工員とその世帯に関する総合

調査（愛知県下，豊田自動車工場工員調査）」『事業報告書』昭和32年度,1959.5,pp.133-135；

『典型的社会集団の人口学的総合調査の内，大工場（トヨタ自動車工場）工員調査 集計結果

表』,1959.4,97pp.

■1958（昭33.11-12）人口の社会的移動性に関する調査

調査対象は世帯．「農山漁村在住世帯」，「都市在住の自営業者世帯」，「一般勤労者の所属世帯」

の各タイプについて，地域または職域から有意抽出により10000～12000の典型的世帯を選出．

文献：「人口の社会的移動性に関する調査」『事業報告書』昭和33年度,1959.5,pp.31-212

■1959（昭34.11）労働力の人口学的基礎構造に関する調査

調査対象は調査区内の全普通世帯員．調査区は所得階層に基づき代表的な県を選定し，その県内

から昭和30年国勢調査区の一般調査区数の1000分の1を任意抽出．付帯調査「大工場従業員に関

する特殊調査（家族計画普及の実態に関する調査）」は日本鋼管株式会社傘下の全事業所従業員

夫婦世帯（22000世帯）と全世帯員．未婚従業員は別に調査．

文献：「甲 労働力の人口学的基礎構造に関する調査（本調査）」『事業報告書』昭和34年度,

1960.5,pp.39-60；「乙，大工場従業員に関する特殊調査（家族計画普及の実態に関する調査）」

『事業報告書』昭和34年度,1960.5,pp.61-129；『大工場従業員の職業および家族歴実態調査集

計結果表 その1 家族計画普及の実態に関する集計結果表 昭和34年度』（部内研究資料）,

1959.6,pp.462【研究部4科】

■1961（昭36.1-2）人口圧迫の集積形態に関する調査

社会階層として4種を設定し個別に調査を実施．各調査は次のとおり．［A］農林業世帯に関す

る調査：対象は世帯．地域は5県下の7市町村．調査票は基本票（世帯），夫婦の出産歴調査票．；

［B］大都市零細自営業主ならびに自営製造業住込従業員に関する調査：対象は調査地域の製造

業／商業の零細自営業主とその住込従業員．地域は東京区域，名古屋市．；［C］零細製造事業所

男子被傭者とその世帯に関する調査および［D］失業者（男子）とその世帯に関する調査：対象

は零細製造業男子雇用者，失業保険受給者，失業対策事業登録日雇労働者．地域は再生産力指標

により4類型を設定し，各類型を基準として東京都区部の他，8市を選定．

文献：「人口圧迫の集積形態に関する調査」『事業報告書』昭和35年度,1961.5,pp.43-106；『人

口圧迫の集積形態に関する調査報告 第2巻 零細製造業事業所男子被用者と男子失業者およ

びそれらの世帯』（実地調査報告資料 昭和35年度）,1962.3,224pp.【第3科（黒田俊夫，須

田トミ，荻野嶋子，内野澄子）】

■1961（昭36.11）都市人口の発生的構成に関する調査

調査対象は調査区内に居住する全世帯の世帯員および夫婦．調査区は4大商工業地帯（京浜，中

京，阪神，北九州）の昭和35年国勢調査区から100分の1を任意抽出．

文献：「都市人口の発生的構成に関する調査」『事業報告書』昭和36年度,1962.5,pp.53-105

■1962（昭37.7）第4次出産力調査【出生動向基本調査 第4回】

調査対象は調査区内に居住する妻の年齢50歳未満の全夫婦．調査区は人口増加，経済構造上，典

型的な市区町村の所在する12都府県から典型的性格を持つ35市区町村を選定し，その市区町村内

で最もよくその性格を代表する地域から各15調査区（計362調査区）を抽出．

文献：「第4次出産力調査」『事業報告書』昭和37年度,1963.5,pp.51-77（「4．標本的調査の施

行」の部分）；『第4次出産力調査集計結果表－その1－ 結婚持続期間別夫婦数，既往および

最近1年間の出生数（全夫婦，地域別，職業別，階層別，教育程度別，出生地別，妻の年齢別）』
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（実地調査報告資料［昭和37年度］）,1963.4,377pp.【第4科（青木尚雄，三瀦ふじ子，建守英

子）�；『第1～4次出産力調査結果の要約』（研究資料 177）,1967.7,61pp.【青木尚雄，中野

英子，冨沢正子�（過去の調査と比較できるようデータを整理したもの）

■1963（昭38.5）労働力人口移動実態調査

都市と農漁村に分けて実施．都市：調査対象は世帯．地域は都市人口規模，地域における社会経

済的性格から8都市を選択し，その中から調査区を有意に選定し9000世帯を抽出．長野市は面接

調査を実施．；農漁村の調査対象は世帯．地域は人口移動，農漁業構造改善上，典型的な性格を

持つ11市区町村を選定し，そこから168調査区を抽出．

文献：報告書は『労働力人口移動実態調査報告』（実地調査報告資料 昭和38年度）として4分冊

で刊行されている．各編の詳細は次のとおり．「都市の部 第1巻 東京」,1964.3,54pp.

�黒田俊夫�；「都市の部 第2巻 長野市面接調査結果」,1964.3,57pp.【内野澄子�；「都市の

部 第3巻 人口移動と生活行動」,1965.2,170pp.【内野澄子�；「農漁村の部」,1964.11,79

pp.【林茂，井上隆行】

■1964（昭39.5-6）労働力人口の資質に関する調査

調査対象は調査区域内の農業従事者全員，典型的企業従事者．調査地域は産業部門別（農業，製

造業，卸売小売業）から代表的業種を選び，その業種の典型的地域から調査区域を選定．

文献：『労働力人口の資質に関する調査報告』（実地調査報告資料）,1965.3,80pp.�宮川實，米

田昭子】

■1965（昭40.5-6）出生力に及ぼす社会心理的要因とその将来の動向に関する調査

対象は調査区内の現在結婚している妻の年齢18歳～39歳の全夫婦．調査区は出産力指標を参考に

5都県を選出し，さらに市町村を単位として，都市化の度合いにより典型的地域を選定．各地域

から昭和35年国勢調査区により385調査区を選定．

文献：『出生力に及ぼす社会心理的要因とその将来の動向に関する調査報告』（実地調査報告資料

昭和40年度）,1966.3,128pp.【河野稠果�；『出生力に及ぼす社会心理的要因－昭和40年度実

地調査クロス集計結果－』（研究資料 175）,1970.2,90pp.【河野稠果】

■1966（昭41.5-9）結婚および出産と経済的社会的条件との関係に関する調査

調査対象は調査区内の妻50歳以下の夫婦．調査地域は市町村を都市化の度合いにより類型化し，

類型ごとに選定した地域から典型的な250調査区10000世帯を有意に選定．調査票は世帯票と夫婦

票および事例調査用として生計費記入簿．

文献：『結婚および出産と経済的社会的条件との関係に関する調査報告』（実地調査報告資料［昭

和41年度］）,1967.3,124pp.【人口政策部政策科�；『都市結婚コウホートの出生類型－昭和41

年度実地調査特別集計－』（研究資料 184）,1968.1,24pp.【岡崎陽一】

■1966（昭41.6-8）農村における中高年労働力資質の保持改善に関する基礎的調査

対象は世帯．50歳以上の農業従事者の一部については面接調査．調査地域は典型的な人口5千人

以上の農村2か所を選定し各1000世帯（計2000世帯）を抽出．

文献：『農村における中高年労働力資質の保持改善に関する調査報告』（実地調査報告資料）,

1967.3,191pp.【人口資質部（篠崎信男，荻野嶋子，青木尚雄，宮川實，丸山昭子）】

■1967（昭42.7）第5次出産力調査【出生動向基本調査 第5回】

調査対象は調査区に居住する妻の年齢50歳未満のすべての夫婦．調査地域は市区町村を単位とし

て10種類のパターン（巨大都市，大都市，中都市，小都市（商業的），小都市（工業的），炭鉱地

域，近郊農村，平地農村，山村，漁村）別に各2か所（13市，8区，11町，6村）を選定し，そ

の市区町村から昭和40年国勢調査区の調査区分類により典型的性格の調査区を選定．調査票は甲
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票，乙票を使用．

文献：『第5次出産力調査報告（概報）』（実地調査報告資料 昭和42年度）,1968.3,363pp.【小

林和正，山口喜一，山本道子，矢島昭子，金子武治，佐藤キヨ子�

■1968（昭43.6）人口の移動性と社会的・経済的要因との関係に関する調査

調査対象は調査区内に常住する20歳以上の男子全員．調査地域は全国から典型地域を選定．16都

府県（3区29市）の人口集中地区に含まれる国勢調査区から10調査区を抽出．

文献：報告書は『人口の移動性と社会的・経済的要因との関係に関する調査報告』（実地調査報

告資料 昭和43年度）として 2分冊で刊行された．各冊の詳細は次のとおり．「第 1部」,

1969.3,345pp.【人口移動部（黒田俊夫，伊藤達也，岡崎陽一，内野澄子）�；「第2部」,1970.2,

298pp.【人口移動部（伊藤達也，岡崎陽一，内野澄子）】

■1969（昭44.6）都市および農村における家族構成と就業形態の変化に関する調査

調査対象は世帯．調査地域は典型地域を市町村を単位として選定し，各市町村のうちから昭和40

年国勢調査区を単位として200～500世帯を抽出．調査票は農山漁村世帯用と都市世帯用の2種類．

文献：報告書は『都市および農村における家族構成と就業形態の変化に関する調査報告』（実地

調査報告資料 昭和44年度）として2分冊で刊行された．各冊の詳細は次のとおり．「第1分

冊」,1970.3,243pp.�人口政策部（上田正夫，林茂，柴田弘捷，清水晴子）�；「第2分冊」,

1970.3,126pp.【人口資質部（篠崎信男，荻野嶋子，駒井洋，丸山昭子，藤沼京子）】

■1970（昭45.5）人口の分布変動と地域経済との関係に関する調査

調査対象は世帯の15歳以上の男女．調査地域は広島県内の市町村を層化し，系統抽出法により抽

出した調査区から無作為抽出．

文献：『人口の分布変動と地域経済との関係に関する調査報告』（実地調査報告資料 昭和45年度）,

1972.3,203pp.【人口移動部（伊藤達也，清水浩昭，若林敬子，黒田俊夫，内野澄子）】

■1970（昭45.6-7）非農林就業人口実態調査

調査対象は企業体従業者および企業体．産業構造の特性を考慮し，企業規模，業種，地域等を基

準に企業体を選択．企業については聴き取り調査を主体とし，従業者に対しては配票調査．調査

票は次の5種類「A.企業体等従業者調査票」，「B.公立小学校有配偶女子教諭調査票」，「C.企

業体女子短時間就業者調査票」，「D.中学校卒業者経歴調査票」，「E.日本女子大学卒業者経歴

調査票」，「F.パート・タイマー集団面接調査票」．

文献：『非農林就業人口実態調査報告 概報－主要結果表』（実地調査報告資料 昭和45年度）,

1971.3,390pp.【上田正夫，林茂，柴田弘捷，篠崎信男，青木尚雄，中野英子，冨沢正子】

■1971（昭46.6-9）人口の分布変動と地域経済との関係に関する調査

調査対象は調査区内に常住する15歳以上の男女を層別多段サンプリング．調査区は典型地域とし

て県および首都圏から8地域を選定し，地域内市町村を層別抽出したのち国勢調査区を系統抽出．

文献：報告書は『人口の分布変動と地域経済との関係に関する調査報告』（実地調査報告資料

昭和46年度）�人口移動部】として8分冊で刊行された．各編の詳細は次のとおり．「青森県編」

1972.7,88pp.；「広島県編」1972.7,83pp.；「福岡県編」1972.7,81pp.；「宮城県編」1972.8,80

pp.；「鹿児島県編」1975.9,87pp.；「長崎県編」1975.10,92pp.；「首都圏編」1972.12,82pp.；

「埼玉県編」1972.12,80pp.

■1972（昭47.6）第6次出産力調査【出生動向基本調査 第6回� （全国標本調査）

基本調査，精密調査，事例調査の3種類で編成されている．基本調査は昭和47年厚生行政基礎調

査の一部に夫婦の出生児数に関する項目が組み込まれたもの．精密調査は基本調査から再抽出し

た300調査区について，過去の出産力調査と同様の項目を配票調査．調査対象は妻の年齢が50歳
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未満の同居夫婦．事例調査は出産力に特徴のある小地域についてのインタビュー調査．

文献：『第6次出産力調査報告（その1）概報および主要結果表』（実地調査報告資料 昭和47年

度）,1973.3,476pp.�篠崎信男，青木尚雄，池ノ上正子，濱英彦，渡邉吉利，高橋眞一�；『第

6次出産力調査結果の要点』（研究資料 200）,1973.4,112pp.�担当は実地調査報告書と同

様】

■1973（昭48.5-9）生活実態からみた地域人口変動の要因に関する総合調査

3類型（人口流出地域，人口増減微弱地域，人口集中（増加）地域）について13県を選定し，調

査の種類（農山漁村世帯，都市個人，企業体従業員，母子保健実態調査，高年齢核家族調査，就

労状況調査，生計費調査）別に市町村単位で地域・企業体を選定．

文献：『「生活実態からみた地域人口変動の要因に関する総合調査」結果概要報告書』（実地調査

報告資料 昭和48年度）�林茂，岡崎陽一，今泉洋子，清水浩昭，柴田弘捷，若林敬子，野原

誠】として2分冊で刊行された．各編の詳細は次のとおり．「都市の部」1975.3,148pp.；「農

村の部」1975.3,193pp.

■1974（昭49.5-6）人口流動と地域社会変動との関係に関する総合調査

5つの課題により実施．それぞれの課題，担当者，調査対象は次のとおり．［1］人口流動調査

（伊藤達也）：宮崎県内13市町（24調査区）15歳以上65歳未満の男子；［2］職業異動調査（柴田弘

捷）：北海道の一企業体（497人）；［3］食生活調査（内野澄子）：島根県，高知県の3町1村 各

町村300世帯；［4］疾病状況調査（今泉洋子）：鹿児島県鹿屋市内2町 1065世帯に在住する夫婦；

［5］ライフサイクル調査（中野英子・金子武治）：岡山県倉敷市（40調査区）15歳以上男女各

1000人．

文献：『人口流動と地域社会変動との関係に関する総合調査報告 』（実地調査報告資料 昭和49

年度）,1975.11,148pp.�濱英彦，内野澄子，中野英子，今泉洋子，金子武治，柴田弘捷，伊

藤達也】

■1975（昭50.6）ライフ・サイクルに関する人口学的調査 （全国標本調査）

調査対象は調査区内のすべての世帯と世帯の既婚女子．調査票は世帯票と既婚女子票．調査区は

昭和50年厚生行政基礎調査の調査区から200調査区を無作為抽出．

文献：『ライフ・サイクルに関する人口学的調査報告－概報および主要結果表』（実地調査報告資

料 昭和50年度）,1977.3,266pp.【青木尚雄，中野英子，高橋重郷，池ノ上正子，金子武治，

笠原里江子】

■1976（昭51.6）地域人口移動に関する調査【人口移動調査 第1回� （全国標本調査）

現行の「人口移動調査」の第1回目．第2回は昭和61（1986）年で，いずれも名称が異なる．

「人口移動調査」の名称は第3回から．詳細は1991（平3.11）第3回人口移動調査の項を参照．

調査対象は調査区内の普通世帯の世帯主．調査区は昭和51年厚生行政基礎調査の調査区から140

調査区を無作為抽出．

文献：『地域人口移動に関する調査報告－概報および主要結果表』（実地調査報告資料 昭和51年

度）,1977.5,143pp.�岡崎陽一，内野澄子，久保幸子】

■1977（昭52.6）第7次出産力調査【出生動向基本調査 第7回� （全国標本調査）

調査対象は調査区に居住する全夫婦．調査地域は昭和52年厚生行政基礎調査の調査区から360調

査区を抽出．

文献：『第7次出産力調査報告－概報および主要結果表－』（実地調査報告資料 昭和52年度）,

1978.12,167pp.�青木尚雄，山本道子，河邉宏，中野英子，池ノ上正子，高橋重郷，金子武

治，野原誠】
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■1977（昭52.1-2）農家出産力と農家経済に関する調査【特別研究「日本における最近の出産力水準

の地域差とその要因に関する総合的研究」（昭和52～54年度）】

昭和52年度から54年度の3年間の特別研究で実施された調査のうち昭和52年度のもの．2つのパ

ターン（低出生地域，高出生地域）に対応する典型地域を町村から選定し，その中から選定され

た農業集落に居住する全世帯を対象とする．調査票の種類は世帯票（聞き取り調査），夫票，妻

票．

文献：調査結果は特別研究報告として最終年度に刊行されている．1979（昭54.7-9）の項を参照．

■1978（昭53.7）長期人口変動に対する地域住民の意識と環境に関する調査

調査対象は調査区内の20歳以上の男女の5分の1（無作為抽出），0～6歳の未就学児を持つ母

親（全員）．調査区は3つの地域カテゴリーを設定し，その典型地域を市区町村単位で選定．地

域内の国勢調査区を無作為抽出（429調査区）．調査票は3種類で各担当者は次のとおり．人口意

識調査票（濱英彦）および保育環境調査票（廣嶋清志）：4府県内5区市．定住意識調査票（若

林敬子）：千葉県内2市1町．

文献：『長期人口変動に対する地域住民の意識と環境に関する調査－概報および主要結果表－』

（実地調査報告資料 昭和53年度）,1979.8,299pp.【濱英彦，若林敬子，廣嶋清志】

■1978（昭53.11-54.1）「大都市地域の出産力に関する特別調査」および「農村地域の出産力に関する

特別調査」【特別研究「日本における最近の出産力水準の地域差とその要因に関する総合的研究」

（昭和52～54年度）】

昭和52年度から54年度の3年間の特別研究の中で昭和53年度に実施された調査．この年は標記の

2本の調査を実施．「大都市地域の出産力に関する特別調査」：首都圏，近畿圏から典型的な市を

各1市選定し，その中から計430世帯を抽出．甲票（聞き取り調査）・乙票を使用；「農村地域の

出産力に関する特別調査」：2つのパターン（中出生地域，高出生地域）に対応する典型地域を

市町から選定し，その中から選定された農業集落に居住する全世帯を対象とする．世帯票（聞き

取り調査）・夫票・妻票を使用．

文献：調査結果は特別研究報告として最終年度に刊行されている．1979（昭54.7-9）の項を参照．

■1979（昭54.6-9）人口の高齢化に伴う生活構造の変化に関する調査

3つのカテゴリー（大都市的地域，地方都市的地域，農村的地域）を設定，その中から典型地域

を市区町村単位で選定した（2区2市6町）うちの計9000世帯．調査票は世帯票，個人票Ⅰ，個

人票Ⅱの3種類．世帯票は世帯主および主婦，個人票Ⅰは60歳以上，個人票Ⅱは30歳から59歳が

対象．

文献：『人口の高齢化に伴う生活構造の変化に関する調査－概報および主要結果表－ 昭和54年

度実地調査』（実地調査報告資料 昭和54年度）,1980.5,587pp.【岡崎陽一，内野澄子，清水

浩昭】

■1979（昭54.7-9）農村地域の出産力に関する特別調査【特別研究「日本における最近の出産力水準

の地域差とその要因に関する総合的研究」（昭和52～54年度）】

昭和52年度から54年度の3年間の特別研究の中で昭和54年度に実施された調査．高出生地域とし

て沖縄県島尻郡東風平村を選定．調査対象はその中から選定された農業集落居住の全世帯（340

世帯）．調査票は世帯票（聞き取り調査）・妻票．

文献：『特別研究「日本における最近の出産力水準の地域差とその要因に関する総合的研究」の

調査結果－概報および主要結果表』（特別研究報告資料）,1980.4,84pp.【青木尚雄，山口喜一，

笠原里江子，河邉宏，清水浩昭，阿藤誠，渡邉吉利】

■1980（昭55.6）女子のライフ・サイクルと生活意識の変化に関する調査
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調査対象は調査区内の普通世帯における20歳以上60歳未満の女子（同一世帯に2人以上いる場合

は年長者とし，外国人は除く）．調査区は3つのカテゴリー（大都市的地域，地方都市的地域，

農村的地域）を設定，その典型地域を市区町村単位で選定し，この地域の国勢調査区を無作為抽

出（192調査区）．

文献：『女子のライフ・サイクルと生活意識の変化に関する調査－概報および主要結果表－』（実

地調査報告資料 昭和55年度）,1981.6,111pp.�濱英彦，中野英子，池ノ上正子，石川晃】

■1981（昭56.6）人口推計のための出産力特別調査【特別研究「人口推計の精密化とそのための人口

モデルの開発に関する総合的研究」（昭和55～57年度）】

昭和55年度から57年度の3年間の特別研究の中で，昭和56年度に実施された調査．調査対象は調

査区内の普通世帯における現在結婚している妻の年齢が20歳以上45歳未満の夫婦．調査区は3つ

の典型地域（東京都杉並区，福岡県福岡市，青森県弘前市）を選定し，選定地域の国勢調査区を

無作為抽出（68調査区）．

文献：『昭和55－58年「人口推計の精密化とそのための人口モデルの開発に関する総合的研究」

の概要報告 出生力の生物人口学的分析』（特別研究報告資料）,1984.1,171pp.【河野稠果，廣

嶋清志，高橋重郷，金子隆一，渡邉吉利，三田房美，伊藤達也，池ノ上正子】

■1981（昭56.6-9）人口移動と定住に関する調査

調査対象は調査区に住む20歳以上の男女．調査地域は東日本と西日本から宮城県（仙台市，石巻

市，古川市），熊本県（熊本市，八代市，荒尾市）を選定し，その地域の国勢調査区から無作為

抽出．

文献：『人口移動と定住に関する調査報告書』（実地調査報告資料 昭和56年度）,1982.2,141pp.

【岡崎陽一，内野澄子，清水浩昭】

■1982（昭57.6）第8次出産力調査（副題：結婚と出産力に関する全国調査）【出生動向基本調査

第8回� （全国標本調査）

この回より独身者に対する調査も行われる．調査対象は調査区に居住する50歳未満の有配偶女子

と18歳以上50歳未満の独身男女．調査区は厚生行政基礎調査の調査区から325調査区を再抽出．

調査票は夫婦票，独身票の2種類．

文献：『第8次出産力調査（結婚と出産力に関する全国調査）－第Ⅰ報告書－ 日本人の結婚と

出産 』（実地調査報告資料 昭和57年）,1983.3,170pp.�阿藤誠，高橋重郷，小島宏，大谷憲

司，池ノ上正子，三田房美，笠原里江子�；『第8次出産力調査（結婚と出産力に関する全国調

査）－第Ⅱ報告書－ 独身青年層の結婚観と子供観』（実地調査報告資料 昭和57年）,1983.7,

111pp.【阿藤誠，高橋重郷，小島宏，大谷憲司，池ノ上正子】

■1983（昭58.9）結婚に関する人口学的調査

調査地域：北海道，宮城県，山梨県，愛知県，兵庫県，長崎県下の5市9町．調査票は夫婦票，

夫票．

文献：『結婚に関する人口学的調査』（実地調査報告資料 昭和58年度）,1984.10,156pp.【阿藤

誠，今泉洋子，金子隆一】

■1984（昭59.10）家族周期と女子の就業行動に関する人口学的調査

調査対象は調査区内の20歳以上50歳未満の有配偶女子を無作為抽出．調査区は有意に選定した4

地域（岩手県，神奈川県，鹿児島県，富山県下）から特に雇用者の多い調査区を有意に選定．

文献：『家族周期と女子の就業行動に関する人口学的調査』（実地調査報告資料 昭和59年度）,

1985.10,195pp.【河邉宏，中野英子，山本千鶴子，稲葉寿】

■1985（昭60.6）家族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的調査【世帯動態調査第1回】
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（全国標本調査）

現在も継続している世帯動態調査の第1回目．調査対象は調査区に居住する全ての18歳以上の世

帯主．調査区は昭和60年厚生行政基礎調査の調査区から180地区を無作為抽出．

文献：『家族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的調査』（実地調査報告資料 昭和60年

度）,1986.6,261pp.【河野稠果，内野澄子，渡邉吉利，小島宏，坂井博通，三田房美】

■1986（昭61.10）地域人口の移動歴と移動理由に関する人口学的調査【人口移動調査 第2回�

（全国標本調査）

「人口移動調査」の第2回にあたり，以降，定期的に実施．1回目は昭和51（1976）年．第3回

から「人口移動調査」となる．詳細は1991（平3.11）第3回人口移動調査の項を参照．調査対象

は調査区内に居住する全ての世帯主．国民生活基礎調査の調査区より175調査区を無作為抽出．

文献：『地域人口の移動歴と移動理由に関する人口学的調査』（実地調査報告資料 昭和61年度）,

1988.1,195pp.【河邉宏，廣嶋清志，松下敬一郎，三田房美，山口喜一，坂東里江子】

■1987（昭62.6）第9次出産力調査（結婚と出産に関する全国調査）【出生動向基本調査 第9回�

（全国標本調査）

調査対象は調査区内に居住する全ての年齢50歳未満の有配偶女子と18歳以上35歳未満の独身男女．

昭和62年国民生活基礎調査の調査区から系統抽出により400調査区を抽出．調査票は夫婦票と独

身票．

文献：『第9次出産力調査（結婚と出産に関する全国調査）－第Ⅰ報告書－日本人の結婚と出産

昭和62年』（調査研究報告資料［1］）,1988.11,229pp.�阿藤誠，中野英子，大谷憲司，金子

隆一，三田房美�；『第9次出産力調査（結婚と出産に関する全国調査）－第Ⅱ報告書－独身青

年層の結婚観と子供観 昭和62年』（調査研究報告資料［2］）,1989.3,188pp.【担当者は第Ⅰ報

告書と同様�；第7次～第9次の個票データを統合したものとして『出産力調査に基づく結婚

と出生の地域分析』（調査研究報告資料 3）,1990.3,274pp.�阿藤誠，大谷憲司，鈴木透，三

田房美】がある．

■1987（昭62.11）高齢化社会における世帯形成の地域差に関する人口学的調査【特別研究「高齢化

社会における世帯形成の地域差に関する人口学的研究」（昭和61～63年度）】

昭和61年度から63年度の3年間の特別研究の中で，昭和62年度に実施された調査．調査結果は

「実地調査報告資料」のシリーズに収録されており，特別研究におけるシミュレーションでこの

調査結果を利用している．典型的な5府県からさらに典型的な16の市区町を選定し，これに対応

する国勢調査区を選定．調査対象は調査区に居住する世帯と，この世帯に昭和30年1月以降居住

していたすべてのもの．

文献：『世帯形成の地域差に関する人口学的調査』（実地調査報告資料 昭和62年度）,1989.3,

262pp.�清水浩昭，伊藤達也，渡邉吉利，池ノ上正子】

■1988（昭63.6）高齢人口の移動に関する人口学的調査

調査対象は世帯とその世帯の50歳以上の世帯員．調査票は世帯票と個人票．秋田市，山形市，熊

本市，大分市を対象とする典型調査．調査区は対象市の昭和55年国勢調査区から比例配分による

層別抽出で175調査区を無作為抽出．

文献：『高齢人口の移動に関する人口学的調査 』（実地調査報告資料 昭和63年度）,1989.3,

271pp.�内野澄子，若林敬子，渡邉吉利，山本千鶴子，坂井博通，稲葉寿】

■1989（平元.7）第2回全国家族・世帯調査 「家族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的

調査」 �世帯動態調査 第2回� （全国標本調査）

調査対象は調査区内に居住する全ての世帯の世帯主．調査区は平成元年国民生活基礎調査の調査
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区から157調査区を無作為抽出．この年以降5年周期で実施．第3回（1994年）より「世帯動態

調査」と名称を変更．第1回は1985年．

文献：『第2回全国家族・世帯調査 家族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的調査』

（実地調査報告資料 平成元年度）,1992.12,106pp.【清水浩昭，伊藤達也，小島宏，池ノ上正

子】

■1990（平2.6）人口問題に関する意識調査（第1回） （全国標本調査）

調査対象は調査区内の全ての20歳以上70歳未満の個人．調査区は平成2年国民生活基礎調査の調

査区から261調査区を無作為抽出．

文献：『人口問題に関する意識調査報告 平成2年度』（調査研究報告資料 4）,1991.3,275pp.

【阿藤誠，金子武治，鈴木透，三田房美】

■1991（平3.11）第3回人口移動調査 （全国標本調査）

調査対象は調査区内に居住する全ての世帯と世帯員．調査区は平成3年健康・福祉関連サービス

需要実態調査の調査区より265調査区を無作為抽出．調査票は世帯票のみ．第 1回（昭和51

（1976）年），第2回（昭和61（1986）年）は調査の名称（名称は各年次の項を参照）が異なる．

過去に実施された各種の移動調査のうち，全国標本調査で実施されたものをカウントし，この調

査より「人口移動調査」の名称となった．（次の文献にある報告書の「第1章 調査の目的と意義」

p.8の脚注1）を参照）．

文献：『第3回人口移動調査 1991（平成3）年度』（調査研究報告資料 6）,1993.8,300pp.�伊

藤達也，若林敬子，西岡八郎，山本千鶴子，稲葉寿，池ノ上正子，坂井博通】

■1992（平4.7）第10回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） （全国標本調査）

調査対象は調査区内に居住する世帯の50歳未満の有配偶女子と18歳以上50歳未満の独身者．調査

区は平成4年国民生活基礎調査の調査区より490調査区を無作為抽出．調査票は夫婦票と独身者

票．この回より調査の名称，および回数の表示を変更．以前の名称は「第＿次出産力調査」．

文献：『第10回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）－第Ⅰ報告書－ 日本人の結

婚と出産』（調査研究報告資料 7）,1993.11,224pp.【阿藤誠，高橋重郷，中野英子，渡邉吉利，

小島宏，金子隆一，三田房美�；『第10回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）－

第Ⅱ報告書－ 独身青年層の結婚観と子供観』（調査研究報告資料 8）,1994.3,249pp.【担当

者は第Ⅰ報告書と同様】

■1993（平5.7）全国家庭動向調査（第1回） （全国標本調査）

調査対象は調査区内に居住する全ての世帯の有配偶女子．世帯内に夫婦が2組以上の場合は若い

世代の有配偶女子．調査区は平成5年国民生活基礎調査の調査区より238調査区を無作為抽出．

文献：『第1回全国家庭動向調査 1993（平成5）年 現代日本の家族に関する意識と実態』（調

査研究報告資料 9）,1995.3,312pp.�高橋重郷，西岡八郎，池ノ上正子，才津芳昭，堀内真弓，

中野洋恵�；「特集 『第1回全国家庭動向調査』データ利用による実証的研究」『人口問題研

究』54-3,1998.9,pp.1-71【西岡八郎，田渕六郎，立山徳子，末盛慶・石原邦雄による4本の

論文が含まれる】

■1994（平6.10）第3回世帯動態調査≪人口問題基本調査≫ （全国標本調査）

調査対象は調査区内全ての世帯主と18歳以上の個人．調査区は平成6年国民生活基礎調査の調査

区より200調査区を無作為抽出．調査票は世帯票と個人票の2種類．調査の名称は第1回（1985），

第2回（1989）は「家族ライフコースと世帯構造変化に関する人口学的調査」となっている．

文献：『第3回世帯動態調査（1994年人口問題基本調査） 現代日本の世帯変動』（調査研究報告

資料 10）,1996.3,202pp.�廣嶋清志，大江守之，山本千鶴子，鈴木透，三田房美，小島克久，
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佐々井司，坂井博通，大友由紀子】

■1995（平7.6）第2回人口問題に関する意識調査≪人口問題基本調査≫ （全国標本調査）

調査対象は調査区内の全ての20～69歳の個人．調査区は平成7年国民生活基礎調査の調査区より

300地区を無作為抽出．

文献：『第2回人口問題に関する意識調査 1995年人口問題基本調査』（調査研究報告資料 11）,

1996.3,290pp.【金子武治，稲葉寿，白石紀子，中川聡史】

■1996（平8.7）第4回人口移動調査≪人口問題基本調査≫ （全国標本調査）

調査対象は調査区内の全ての世帯と世帯員全員．調査区は平成8年国民生活基礎調査の調査区よ

り300地区を無作為抽出．

文献：『第4回人口移動調査（人口問題基本調査）1996（平成8）年度』（調査研究報告資料 12）,

1998.3,231pp.【西岡八郎，中川聡史，小島克久，清水昌人，大江守之，若林敬子，井上孝�；

「特集 わが国における近年の人口移動の実態－第4回人口移動調査の結果より－」『人口問題

研究』57-1,2001.3,pp.1-62【西岡八郎，清水昌人，中川聡史，井上孝の各氏による4論文】

○その他 他機関との共同調査

■1954（昭29.11）青ヶ島調査【青ヶ島学術調査団（厚生省人口問題研究所，東京大学，資源科学研

究所，その他）】

文献：『青ケ島調査の概報』（研究資料 100）,1955.1,152pp.�厚生省人口問題研究所（篠崎信男，

荻野嶋子，小林和正，青木尚雄，濱英彦）�；『青ケ島調査報告 第1集』,1955.1,150pp.

■1965（昭40.10-41.2）未開発地域における人口・労働力の移動と社会開発に関する調査（人口・労

働力移動調査）�厚生省大臣官房企画室，厚生省人口問題研究所】

文献：『昭和40年度未開発地域開発の基礎的諸条件に関する調査「未開発地域における人口・労

働力の移動と社会開発に関する調査（人口・労働力移動調査）」』,厚生省大臣官房企画室刊,

1966.3,215pp.；詳細分析が『人口問題研究』103,1967.7,pp.14-59にある．�岡崎陽一，皆川

勇一，内野澄子，荻野嶋子の4論文】

■1966（昭42.2）過疎地域における人口移動とその社会的影響に関する調査【厚生省大臣官房企画室，

厚生省人口問題研究所】

文献：『過疎地域における公共施設整備に関する調査報告書「過疎地域における人口移動とその

社会的影響に関する調査」昭和41年度』,厚生省大臣官房企画室刊,1968.3,143pp.

謝 辞

本稿の作成にあたっては元情報調査分析部長山口喜一氏より多くの有益な情報と助言を頂きました．

厚くお礼申し上げます．
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統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2011年

合計特殊出生率（TFR:TotalFertilityRate）は，ある国，地域における出生力水準を示す指標

として代表的なものである．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第

1子平均出生年齢を，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表されている資料を基に，主要国

における時系列推移，国際比較等，人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

いずれの指標も女性についてのものである．なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている

全てではなく，最新（2007年以降）のデータが更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデー

タが得られている国に限定した．また，表中に示した国の配列は原典の配列を採用している．

（佐々井司・別府志海・石川 晃）

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においてヨーロッパでは概ね2から

3程度の水準であるのに対し，それ以外の地域では4から8と極めて高い率を示す国が散見される

（表1）．しかし1980年以降になると，それまで高率であった北アメリカおよび南アメリカを中心に著

しく低下しはじめ，2000年以降にはほとんどの国で3以下の水準に達した．一方，既に低水準であっ

たヨーロッパにおいても1970年代以降さらに低下し，2000～05年には1.3前後の置換水準を遙かに下

回る低水準に達した国が少なからずあった．ただし，それらの国々でも2005年以降僅かに上昇に転じ

る傾向がみられる．

最新年次における合計特殊出生率で最も高い率を示したのはアフガニスタンの6.3（2009年），最も

低い率はホンコン特別行政区の1.04（2009年）であり，その差は3.7である（表2）．合計特殊出生率

の低い国々には，（東）アジア諸国，続いて東・南ヨーロッパ諸国が目立つ．また，今回比較に用い

た86か国のうち，2を下回った国は51か国と半数以上に及び，1.5を下回る国も25か国あった．一方

で3以上の国は11か国ある．

最新年次における年齢別出生率について，最高の率を示す年齢階級をみると，20～24歳の国はアフ

リカ，南・北アメリカを中心に22か国，30～34歳の国はヨーロッパを中心に29か国ある（表3）．

つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢は，ほとんどの

国において上昇傾向にある（表4）．日本と同様に第1子出生時の女性の年齢が高い国は南・北ヨー

ロッパに偏在しており，なかでもギリシャ，イタリア，スイスでは30歳を超えている．逆に，第1子

出生年齢の低い国には，アルメニア，アゼルバイジャン，ジョージアなどがあり，いずれも25歳未満

である．
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1）UnitedNations,DemographicYearbook

（最新：2011年版．http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://www.unece.org/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2010年版までを用いた指標は別府志海・石川晃「主要国におけ

る合計特殊出生率および関連指標：1950～2010年」『人口問題研究』，第67巻4号，2011年12月，pp.142-149に

掲載．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2011年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年

〔アフリカ〕

エ ジ プ ト … 6.97
7）

6.56
10）

5.28 4.52 … 3.10 3.00
25）

… …

モーリシャス … 5.98
7）

4.25
10）

3.07
13）

2.32 1.99 1.82 1.50 1.47 …

ル ワ ン ダ … 7.38
7）

7.99
10）

8.74
13）

7.00
17）

6.20
20）

… 5.42 … …

セ ネ ガ ル … 6.90
7）

7.00
10）

7.00
13）

6.50
17）

5.60
20）

5.08
24）

4.91 4.86 …

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
12）

4.16 2.73 2.08 2.20 2.38 2.17 2.38

南 ア フ リ カ … 6.51
7）

5.90
10）

5.09
13）

4.38
17）

2.86 2.61 2.38 … …

ウ ガ ン ダ … 6.90
7）

6.90
10）

6.90
13）

7.30
17）

7.10
20）

… … … 6.20

〔北アメリカ〕

バ ハ マ … … 3.97 2.78 2.52 1.99 2.05 2.03 … …

バーミューダ … … … 1.64 1.76 1.65 1.76 1.82 1.76 …

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.54 1.67 … …

コ ス タ リ カ … 7.14 … 3.63 3.20 2.00 2.00 1.97 1.81 …

キ ュ ー バ … 3.68
7）

3.70 1.64 1.83 1.60
20）

1.49 1.70 1.69 …

ドミニカ共和国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
17）

2.90
20）

2.77 2.63 2.56 …

グリーンランド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.33 2.39 2.28 …

メ キ シ コ … 6.37 6.24 3.14 3.70 2.65 2.20 2.10
25）

… …

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
21）

2.40 2.50 2.40 …

ア メ リ カ 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
18）

2.06 2.05 2.01 1.93 …

〔南アメリカ〕

アルゼンチン … 2.53
9）

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.38 2.39 …

ボ リ ビ ア … 6.75
7）

6.56
10）

5.80
13）

5.00
17）

4.40
20）

… 3.37 3.29 3.21

ブ ラ ジ ル … 6.15 5.38
10）

2.80 2.66 2.20 2.06 1.81 1.76 …

チ リ 4.21
6）

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.93 1.94 … …

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.58 2.58 1.90 …

ペ ル ー 3.36
3）

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.69 2.53 2.49 …

〔アジア〕

アフガニスタン … 6.86
7）

7.13
10）

7.60
14）

6.90
17）

6.90
20）

… 6.30 … …

ア ル メ ニ ア … … … 2.31 2.62 1.11 1.37 1.55 … …

アゼルバイジャン … … … 3.47 2.76
18）

2.00 2.05
23）

2.26 … …

バングラデシュ … 6.62
7）

6.91
10）

4.97
14）

4.45
18）

2.56
21）

2.47 2.15 2.12 …

ホンコン特別行政区 … 4.70
7）

3.29 2.06 1.21 1.04 0.96 1.04 … …

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87 1.61
19）

0.95 0.91 0.99 1.06 …

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.42 1.51 … …

イ ン ド … 5.92
7）

5.69
10）

4.40 3.80 3.20 2.90 2.60
25）

… …

インドネシア … 5.67
7）

5.57
10）

4.42 3.08 2.54 2.20 2.15 2.14 …

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 2.84 2.96 3.03 …

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.26 1.37 1.39 1.39

ヨ ル ダ ン … 7.38
7）

5.12 8.40
14）

6.20
18）

3.50
21）

3.70 3.80 3.80 3.80

ク ウ ェ ー ト … 7.21
7）

6.78 5.50 3.94
17）

4.23 4.63 2.69 … …

キ ル ギ ス … … … 4.08 3.69 2.41 2.53 2.88 3.06 …

マ レ ー シ ア … 6.94
7）

5.94
10）

4.16 4.00
17）

2.96 2.36 2.33 2.20 …

モ ン ゴ ル … 6.00
7）

7.32
10）

6.65 4.83
17）

2.20 1.95 2.69 2.39 …

ミ ャ ン マ ー … 6.05
7）

5.74
10）

5.02 4.50
17）

3.30 2.11 2.04 … …

ネ パ ー ル … 5.76
7）

5.81
10）

6.20
13）

5.90
17）

4.80
20）

3.60 … … 2.60

オ マ ー ン … 7.20
7）

7.20
10）

7.20 7.20
17）

4.70 3.13 3.30 … …

カ タ ー ル … 6.97
7）

6.97
10）

6.35 4.70
17）

2.77
22）

2.62 2.28 2.08 …

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.08 1.15 1.23 …
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2011年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年

サウジアラビア … 7.17
7）

7.26
10）

7.28
13）

6.80
17）

4.30 3.28 3.04 … …

シンガポール … 6.00
7）

3.10 1.74 1.82 1.60 1.26 1.22 1.15 1.20

ト ル コ … 6.54
7）

5.62
10）

4.51
13）

3.39
18）

2.27 2.19 2.12 2.11 …

ベ ト ナ ム … 6.05
7）

5.94
10）

5.59
13）

4.22
17）

2.50
20）

2.11 2.03 2.00 1.99

〔ヨーロッパ〕

オーストリア 2.03
5）

2.61
8）

2.31 1.68 1.45 1.36 1.41 1.39 1.44 …

ベ ラ ル ー シ … … 2.36 2.05
13）

1.91 1.66 1.21 1.44 … …

ボスニア･ヘルツェゴビナ … 4.27
7）

3.17
10）

1.90 1.70
18）

1.28 1.21 1.30 1.27 …

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.31 1.57 1.49 …

ク ロ ア チ ア … … … 1.92 1.63 1.39 1.42 1.50 1.46 …

チ ェ コ … … … … 1.86
19）

1.14 1.28 1.49 1.49 …

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.80 1.84 1.88 …

エ ス ト ニ ア … … … 1.93 2.04 1.39 1.50 1.63 1.64 …

フィンランド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.80 1.86 1.87 …

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 1.92 … 2.00 …

ド イ ツ 1） 1.88 2.34 2.01 1.46 1.33
19）

1.38 1.34 … 1.39 …

ギ リ シ ャ … 2.21 2.33
11）

2.23 1.43 1.29 1.34 1.52 … …

ハ ン ガ リ ー 2.54
4）

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.32 1.33 1.26 …

アイスランド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.05 2.22 2.20 …

アイルランド … 3.79
9）

3.86 3.23 2.20 1.90 1.88 2.00 2.07 …

イ タ リ ア 2.37
5）

2.29 2.40
11）

1.62 1.36 1.26 1.32 1.41 1.41 …

ラ ト ビ ア … … 1.93
11）

1.87 2.04 1.24 1.31 1.32 1.18 …

リヒテンシュタイン … … … 1.60
16）

… 1.58 1.51 1.73 1.40 …

リ ト ア ニ ア … … … 2.07
13）

2.00 1.39 1.27 1.55 1.55 …

ルクセンブルク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.62 1.59 1.63 …

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.37 1.44 1.37 …

オ ラ ン ダ 3.10 3.11 2.58 1.60 1.62 1.72 1.71 1.79 1.79 …

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.84 1.98 1.95 …

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.24 1.40 1.38 …

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.41 1.32 … …

モ ル ド バ … … … 2.39
15）

2.39 1.29 1.22 1.33 1.31 …

ル ー マ ニ ア … 2.62
7）

2.89 2.45 1.83 1.31 1.32 1.37 1.33 …

ロ シ ア 2） … 2.81
7）

2.26 1.90 1.89 1.21 1.29 1.54 … …

ス ロ バ キ ア … … … 2.32 2.09 1.30 1.25 1.41 1.40 …

ス ロ ベ ニ ア … … … 1.96
15）

1.47 1.26 1.26 1.53 1.57 …

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
15）

1.33 1.23 1.35 1.39 1.38 …

スウェーデン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.77 1.94 1.99 …

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.42 1.50 1.54 …

マ ケ ド ニ ア … … … 2.46
16）

2.10 1.76 1.46 1.52 1.55 …

ウ ク ラ イ ナ … … 2.09 1.96
13）

1.89 1.10 1.21 … 1.43 …

イ ギ リ ス … 2.50
7）

2.52
10）

1.72
13）

1.84 1.64 1.79 1.96
25）

… …

〔オセアニア〕

オーストラリア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.79 1.90 1.89 …

ニュージーランド … 3.93
7）

3.16 2.03 2.16 1.98 1.97 2.12 2.15 2.06

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出によ
る．…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1）1980年以前は旧西ドイツ．2）1970年以前は旧
ソ連．3）1948年．4）1949年．5）1951年．6）1952年．7）1958年．8）1959年．9）1961年．10）1968年．11）
1969年．12）1971年．13）1978年．14）1979年．15）1981年．16）1982年．17）1988年．18）1989年．19）1991
年．20）1998年．21）2001年．22）2002年．23）2004年．24）2006年．25）2008年．
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表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

ホンコン特別行政区

マ カ オ 特 別 行 政 区

ラ ト ビ ア

シ ン ガ ポ ー ル

韓 国

ハ ン ガ リ ー

ボスニア･ヘルツェゴビナ

モ ル ド バ

ポ ル ト ガ ル

ル ー マ ニ ア

マ ル タ

ポ ー ラ ン ド

ス ペ イ ン

日 本

ド イ ツ

ス ロ バ キ ア

リヒテンシュタイン

イ タ リ ア

ウ ク ラ イ ナ

オ ー ス ト リ ア

ベ ラ ル ー シ

ク ロ ア チ ア

モ ー リ シ ャ ス

ブ ル ガ リ ア

チ ェ コ

キ プ ロ ス

ギ リ シ ャ

ロ シ ア

ス イ ス

リ ト ア ニ ア

ア ル メ ニ ア

マ ケ ド ニ ア

ス ロ ベ ニ ア

ル ク セ ン ブ ル ク

エ ス ト ニ ア

カ ナ ダ

キ ュ ー バ

ブ ラ ジ ル

バ ー ミ ュ ー ダ

オ ラ ン ダ

コ ス タ リ カ

フ ィ ン ラ ン ド

デ ン マ ー ク

（2009）

（2010）

（2010）

（2011）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2011）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2009）

（2009）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

1.04

1.06

1.18

1.20

1.23

1.26

1.27

1.31

1.32

1.33

1.37

1.38

1.38

1.39

1.39

1.40

1.40

1.41

1.43

1.44

1.44

1.46

1.47

1.49

1.49

1.51

1.52

1.54

1.54

1.55

1.55

1.55

1.57

1.63

1.64

1.67

1.69

1.76

1.76

1.79

1.81

1.87

1.88

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

オ ー ス ト ラ リ ア

エ ク ア ド ル

ア メ リ カ

チ リ

ノ ル ウ ェ ー

イ ギ リ ス

ス ウ ェ ー デ ン

ベ ト ナ ム

フ ラ ン ス

バ ハ マ

ミ ャ ン マ ー

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

ア イ ル ラ ン ド

カ タ ー ル

メ キ シ コ

ト ル コ

バ ン グ ラ デ シ ュ

イ ン ド ネ シ ア

ア イ ス ラ ン ド

マ レ ー シ ア

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

グ リ ー ン ラ ン ド

南 ア フ リ カ

セ ー シ ェ ル

モ ン ゴ ル

ア ル ゼ ン チ ン

パ ナ マ

ペ ル ー

ド ミ ニ カ 共 和 国

イ ン ド

ネ パ ー ル

ク ウ ェ ー ト

エ ジ プ ト

イ ス ラ エ ル

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

キ ル ギ ス

ボ リ ビ ア

オ マ ー ン

ヨ ル ダ ン

セ ネ ガ ル

ル ワ ン ダ

ウ ガ ン ダ

ア フ ガ ニ ス タ ン

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2008）

（2010）

（2011）

（2010）

（2009）

（2009）

（2010）

（2010）

（2010）

（2008）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2009）

（2010）

（2009）

（2011）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2008）

（2011）

（2009）

（2008）

（2010）

（2009）

（2010）

（2011）

（2009）

（2011）

（2010）

（2009）

（2011）

（2009）

1.89

1.90

1.93

1.94

1.95

1.96

1.99

1.99

2.00

2.03

2.04

2.06

2.07

2.08

2.10

2.11

2.12

2.14

2.20

2.20

2.26

2.28

2.38

2.38

2.39

2.39

2.40

2.49

2.56

2.60

2.60

2.69

3.00

3.03

3.04

3.06

3.21

3.30

3.80

4.86

5.42

6.20

6.30

表1に基づく．



―164―

表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

〔アフリカ〕

エ ジ プ ト （2010） 106.1 22.3 212.6 167.2 147.7 61.3 17.5 66.6

リ ベ リ ア （2008） 73.1 37.4 89.4 98.9 91.5 79.8 53.5 40.5

マ ラ ウ ィ （2008） 160.1 101.5 285.0 242.3 153.6 117.2 57.9 25.1

モ ー リ シ ャ ス （2010） 42.2 30.1 78.7 91.2 59.6 26.3 6.5 0.3

レ ユ ニ オ ン （2007） 69.2 44.1 117.2 144.2 116.2 58.6 16.8 0.7

セ ー シ ェ ル （2011） 66.8 70.3 133.7 114.3 86.5 55.3 16.3 0.6

ス ワ ジ ラ ン ド （2007） 152.2 71.0 184.4 187.1 188.5 166.8 104.7 75.8

チ ュ ニ ジ ア （2007） 60.1 6.0 52.6 117.4 126.2 79.8 22.8 2.0

〔北アメリカ〕

ア ル バ （2010） 44.3 42.3 110.5 95.8 75.4 32.3 8.4 0.2

バ ー ミ ュ ー ダ （2009） 49.8 17.7 58.9 83.5 108.2 76.4 14.7 2.0

カ ナ ダ （2009） 46.0 14.1 51.2 100.7 107.0 50.6 9.2 0.4

ケ イ マ ン 諸 島 （2010） 48.0 35.9 89.4 65.0 80.8 57.7 8.1

コ ス タ リ カ *（2011） 60.6 66.1 103.5 96.8 71.8 37.3 8.6 0.6

キ ュ ー バ （2010） 43.0 51.9 106.6 94.2 54.9 24.1 4.5 0.2

ド ミ ニ カ （2006） 62.4 45.8 116.8 78.2 74.5 72.9 28.7 3.1

エ ル サ ル バ ド ル （2007） 68.9 73.9 116.5 103.0 74.4 40.3 13.5 1.2

グ リ ー ン ラ ン ド *（2011） 57.5 41.5 105.0 124.6 98.0 43.5 5.2 -

マ ル チ ニ ー ク （2007） 51.0 19.8 77.6 117.2 98.2 64.1 20.9 1.4

メ キ シ コ （2010） 66.2 56.7 119.0 110.6 81.7 42.7 13.3 2.0

パ ナ マ （2010） 74.3 86.0 133.7 118.0 85.5 45.5 12.0 1.0

プ エ ル ト リ コ （2008） 46.5 54.6 106.0 81.9 52.4 23.0 4.7 0.3

ア メ リ カ 合 衆 国 （2008） 57.8 41.5 103.0 115.1 99.3 46.9 9.8 0.6

米領バージン諸島 （2007） 65.9 53.1 146.6 146.1 93.9 48.6 5.5

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン （2010） 73.8 68.4 113.3 111.5 100.5 63.3 18.2 1.4

チ リ （2009） 55.8 54.4 85.4 95.2 84.9 50.7 13.8 0.7

仏 領 ギ ア ナ （2007） 114.5 83.3 182.2 195.5 154.0 102.2 40.9 3.8

ス リ ナ ム （2007） 73.6 65.5 130.8 121.9 88.8 52.0 14.9 0.8

ウ ル グ ア イ （2007） 58.3 58.8 92.2 92.2 86.5 48.3 12.5 0.9

ベ ネ ズ エ ラ （2007） 84.4 101.8 146.3 123.1 87.1 47.8 14.3 2.0

〔アジア〕

ア ル メ ニ ア （2009） 48.4 27.6 125.8 95.4 43.1 15.3 2.6 0.2

アゼルバイジャン （2010） 61.4 48.6 148.5 110.3 53.5 21.7 5.1 0.6

バ ー レ ー ン （2008） 62.8 13.7 85.5 110.7 94.8 54.8 21.8 2.2

ホンコン特別行政区 （2009） 39.2 3.5 36.1 72.3 91.8 55.4 9.3 0.4

マカオ特別行政区 （2010） 29.3 2.9 35.4 73.8 63.3 30.8 5.6 0.1

キ プ ロ ス （2009） 46.0 6.0 40.4 98.2 102.5 48.1 9.0 1.1

北 朝 鮮 （2008） 53.3 0.6 58.0 209.5 110.0 18.5 3.2 0.4

ジ ョ ー ジ ア （2010） 53.5 48.4 122.5 101.2 60.9 26.4 6.3 0.4

イ ラ ン （2006） 44.8 18.0 6.4 81.5 66.4 35.1 10.7 2.4

イ ス ラ エ ル 4）（2010） 91.4 13.0 109.1 173.8 176.5 103.9 26.9 2.4

日 本 （2011） 39.9 4.6 34.6 87.5 96.3 47.2 8.3 0.2

カ ザ フ ス タ ン （2008） 80.7 31.1 158.2 160.5 112.0 60.7 14.9 0.7

ク ウ ェ ー ト （2010） 88.4 12.6 113.6 157.4 130.9 81.1 28.9 5.1

マ レ ー シ ア （2009） 64.9 14.8 69.1 141.7 119.6 67.3 20.4 2.0

モ ル ジ ブ （2010） 74.4 15.7 124.5 132.7 104.0 58.4 17.3 1.8

モ ン ゴ ル （2010） 75.0 18.6 127.7 145.1 104.1 63.1 18.7 2.6

カ タ ー ル （2010） 71.8 15.2 89.8 104.4 100.3 71.6 30.3 3.7

韓 国 （2010） 36.4 1.8 16.7 81.9 116.1 34.2 4.3 0.2

シ ン ガ ポ ー ル （2010） 36.8 4.9 24.7 74.6 95.0 47.6 7.0 0.3
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

ス リ ラ ン カ （2006） 67.9 21.2 87.5 151.5 118.4 61.6 17.4 2.1

ト ル コ （2010） 63.6 32.1 110.9 123.3 89.3 42.5 10.6 1.8

〔ヨーロッパ〕

オ ー ラ ン ド （2010） 48.1 7.0 60.6 120.0 110.4 59.4 8.7 -

ア ル バ ニ ア （2007） 39.2 11.3 70.4 91.6 61.2 25.1 5.3 0.7

ア ン ド ラ （2010） 37.7 4.4 34.0 74.5 80.9 45.3 10.3 0.8

オ ー ス ト リ ア （2010） 38.6 10.2 48.2 88.6 89.3 42.4 8.0 0.4

ベ ラ ル ー シ （2008） 41.6 22.1 91.9 93.2 56.0 20.7 3.2 0.1

ボスニア･ヘルツェゴビナ （2010） 35.2 13.5 59.4 86.2 66.8 24.3 3.9 0.2

ブ ル ガ リ ア （2010） 42.6 41.3 73.1 86.8 65.1 26.1 4.1 0.2

ク ロ ア チ ア （2010） 42.2 11.9 55.1 98.7 84.8 35.9 6.0 0.2

チ ェ コ （2010） 46.1 11.1 45.5 99.0 97.2 39.5 5.9 0.3

デ ン マ ー ク 5）（2010） 50.5 5.0 42.9 123.1 133.8 58.8 9.6 0.5

エ ス ト ニ ア （2010） 48.3 17.1 61.2 103.2 88.8 46.1 10.5 0.2

フ ェ ロ ー 諸 島 （2007） 64.7 10.5 83.5 160.9 154.4 83.0 13.9 -

フ ィ ン ラ ン ド （2010） 52.4 8.5 57.3 117.4 120.9 59.0 11.6 0.6

フ ラ ン ス （2008） 55.2 10.2 60.7 134.0 123.5 56.1 11.5 0.6

ド イ ツ （2010） 36.5 8.9 38.9 81.1 93.1 46.8 8.4 0.4

ギ リ シ ャ （2009） 44.7 11.6 46.4 86.4 99.0 49.9 10.3 1.3

ハ ン ガ リ ー （2010） 38.0 17.9 40.1 73.9 77.0 35.4 6.7 0.3

ア イ ス ラ ン ド （2010） 63.2 13.0 71.9 137.8 127.8 73.8 14.1 0.2

ア イ ル ラ ン ド （2010） 64.0 14.9 54.6 86.9 134.9 98.1 21.6 1.0

ラ ト ビ ア （2010） 34.4 16.6 50.9 73.7 58.6 28.7 7.0 0.3

リヒテンシュタイン *（2010） 37.1 0.9 32.6 81.1 105.1 52.2 8.9 1.3

リ ト ア ニ ア （2010） 42.7 14.5 55.6 114.0 87.1 32.7 5.9 0.3

ル ク セ ン ブ ル ク （2010） 46.9 7.6 42.5 92.1 115.7 55.9 13.5 0.7

マ ル タ （2010） 41.3 18.9 39.5 86.3 85.5 40.8 5.4 0.1

モ ン テ ネ グ ロ （2009） 54.9 22.5 86.7 119.0 89.5 43.4 8.0 1.1

オ ラ ン ダ （2010） 47.8 5.1 37.3 111.9 135.1 58.6 9.1 0.3

ノ ル ウ ェ ー （2010） 54.0 8.4 59.0 124.0 128.0 57.7 10.8 0.6

ポ ー ラ ン ド （2010） 43.5 15.2 56.0 94.4 75.1 31.3 6.1 0.2

ポ ル ト ガ ル （2009） 38.7 15.3 43.8 72.7 82.5 41.6 8.0 0.5

モ ル ド バ （2010） 41.0 - 85.3 79.4 47.0 19.6 3.7 0.1

ル ー マ ニ ア （2010） 39.5 36.9 62.3 79.9 59.2 23.3 4.6 0.2

ロ シ ア （2010） 47.6 27.3 87.3 96.9 68.0 30.4 5.9 0.2

セ ル ビ ア 6）（2010） 40.7 20.0 64.9 91.4 69.8 29.6 5.1 0.4

ス ロ バ キ ア （2010） 42.9 22.9 53.5 87.3 79.6 32.6 5.7 0.3

ス ロ ベ ニ ア （2010） 46.6 4.9 42.7 111.5 108.3 42.5 6.0 0.4

ス ペ イ ン （2010） 42.7 10.8 34.5 62.0 95.7 62.4 12.5 0.9

ス ウ ェ ー デ ン （2010） 54.6 5.9 50.7 118.2 137.8 69.2 13.3 0.8

ス イ ス （2010） 42.5 3.9 34.0 83.8 111.7 60.1 11.2 0.5

マ ケ ド ニ ア （2010） 46.0 19.6 76.4 108.9 75.3 27.4 3.9 0.2

ウ ク ラ イ ナ （2007） 38.8 30.1 92.1 81.4 45.5 16.9 2.9 0.1

イ ギ リ ス 7）（2009） 53.5 25.0 73.0 107.3 112.6 57.9 11.9 0.7

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア （2010） 54.2 15.4 52.5 100.2 123.3 69.7 14.8 0.7

ニューカレドニア （2010） 63.2 22.7 99.4 125.3 111.3 63.5 16.9 0.6

ニュージーランド （2011） 56.8 25.9 72.4 104.6 121.7 71.3 14.8 0.8

UnitedNations,DemographicYearbook2011年版 による．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の
算出による．

*概数値．1）15～49歳女性人口に対する率．2）15～19歳女性人口に対する率．3）45～49歳女性人口に対する
率．4）東エルサレムおよびイスラエル占領地を含む．5）フェロー諸島およびグリーンランドを除く．
6）コソボおよびメトヒアを除く．7）チャネル諸島およびマン島を除く．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国における母の第１子平均出生年齢：1980～2011年
（歳）

国 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.5 22.3 22.7 22.9 23.0 23.1 23.0 23.3 …

オ ー ス ト リ ア … 25.0 25.6 26.4 27.3 27.5 27.7 27.8 28.0 28.2 28.5

アゼルバイジャン 23.1 23.0 23.8 24.1 23.9 23.8 23.7 23.7 24.4 24.4 …

ベ ラ ル ー シ … 22.9 22.9 23.3 23.9 24.0 24.2 24.4 24.6 24.9 …

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.5 27.3 27.9 27.9 28.0 28.0 … 28.0 …

ボスニア･ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 … 23.9 24.4 24.5 24.8 24.9 25.3 25.9 …

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.1 22.2 23.5 24.8 25.2 25.3 25.4 25.6 26.2 …

カ ナ ダ 24.1 25.8 26.4 27.0 27.6 27.6 27.6 … … … …

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.0 25.6 26.5 26.7 26.8 27.1 27.3 27.7 …

キ プ ロ ス 23.8 24.7 25.5 26.1 27.5 … … … … 28.5 …

チ ェ コ 22.4 22.4 22.9 24.9 26.6 26.9 27.1 27.3 27.4 27.6 …

デ ン マ ー ク 24.6 26.4 27.5 28.1 28.9 29.1 29.2 29.0 29.1 29.1 …

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 23.0 24.0 25.2 25.4 25.4 25.8 26.1 26.3 …

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.5 27.2 27.6 27.9 28.0 28.1 28.2 28.2 28.3 28.4

フ ラ ン ス … … 28.1 27.8 28.5 28.6 27.9 … … 28.1 …

ジ ョ ー ジ ア … 23.7 23.5 24.2 24.0 24.0 24.1 23.7 23.5 23.9 …

ド イ ツ 25.2 26.9 28.1 29.0 29.6 29.7 29.8 30.0 28.8 28.9 …

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 26.6 29.5 30.3 30.5 30.7 30.9 31.1 31.2 …

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 23.4 25.0 27.0 27.3 27.6 27.7 27.9 28.2 …

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 24.9 25.5 26.3 26.4 26.6 26.4 26.6 26.8 27.0

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.0 27.4 28.7 28.8 28.8 28.9 29.1 29.4 29.8

イ ス ラ エ ル … … … … … 26.8 27.0 27.0 … … 27.3

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.0 28.6 29.6 29.8 29.9 30.0 30.1 30.2 …

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 22.2 23.4 24.3 24.5 24.7 24.9 27.4 27.6 …

キ ル ギ ス 21.8 22.2 21.9 22.7 23.4 23.6 23.5 23.4 23.6 23.6 …

ラ ト ビ ア 22.9 23.2 23.5 24.4 25.2 25.3 25.4 25.6 26.0 26.4 …

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.2 23.9 24.9 25.2 25.4 25.2 25.5 26.6 …

ルクセンブルク … … 27.9 28.6 28.6 28.7 29.0 29.3 … … …

マ ル タ 24.9 25.9 25.8 25.7 26.1 26.3 26.2 26.5 26.6 26.9 …

モ ル ド バ 22.5 … 22.0 21.8 22.4 22.5 22.8 23.1 23.3 23.5 …

モ ン テ ネ グ ロ … … … 25.6 25.5 25.4 25.8 25.5 26.3 26.3 …

オ ラ ン ダ 25.7 27.6 28.4 28.6 28.9 … … … … 29.4 29.4

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 26.5 27.3 28.1 28.1 28.1 28.1 28.1 28.2 28.4

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 23.8 24.5 25.8 25.6 25.8 25.9 26.3 26.6 …

ポ ル ト ガ ル 23.6 24.9 25.8 26.5 27.8 28.1 28.2 28.4 28.6 28.9 29.2

ル ー マ ニ ア 22.6 22.4 22.7 23.7 24.9 25.2 25.3 25.5 25.6 26.0 …

ロ シ ア 22.9 22.9 22.6 23.5 24.1 24.2 24.3 24.4 24.6 … …

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.3 24.9 25.9 26.0 26.2 26.5 26.9 27.2 …

ス ロ バ キ ア … 21.0 21.8 23.9 25.7 26.0 26.3 26.6 27.0 27.3 …

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 25.1 26.5 27.8 28.0 28.2 28.4 28.5 28.7 …

ス ペ イ ン 25.0 26.8 28.4 29.1 29.3 29.3 29.4 29.3 29.6 29.8 …

ス ウ ェ ー デ ン 25.3 26.3 27.2 27.9 28.6 … … … … 28.9 …

ス イ ス 26.3 27.6 28.1 28.7 29.5 29.6 29.8 29.9 30.1 30.2 …

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.9 22.1 … … … … … … …

マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 23.5 24.2 25.0 25.3 25.4 25.6 25.9 26.0 …

トルクメニスタン … 24.3 24.1 24.2 24.6 24.6 … … … … …

ウ ク ラ イ ナ 22.2 22.7 … 22.3 23.8 24.2 25.6 25.8 25.9 25.8 …

イ ギ リ ス … … … 26.5 … … … … 27.6 27.8 …

ウズベキスタン … 22.4 22.2 23.2 23.6 23.8 … … … … …

日 本 １） 26.1 27.2 27.8 28.0 28.6 28.7 28.9 28.9 29.1 29.3 29.4

UNECE,StatisticalDatabaseによる．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．
1）国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2011年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である． （別府志海・石川 晃・佐々井 司）
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2011,NewYork．

2）2009-10年版によるものは，石川 晃「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料」，『人口問題研究』，

第67巻4号，2011年12月，pp.132～141に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢５歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2010年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は75.76歳，70歳以上は78.97歳，75歳以上は82.18

歳，80歳以上は85.66歳，85歳以上は89.44歳，90歳以上は93.44歳，95歳以上は97.53歳，100歳以上は101.87歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2011年

U.N.,DemographicYearbook,2011による．
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2008.4.16�
１） 34,080,030 9,552,068 22,673,344 1,819,647

2 ベ ナ ン 2011.7.1 9,067,076 4,101,746 4,718,511 246,819
3 ボ ツ ワ ナ 2011.7.1 1,849,692 626,367 1,127,693 95,632
4 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2009.7.1 15,224,780 7,304,574 7,451,832 468,374

5 ブ ル ン ジ 2008.8.16�
１） 8,053,574 3,549,152 4,195,263 221,925

6 カ メ ル ー ン 2010.7.1 19,406,100 8,465,364 10,295,330 645,406
7 ケ ー プ ベ ル デ 2011.7.1 527,269 179,104 322,768 25,397

8 コ ン ゴ 2007.4.28� 3,697,490 1,428,014 2,149,943 119,533
9 エ ジ プ ト 2011.7.1 80,410,017 25,499,073 51,903,329 3,007,615
10 エ チ オ ピ ア 2008.7.1 79,221,000 33,870,239 43,131,810 2,218,953
11 ガ ー ナ 2009.7.1 23,416,518 9,666,261 12,513,392 1,236,866
12 ギ ニ ア 2009.7.1 10,217,591 4,218,987 5,533,912 464,692
13 ケ ニ ア 2009.8.24�

１） 38,610,097 16,571,877 20,684,861 1,332,273
14 レ ソ ト 2006.4.13� 1,862,860 634,880 1,121,189 106,791
15 リ ベ リ ア 2008.3.21� 3,476,608 1,458,072 1,900,425 118,111
16 リ ビ ア 2006.4.15� 5,298,152 1,645,833 3,427,413 224,906
17 マ ラ ウ イ 2008.6.8� 13,077,160 6,008,701 6,567,822 500,637
18 モ ー リ タ ニ ア 2011.7.1 3,296,958 1,327,380 1,862,088 107,490
19 モ ー リ シ ャ ス 2010.7.1 1,280,924 276,731 911,319 92,874
20 マ ヨ ッ ト 2007.7.31� 186,387 82,495 99,496 4,396
21 モ ロ ッ コ 2007.7.1 30,841,000 8,991,000 20,090,000 1,760,000
22 モ ザ ン ビ ー ク 2007.8.1� 20,252,223 9,490,607 10,138,543 623,073
23 ナ ミ ビ ア 2009.7.1 2,103,761 759,165 1,265,104 79,492
24 ニ ジ ェ ー ル 2008.7.1 14,197,601 7,087,227 6,746,320 364,054
25 ナ イ ジ ェ リ ア 2006.3.21� 140,431,790 58,736,297 77,158,732 4,536,761
26 レ ユ ニ オ ン 2010.1.1 828,054 210,187 547,694 70,173
27 ル ワ ン ダ 2011.7.1 10,718,379 4,547,106 5,920,765 250,509
28 セ ン ト ヘ レ ナ 2008.2.10�

１） 3,981 600 2,677 703
29 サントメ･プリンシペ 2006.7.1 151,912 62,597 83,014 6,299
30 セ ネ ガ ル 2011.12.31 12,841,702 5,326,973 7,093,622 421,107
31 セ イ シ ェ ル 2011.7.1 87,441 19,605 60,977 6,859
32 シ エ ラ レ オ ネ 2010.7.1 5,746,800 2,397,487 3,093,165 256,148
33 ソ マ リ ア 2002.7.1 6,799,079 3,154,474 3,534,262 110,343
34 南 ア フ リ カ 2011.7.1 50,586,757 15,812,268 32,235,534 2,538,955
35 ス ワ ジ ラ ン ド 2007.3.11�

１） 844,223 333,215 475,743 34,085
36 ト ー ゴ 2010.11.6�

１） 6,191,155 2,600,697 3,341,763 235,245
37 チ ュ ニ ジ ア 2008.7.1 10,328,900 2,506,200 7,102,500 720,200
38 ウ ガ ン ダ 2011.7.1 32,939,800 16,644,500 15,848,200 447,100
39 タ ン ザ ニ ア 2002.8.24� 34,443,603 15,238,612 17,857,906 1,347,085
40 ジ ン バ ブ エ 2009.7.1１） 13,667,894 4,977,095 6,794,162 441,833

〔 北 ア メ リ カ 〕
41 アンチグア･バーブーダ 2005.7.1 82,786 23,395 53,699 5,691
42 ア ル バ 2011.7.1 102,711 20,945 70,864 10,905
43 バ ハ マ 2011.7.1 351,100 86,700 242,500 21,780
44 ベ リ ー ズ 2009.7.1 333,200 122,700 193,500 17,000
45 バ ー ミ ュ ー ダ 2010.7.1 64,566 11,184 45,069 8,313
46 カ ナ ダ 2011.7.1 34,482,779 5,644,847 23,864,494 4,973,438
47 ケ イ マ ン 諸 島 2010.10.10� 55,036 9,969 42,082 2,984

48 コ ス タ リ カ 2011.5.30� 4,301,712 1,067,830 2,922,170 311,712
49 キ ュ ー バ 2011.7.1 11,244,543 1,941,725 7,849,973 1,452,834
50 ド ミ ニ カ 2006.12.31 71,180 20,976 42,979 7,226
51 ド ミ ニ カ 共 和 国 2011.7.1 10,010,590 3,118,571 6,287,335 604,684
52 エ ル サ ル バ ド ル 2010.7.1 6,183,002 1,952,059 3,787,304 443,639
53 グ リ ー ン ラ ン ド 2011.7.1 56,682 12,594 40,067 4,021
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

28.0 66.5 5.3 28.3 25.1 50.2 42.1 8.0 19.0 1

45.2 52.0 2.7 21.7 17.0 92.2 86.9 5.2 6.0 2
33.9 61.0 5.2 26.0 22.3 64.0 55.5 8.5 15.3 3
48.0 48.9 3.1 21.2 16.0 104.3 98.0 6.3 6.4 4

44.1 52.1 2.8 21.7 17.2 89.9 84.6 5.3 6.3 5
43.6 53.1 3.3 22.3 17.9 88.5 82.2 6.3 7.6 6
34.0 61.2 4.8 25.8 21.9 63.4 55.5 7.9 14.2 7

38.6 58.1 3.2 23.9 20.6 72.0 66.4 5.6 8.4 8
31.7 64.5 3.7 26.8 23.0 54.9 49.1 5.8 11.8 9
42.8 54.4 2.8 22.7 18.5 83.7 78.5 5.1 6.6 10
41.3 53.4 5.3 24.7 19.4 87.1 77.2 9.9 12.8 11
41.3 54.2 4.5 23.7 18.6 84.6 76.2 8.4 11.0 12
42.9 53.6 3.5 22.7 18.3 86.6 80.1 6.4 8.0 13
34.1 60.2 5.7 26.3 21.6 66.2 56.6 9.5 16.8 14
41.9 54.7 3.4 22.9 18.7 82.9 76.7 6.2 8.1 15
31.1 64.7 4.2 26.3 23.8 54.6 48.0 6.6 13.7 16
45.9 50.2 3.8 21.9 17.1 99.1 91.5 7.6 8.3 17
40.3 56.5 3.3 23.9 19.4 77.1 71.3 5.8 8.1 18
21.6 71.1 7.3 33.9 32.6 40.6 30.4 10.2 33.6 19
44.3 53.4 2.4 22.2 17.9 87.3 82.9 4.4 5.3 20
29.2 65.1 5.7 28.8 25.3 53.5 44.8 8.8 19.6 21
46.9 50.1 3.1 21.6 16.7 99.8 93.6 6.1 6.6 22
36.1 60.1 3.8 24.9 21.2 66.3 60.0 6.3 10.5 23
49.9 47.5 2.6 20.8 15.0 110.4 105.1 5.4 5.1 24
41.8 54.9 3.2 23.0 18.9 82.0 76.1 5.9 7.7 25
25.4 66.1 8.5 33.4 32.3 51.2 38.4 12.8 33.4 26
42.4 55.2 2.3 22.2 18.7 81.0 76.8 4.2 5.5 27
15.1 67.2 17.7 43.0 45.0 48.7 22.4 26.3 117.2 28
41.2 54.6 4.1 23.1 18.8 83.0 75.4 7.6 10.1 29
41.5 55.2 3.3 23.0 18.8 81.0 75.1 5.9 7.9 30
22.4 69.7 7.8 33.6 32.7 43.4 32.2 11.2 35.0 31
41.7 53.8 4.5 23.6 18.7 85.8 77.5 8.3 10.7 32
46.4 52.0 1.6 21.1 16.7 92.4 89.3 3.1 3.5 33
31.3 63.7 5.0 27.8 24.4 56.9 49.1 7.9 16.1 34
39.5 56.4 4.0 23.9 19.4 77.2 70.0 7.2 10.2 35
42.0 54.0 3.8 23.6 19.0 84.9 77.8 7.0 9.0 36
24.3 68.8 7.0 31.1 28.1 45.4 35.3 10.1 28.7 37
50.5 48.1 1.4 19.2 14.8 107.8 105.0 2.8 2.7 38
44.2 51.8 3.9 22.6 17.8 92.9 85.3 7.5 8.8 39
36.4 49.7 3.2 22.9 18.6 79.8 73.3 6.5 8.9 40

28.3 64.9 6.9 30.3 28.4 54.2 43.6 10.6 24.3 41
20.4 69.0 10.6 37.4 38.7 44.9 29.6 15.4 52.1 42
24.7 69.1 6.2 32.0 30.6 44.7 35.8 9.0 25.1 43
36.8 58.1 5.1 26.3 21.0 72.2 63.4 8.8 13.9 44
17.3 69.8 12.9 39.5 40.5 43.3 24.8 18.4 74.3 45
16.4 69.2 14.4 39.9 39.9 44.5 23.7 20.8 88.1 46
18.1 76.5 5.4 35.0 35.7 30.8 23.7 7.1 29.9 47

24.8 67.9 7.2 31.7 28.5 47.2 36.5 10.7 29.2 48
17.3 69.8 12.9 38.6 38.8 43.2 24.7 18.5 74.8 49
29.5 60.4 10.2 31.4 28.1 65.6 48.8 16.8 34.4 50
31.2 62.8 6.0 28.7 25.0 59.2 49.6 9.6 19.4 51
31.6 61.3 7.2 28.8 23.9 63.3 51.5 11.7 22.7 52
22.2 70.7 7.1 34.2 33.6 41.5 31.4 10.0 31.9 53
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 北 ア メ リ カ 〕

54 グ ア ド ル ー プ 2010.1.1 401,784 87,772 258,847 55,165

55 グ ア テ マ ラ 2010.7.1 14,361,666 5,968,677 7,772,024 620,965
56 ハ イ チ 2011.7.1 10,248,306 3,633,143 6,165,986 449,177
57 ホ ン ジ ュ ラ ス 2010.7.1 8,045,990 3,087,979 4,625,457 332,554

58 ジ ャ マ イ カ 2011.7.1 2,706,450 739,603 1,736,106 230,741
59 マ ル チ ニ ー ク 2010.1.1 396,308 77,732 258,170 60,406
60 メ キ シ コ 2010.6.12�

１） 112,336,538 32,515,796 71,484,423 6,938,913

61 ニ カ ラ グ ア 2009.7.1 5,742,316 2,017,977 3,472,172 252,167
62 パ ナ マ 2010.7.1 3,504,483 1,022,270 2,252,498 229,715
63 プ エ ル ト リ コ 2010.7.1 3,978,702 768,180 2,631,387 579,135
64 セ ン ト ル シ ア 2009.7.1 172,370 44,637 116,231 11,502
65 サンピエール島･ミクロン島 2006.1.19� 6,125 1,167 4,149 809
66 セントビンセント･グレナディーン 2008.7.1 99,086 30,377 61,491 7,218
67 ア メ リ カ 合 衆 国 2010.4.1� 308,745,538 61,227,213 207,250,341 40,267,984
68 米 領 バ ー ジ ン 諸 島 2008.7.1 109,840 23,088 72,705 14,047

〔 南 ア メ リ カ 〕
69 ア ル ゼ ン チ ン 2010.7.1 40,518,951 10,156,311 26,168,347 4,194,293
70 ボ リ ビ ア 2011.7.1 10,624,495 3,759,650 6,372,392 492,453
71 ブ ラ ジ ル 2010.8.1� 190,755,799 45,932,295 130,742,024 14,081,480
72 チ リ 2011.7.1 17,248,450 3,800,846 11,846,890 1,600,714
73 コ ロ ン ビ ア 2010.7.1 45,508,205 13,010,925 29,435,604 3,061,676
74 エ ク ア ド ル 2010.11.28� 14,483,499 4,528,425 9,014,169 940,905
75 フォークランド諸島 2006.10.8� 2,955 471 2,218 266
76 仏 領 ギ ア ナ 2010.1.1 230,441 81,015 139,926 9,500
77 ガ イ ア ナ 2010.7.1 784,894 210,823 529,809 44,262
78 パ ラ グ ア イ 2009.7.1 6,340,641 2,157,244 3,867,927 315,470
79 ペ ル ー 2011.7.1 29,797,694 8,802,623 19,208,731 1,786,340
80 ス リ ナ ム 2007.7.1 509,970 150,160 328,653 31,157
81 ウ ル グ ア イ 2010.7.1 3,344,938 764,589 2,126,690 453,659
82 ベ ネ ズ エ ラ 2011.7.1 29,277,736 8,505,796 19,046,955 1,724,985

〔 ア ジ ア 〕
83 ア フ ガ ニ ス タ ン 2009.7.1 23,993,500 11,062,332 12,046,468 884,700
84 ア ル メ ニ ア 2010.1.1 3,249,482 595,717 2,326,779 326,986
85 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2010.7.1 9,054,300 2,031,100 6,491,600 531,600
86 バ ー レ ー ン 2010.4.27� 1,234,571 247,603 960,734 26,234
87 バ ン グ ラ デ シ ュ 2010.7.1 148,620,000 49,181,000 92,795,000 6,644,000
88 ブ ー タ ン 2010.7.1 695,823 216,719 445,398 33,706
89 ブ ル ネ イ 2009.7.1 406,200 106,100 286,300 13,800
90 カ ン ボ ジ ア 2011.7.1 14,521,275 4,555,298 9,338,471 627,506
91 ホンコン特別行政区 2010.7.1 7,067,800 858,000 5,297,700 912,100
92 マ カ オ 特 別 行 政 区 2011.7.1 558,100 66,600 446,100 45,500
93 キ プ ロ ス 2010.1.1 803,147 135,622 562,662 104,863
94 北 朝 鮮 2008.10.1� 24,052,231 5,578,174 16,377,409 2,096,648
95 ジ ョ ー ジ ア 2010.7.1 4,452,800 758,000 3,075,500 619,300
96 イ ン ド 2011.7.1 1,192,503,000 346,941,000 779,497,000 66,065,000
97 イ ン ド ネ シ ア 2011.7.1 236,954,100 62,582,700 161,943,700 12,427,700
98 イ ラ ン 2011.10.24�

１） 75,149,669 17,561,778 53,244,800 4,296,769
99 イ ラ ク 2007.7.1 29,682,081 12,798,813 16,048,638 834,630

100 イ ス ラ エ ル 2010.7.1 7,623,561 2,132,931 4,738,164 752,466
101 日 本 2011.10.1２） 127,799,000 16,705,000 81,342,000 29,752,000
102 ヨ ル ダ ン 2011.12.31 6,249,000 2,332,481 3,714,790 201,729
103 カ ザ フ ス タ ン 2008.7.1 15,674,000 3,770,004 10,712,992 1,191,004
104 ク ウ ェ ー ト 2010.7.1 2,672,926 695,179 1,933,974 43,773
105 キ ル ギ ス タ ン 2011.7.1 5,514,754 1,675,134 3,600,317 239,303
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

21.8 64.4 13.7 38.0 38.7 55.2 33.9 21.3 62.9 54

41.6 54.1 4.3 23.7 18.8 84.8 76.8 8.0 10.4 55
35.5 60.2 4.4 25.7 21.9 66.2 58.9 7.3 12.4 56
38.4 57.5 4.1 24.8 20.5 74.0 66.8 7.2 10.8 57

27.3 64.1 8.5 31.2 28.6 55.9 42.6 13.3 31.2 58
19.6 65.1 15.2 39.4 40.4 53.5 30.1 23.4 77.7 59
28.9 63.6 6.2 29.5 26.2 55.2 45.5 9.7 21.3 60

35.1 60.5 4.4 25.7 21.7 65.4 58.1 7.3 12.5 61
29.2 64.3 6.6 30.1 27.2 55.6 45.4 10.2 22.5 62
19.3 66.1 14.6 38.3 36.8 51.2 29.2 22.0 75.4 63
25.9 67.4 6.7 30.4 27.2 48.3 38.4 9.9 25.8 64
19.1 67.7 13.2 39.1 39.5 47.6 28.1 19.5 69.3 65
30.7 62.1 7.3 28.9 24.8 61.1 49.4 11.7 23.8 66
19.8 67.1 13.0 37.8 37.1 49.0 29.5 19.4 65.8 67
21.0 66.2 12.8 37.9 38.5 51.1 31.8 19.3 60.8 68

25.1 64.6 10.4 33.3 30.1 54.8 38.8 16.0 41.3 69
35.4 60.0 4.6 26.2 22.1 66.7 59.0 7.7 13.1 70
24.1 68.5 7.4 32.1 29.4 45.9 35.1 10.8 30.7 71
22.0 68.7 9.3 34.3 32.3 45.6 32.1 13.5 42.1 72
28.6 64.7 6.7 30.2 26.8 54.6 44.2 10.4 23.5 73
31.3 62.2 6.5 28.9 25.0 60.7 50.2 10.4 20.8 74
15.9 75.1 9.0 37.6 37.5 33.2 21.2 12.0 56.5 75
35.2 60.7 4.1 27.3 24.0 64.7 57.9 6.8 11.7 76
26.9 67.5 5.6 30.6 27.4 48.1 39.8 8.4 21.0 77
34.0 61.0 5.0 26.9 22.7 63.9 55.8 8.2 14.6 78
29.5 64.5 6.0 29.2 25.9 55.1 45.8 9.3 20.3 79
29.4 64.4 6.1 29.7 26.8 55.2 45.7 9.5 20.7 80
22.9 63.6 13.6 35.9 33.1 57.3 36.0 21.3 59.3 81
29.1 65.1 5.9 29.6 26.5 53.7 44.7 9.1 20.3 82

46.1 50.2 3.7 22.6 17.1 99.2 91.8 7.3 8.0 83
18.3 71.6 10.1 35.3 32.7 39.7 25.6 14.1 54.9 84
22.4 71.7 5.9 31.6 29.0 39.5 31.3 8.2 26.2 85
20.1 77.8 2.1 30.3 30.1 28.5 25.8 2.7 10.6 86
33.1 62.4 4.5 27.1 23.6 60.2 53.0 7.2 13.5 87
31.1 64.0 4.8 27.4 24.3 56.2 48.7 7.6 15.6 88
26.1 70.5 3.4 28.5 27.1 41.9 37.1 4.8 13.0 89
31.4 64.3 4.3 27.0 23.1 55.5 48.8 6.7 13.8 90
12.1 75.0 12.9 41.0 41.1 33.4 16.2 17.2 106.3 91
11.9 79.9 8.2 38.6 38.8 25.1 14.9 10.2 68.3 92
16.9 70.1 13.1 38.0 36.2 42.7 24.1 18.6 77.3 93
23.2 68.1 8.7 33.4 32.4 46.9 34.1 12.8 37.6 94
17.0 69.1 13.9 38.2 36.7 44.8 24.6 20.1 81.7 95
29.1 65.4 5.5 29.0 25.5 53.0 44.5 8.5 19.0 96
26.4 68.3 5.2 30.3 28.3 46.3 38.6 7.7 19.9 97
23.4 70.9 5.7 30.4 27.9 41.1 33.0 8.1 24.5 98
43.1 54.1 2.8 22.4 18.2 85.0 79.8 5.2 6.5 99

28.0 62.2 9.9 32.6 29.4 60.9 45.0 15.9 35.3 100
13.1 63.6 23.3 45.3 45.3 57.1 20.5 36.6 178.1 101
37.3 59.4 3.2 24.2 20.8 68.2 62.8 5.4 8.6 102
24.1 68.3 7.6 31.7 29.0 46.3 35.2 11.1 31.6 103
26.0 72.4 1.6 27.9 28.2 38.2 35.9 2.3 6.3 104
30.4 65.3 4.3 27.8 24.2 53.2 46.5 6.6 14.3 105
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

106 ラ オ ス 2011.7.1 6,385,055 2,384,714 3,763,361 236,982

107 レ バ ノ ン 2007.3.3 3,759,134 927,972 2,468,722 362,440
108 マ レ ー シ ア 2011.7.1 28,552,712 7,654,833 19,516,861 1,381,018
109 モ ル ジ ブ 2011.7.1 325,135 87,635 221,572 15,928

110 モ ン ゴ リ ア 2010.11.11� 2,647,545 741,576 1,804,263 101,706
111 ミ ャ ン マ ー 2004.7.1 54,299,000 17,722,000 33,592,000 2,985,000
112 ネ パ ー ル 2011.7.1 28,584,975 10,168,500 17,240,834 1,175,641

113 パ レ ス チ ナ 2011.7.1 4,168,860 1,702,900 2,343,211 122,749
114 オ マ ー ン 2010.12.12� 2,773,479 771,837 1,927,829 73,813
115 パ キ ス タ ン 2007.7.1 149,860,388 62,350,988 82,570,202 4,939,198
116 フ ィ リ ピ ン 2008.7.1 90,457,200 30,665,500 55,961,800 3,829,900
117 カ タ ー ル 2010.4.21 1,699,435 232,584 1,453,034 13,817
118 韓 国 2011.7.1 49,779,440 7,770,912 36,352,538 5,655,990
119 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2009.7.1 26,660,857 8,505,572 17,407,463 747,822
120 シ ン ガ ポ ー ル 2011.6.30 3,789,300 636,800 2,799,800 352,600
121 ス リ ラ ン カ 2010.7.1 20,653,000 5,431,000 13,921,000 1,301,000
122 シ リ ア 2011.7.1 21,124,000 7,859,000 12,407,000 858,000
123 タ ジ キ ス タ ン 2007.7.1 7,139,772 2,581,266 4,260,237 298,270
124 タ イ 2010.7.1 67,311,917 13,803,783 48,120,066 5,388,068
125 テ ィ モ ー ル 2008.7.11 1,080,742 486,176 557,829 36,737
126 ト ル コ 2010.7.1 72,698,000 18,902,000 48,762,000 5,034,000
127 ト ル ク メ ニ ス タ ン 2003.7.1 5,123,940 1,830,258 3,093,509 200,170
128 ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 2005.12.5�

１） 4,106,427 800,578 3,268,916 33,529
129 ウ ズ ベ キ ス タ ン 2003.7.1 25,567,663 8,890,043 15,564,718 1,112,898
130 ベ ト ナ ム 2011.7.1 87,840,038 21,123,338 60,583,649 6,133,051
131 イ エ メ ン 2009.7.1 22,492,035 9,629,265 12,132,484 730,286

〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕
132 オ ー ラ ン ド 2011.7.1 28,181 4,614 18,316 5,252
133 ア ル バ ニ ア 2007.7.1 3,161,337 775,403 2,102,268 283,666
134 ア ン ド ラ 2011.7.1 79,280 11,709 57,062 10,509
135 オ ー ス ト リ ア 2011.7.1 8,423,635 1,229,561 5,704,559 1,489,516
136 ベ ラ ル ー シ 2010.7.1 9,490,583 1,409,194 6,758,059 1,323,330
137 ベ ル ギ ー 2009.1.1 10,796,493 1,823,555 7,124,469 1,848,469
138 ボスニア･ヘルツェゴビナ 2010.7.1 3,843,126 670,958 2,592,146 580,022
139 ブ ル ガ リ ア 2011.2.1� 7,364,570 975,272 5,027,901 1,361,397
140 ク ロ ア チ ア 2010.7.1 4,417,781 671,291 2,984,200 762,290
141 チ ェ コ 2011.1.1 10,532,770 1,518,142 7,378,802 1,635,826
142 デ ン マ ー ク 2011.7.1 5,566,856 990,841 3,623,041 952,974
143 エ ス ト ニ ア 2010.7.1１） 1,340,160 204,237 907,419 228,381
144 フ ェ ロ ー 諸 島 2008.7.1 48,618 10,695 31,101 6,822
145 フ ィ ン ラ ン ド 2010.12.31� 5,375,276 887,677 3,546,558 941,041
146 フ ラ ン ス 2010.1.1 62,799,083 11,513,059 40,717,385 10,566,273
147 ド イ ツ 2011.7.1 81,797,673 10,886,645 54,048,607 16,862,422
148 ギ リ シ ャ 2011.1.1 11,325,897 1,624,148 7,516,857 2,184,892
149 ガ ー ン ジ ー 2010.3.21 62,431 13,239 41,672 7,520
150 ハ ン ガ リ ー 2010.7.1 10,000,023 1,467,033 6,865,681 1,667,309
151 ア イ ス ラ ン ド 2010.7.1 318,006 66,581 212,805 38,620
152 ア イ ル ラ ン ド 2011.4.15 4,484,323 982,715 2,977,474 524,134

153 マ ン 島 2009.4.30 82,371 13,544 54,441 14,386
154 イ タ リ ア 2010.7.1 60,483,385 8,495,580 39,733,802 12,254,004
155 ラ ト ビ ア 2010.7.1 2,239,008 307,840 1,542,500 388,668
156 リヒテンシュタイン 2010.7.1 36,010 5,854 25,207 4,949
157 リ ト ア ニ ア 2010.7.1 3,286,820 493,597 2,258,139 535,084
158 ル ク セ ン ブ ル ク 2011.1.1 511,840 90,043 350,713 71,084
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

37.3 58.9 3.7 24.7 20.4 69.7 63.4 6.3 9.9 106

24.7 65.7 9.6 32.4 28.6 52.3 37.6 14.7 39.1 107
26.8 68.4 4.8 30.2 27.8 46.3 39.2 7.1 18.0 108
27.0 68.1 4.9 27.8 24.6 46.7 39.6 7.2 18.2 109

28.0 68.1 3.8 28.1 25.7 46.7 41.1 5.6 13.7 110
32.6 61.9 5.5 28.2 24.8 61.6 52.8 8.9 16.8 111
35.6 60.3 4.1 25.8 22.0 65.8 59.0 6.8 11.6 112

40.8 56.2 2.9 23.1 18.8 77.9 72.7 5.2 7.2 113
27.8 69.5 2.7 26.5 25.5 43.9 40.0 3.8 9.6 114
41.6 55.1 3.3 23.6 18.6 81.5 75.5 6.0 7.9 115
33.9 61.9 4.2 26.7 23.1 61.6 54.8 6.8 12.5 116
13.7 85.5 0.8 31.2 31.6 17.0 16.0 1.0 5.9 117
15.6 73.0 11.4 38.4 38.4 36.9 21.4 15.6 72.8 118
31.9 65.3 2.8 26.6 25.2 53.2 48.9 4.3 8.8 119
16.8 73.9 9.3 37.7 37.9 35.3 22.7 12.6 55.4 120
26.3 67.4 6.3 30.7 27.9 48.4 39.0 9.3 24.0 121
37.2 58.7 4.1 25.4 21.1 70.3 63.3 6.9 10.9 122
36.2 59.7 4.2 24.9 20.8 67.6 60.6 7.0 11.6 123
20.5 71.5 8.0 34.6 33.8 39.9 28.7 11.2 39.0 124
45.0 51.6 3.4 22.7 17.4 93.7 87.2 6.6 7.6 125
26.0 67.1 6.9 31.3 28.9 49.1 38.8 10.3 26.6 126
35.7 60.4 3.9 25.4 21.6 65.6 59.2 6.5 10.9 127
19.5 79.6 0.8 28.8 29.4 25.5 24.5 1.0 4.2 128
34.8 60.9 4.4 25.9 21.8 64.3 57.1 7.2 12.5 129
24.0 69.0 7.0 32.1 29.9 45.0 34.9 10.1 29.0 130
42.8 53.9 3.2 22.1 17.9 85.4 79.4 6.0 7.6 131

16.4 65.0 18.6 42.2 43.1 53.9 25.2 28.7 113.8 132
24.5 66.5 9.0 32.6 29.2 50.4 36.9 13.5 36.6 133
14.8 72.0 13.3 40.5 40.1 38.9 20.5 18.4 89.8 134
14.6 67.7 17.7 41.8 42.1 47.7 21.6 26.1 121.1 135
14.8 71.2 13.9 39.6 38.9 40.4 20.9 19.6 93.9 136
16.9 66.0 17.1 40.8 40.8 51.5 25.6 25.9 101.4 137
17.5 67.4 15.1 38.8 38.6 48.3 25.9 22.4 86.4 138
13.2 68.3 18.5 42.7 42.6 46.5 19.4 27.1 139.6 139
15.2 67.5 17.3 41.4 41.4 48.0 22.5 25.5 113.6 140
14.4 70.1 15.5 40.8 39.7 42.7 20.6 22.2 107.8 141
17.8 65.1 17.1 40.5 40.7 53.7 27.3 26.3 96.2 142
15.2 67.7 17.0 40.6 39.6 47.7 22.5 25.2 111.8 143
22.0 64.0 14.0 37.4 36.8 56.3 34.4 21.9 63.8 144
16.5 66.0 17.5 41.5 42.0 51.6 25.0 26.5 106.0 145
18.3 64.8 16.8 40.3 39.9 54.2 28.3 26.0 91.8 146
13.3 66.1 20.6 43.8 44.8 51.3 20.1 31.2 154.9 147
14.3 66.4 19.3 42.6 42.1 50.7 21.6 29.1 134.5 148
21.2 66.7 12.0 36.5 36.5 49.8 31.8 18.0 56.8 149
14.7 68.7 16.7 41.1 39.9 45.7 21.4 24.3 113.7 150
20.9 66.9 12.1 36.5 34.9 49.4 31.3 18.1 58.0 151
21.9 66.4 11.7 36.2 34.9 50.6 33.0 17.6 53.3 152

16.4 66.1 17.5 41.4 41.9 51.3 24.9 26.4 106.2 153
14.0 65.7 20.3 43.4 43.3 52.2 21.4 30.8 144.2 154
13.7 68.9 17.4 41.0 40.2 45.2 20.0 25.2 126.3 155
16.3 70.0 13.7 40.1 41.0 42.9 23.2 19.6 84.5 156
15.0 68.7 16.3 40.1 39.6 45.6 21.9 23.7 108.4 157
17.6 68.5 13.9 39.1 39.0 45.9 25.7 20.3 78.9 158
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

159 マ ル タ 2010.7.1 415,995 64,145 288,780 63,070
160 モ ン テ ネ グ ロ 2010.1.1 632,922 122,083 428,993 81,846
161 オ ラ ン ダ 2011.1.1 16,655,799 2,907,075 11,153,778 2,594,946
162 ノ ル ウ ェ ー 2010.7.1 4,889,252 919,717 3,237,077 732,458
163 ポ ー ラ ン ド 2010.7.1 38,186,860 5,773,125 27,241,226 5,172,509
164 ポ ル ト ガ ル 2010.1.1 10,637,713 1,616,617 7,119,943 1,901,153
165 モ ル ド バ 2010.1.1 3,563,695 595,496 2,607,398 360,801
166 ル ー マ ニ ア 2010.7.1 21,431,298 3,241,295 14,995,129 3,194,874
167 ロ シ ア 2010.10.14�

１） 142,856,536 21,668,300 102,942,394 18,211,533
168 サ ン マ リ ノ 2004.7.1 29,457 4,473 20,176 4,816
169 セ ル ビ ア 2010.7.1 7,291,436 1,102,260 4,955,764 1,233,412
170 ス ロ バ キ ア 2011.5.21�

１） 5,397,036 826,516 3,886,327 682,873
171 ス ロ ベ ニ ア 2011.1.1� 2,050,189 290,853 1,420,392 338,944
172 ス ペ イ ン 2011.7.1 46,125,154 6,990,837 31,183,369 7,950,948
173 ス ウ ェ ー デ ン 2010.1.1 9,340,682 1,549,442 6,100,463 1,690,777
174 ス イ ス 2010.1.1 7,785,806 1,181,221 5,295,894 1,308,691
175 マ ケ ド ニ ア 2010.1.1１） 2,052,722 363,457 1,450,200 238,506
176 ウ ク ラ イ ナ 2011.1.1 45,598,179 6,495,990 32,136,968 6,965,221
177 イ ギ リ ス 2010.7.1 62,261,967 10,871,743 41,085,801 10,304,423

〔 オ セ ア ニ ア 〕
178 オ ー ス ト ラ リ ア 2011.7.1 22,620,554 4,260,633 15,256,392 3,103,529
179 ク ッ ク 諸 島 2006.12.1� 15,324 4,701 9,461 1,162
180 フ ィ ジ ー 2007.9.16� 837,271 243,121 555,330 38,820
181 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2009.1.1 264,000 68,500 180,200 15,300
182 キ リ バ ス 2005.12.7� 92,533 34,193 55,060 3,280
183 マ ー シ ャ ル 諸 島 2010.7.1 54,305 22,237 30,721 1,345
184 ミ ク ロ ネ シ ア 2010.7.1 107,839 39,343 64,133 4,363
185 ナ ウ ル 2002.9.23�

１） 10,065 3,838 5,988 129
186 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2010.7.1 250,040 60,905 169,030 20,105
187 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2011.7.1 4,405,200 894,450 2,923,650 587,040
188 ニ ウ エ 2010.7.1 1,496 385 929 182
189 ノ ー フ ォ ー ク 島 2006.8.8�

１） 2,523 359 1,587 561
190 北 マ リ ア ナ 諸 島 2011.7.1 46,050 11,974 32,411 1,665
191 パ ラ オ 2005.4.1� 19,907 4,798 13,973 1,136
192 サ モ ア 2006.11.5�

１） 180,741 70,937 100,999 8,747
193 ソ ロ モ ン 諸 島 2009.7.1 518,321 200,472 300,925 16,924
194 ト ケ ラ ウ 2006.10.19� 1,151 421 636 94
195 ト ン ガ 2008.7.1 103,647 35,357 61,648 6,641
196 ツ バ ル 2002.11.1� 9,561 3,458 5,560 543
197 バ ヌ ア ツ 2004.7.1 215,541 88,786 119,968 6,789

UN.DemographicYearbook,2011年版（http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/dyb2.htm）
に掲載（Table7：掲載年次2002～2011年）の年齢別人口統計に基づいて計算したものであるが，人口総数が
1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の�はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口で，イタリック体は信頼性の
低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

15.4 69.4 15.2 40.3 39.4 44.1 22.2 21.8 98.3 159
19.3 67.8 12.9 37.2 35.6 47.5 28.5 19.1 67.0 160
17.5 67.0 15.6 40.3 41.0 49.3 26.1 23.3 89.3 161
18.8 66.2 15.0 39.1 38.6 51.0 28.4 22.6 79.6 162
15.1 71.3 13.5 39.5 38.0 40.2 21.2 19.0 89.6 163
15.2 66.9 17.9 41.5 40.7 49.4 22.7 26.7 117.6 164
16.7 73.2 10.1 36.3 34.0 36.7 22.8 13.8 60.6 165
15.1 70.0 14.9 39.7 38.5 42.9 21.6 21.3 98.6 166
15.2 72.1 12.7 39.1 38.1 38.7 21.0 17.7 84.0 167
15.2 68.5 16.3 41.0 40.0 46.0 22.2 23.9 107.7 168
15.1 68.0 16.9 41.4 41.4 47.1 22.2 24.9 111.9 169
15.3 72.0 12.7 39.0 37.7 38.8 21.3 17.6 82.6 170
14.2 69.3 16.5 41.7 41.7 44.3 20.5 23.9 116.5 171
15.2 67.6 17.2 41.4 40.5 47.9 22.4 25.5 113.7 172
16.6 65.3 18.1 41.0 40.7 53.1 25.4 27.7 109.1 173
15.2 68.0 16.8 41.3 41.4 47.0 22.3 24.7 110.8 174
17.7 70.6 11.6 37.1 35.8 41.5 25.1 16.4 65.6 175
14.2 70.5 15.3 40.3 39.4 41.9 20.2 21.7 107.2 176
17.5 66.0 16.6 40.0 39.6 51.5 26.5 25.1 94.8 177

18.8 67.4 13.7 38.2 37.0 48.3 27.9 20.3 72.8 178
30.7 61.7 7.6 30.6 27.5 62.0 49.7 12.3 24.7 179
29.0 66.3 4.6 29.0 26.1 50.8 43.8 7.0 16.0 180
25.9 68.3 5.8 30.7 28.5 46.5 38.0 8.5 22.3 181
37.0 59.5 3.5 25.2 20.7 68.1 62.1 6.0 9.6 182
40.9 56.6 2.5 23.0 19.0 76.8 72.4 4.4 6.0 183
36.5 59.5 4.0 26.5 21.7 68.1 61.3 6.8 11.1 184
38.1 59.5 1.3 23.7 20.7 66.2 64.1 2.2 3.4 185
24.4 67.6 8.0 32.9 31.2 47.9 36.0 11.9 33.0 186
20.3 66.4 13.3 37.5 36.7 50.7 30.6 20.1 65.6 187
25.7 62.1 12.2 35.0 33.5 61.0 41.4 19.6 47.3 188
14.2 62.9 22.2 46.6 49.9 58.0 22.6 35.3 156.3 189
26.0 70.4 3.6 30.9 30.0 42.1 36.9 5.1 13.9 190
24.1 70.2 5.7 32.4 32.3 42.5 34.3 8.1 23.7 191
39.2 55.9 4.8 25.6 20.5 78.9 70.2 8.7 12.3 192
38.7 58.1 3.3 24.3 20.5 72.2 66.6 5.6 8.4 193
36.6 55.3 8.2 29.2 23.0 81.0 66.2 14.8 22.3 194
34.1 59.5 6.4 27.3 22.4 68.1 57.4 10.8 18.8 195
36.2 58.2 5.7 28.0 23.6 72.0 62.2 9.8 15.7 196
41.2 55.7 3.1 23.5 19.1 79.7 74.0 5.7 7.6 197

1）人口総数に年齢不詳を含む．2）総務省統計局『人口推計 平成23年10月1日現在推計』による．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数500万人以上の国

順位 国・地域 （年） 65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

日 本

ド イ ツ

イ タ リ ア

ギ リ シ ャ

ブ ル ガ リ ア

ス ウ ェ ー デ ン

ポ ル ト ガ ル

オ ー ス ト リ ア

フ ィ ン ラ ン ド

ス ペ イ ン

ベ ル ギ ー

デ ン マ ー ク

セ ル ビ ア

フ ラ ン ス

ス イ ス

ハ ン ガ リ ー

イ ギ リ ス

オ ラ ン ダ

チ ェ コ

ウ ク ラ イ ナ

ル ー マ ニ ア

カ ナ ダ

ベ ラ ル ー シ

オ ー ス ト ラ リ ア

ポ ー ラ ン ド

ア メ リ カ 合 衆 国

キ ュ ー バ

ホンコン特別行政区

ロ シ ア

ス ロ バ キ ア

韓 国

ア ル ゼ ン チ ン

イ ス ラ エ ル

チ リ

北 朝 鮮

タ イ

カ ザ フ ス タ ン

ブ ラ ジ ル

エ ル サ ル バ ド ル

ベ ト ナ ム

チ ュ ニ ジ ア

ト ル コ

コ ロ ン ビ ア

エ ク ア ド ル

ス リ ラ ン カ

メ キ シ コ

ド ミ ニ カ 共 和 国

ペ ル ー

ベ ネ ズ エ ラ

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

イ ラ ン

（2011）

（2011）

（2010）

（2011）

（2011）

（2010）

（2010）

（2011）

（2010）

（2011）

（2009）

（2011）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2011）

（2011）

（2011）

（2010）

（2011）

（2010）

（2011）

（2010）

（2010）

（2011）

（2010）

（2010）

（2011）

（2011）

（2010）

（2010）

（2011）

（2008）

（2010）

（2008）

（2010）

（2010）

（2011）

（2008）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2010）

（2011）

（2011）

（2011）

（2010）

（2011）

23.28

20.61

20.26

19.29

18.49

18.10

17.87

17.68

17.51

17.24

17.12

17.12

16.92

16.83

16.81

16.67

16.55

15.58

15.53

15.28

14.91

14.42

13.94

13.72

13.55

13.04

12.92

12.91

12.75

12.65

11.36

10.35

9.87

9.28

8.72

8.00

7.60

7.38

7.18

6.98

6.97

6.92

6.73

6.50

6.30

6.18

6.04

5.99

5.89

5.87

5.72

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

モ ロ ッ コ

イ ン ド

ミ ャ ン マ ー

ア ル ジ ェ リ ア

ガ ー ナ

イ ン ド ネ シ ア

南 ア フ リ カ

パ ラ グ ア イ

マ レ ー シ ア

ボ リ ビ ア

ギ ニ ア

バ ン グ ラ デ シ ュ

シ エ ラ レ オ ネ

ニ カ ラ グ ア

ハ イ チ

ウ ズ ベ キ ス タ ン

キ ル ギ ス タ ン

グ ア テ マ ラ

カ ン ボ ジ ア

リ ビ ア

フ ィ リ ピ ン

タ ジ キ ス タ ン

ホ ン ジ ュ ラ ス

ネ パ ー ル

シ リ ア

タ ン ザ ニ ア

ト ル ク メ ニ ス タ ン

マ ラ ウ イ

ト ー ゴ

エ ジ プ ト

ラ オ ス

ア フ ガ ニ ス タ ン

ケ ニ ア

カ メ ル ー ン

パ キ ス タ ン

セ ネ ガ ル

イ エ メ ン

ジ ン バ ブ エ

ナ イ ジ ェ リ ア

ヨ ル ダ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ブ ル キ ナ フ ァ ソ

イ ラ ク

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

エ チ オ ピ ア

ブ ル ン ジ

ベ ナ ン

ニ ジ ェ ー ル

ル ワ ン ダ

ソ マ リ ア

ウ ガ ン ダ

（2007）

（2011）

（2004）

（2008）

（2009）

（2011）

（2011）

（2009）

（2011）

（2011）

（2009）

（2010）

（2010）

（2009）

（2011）

（2003）

（2011）

（2010）

（2011）

（2006）

（2008）

（2007）

（2010）

（2011）

（2011）

（2002）

（2003）

（2008）

（2010）

（2011）

（2011）

（2009）

（2009）

（2010）

（2007）

（2011）

（2009）

（2009）

（2006）

（2011）

（2007）

（2009）

（2007）

（2009）

（2008）

（2008）

（2011）

（2008）

（2011）

（2002）

（2011）

5.71

5.54

5.50

5.34

5.28

5.24

5.02

4.98

4.84

4.64

4.55

4.47

4.46

4.39

4.38

4.35

4.34

4.32

4.32

4.24

4.23

4.18

4.13

4.11

4.06

3.91

3.91

3.83

3.80

3.74

3.71

3.69

3.45

3.33

3.30

3.28

3.25

3.23

3.23

3.23

3.08

3.08

2.81

2.80

2.80

2.76

2.72

2.56

2.34

1.62

1.36
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書 評・紹 介

C.Y.CyrusChuandRuoh-RongYu,

UnderstandingChineseFamilies:
AComparativeStudyofTaiwanandSoutheastChina,

OxfordUniversityPress,2010,xviii+297pp.

本書は，台湾海峡の両岸における中国人家族の比較研究である．著者のC.Y.CyrusChu（朱敬

一）とRuoh-RongYu（于若蓉）は，いずれも台湾の中央研究院で勤務する経済人口学者である．

本書が依拠した「家族動態パネル調査」（PanelStudyofFamilyDynamics）は，1999年から台湾

で，2004年からは福建省・浙江省・上海市でも行われてきた．調査項目は結婚・出生・夫婦関係・世

代間関係など家族生活全般にわたり，Becker以来の経済人口学的枠組で分析できるよう設計されて

いる．

中国・台湾の経済発展と教育普及を解説した第2章に次いで，第3章では子夫婦からみた親との同

居要因を分析している．夫方・妻方の比較では，中国より台湾の方が夫方への偏りが大きく，より伝

統的である．また台湾では社会経済的地位の高さは同居を抑圧するが，中国ではそうした傾向はみら

れない．

第4章は出生行動の分析だが，「リネージ存続のために少なくともひとり息子が必要」への賛成は

台湾の方が多く，ここでも中国より伝統的な価値観を保持している．操作変数法による教育年数の重

回帰分析では，きょうだい数の効果は有意でなく，台湾・中国とも質－量の交互作用は激しくないと

される．

第5章は配偶者選択の分析である．台湾では見合い結婚が急減しているが，中国では禁止されてい

るはずの職業的な仲媒人による紹介が依然として多い．学歴間通婚に対するログリニア分析によると，

台湾では女子の上方婚（夫が妻より高学歴）が減少しているが，中国ではそうした趨勢は見られない．

儒教家族の特徴のひとつは男児選好の強さで，中国・台湾とも依然として出生性比の偏りが大きい．

この問題に対し，本書では相続（第7章）や教育投資（第12章）に現れた男女格差を分析しており，

理想・希望子ども数や選択的中絶は直接分析していない．性役割に関する態度は台湾の方が保守的だ

が，伝統的な男子のみの均分相続は中国が台湾を上回った．教育投資の性差の分析が示されるのは台

湾のみで，教育における息子偏重は緩和されたが残っていることが示される．もっとも近年の台湾で

は女子の大学進学率の方が高く，本書が分析した1935～76年生まれより若いコーホートでは結論は変

わるかもしれない．

儒教圏で最も重視された価値は「孝」であり，世代間関係は現在でも重要な研究課題である．第10

章は同居する親子間の世帯内移転の分析で，過去1年間に親から移転を受けた割合は中国の方が，逆

に親に移転を行った割合は台湾の方が多い．別居している親を含む分析によると，以前に経済的支援

を受けた場合に恩返しをするというパターンは，妻の親に対してのみ当てはまった．同姓宗族内での

支援は当然視されるが，異姓間では特異なのでお返しが必要という解釈で，儒教圏らしいパターンと

言える．

第11章は別居子による訪問頻度と生前贈与の関係を分析している．欧米の研究では親が生前贈与を

してしまうと子は親に従う理由がなくなるとされるが，中国・台湾とも生前贈与済みの子夫婦の訪問

頻度が最も高い．これは世代間関係が依然として緊密であることを示唆し，「孝」規範が近代化とと

もに消滅することはないとされる．

本書は家族の経済人口学理論で重視される普遍的な課題を，中国・台湾の民族的・歴史的特殊性を

浮き彫りにしつつ洗練された手法で分析しており，優れた研究と言える．中国と台湾の比較は，異な

る体制下での家族変動を比較する上で参考になる． （鈴木 透）
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LucyWilliams

GlobalMarriage:Cross-BorderMarriageMigrationinGlobalContext

PalgraveMacmillan,Basingstoke,2010,viii+250pp.

わが国およびその周辺で近年顕著になっている人口学的現象としては国際結婚（cross-border

marriage）があげられるが，本書はその現状を世界全体のスケールで概観した力作である．ただし，

地理や統計を示す図表は全く掲載されておらず，国際結婚の意義や性質をめぐる定量的でない議論が

多数の文献の引用によって展開されていく．また，「移住，マイノリティーおよび市民権

（Migration,MinoritiesandCitizenship）」というシリーズの1冊となっており，移民の制度上の位

置づけに著者の関心があるため，事実婚でなく法律婚に焦点があてられている．

導入部分である第1章に続いて，第2章ではジェンダーと関係が深いという国際結婚による移動の

基本的な特性が述べられる．さらに，第3章では構造とエージェンシー（agency）という枠組みが

提示される．この「エージェンシー」は，結婚の仲介者のことではなく，「行為主体性」と呼ぶべき

ものであって，移民は制度的・文化的構造にただ従属しているのではなく逆に構造に影響をあたえて

いるという著者のスタンスを端的に表す概念となっている．

第4章は，国際結婚を世界全体のスケールで概観するという本書の目的を集約的におしすすめる部

分であり，ここには若干の定量的な記述がみられる．第5章ではメール・オーダー・ブライド，人身

売買等の女性の人権問題としての要素が詳述されており，この章が最も長いことが国際結婚の一般的

なとらえられようを象徴していると思われる．

本書で地域をタイトルで特定している章は，南アジアについての第6章と東アジアについての第7

章のみであるが，内容は全く対照的である．第6章の事例は，南アジアに起源をもつコミュニティー

が国際的なひろがりをもっているがゆえに，文化を共有する男女の結婚が国際結婚に該当するという

ものである．一方，第7章の事例は，東アジアの男性が経済格差を背景として異なる文化をもつ女性

と結婚するというものである．国際結婚を異文化間交流か否かで大別するならば，中国，フィリピン

等からの女性の流入で婚姻件数が支えられているわが国の視点は一方に偏るといえるかもしれない．

2種類の事例が混在しているのが，第8章でとりあげられる難民のコミュニティーにおける結婚であ

る．難民というのは，著者が強い関心を寄せる研究テーマであると推察される．

第9章では政策が国際結婚におよぼす影響がとりあげられる．第10章では移民の生活に焦点があて

られ，離婚の問題に議論がおよぶ．まとめの第11章では，多様な国際結婚を大きなスケールで比較す

る本書のようなスタンスと対象を限定して掘りさげた分析を行うスタンスの両方が重要であること等

が述べられる．

広範な文献調査によって作られた本書において定量的な色あいが非常に薄いということは，既存研

究が統計の面で十分とはいいがたいことの反映であるように思われる．大きなスケールで適用できる

統計が整えば，人口移動における国際結婚の重要性，異文化間交流とみなされる国際結婚の割合，国

際結婚の離婚に終わる傾向等，本書からうかびあがる諸問題において考察が深まるのではなかろうか．

本書のような文献調査も含めて国際結婚に関する研究が蓄積されることは，国際化という視点から未

来を展望するうえで有意義であろう． （今井博之）
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研究活動報告

国際開発学会第23回全国大会

国際開発学会第23回全国大会は，2012年12月1日（土）～2日（日）に，神戸大学で開催された．

国際開発，援助協力について，教育，保健，経済・貧困削減，環境といった多様な分野の世界各地域

に関する研究報告と討議が行われたほか，共通論題シンポジウムとして「東日本大震災と災害弱者：

国際開発協力への教訓」と題し，日本の災害対策と国際開発との比較，また相互作用について議論が

交わされた．

社会保障分野では，経済格差・貧困分析，障がい児教育，ジェンダーと開発論，健康保険制度，人

口分野では人口統計制度（報告者発表），専門人材の国際移動，移住労働と人身取引，といったトピッ

クの発表があった．

会場では，今後の世界の開発において人口問題が非常に重要になってくること，特に石油から作ら

れる化学肥料を含めたエネルギー問題と食糧・人口問題との関わりを真剣に議論するべきである，と

の意見も聞かれ，国際開発に人口問題は欠かすことのできない基礎的分野であることが再認識された．

（林 玲子記）

日本社会学会第85回大会

日本社会学会第85回大会が2012年11月3日（土）～4日（日）に札幌学院大学（北海道江別市）で

開催された．一般発表296件，ポスター発表22件のほか，テーマセッションで42件，英語部会で22件，

研究活動委員会テーマセッションで23件の報告があった．人口関連分野の報告も行われた．以下，主

なものについて発表題目を紹介する．

「出生率の地域差の背景要因についての分析」 第一生命経済研究所 松田 茂樹

「新しい初婚関数とその妥当性について」 帝京大学 池 周一郎

「なぜ中国で隔世世帯が急増したのか？」 東京大学 張 継元

「何人と交際すれば結婚できるのか」 成蹊大学 小林 盾

「子育てにおけるネットワーク資源の効果の地域間比較」 専修大学 金井 雅之

「若年雇用の非正規化と妊娠・出産期の退職」 労働政策研究・研修機構 池田 心豪

「女性の初職・非正規就業が結婚タイミングへ及ぼす影響」 静岡大学 吉田 崇

「現代の日本の自殺について」 南山大学 阪本 俊生

「積極的労働市場政策は自殺率を下げるか」 同志社大学 柴田 悠

「結婚が地位として意識されるとき」 学習院大学 数土 直紀

「都道府県別県外転出構造における東京都の位置」 一橋大学 小股 遼

（是川 夕 記）
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